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はじめに 

 小林 江里香  

（東京都健康長寿医療センター研究所） 

本報告書は、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターが

実施した 2019 年度二次分析研究会参加者公募型研究「全国高齢者パネル調査による高齢

期の健康と生活に関する二次分析」の成果をまとめたものである。 

「全国高齢者パネル調査」は、東京都老人総合研究所（現：東京都健康長寿医療センタ

ー研究所）が、ミシガン大学、東京大学とともに 1987 年より約 3 年ごとに実施している、

全国の 60歳以上を対象とした長期縦断研究である。二次分析の対象となったのは、SSJDA

（Social Science Japan Data Archive）において公開されている 2006 年の第 7回調査

（Wave7）までのデータである。データは訪問面接調査により得られており、質問内容は、

家族、友人・近隣関係、就労・社会参加、ライフイベント、心身の健康、幸福感、保健

福祉サービスの利用、経済状態など多岐にわたる（調査の概要は別ページ参照）。 

研究会では、公募により参加した 16 名の研究者が、7 波分のデータ（1987～2006 年）、

またはその一部を用いて、各自の関心に基づき設定したテーマに取り組んだ。参加者は、

7 回にわたり開催された研究会の中で分析結果の報告およびディスカッションを行い、修

正を重ねながら、2 月の最終成果報告会に臨んだ。本報告書には、成果報告会でいただい

たコメントを元にさらに完成度を高めた 13 本の論文が掲載されている。高齢期の就労・引

退から終末期の幸福感低下の問題まで実に幅広いテーマが取り上げられており、改めて、

60歳以降の人生は長く、学術的にも社会的にも重要性の高い多様な課題が潜んでいること

を実感できる内容となっている。 

本報告書が、データ解析への関心とともに高齢者研究への関心を高める一助となれば幸

いである。さらに、本データが、日本の高齢者の貴重な記録として、今後ともデータアー

カイブで大切に保管され、次世代の研究者にも活用されていくことを期待している。

最後に、研究会の運営にご尽力いただいた佐藤香先生、鈴木富美子先生、藤原翔先生は

じめ SSJDA スタッフの皆様、第 3 回研究会にアドバイザーとしてご参加いただいた杉澤秀

博先生（桜美林大学）、成果報告会のコメンテータをお引き受けいただいた石田賢二先生

（東京大学）、菊澤佐江子先生（法政大学）、斉藤雅茂先生（日本福祉大学）、渡邉大輔先生

（成蹊大学）に、心より御礼を申し上げる。 

ⅰ



研究会の概要 

テーマ

全国高齢者パネル調査による高齢期の健康と生活に関する二次分析

使用データ 

【0395】老研－ミシガン大学 全国高齢者パネル調査 

＜Wave1(1987)，Wave2(1990)，Wave3(1993)＞ 

【0679】老研－ミシガン大学 全国高齢者パネル調査＜Wave4(1996)＞ 

【0823】老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル調査＜Wave5(1999), Wave6(2002)＞ 

【1185】老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル調査＜Wave7＞，2006 

研究の概要 

この研究会では、東京都老人総合研究所（現：東京都健康長寿医療センター研究所）、ミ

シガン大学、東京大学が共同で実施している「老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル

調査」の実施担当者を講師に迎え、二次分析を行います。本パネル調査は、全国から無作為

抽出された 60 歳以上の男女を対象に、1987 年より約 3 年ごとに実施しているもので、2006

年の Wave7 までの分析が可能です(SSJDA で公開済)。 

調査項目は、訪問面接調査により回答を得た、家族、友人・近隣関係、就労・社会参加、

ライフイベント、健康・ウェルビーイング、生活習慣、保健福祉サービスの利用、経済状態

など多岐にわたります。また、同じ対象者の追跡調査を継続しながら、新規対象者の抽出・

追加も行われており、1999 年の Wave5 では、後期高齢者に焦点を当てた課題にも対応でき

るよう、70 歳以上の大規模標本が追加されました。したがって、7 waves（19 年間）の長期

縦断データとしての利用はもちろんのこと、一部の Wave に焦点を当てた分析も可能です。

このように、高齢期の健康と生活に関する様々な分析課題の設定が可能な質・量ともに充実

したデータですので、幅広い研究分野からの参加を歓迎します。

活動の記録 

第 1 回研究会（2019. 6.28）：趣旨説明，データの解説，自己紹介など 参加者 18 名 

第 2 回研究会（2019. 8.20）：研究報告 参加者 17 名 

第 3 回研究会（2019. 9.27）：研究報告 参加者 15 名 

第 4 回研究会（2019.10.11）：研究報告 参加者 15 名 

第 5 回研究会（2019.11.29）：研究報告 参加者 12 名 

第 6 回研究会（2019.12.17）：研究報告 参加者 13 名 

第 7 回研究会（2020. 1. 22）：研究報告 参加者 12 名 

成果報告会 （2020. 2. 19）：研究成果報告 参加者 33 名
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「全国高齢者パネル調査」の概要 

 

小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所） 

 

１．全国高齢者パネル調査とは 

本プロジェクトは、1980 年代に東京都老人総合研究所（研究代表：前田大作）とミシガ

ン大学（研究代表：Jersey Liang）の共同研究として始まり、1987年（昭和 62 年）に全

国から無作為抽出された 60歳以上を対象として第 1回調査（Wave 1；以下、各 Waveは第

何回調査と表記）を実施した。その後、新規標本を追加しながら追跡調査を継続しており、

直近では 2017年（平成 29年）に第 9 回調査を実施した。第 5回調査からは調査実施主体

に東京大学が加わり、3 機関以外の研究者も多数参加してプロジェクトを支えている。 

この調査では、高齢者の身体的・精神的健康、家族、家族以外の社会関係、経済状態な

ど、高齢者の保有する資源や生活の状況を様々な側面から調べている。同じ対象者を繰り

返し調査するパネル調査あるいは縦断研究（longitudinal study）の手法をとることによ

り、高齢者の資源・生活状況の変化の様子や、変化をもたらしている要因を分析できるよ

うになっている。30 年にわたり継続している本調査は世界的にも長期の縦断研究である。 

2020 年 3月現在、第 7 回調査（2006年）までの個票データが、4 つのデータセットに分

かれて SSJDA（Social Science Japan Data Archive）より入手可能となっている：①老研

－ミシガン大学 全国高齢者パネル調査＜Wave1（1987），Wave2（1990），Wave3（1993）＞、

②同＜Wave4(1996)＞、③老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル調査＜Wave5(1999)，

Wave6(2002)＞、④同＜Wave7(2006)＞。第 4 回までは、ICPSR（Inter-university Consortium 

for Political and Social Research）のデータアーカイブでも公開されている。 

「全国高齢者パネル調査」は SSJDAに寄託する際に使用された調査名であるが、調査対

象者に提示している調査名は、「全国高齢者調査」（第 1 回）、「高齢者日米比較調査」（第 2、

3回）、「中高年者日米比較調査」（第 4 回）、「長寿社会における高年者の暮らし方の日米比

較調査」（第 5～7回）、「長寿社会における中高年者の暮らし方の調査」（第 8、9 回）と変

遷している。一方、プロジェクトやデータベースの略称としては、JAHEAD（Japanese Study 

of Assets/Aging and Health Dynamics）のほか、第 1 回調査の調査名に由来する NSJE

（National Survey of the Japanese Elderly）も使用されている。 

以下では、本研究会において二次分析の対象となった第 7回調査までを中心に紹介する。

直近の調査までを含むプロジェクトのより詳しい情報や研究成果などについては、調査の

ホームページ（後掲）より入手できる。 
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図 1 対象者の年齢の推移と主な研究課題 

 

２．対象者と調査方法（第 1回～第 7回） 

第 1 回調査（1987年）は、全国の 60 歳以上の男女を対象として実施し（図 1の A）、そ

の後、第 2 回（1990 年）に 60～62 歳（B)、第 4 回（1996 年）に 60～65 歳（C）、第 5 回

（1999 年）に 70 歳以上（D）の新しい対象者を加えながら、第 7 回（2006 年）まで 3～4

年ごとに追跡調査を実施した。 

いずれの回も、新規対象者の抽出は層化二段無作為抽出法により住民基本台帳を用いて

行い、訪問面接聴取法により実施した（実施は一般社団法人中央調査社に委託）。第 2 回か

らは、対象者本人が重い病気などで回答できない場合、一部の項目について、家族などへ

の代行調査を実施している。抽出された回に協力した人には、死亡や調査協力の継続を拒

否した場合を除き、原則として毎回協力を依頼しており、第 7回までに 1 回以上の協力を

得た「追跡対象者」は 5,215 人である。各回の回答者数および回収率（死亡者を分母から

除く）を表 1に示した。代行による回答を含むと、第 2～6回は 80％以上、第 7回は 75％

と比較的高い回収率を維持していた。 

また、対象者が高齢であるため死亡による脱落が多く、訪問調査の前には、自治体の協

力が得られる場合は住民票（除票）での確認を行い、家族等からの情報と合わせて死亡状

況の把握に努めている。第 7 回調査までに、追跡対象者の約 3分の 1 の死亡を確認した（表

1参照）。対象者の死亡年月の情報は、SSJDAで公開している個票データにも含まれている。 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回

   [1987］ ［'90］  ［'93］  ［'96］ ［'99］  ［2002］ [2006］   ［2012］  ［2017］

A

B C

D

E

年
齢
（
歳
）

60

70

80

90

60 60 60 60

65
63

66
69

63
66

63
66

70

76

81

69
72

70
72
75 76

79

73

77

83

88

82
85

87
9092

高齢者の健康と幸福感
の日米比較

後期高齢期の健康・家
族・経済のダイナミクス

高齢者の時代的・世代的
変化（新パネルの設定）

Wave1   Wave2   Wave3   Wave4       Wave5       Wave6       Wave7           Wave8              Wave9  

二次分析研究会の対象（SSJDAで公開中）
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表 1 追跡対象者の出生年と第 1 回～第 7回調査の回答者数および回収率 

 

 

 

３．調査回（Wave）別の主な研究課題と特徴 

 パネル調査では「変化」に関心があるため、継続して質問している項目が多いが、その

ときどきの研究動向や社会情勢に合った研究課題を設定し、それに沿って質問項目の入替

や追加を行っている。例えば、日常生活動作（ADL）などの健康関連や、友人数やグループ

参加などの社会的ネットワーク関連の項目は、第 1回から継続的に質問しているものが多

い。他方、質問項目の入れ換え・追加は、プロジェクトの主要課題の変更時に多く行われ

ており、第 5回調査がその転換点に当たる。 

 

１）第 1 回～第 4回調査（1987 年～1996 年） 

 第 1 回から第 4 回において重点的に取り組まれた課題は、「高齢者の健康と幸福感の日

米比較」である（図 1も参照）。ここでは、欧米で使用されていた様々な健康指標や主観的

幸福感（subjective well-being: SWB）の尺度が取り入れられ、日本の高齢者における適

用可能性が検討された。また、SWB に影響を与える要因として、ソーシャル・サポートや

社会的ネットワーク、ライフイベント（配偶者との死別、退職など）なども検討された。

第 1 回の調査項目には、ミシガン大学 Institute for Social Research（ISR）が全米の成

A：　2,200人 本人 2,200 1671 1532 1247 1004 787 526

　(明治26）～ 代行 実施せず 152 173 199 215 177 143

　昭和2年生まれ

B：　404人 本人 366 332 302 282 251 205

　昭和2～ 代行 38 24 27 22 25 28

　昭和5年生まれ

C：　976人 本人 898 791 726 628

　昭和5～ 代行 78 40 33 32

　昭和11年生まれ

D：　1,635人 本人 1405 1059 744

　(明治31）～ 代行 230 187 153

　昭和4年生まれ

A～D計：5,215人 本人 2,200 2,037 1,864 2,447 3,482 2,823 2,103

　(明治26）～ 代行 実施せず 190 197 304 507 422 356

　昭和11年生まれ

回収率 
注4 本人 67.2% 77.9% 83.8% 76.5% 74.4% 72.8% 64.4%

本人＋代行 - 85.2% 92.6% 86.0% 85.2% 83.7% 75.4%

注1) A～Dは図1の集団に対応。抽出された回の調査に協力（代行を含む）した人を「追跡対象者」としている。

注2) A、Dは、標本抽出時には年齢の上限を設けておらず、回答者中の最年長者の出生年をかっこで示した。

注3）「本人」は対象者本人への通常調査。「代行」は、本人が重い病気などの場合、家族等が一部の項目に回答。

注4）死亡者を対象者数から除いた回収率

集団：追跡対象者

数　注1

出生年　注2

調査種類
注3

調査回別の回答者数 第7回ま
での平
均協力
回数

第7回
までに
死亡

第1回
1987年

第2回
1990年

第3回
1993年

第4回
1996年

第5回
1999年

第6回
2002年

第7回
2006年

4.56
回

1,315人
（59.8%)

4.71
回

96人
（23.8%）

3.31
回

102人
（10.5%）

2.31
回

439人
(26.9%）

3.63
回

1,952人
（37.4%）
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人を対象に実施した Americans' Changing Lives（ACL）調査（1986 年～）の項目を英訳し

たものが多い。 

 

２）第 5 回～第 7回調査（1999 年～2006 年） 

第 5 回から第 7 回までは、介護保険制度が 2000 年から施行されたこともあり、私的・公

的な支援の必要性が高まる後期高齢者に焦点を当てた課題設定が行われた。それに伴い、

原則として 60 歳以上の全国代表標本となるような標本補充（図 1 の B、C）が行われてき

た第 4回調査までの方針を変更し、第 5 回調査では 70 歳以上の標本を新たに追加した（図

1の D）。高齢者の「健康」「家族などの社会関係」「経済」の各資源が、相互に影響を与え

合うダイナミックな関係を明らかにすることを主な課題としたが、この研究枠組みは、ミ

シガン大学 ISR の AHEAD 研究（Study of Assets and Health Dynamics among the Oldest 

Old：後期高齢者の資産と健康のダイナミクス）を参考にしたものである。なお、JAHEAD と

いうプロジェクト名は、Japanese AHEAD であることに由来する。 

第 5 回調査では、上述の課題に沿って家族や経済関連の項目（収入源別の収入額、資産

等）は増加した一方、SWB の尺度やライフイベントの項目は大幅に削減された。家族に関

しては、子ども全員について出生順に基本属性（性、年齢、配偶者・就労の有無、親との

距離）を質問し、高齢者が何番目の子から支援を受けているかと関連づけることで、どの

ような特性をもつ子どもからの支援かを分析できるようになった。さらに、就労関係の項

目も改訂され、常時雇用か否かなど就業形態についてより正確な把握が可能になった。 

 

４．まとめ 

 このように、本パネル調査は、高齢期の健康と生活に関する様々な分析課題の設定が可

能な質・量ともに充実したデータであり、幅広い分野の研究者の利用が想定される。また、

7 waves（19年間）の長期縦断データとしての利用はもちろんのこと、各調査回の特徴を

活かし、一部の Wave に焦点を当てた分析も可能となっている。第 8 回調査以降のデータ

も今後順次公開予定である。 

 

 

 調査のホームページ 

長寿社会における中高年者の暮らし方の調査－全国中高年者の健康と生

活に関する日米共同プロジェクト https://www2.tmig.or.jp/jahead/ 

Japanese Aging and Health Dynamics Study /National Survey of the    

Japanese Elderly  https://www2.tmig.or.jp/jahead/eng/index.html 
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高齢期における自営業からの引退 

──個人属性・健康状態・経済的要因の影響── 

 

仲 修平 

（東京大学） 

 

日本の自営業は高齢期の就業機会を提供する役割を担ってきたが，事業を終

える過程に関する研究は十分になされていない．そこで本稿は，高齢期におけ

る自営業からの引退がどのように生じているのかを検討する．とりわけ，個人

属性・健康状態と経済的要因が引退に及ぼす影響を，1999 年から 2006 年に実

施された全国高齢者パネル調査によって分析した（N=4,464）．分析の結果，次

の点が明らかとなった．第 1 に，加齢の影響は，健康状態と経済的要因を考慮

すると見られないことが示された．第 2 に，健康状態の悪化は自営業からの引

退を促すのに対して，収入と財産の上昇は引退を留める影響であることが明ら

かとなった．ただし，年金の取得は農業とは関連しない一方で非農業では引退

を促進させる影響が見られた．第 3 に，男性は配偶者の有無に関わらず自営業

を継続する傾向であることがわかった．これらの結果を踏まえて，高齢就業と

しての自営業の引退について議論する． 
 

1．問題の所在――高齢期における自営的な働き方に着目する意図 

総人口に占める 65 歳以上比率が 21%を上回る「超高齢化」を世界に先駆けて経験してい

る日本社会は，年金・医療・介護等の社会保障費が著しく増加している（国立社会保障・人

工問題研究所 2017）．それらの経費を適正な水準に維持しつつ，より質の高い社会をどのよ

うに持続させていくのかという社会的な課題に直面している．社会保障費を抑制する一つ

の手段として，人びとの働く期間をより長くすることによって，経済の担い手を確保するこ

とに期待が寄せられている． 

高齢期における就労促進を目的とする高齢者雇用安定法の改正案では，定年延長・定年廃

止・再雇用だけではなく，起業支援やフリーランスとして働くための資金を提供することが

企業の努力義務と示されている（日本経済新聞 2019 年 5 月 16 日）1)．それに呼応するかの

ように，一部の企業では任期の定めのない従業員に対して，業務委託契約を結び直すことを

通して個人事業主へ転換する動きが始まりつつある（日本経済新聞 2019 年 9 月 21 日）． 

自営業セクターは高齢者に対する就業機会の提供を通して日本経済を支えてきた（e.g. 

Ishida 2004）．65 歳以上の就労人口に占めるフリーランスや個人事業主を含む自営業比率は，

おおよそ半数となっている（労働力調査）．諸外国に比べて日本の高齢者就労比率は高いこ

とが知られているが，そのなかでも自営業比率の突出した高さが日本の特徴となっている

（三谷 2002）．日本と同様に高齢化を迎える諸外国にとっても，高齢期における自営的な働

き方が社会を支える側の創出になりうるのかは注目すべき課題の一つである．そのため，高

齢化に直面しつつ自営業比率の高い日本社会は，興味深い事例となりうると考えている． 

高齢化社会において，働くことを望む人びとの就労機会を維持するという観点からする
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と，自営的な働き方が果たす役割は大きいといえる．しかしながら，定年がないためにより

長期にわたり働くことができる自営業者といえども，働くことから退く時期がいずれやっ

てくる．では，高齢自営業者はどのような要因によって自営業から引退していくのだろうか．

本稿では，自営業からの引退を規定する要因を二次分析によって検討したうえで，高齢者就

業としての自営的な働き方を考察する． 

 

2．先行研究 

2.1 高齢期の就業としての自営業 

 急速な高齢化が進む日本社会において，高齢者の就業の場をいかに確保していくのかは

重要な課題として認識されてきた（e.g. 三谷 2002）．高齢者就業の内実をみると，自営業主・

家族従業者と役員が多く，それぞれ 34.4%と 13.3%になっている（2016 年労働力調査）．こ

のように高齢期の就業形態として自営業主と家族従業者が多いことは，高齢期における労

働力率が諸外国に比べて突出して高い背景にある．そのため，今後も増加が予想される高齢

者の就業の場として，自営業が一定の役割を果たしうるかは高齢者雇用を考えていくうえ

で看過できない社会問題である（三谷 2002）． 

 高齢自営業に対する期待やその働き方を再考する研究は 2000 年代に入ってから経済学や

労働に関する研究機関によってなされてきた（e.g. 玄田・神林 2001; リクルートワークス 

1999; 国民生活金融公庫総合研究所 2004）．そうした研究状況とは裏腹に，1980 年代後半以

降の自営業は減少の一途を辿ってきた．そのため，「なぜ日本の自営業が減少を続けるのか」

が一つの大きな研究課題となっている（神林 2017）．減少の理由はすでにいくつかの実証研

究によって示されている．例えば，産業構造の変化に伴う販売業や飲食業の縮小（八幡 

1998），あるいは収入が増加しないことによって自営業を選択しないことによるものである

（玄田 2002, 2003）． 

 たしかに，自営業の衰退はこの 30 年ほど続いてきた．しかしながら，2010 年代後半に差

し掛かると，その減少に歯止めがかかると同時にわずかな増加の兆しがあることは注目に

値する 2)．2018 年の自営業者数は全体で 535 万人だが，その数は前年に比べて 7 万人増え

ているのである（労働力調査）．約 40 年ぶりに 2 年連続で前年を上回っていることは，それ

以前の減少トレンドとは異なる段階に差し掛かっていることを示唆する．増加の内実を見

ると，65 歳以上の実数は 10 年前と比べて 14%ポイント増えているのである（労働力調査）．

また，増加幅は小さいとはいえ，45~54 歳の年齢層でも微増傾向となっている（2018 年は前

年比 3%ポイント増の 102 万人）．このことは，自営業が高齢期における就労を提供する一

翼を依然として担っていることを示唆している． 

 高齢自営業者数の減少や増加という現象は，自営業への参入と退出にかかわる職業移動

を土台とする研究から接近することができる．しかしながら，自営業を包括的に扱ってきた

研究においても（e.g. 鄭 2002; 仲 2018），高齢期における引退がいかにして生じているか

を説明するには至っていないのである． 
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2.2 引退に影響する要因―個人属性・健康状態と経済的要因 

 仕事からの引退は，働き手が現職から完全に退くまでの調整プロセス（心理的な自己同一

性，日常生活のパターンや社会的な結びつきの側面）として概念化される（Szinovacz 2003; 

Wang and Shultz 2010）．本人が何らかの仕事から「完全に退く」という意思決定をするまで

にはいくつかの選択肢がある．自営業からの引退に即していえば，仕事をやめて年金のみで

暮らしていくまでには，経営者としての立場を誰かに継承して事業に関わること（例えば家

族従業者として働く），あるいは廃業した後に契約期限付きの雇用労働として働くことが考

えられる．さらにいえば，いったん無職となったあとでも，何らかの事情によって働かざる

を得ない状況が生じる場合もあるだろう（例えば配偶者との死別により生活費を稼ぐ必要

に迫られる等）．このように引退を「プロセス」として考えるならば，引退を厳密に捉える

ことは難しい． 

そこで本稿では次善の策として，分析対象とする最初の時点（1999 年）において従業上

の地位が自営業であったサンプルが，それ以降の調査時点（2002 年，2006 年）で自営業以

外の地位へ移行することを「自営業からの引退」と定義する．つまり，調査時点まで続けて

きた自営業から退くことを「引退」とする．分析上の操作的定義は次節において述べる． 

 では，いかなる要因によって自営業からの引退が生じるのであろうか．ここでは本稿の関

心に照らして，「引退」を考えるうえで必要な視座を与えてくれる自営業からの「退出」に

関わる研究と高齢期の引退プロセスに関する研究の知見を整理しておきたい． 

実証的な調査データに基づく自営業からの退出についての研究は社会階層研究において

蓄積されてきた（平尾 2018; Ishida 2004; 仲 2018; Park 2010; 竹ノ下 2014）．それらの研究

は，出身階層，年齢，性別，学歴や婚姻状態など個人の属性に関わる要因と自営業からの退

出との関連に焦点を当てている．例えば，父親が自営業者であることによって本人は事業を

継続しやすい傾向（退出しにくい傾向）であることが示されている（Ishida 2004）4)．その理

由としては，父親の事業を直接的に継承することや事業を運営するうえでの資本（例えば，

失敗するリスクを軽減するノウハウ）を間接的に受け継いでいるためである．一方，そうし

た父親の効果は直近の調査（2015 年 SSM 調査）を用いた分析では見られないため（平尾 

2018），検討の余地が残されている．しかし，本稿が用いるデータでは父親の職業に関する

情報が十分ではないため，分析の俎上に載せることが難しい．そこで，高齢期の引退に直接

関わると考えられる年齢，性別，婚姻状態に焦点を当てる． 

定年制度が存在しない自営業といえども，加齢にともなって身体的な衰えにより自営業

から引退しやすくなることは容易に考えられる（仮説 1-1）．ただし，後述するように年齢の

影響は，本人の健康状態や経済的要因によって左右されると予想される．例えば，たとえ高

齢になったとしても，自身の健康状態が良ければ，身体に過剰な負荷がかからない範囲で時

間を調整して働くことができるかもしれない．あるいは，公的年金や財産による収入があれ

ば経済的に余裕が生まれるため，事業を継続することは可能であるかもしれない．これらの
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点に鑑みると，加齢の引退に対する影響は他の要因を統制したうえでの検討が必要となる． 

性別と婚姻状態については既存研究で興味深い知見が得られている．自営業の安定性に

おける男女不平等と家族状況の関係を分析した研究によれば（竹ノ下 2014），既婚男性は妻

の支援によって自営業からの退出リスクが有意に小さくなるが，その傾向は既婚女性に対

しては影響を有していないことが示されている．その背景には，男性自営業者は稼ぎ主とし

ての役割を担っていることが影響していると考えられる（平尾 2018）．これらの点から敷衍

するならば，高齢期においても配偶者のいる男性は家計を維持するために働く必要がある

ために引退しにくい傾向であると考えられる（仮説 1-2）． 

以上は階層研究の知見に基づく仮説であるが，引退プロセスを考えるうえでは健康状態

や経済的要因などの高齢期特有の文脈を即して検討する必要がある．そこで，高齢期の引退

プロセスを研究対象とする Bridge employment に関する研究を参照する（e.g. Cahill et al. 2015; 

von Bonsdorff et al. 2017）．Bridge employment とは，退職手当や年金をもらい始めてから仕事

を完全に辞めるまでの移行期間中における雇用形態を意味する（Dingemans et al. 2015; 

Feldman 1994; Shultz 2003; Wang and Shultz 2010）．それらの研究の中でも，自営業に着目し

た分析枠組みを下敷きにする（von Bonsdorff et al. 2017: 300-303）． 

高齢就業者の健康状態は仕事を継続するか（Bridge employment に参入するか），引退する

か否かに最も強力な要因であることが示されてきた（Feldman 1994; Kim and Feldman 2000; 

Wang et al. 2008）．良い健康状態は悪い健康状態に比べて仕事を継続させやすいと考えられ

る．事実，就労の継続には健康状態が影響していると同時，自営業主であることが継続を促

す効果を有していることが示されている（Raymo et al. 2004）．これらの研究に基づくならば，

健康状態の悪化はそれ以前の状態に比べると仕事の継続が難しくなるだろう（仮説 2-1）．

しかしながら，自営業者は雇用労働者に比べると職場や仕事のスケジュールの観点でより

自律性や柔軟性を有しているため，たとえ健康状態が悪化したとしても自身の健康に合わ

せて働き続けることが可能であるかもしれない（仮説 2-2）． 

他方，経済的な制約は生活の糧が必要であるために仕事の継続を促進する可能性が指摘

されている（Shultz 2003）．いくつかの研究では経済的な資源（財産や収入）が豊富である

ことは，Bridge employment として自営業を経験しやすい傾向を示している（e.g. Kerr and 

Armstrong-Stassen 2011; van Solinge 2014）．つまり，より多くの経済的資源を有している人は

高齢期において自営業へ参入しやすいことを意味している．参入後のことを考えるならば，

そうした資源が十分にあれば事業を継続させやすいことが考えられる（仮説 3-1）．逆に言

えば，経済的に余裕があるならば引退を自らの意思で決めることができるかもしれない（仮

説 3-2）．ただし，日本社会では高齢者の多くが「経済的な理由（多くの場合は収入によって

生活費を補填する）」によって働き続けていることがわかっている（JILPT 2010）．加えて，

日本の場合，自営業者に対する年金額は雇用者のそれに比べると低いために，経済的な制約

によって引退できない可能性がある．  
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3．方法 

3.1 データ 

 分析に使用するデータは，全国高齢者パネル調査（Wave5 から Wave7）の 3 時点データで

ある（以下，JAHEAD データ）．Wave5 以降を用いる主な理由は，70 歳以上のサンプルが加

わったことによって後期高齢者に焦点を当てた分析が可能となるためである．加えて，キャ

リアの引退に影響を及ぼす収入源別の収入（就労による収入，年金，財産収入など）や資産

等の調査項目が追加されたため，経済的な状況をより詳細に把握することができるためで

ある． 

本調査は，東京都老人総合研究所とミシガン大学の共同研究によって 1987 年に開始され

た．調査は日本全国を対象として層化二段無作為抽出によってサンプリングされた高齢者

（60 歳以上）に対する訪問面接調査によってなされている．現在は，Wave9（2017 年）ま

で実施されており，そのうち Wave7 までが SSJDA より公開されている．各調査はおよそ

2000 人から 3000 人が回答しており，Wave7 までに 5,215 人が 1 回以上回答している．Wave5

（1999 年），Wave6（2002 年），Wave7（2006 年）の有効回答者数と回収率は，それぞれ 3,989

人／85.2%，3,245 人／83.7%，2,459 人／75.4%であった． 

分析に際しては，Wave5 から Wave7 のデータを統合しロング形式のデータへ再構成して

用いた．以下に述べる変数のいずれかで欠測したケースをリストワイズで処理したところ，

分析対象となる最終的なデータセットの観察数は 4,464 となった． 

 

3.2 変数と分析方法 

 被説明変数は，従業上の地位について t 時点で自営業を選択した場合を 0 とし，t+1 時点

でそれ以外の従業上の地位に就いた場合を 1 とする「自営業からの引退ダミー」である．本

調査では，調査時点の主な仕事の従業上の地位を「常時雇用，臨時雇用・パート・アルバイ

ト，自営業主，家族従業」の項目で捉えている．より具体的な地位の移動量は次節で示すが，

自営業の継続が 60%，自営業から無職への移動 29%，家族従業への移動が 8%，常時雇用と

臨時雇用への移動が合計して 3%ほどである（N=588）．つまり，先述したように，本稿が対

象とする引退には自営業をやめた後に何らかの形で働いている人びとも 10%程度含まれて

いる点には留意が必要である 5)． 

 説明変数は個人属性，健康状態と経済的要因である．個人属性は年齢と婚姻状態（配偶者

なしを 0，ありを 1 とするダミー変数）である．健康状態は，主観的健康（「全般的にいっ

て，あなたの現在の健康状態はいかがですか」に対して，「まったく健康」から「まったく

健康でない」までの 5 段階評価の回答），身体的能力（立つ，歩く，しゃがむ，手を伸ばす

などの合計得点），病気数（心臓病，関節炎，高血圧，糖尿病や脳卒中などの病気の数を合

計した数）である．経済的要因は，就労による収入，公的年金収入，財産収入である．財産

収入については，財産なしが多数を占めているため（88.4%），財産なしを 0，ありを 1 とす

るダミー変数とした（詳細は付表 5）． 
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 統制変数は，各調査年ダミー（1999 年を 0），男性ダミー（女性を 0），大卒ダミー（非大

卒を 0），持ち家ダミー（持ち家以外を 0）である．分析に用いた変数の記述統計量は表 1 に

示した． 

 本稿の分析では，変量効果ロジットモデルを用いる．その理由は自営業からの引退は性別

や学歴など時間で変化しない要因が影響しているため（2 節），それらの要因を分析モデル

に組み込むためである 6)．分析方法の詳細は筒井ほか編（2011: 221-222）を参照した． 

 

表 1 分析に用いた変数の記述統計量 

変数 詳細 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

年齢 調査時点の年齢 78.88 5.38 70 99 

男性ダミー 0：女性，1：男性 0.42 0.49 0 1 

大卒ダミー 0：非大卒，1：大卒 0.1 0.3 0 1 

配偶者ダミー 0：配偶者なし，1：配偶者あり 0.6 0.49 0 1 

持ち家ダミー 0：持ち家以外，1：持ち家 0.88 0.33 0 1 

主観的健康感 0：健康〜5：健康でない 2.66 1.01 1 5 

身体的能力 立つ，歩く，しゃがむ等の合計値 9.01 3.99 7 35 

病気数 関節炎，高血圧，糖尿病等の合計値 1.76 1.79 0 20 

収入 事業収入の回答に中央値を割り当て 53.4 156.22 0 960 

公的年金 年金収入の回答に中央値を割り当て 193.39 135.12 0 960 

財産ダミー 0：財産なし，1：財産あり 0.08 0.27 0 1 

 

4．分析結果 

4.1 記述 

 本小節では，基本的な分布を確認することを通して高齢自営業者の特徴を示す．主な特徴

は，就業者のうち自営業比率は 50%程度であること，自営業から他の地位への移動は 40%

程度生じていること，70 歳代の男性が多く，主な職業は農業・販売・製造／建設等である．

自営業者の健康状態は他の地位と比べて目立った傾向はほとんど見られないが，収入と公

的年金は常時雇用と比べると顕著に低い傾向であることがわかる．以下では，各項目につい

てより詳細に確認していきたい． 

 まず，Wave5・Wave6・Wave7 のサンプルに占める就業比率は，それぞれ 25.7%(N=3,481)・

20.7%(N=2,823)，16.7%(N=2,103)である（付表 1）．就業者のうち自営業比率は 45.9%・51.8%・

50.7%となっている（図 1）．常時雇用比率は 13.8~6.3%，臨時雇用等比率は 18.9%~16.6%，

家族従業比率は 19.7%~22.9%となっている．2016 年の労働力調査によれば，自営業比率は

34.4%であるため（役員を除く），本調査の比率はやや高い値となっている． 

 自営業者の年齢（70 歳代・80 歳代・90 歳代）はそれぞれ 67.6%・29.9%・2.5%となって

おり，男性が 70%ほどを占めている（付表 2 と付表 3）．自営業者の職業は，農林漁業 38.6%，
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販売業 22.8%，建設／製造 16.7%，サービス業 9.2%，専門職 8.4%の順となっている．20 歳

代から 60 歳代の自営業者の職業構成と比較すると，農林漁業比率の高さが顕著である（仲 

2018）．それに対して常時雇用者の職業は，管理職 29.7%，建設／製造 23.4%，専門職 13.5%，

販売職とサービス職 11%程度となっている．家族従業者の職業は農林漁業と販売職でおお

よそ 70%を占めている． 

 

 

図 1 各 Waveの就業者における従業上の地位（比率） 

表 2 職業と従業上の地位（比率） 

 常時雇用 臨時雇用 自営業主 家族従業 実数 

専門 13.5  7.7  8.4  2.0  131 

管理 29.7  1.8  3.8  1.7  102 

事務 8.9  7.1  0.5  7.3  70 

販売 10.9  6.4  22.8  15.4  296 

農林漁業 2.6  7.1  38.6  58.9  576 

製造/建設 23.4  36.5  16.7  9.2  343 

サービス 10.9  33.4  9.2  5.6  230 

実数 192 326 872 358 1,748 

注：列パーセント 

 

表 3 は自営業から他の地位への移動量を表している（行=t 時点，列=t+1 時点）．自営業に

着目すると，自営業を継続している人は 59.4%となっていることがわかる．つまり，おおよ

そ 40%が 3 時点の調査の間に自営業から他の地位へ移動している．そのうち，無職・家族従

業・臨時雇用・常時雇用への移動がそれぞれ 29.1%・8.0%・2.2%・1.4%となっている．この

ことは前節で指摘した通り，自営業から退くことが，「完全な引退（就労による収入がない

状態）」とは限らないことを意味している．そのため，自営業から各地位への移動先を考慮



12 
 

することは重要ではあるが，分析に際してはサンプルサイズが小さくなることを避けるた

めに次善の策として各地位を統合して用いる． 

 

表 3 従業上の地位の移動（t時点と t+1時点） 

 常時雇用 臨時雇用 自営業主 家族従業 無職 実数 

常時雇用 29.4  17.6  5.9  0.7  46.4  153 

臨時雇用 3.1  30.3  2.2  1.3  63.2  228 

自営業主 1.4  2.2  59.4  8.0  29.1  588 

家族従業 0.9  1.4  12.6  41.9  43.2  222 

無職 0.2  1.1  1.8  1.2  95.7  3,456 

実数 69 149 454 184 3,791 4,647 

注：行パーセント 

 

図 2 従業上の地位と健康状態・経済的要因 

注：身体的能力は外れ値および 7 点（すべての身体的能力の項目について問題ないと回答した人）は比率

が高いために除いたグラフとなっている． 
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最後に健康状態と経済的要因を確認しておきたい（図 2）．自営業者の主観的健康感と身

体的能力は他の従業上の地位と比べて大差があるわけではない．ただし，各変数における自

営業者の分散は相対的に大きいことが見て取れる．他方，自営業者の就労による収入と公的

年金は常時雇用のそれらに比べると低いことがわかる．公的年金については常時雇用のお

およそ半分，非正規雇用の 2/3 程度であることがわかる．財産収入と私的年金はいずれの地

位においてもゼロの比率が最も高い（付表 4 と付表 5）．そのため収入と公的年金の低い自

営業者は，生計を維持するために引退を選択しにくい状況となっている可能性がある． 

 

4.2 推定結果 

 本小節では，異なる説明変数を想定する 4 つのモデルを比較することを通して，健康要因

と経済的要因のすべてを含むモデルが最適であることを示す．モデル 1 は統制変数のみを

想定するモデル，モデル 2 と 3 はモデル 1 に健康要因と経済的要因を追加したモデル，モ

デル 4 は健康要因と経済的要因を同時に投入したモデルとなっている． 

 

表 4 モデル比較 

 独立変数 対数尤度 自由度 AIC BIC 

Model1 統制変数のみ -1408.7 9 2835.4 2895.3 

Model2 M1+健康要因 -1336.0 12 2695.9 2775.1 

Model3 M1+経済的要因 -1030.9 12 2085.7 2163.2 

Model4 M1+健康要因+経済的要因 -984.6 15 1999.1 2095.2 

 

 表 4 はモデルのあてはまりを示す指標として AIC と BIC を示したものである．この表に

基づくと，すべての変数を投入したモデル 4 の AIC と BIC が最も低く，最適なモデルであ

ることがわかる（各モデルの結果は付表 6 を参照）． 

 では，各説明変数は自営業からの引退にいかなる影響を及ぼしているのだろうか．分析に

際しては，自営業のなかでも働き方が大きくことなると考えられる農業とそれ以外（非農業）

にサンプルを分割した結果も合わせて示す 7)． 

 表 5 は，自営業からの引退を被説明変数とする変量効果ロジットモデルの分析結果であ

る．第 2 節で示した仮説を念頭において，個人属性，健康状態と経済的要因の効果を確認し

ておきたい．主観的健康感と身体的能力は統計的に有意な正の値を示している．つまり，主

観的健康感と身体的能力の状態が悪化すると，自営業からの引退が生じやすいということ

である．ただし，身体的能力の悪化は，農業では自営業にとどまりやすい結果となっている

（負の係数）．病気数は統計的に有意な効果は認められないことがわかる． 

 続いて経済的要因を確認すると，収入と財産ダミー変数は統計的に有意な負の値となっ

ている．つまり，就労による収入が増えるほど，あるいは財産を持つほど自営業から引退し
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にくい傾向である．逆に言えば，自営業を継続しやすいことを示している．同様に公的年金

も正の効果となっているが，その影響は非農業において見られる点に特徴がある． 

 個人属性の中で注目すべきは，年齢と引退は統計的に有意な関連ではないことである．モ

デル 1（統制変数のみ）では，正の有意な影響があるものの，その影響は健康要因と経済的

要因を考慮すると見られなくなった（付表 6）．つまり，「自営業者に定年はない」という言

説は現実を言い当てている面もあるが，それは両要因を介した擬似的な関係である可能性

が高いことを示している． 

 

表 5 被説明変数を自営業からの引退とする変量効果ロジットモデルによる推定結果 

 
注：***:p<.001, **:p<.01, *:p<.05, †:p<.1 

 

 では，高齢期においても既婚男性は家計を維持するために働く必要があるために引退し

にくい傾向となっているだろうか．表 6 は，男性ダミーと配偶者ダミーの交互作用項を追加

した分析した結果である．検討に必要な変数以外は表 5 とほぼ同じ傾向であったため，一部

を抜粋して示した．また，視覚的に理解するために，予測値をプロットした（図 3） 

 結果を見ると，交互作用項は非農業において負の影響となっている．農業では統計的に有

意な傾向ではないが，同様に負の傾向を示していることがわかる．予測値のプロットを見る

と，配偶者ありの男性は予測値が負の方向へ伸びている．つまり，自営業を継続しやすいこ

とを示している．ただし，農業では配偶者なしの男性も同様に負の影響となっている．予測

値としてはもっとも負に大きな値であることがわかる．一方，配偶者ありの女性は農業と非

農業において退出しやすい傾向となっている．この傾向は，ジェンダーの違いが自営業から
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引退するプロセスに影響していることを示している． 

 

表 6 交互作用を追加したモデルによる推定結果（抜粋） 

 

注：***:p<.001, **:p<.01, *:p<.05, †:p<.1 

 

図 3 予測値のプロット 

 

5．考察 

本稿では，高齢期における自営業からの引退に及ぼす要因を二次分析によって明らかに

することを試みた．とりわけ，個人属性・健康状態・経済的要因が引退とどのように関連し

ているのかを検討した．1999 年から 2006 年に実施された全国高齢者パネル調査を統合した

データを用いて分析した結果，主に次の 4 点が明らかとなった． 

第 1 に，加齢にともなって引退を促す影響は健康要因を考慮すると，その影響は見られな

くなることが示された．第 2 に，健康状態（主観的健康感と身体的能力）の悪化は引退を促

進する傾向が見られた一方で，農業自営業では身体的能力の衰えは事業を継続する影響と

なっていた．第 3 に，事業による収入と財産収入の増加は引退を押し止める影響であるのに

対して，公的年金の取得は非農業自営業において引退しやすくなる傾向であることがわか

った．第 4 に，既婚男性は自営業を継続しやすい傾向であるが，その傾向は配偶者のいない

男性（とくに農業）においても同様に見られた．分析結果と仮説の関係は表 7 にまとめた． 

以上の結果を踏まえると，高齢期における自営業からの引退は主に健康状態の悪化と収

入の低下が影響すると結論づけることができる．しかし，上述の結論では農業と非農業で異

なる影響が見られたことについて十分に考察できていない問題がある．農業自営業では身

体的能力がなぜ負の影響（継続しやすい傾向）なのか，加えて，公的年金の取得がなぜ関連

しないのかという点である． 
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表 7 高齢期における自営業からの引退に関する仮説の検証 

 農業 非農業 

H1:個人属性   

H1-1: 加齢によって引退しやすい R R 

H1-2: 配偶者のいる男性は継続しやすい S S 

H2: 健康状態   

H2-1: 健康状態の悪化は引退しやすい R S 

H2-2: 健康状態が悪化したとしても継続する S R 

H3: 経済的要因   

H3-1: 経済状態の好転は継続しやすい S S 

H3-2: 経済状態の好転は引退しやすい R S/R 

注：S は本研究の分析結果により支持される仮説，R は棄却される仮説を意味する．非農業については，

経済状況の中でも公的年金の取得は引退を促していた一方，収入や財産の上昇は継続を促していた．

そのため，S と R の両方を記載した． 

 

農業において身体的能力の悪化が継続を促す理由にはいくつか可能性が考えられる．1 つ

は農業だからといって，身体を酷使して働くとは限らないことである．橋本（2018: 250）が

指摘するように，「日本の農民層分解はまさに最終段階を迎えつつある」とすれば，労働集

約的な働き方を強いる農業形態はすでに解体されており，現存する農業は作業の機械化や

ロボティクスの活用により効率的に事業を展開し始めているかもしれない．だとすれば，農

業に従事する自営業者は自らの身体的な状態に合わせて仕事を進めることが可能となって

いるかもしれない． 

もうひとつは，農業から引退するコストが高いために継続せざるを得ないことが考えら

れる．例えば，農業自営業者の多くは自らの土地を所有していると思われるが，土地を手放

す際にかかる費用や税金との関係において，たとえ身体的に厳しい状況になったとしても，

何らかの形で農業を継続する方が暮らしていくには都合が良いのかもしれない 8)．あるいは，

そうした理由ではなく，農業に従事してきた長年の習慣は，仕事を通して生きていくための

支えとなっていることも考えられる．配偶者のいない男性が自営業を継続する傾向は高齢

期において仕事を通じた役割を遂行することの重要性を示しているのかもしれない 9)． 

本稿は社会階層研究において等閑視されてきた「高齢自営業者の引退要因」を部分的に明

らかにした点で学術的貢献があると考えている．しかし，いくつかの限界点がある．第 1 に，

非農業の内実を考慮することである．販売職や熟練職などの職業の違いは引退の仕方が異

なることは容易に想像できる．けれども，職業の違いを検討するには分析対象のサンプルサ

イズが小さくなりすぎるために本分析では統合せざるを得なかった． 

第 2 に，データの制約である．本稿で用いたデータは 1999 年から 2006 年に実施された

調査であるが，2012 年と 2017 年のデータ（2020 年時点では非公開）を用いるとさらに知見
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が広がる可能性がある．というのも，2010 年代後半において自営業者数が減少から横ばい

（ないし増加）に転じている事実がある．直近の 2018 年では，65 歳以上の自営業者数は前

年よりも 2%ポイント増加して 213 万人となっている（労働力調査）．自営業者全体に占め

る割合は 39.8%となっている． 

つまり，日本の自営業にとっての 2006 年以降は，1980 年代後半から続いた減少傾向の転

換期および高齢化を迎えたタイミングである．そうしたマクロレベルの変容が生じている

状況において，ミクロレベルにおける高齢期の引退要因にいかなる影響をもたらしている

のかを検討する余地が生じてくる．その際には本稿で示した健康状態と経済的要因の影響

を踏まえた仮説を構築する必要があるだろう． 

第 3 に，社会的な制度編成（年金や社会保険等の仕組み）が高齢自営業者の引退にどのよ

うな影響を及ぼしているのかという問題である．この問題にアプローチするには異なる社

会を比較する必要が生じるだろう．例えば，日本と同様に高齢化が進行しつつ，かつ自営業

比率の高い韓国や台湾は比較研究として最適な対象となる．さらに，各地域のデータアーカ

イブ機関が協力体制を構築しつつある点に鑑みると，実証的な分析に基づく共同研究へと

発展する可能性もあると考えている． 

 そうした研究課題に応えることによって，社会の超高齢化にともない人びとの働く期間

がより長くなることが予想される社会状況において，自営的な働き方が果たす役割をより

厳密に考察する道が開かれるだろう． 
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［注］ 

1)改正案で示された「努力義務」は，定年延長・定年廃止・再雇用・他企業への再就職支援・

フリーランスで働くための資金・起業支援・NPO 活動の 7 項目である（日本経済新聞

2019 年 5 月 16 日）． 

2)自営業の増減に関する記述は日本経済新聞を参照した（2019 年 2 月 26 日夕刊）．本文で

は高齢層に着目しているが，20〜30 代の若年層は減少基調となっている点には留意が必

要である．その数は 2018 年時点で 68 万人となっており，10 年前と比べて 19%ポイント

減少している． 

3)より詳細は SSJDA Direct を参照されたい（https://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/Direct/）． 

4)父親が自営業者であることは，本人が自営業への参入のしやすいに対してもポジティブな

効果を有していることが示されている（Ishida 2004）． 

5)自営業から無職への移動のみを対象とした変数を作成したうえで同様の分析を実施した

が，本稿で得られた分析結果とほぼ同様の傾向を確認している．本稿ではサンプルサイ

ズを確保してより頑健な推定を行うことに重点を置いた．また，女性については「自営

業主」と「家族従業者」の間で調査時点によって回答が異なるケースもあると考えられ

る．本稿ではサンプルサイズが小さくなるために分割しない方針を優先するが，より慎

重な検討が求められる． 

6)分析方法としては，自営業者をリスクセットとして，無職への移行をイベントとする離散

時間ロジットモデルもありうる．そのモデルによる推定結果をもとにして，各変数の従

属変数に対する影響の違いを検討する必要がある．頑健性の検討は別途行う予定である． 

7)「農業」には「林業」と「漁業」が一部に含まれるが，表記の単純化のために「農業」で

統一する． 

8)農業の自営業者は本人だけの意思で引退を決断しているわけではない可能性がある．配偶

者や子どもの存在は事業を継続するか否かに直接的／間接的に影響すると考えられる．

本稿ではそうした家族形態を十分に考慮できていない限界がある． 

9)さらに言えば，農業自営業者を分析対象とする場合は居住地（都市部か非都市部）の違い

を考慮する必要がある．居住地によって土地の価格が大きく異なることは，自営業の継

続や引退に影響するだろう．その検討に際しては，より大きなサンプルサイズのデータ

を用いることが求められる． 

 

 

 

 

 

 

https://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/Direct/


19 
 

［Appendix］ 

 

付表 1 各 Waveと就業／非就業（比率） 

 就業 非就業 実数 

Wave5（1999 年） 25.7 74.3 3,481 

Wave6（2002 年） 20.7 79.3 2,823 

Wave7（2006 年） 16.7 83.3 2,103 

実数 1,827 6,580 8,407 

 

付表 2 年齢と従業上の地位（比率） 

 常時雇用 非正規雇用 自営業主 家族従業 実数 

70 歳代 85.8 83.2 67.6 63.0 1,278 

80 歳代 13.7 16.5 29.9 34.2 473 

90 歳代 0.5 0.3 2.5 2.7 34 

実数 197 334 889 365 1,785 

 

付表 3 性別と従業上の地位（比率） 

 常時雇用 非正規雇用 自営業主 家族従業 実数 

男性 83.2 57.2 72.6 23.6 1,086 

女性 16.8 42.8 27.4 76.4 699 

実数 197 334 889 365 1,785 

 

付表 4 私的年金の分布（比率） 

 0 30 90 150 210 330 実数 

常時雇用 95.5  2.8  1.7  0.0  0.0  0.0  178 

非正規雇用 94.6  2.2  1.9  0.6  0.6  0.0  314 

自営業 92.7  3.5  2.7  0.7  0.2  0.1  825 

家族従業 94.4  2.7  2.9  0.0  0.0  0.0  339 

実数 1,522 50 41 8 4 1 1,656 
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付表 5 財産収入の分布（比率） 

 0 30 90 150 210 270 330 420 600 840 960 合計 

常時雇用 90.4  1.7  3.4  1.7  1.1  0.0  0.6  0.6  0.0  0.0  0.6  177 

非正規雇用 95.9  2.5  0.3  0.3  0.0  0.6  0.0  0.0  0.0  0.3  0.0  315 

自営業 88.4  3.2  1.8  0.9  0.6  0.7  0.5  0.7  1.1  0.5  1.6  817 

家族従業 89.5  3.0  0.6  1.5  0.6  1.2  0.3  0.3  0.6  1.2  1.2  333 

実数 1,482 47 24 16 9 12 6 8 11 9 18 1,642 

 

付表 6 各モデルの推定結果 

 

注 1：* p<0.05; ** p<0.01; *** p<0.001  
注 2：紙幅の都合により係数のみを示した． 
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高齢期就労の継続要因 
――職業経験に着目して―― 

前田一歩 

（東京大学大学院） 

 
本稿の目的は，高齢期の就労継続にたいして，職業経験が与える効果を検討

することである．高齢期において就労を継続することが一般的になるなかで，

定年前とは異なる業種や職種で働く高齢者が多いことが，先行研究によって明

らかにされている．本稿は，どのような職種を経験した人が，高齢期において

も働き続けているのかについて分析を行う．従属変数を調査時点で①無職，②

自営業従事，③被雇用・引退前，④被雇用・引退後のケースに分けて多項ロジ

スティック回帰分析を行い，最長職として経験した職種の効果を確認した．そ

の結果，最長職として専門職を経験した男性は，管理・事務職を経験したケー

スと比較して，引退後の被雇用者としての就労継続に有意な正の関連があるこ

とを明らかにした．本稿の結果は，高齢期において，すでに訓練を積み，高度

な職歴を持つケースが，有利に雇用を獲得していることを示唆している． 
 

1. 序論 

 少子高齢化が進展するなかで，高齢期の就労は，事業所の人手不足を問題としてかかえる

社会全体について考える際にも，個々人のライフプランについて考える際にも，重要な課題

である．近年では，生産年齢人口が減少し続けているにもかかわらず，労働力人口は増加傾

向にあり，女性と高齢者の労働力参入がその理由とされている（厚生労働省 2019: 31）．制

度について注目してみても，1986（昭和 61）年に施行された「高年齢者雇用安定法」（1990

年／1998 年／2004 年改正）によって，定年年齢の 65 歳までの延長または廃止と，希望者全

員の 65 歳までの継続雇用が義務付けられるようになった．さらに，公的年金制度も，定額

部分の支給開始年齢の段階的引き上げ（1994[平成 4]年），報酬比例部分の支給開始年齢の引

き上げ（2000[平成 12]年）が行われてきた（森戸 2014: 5-6）． 

 このように，1980 年代後半以降の制度的な転換を反映して，ますます多くのひとが，60

歳をすぎても働き続けるようになってきたといえる．こうした状況においては，どのような

背景をもつ人が，いかなる状況で働きつづけているか，ということについて，研究を積み重

ねていくことが必要である．本稿では，就労を継続する 60 歳以上の人々を，自営業主，定

年退職前の被雇用者，定年退職後の被雇用者と分け，それぞれの高齢者が，それまでの人生

で培ってきた職業経験と就労継続とのかかわりについて考察を加えたい． 

 

1.1 高齢期就労の特徴 

 高齢者の就労について，これまでの研究はなにを論点にして，なにを明らかにしてきたの

だろうか．本節では，既存研究を①高齢者が就労を行う動機に注目した議論，②高齢期にお

いても就労を可能ならしめる条件に注目した議論，そして 1,2 をふまえたうえで，③就労す
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る高齢者が直面している困難と問題についての議論の 3 つに分類し整理する．以上のよう

に高齢期就労の特徴について提示することで，本論文が取り組む問題を浮き彫りにする． 

 はじめに，高齢者が就労する動機を分析した既存研究について検討する．高齢期の就労に

ついて考えるときに重要な点は，高齢期には若年・壮年期とは異なり，就労しないという選

択肢をとりうるところにある．高齢者には金融資産や住宅資産を持つ者が多く，同居子や別

居子からの援助が存在することもある．さらには，年金が支給されるため，働かないという

選択肢が可能になる（清家・山田 2004: 63-4）．このように「働かない」という選択肢をと

りうる高齢者が，それでもなお，就労する動機に注目する研究が行わてきた．松永博子らは，

高齢者が就労を続ける動機の類型化を試みた．その結果，高齢者が就労する動機が「経済的

理由」「いきがい・余暇」「健康維持」等に分類されうることを示した（松永ほか 2017: 265）．

そして，就労を継続する理由や動機には，性別や経済状況，学歴による差がみられることが

明らかにされた（杉澤・秋山 2000; 松永ほか 2017）．以上からいえることは，生きがいや健

康維持を求めて働く高齢者がいる一方で，経済的に不安を抱える高齢者や，資産を持たない

高齢者は，働かざるをえない状況にあるということである． 

 つづいて，就労を可能なしめる条件を解き明かす既存研究について検討する．ジェーム

ズ・ライモらは，同居子の有無や婚姻状態，および配偶者の就業有無から測られる家庭内に

存在する要因と健康状態が，職業からの引退と関連することを示す．ただし，家族が持つ要

因の効果が健康状態に依存しているように，健康状態の悪さが持つ，引退への大きな規定力

が主張されている（Raymo et al. 2009）．また，経済状態や最長職，婚姻状態が就業の有無に

効果を持つが，その効果は，男性と女性で，そして自営業従事者と被雇用者で異なることが

指摘されている（Raymo et al. 2004）． 

 さらに，高齢期の就労継続にたいしては，「変化への適応」が重要であることも示唆され

る．浅尾裕（2016）によると，60 代以降の労働者の多くが，何らかの転職を経験しており，

それまでとは異なる職種や就業形態，規模の異なる事業所で働くことが多い（浅尾 2016: 

119-123)．こうした高齢期における変化は，とくに男性にとって，新規就業と職場に定着す

る上での課題となっている．高齢期におけるキャリア上の変化は，いかにして困難なのであ

ろうか．一例を挙げると，金兌恩と前田一歩は，就労支援の現場への聞き取り調査から，ホ

ワイトカラー職を経験した男性が，定年退職後に新しい職場を探すさいに，雇用を獲得しづ

らい状況にあることを指摘した（金・前田 2019）．この事例からは，高齢者の雇用を希望す

る事業所には，介護や小売り業などの人手が不足する業種・職種が多い一方で，就労希望者

は，それまで経験してきた業種・職種での就業を希望するというミスマッチを見てとること

ができる．ここには，浅尾（2016）が指摘するような，定年前と定年後のギャップが，困難

となってあらわれていると解釈できる．そこで本稿は，高齢期における就労と職業経験につ

いて，とくに高度な職歴が，高齢期の就労継続に与える効果について，考察を加えたい． 
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1.2 理論的背景——人的資本理論とシグナリング理論 

 本研究では，就労継続に関係する職業経験を，よりひろく「能力」として捉えたうえで，

分析を行うための理論的な支柱をまとめていきたい．とくに本研究は，労働力参入の場面に

存在する「人的資本理論」と「シグナリング理論」という 2 つの理論的立場に注目する．  

 まず人的資本理論は，学校教育によって開発され高められた「能力」が，そのまま就労後

の生産性にも直結し，賃金格差の説明になることを想定する，ゲーリー・ベッカー（1964）

にはじまる議論である．この理論的立場は，求職活動と採用活動において，求職者がその時

点で持つ「能力」が問題となることを想定している． 

 シグナリング理論は，労働力への参入の段階で，求職者がおこなう自分自身についての情

報提示に注目する議論にはじまる（Spence 1973, Eide and Showalter 2010）．日本においても，

求職活動／採用活動の場で問題となる「能力」について，実証研究が積み重ねられてきた（矢

野 2009; 福井 2016）．この議論は，採用活動の場において，企業は求職者の現在の職務遂

行能力ではなく，入社後に開発される，未来の職務遂行能力を重視していることを提起する．

たとえば矢野眞和（2009）は，入社後の学習効率を予示する「学び習慣」が，入職時選抜の

さいに機能することを指摘した．また福井康貴も，1970 年代から 2000 年代にかけての就職

面接を分析した結果，「幅広い能力用件への対応」や「能力伸長の可能性」が，雇う／雇わ

ないの判定の場で重視されることを示した（福井 2016: 139-40）． 

 このような「訓練可能性」を予示する要素が，雇用獲得の場面で効果を持つのは，新卒採

用だけではない．濱中義隆と苅谷剛彦によると，初職からの転職において，学歴と学校歴が

影響を与えている（濱中・苅谷 2000）．このように，シグナリング理論は，入職後に開発さ

れる能力の高さを予期させるシグナルが，入職の過程で重要視されることを明らかにして

きた． 

 しかし，高齢期においては，若年・壮年期とは異なった状況であることが予想される．

定年延長・定年後再雇用・定年後の新規就業のいずれの就業形態においても，高齢者は，採

用後の勤続年数が短く見積もられるということである．すなわち，高齢の求職者に，入職後

の高い訓練可能性が期待されるとしても，若年・壮年の労働者と比べると，訓練後に開発さ

れた能力を発揮できる期間が少ないことである．したがって，シグナリング理論が提起する

仮説にしたがうと，高齢期において，訓練可能性を予示する要素を求職者が持っていたとし

ても，それは雇用の獲得にはつながらないということである． 

その一方で，人的資本理論が提起する仮説にもとづくと，求職する高齢者の現在の能力が，

入職後の生産性に直結するため，入職後の職務遂行能力を予示する要素は，高齢期の就業に

おいても，効果を発揮すると想定できる．本研究では，高齢者の入職後の職務遂行能力を予

示する要素を，職業経験と措定して分析を行っていく． 
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1.3 本論文の目的 

 本稿の目的は，高齢期の就労において，職業経験はいかなる効果を持つかについて検討す

ることである．ここまで，高齢期の就業継続に関連する「能力」を，それまでの人生で積み

重ねてきた「職歴」と措定して，それが就業継続にたいしてもたらす効果にかんするいくつ

かの理論的支柱を示してきた．以上から，本分析の仮説を次のように提示したい． 

 第 1 に，入職後の勤続年数が短く見積もられる高齢者の求職／選抜活動においては，現在

の能力が重視される．したがって，高度な職歴が就労継続にたいして有利になるような影響

を持つ（①人的資本理論仮説）．第 2 に，高齢期の求職／採用活動においても，入職後に開

発される訓練可能性や，職場や業務への適応可能性が重視される．しかし，訓練後に能力を

発揮できる期間が短いために，訓練可能性を予示する「能力」としての高度な職歴は，高齢

期においては効果をもたない（②シグナリング理論仮説）．第 3 に，既存研究が示してきた

ように，働かないという選択肢のある高齢期においては，健康状態や金融資産・住宅資産，

あるいは同居家族からの支援が，就業の有無を規定する（③高齢期独特の要因仮説）．本稿

は，以上の仮説を，①無職，②自営業従事，③被雇用・引退前，④被雇用・引退後のケース

に分けられた従属変数の分析を行うことで検証し，高齢期の就労継続と職業経験のあいだ

にある関係を解き明かそうとする． 

 

2. 研究方法 

2.1 データ 

 本分析に用いるデータは，東京都老人総合研究所・ミシガン大学・東京大学「全国高齢者

パネル調査」である．調査は 1986 年に開始され，2020 年 1 月 31 日時点で，2006 年に実施

された Wave6 まで公開されている．調査対象は，全国から層化二段無作為抽出された 60 歳

以上の男女であり，Wave2（1990 年），Wave4（1996 年），Wave5（1999 年）において，サン

プルを補充・追加しながら追跡調査を実施している．本研究では，このうち，分析に使用す

る質問項目に一貫性を持つ Wave5（1999 年），Wave6（2002 年），Wave7（2006 年）を使用

する．ただし，対象者が調査に参入する時にのみたずねる質問については，Wave4 以前の回

答をさかのぼって使用している．本分析では，パネルデータをパーソンピリオドデータに変

換し，使用するすべての変数に欠損値のないケース（n=4,825）を分析対象とする．また，

若年期から高齢期におよぶキャリアの積み重なり方には性差があると考えられることから，

男女別（男性=2,491 女性=2,394）に分析を行う． 

 

2.2 従属変数 

 本研究の従属変数は，就業の有無とその形態をあらわす変数である．調査時点において①

無職，②自営業従事，③被雇用かつ引退前，④被雇用者かつ引退後の 4 つの形態に分け，比

較をする．①「無職」のグループは，調査時点で就業していないと回答したケースがあては
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まる．②「自営業従事」のグループは，調査時点で自営業主であるか，家業に従事している

ケースである．③「被雇用・引退前」のグループは，まだ引退を経験していないか，引退経

験はあるが公的年金を受給せずに就業しているケースが該当する．④「被雇用・引退後」の

グループは，引退を経験しており，かつ公的年金を受給しているケースである． 

 

2.3 独立変数 

 本分析では，高齢期就労における「能力」を，経験した職種と操作化している．この職業

経験に関する変数として，「最長職として経験した職種」を用いている．筆者は，この最長

職種を「専門職」「管理・事務職」「販売業」「熟練・製造業」「非熟練・製造業」「農業」と

分類して分析に使用する．分析にあたっては，典型的な被雇用者の働き方である「管理職」

と「事務職」を最長職にするケースを分析の参照グループとするために統合している．その

ほか「能力」を示す変数として，学歴にも注目する．「小学校・中学卒」「高校卒」「短大・

高専卒」「大卒以上」とした． 

 統制変数には，年齢と健康度を使用するほか，家庭内に存在する人員や資源を示す変数と

して，世帯人数・配偶者の有無・持ち家の有無・経済的支援者の有無を使用する．変数の作

成方法は以下のとおりである．年齢は，調査年から出生年を引いた値を使用している．健康

度は，健康についての自己評価をあらわす 4 項目の平均値を使用する．4 項目とは「健康度

の自己評価，他人との比較，昨年の自分との比較，健康満足度」について，4 件法でたずね

る質問である．尺度の内的一貫性を示す指標（クロンバックのアルファ）を確認すると，

wave5 は α=0.788，wave6 は α=0.79，wave7 は α=0.798 と，高い一貫性が確認できる．同居

人数は，独居の場合に 0 をとる連続変数である．配偶者ありは，調査時点で配偶者がいるケ

ースが 1 を，未婚・離婚・死別であるケースが 0 をとる変数である．また，現在持ち家に居

住していることと，経済的支援者がいることを示すダミー変数をそれぞれ作成した．分析に

用いる変数の記述統計を表 1 に示す． 
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表 1 分析に用いる変数の記述統計 

 

 

2.4 分析方法 

 次に分析方法について述べる．本分析では，就業の有無とその形態を従属変数として，多

項ロジスティック回帰分析を行う．本研究が問題とする「能力」を示す「最長職種」や「学

歴」は調査時点によってに変化することのない，時不変の変数である．そこで，本分析では，

異なる調査時点で得られる同一ケースの回答を，それぞれ異なるケースとして扱う．すなわ

ち，3 時点のパネルデータを，クロス・セクション・データとして分析をする．モデル 1 で

は，既存研究が高齢期の就労継続と関連することを示してきた要因の再現を行い，モデル 2

は，以上に加えて，最長職種を考慮する．いずれも男女別に分析を行っている． 

 

3. 分析結果 

3.1 従属変数の記述的分析 

 ロジスティック回帰分析にさきだって，本項では，従属変数の特徴を把握する．記述統計

（表 1）に示されているとおり，調査時点において形態にかかわらず就労しているケースは

男性で 25.59％，女性で 14.04％である．これを年代別にみると，男性ケースの労働力率は，

60〜64 歳で 63.75％，65〜69 歳で 53.26％，70〜74 歳で 27.47％，75 歳以上で 11.05％という

かたちの推移を確認できる．女性ケースの労働力率は，60〜64 歳で 43.90％，65〜69 歳で

28.41％，70〜74 歳で 15.73％，75 歳以上で 4.85％と推移している．2018 年時点で，高齢者

の労働力率は，65〜69 歳で 47.6％，70〜74 歳で 30.6％，75 歳以上で 9.5％であることから
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（内閣府 2019: 21），1999 年から 2006 年にかけて行われた本調査データにおける労働力率

が，2019 年現在とくらべてやや低いことがわかる． 

 つづいて，多項ロジスティック回帰分析の従属変数について検討する．本分析の従属変数

と最長職種のクロス集計表を作成し，帯グラフに表したのが図 1 である．𝑥𝑥2検定を行った

結果，男性が𝑥𝑥2=383.57（p<0.000），女性が𝑥𝑥2=190.39（p<0.000）であり，両変数に関連があ

ることが示されている． 

 クロス集計表からは，以下のことを読み取ることができる．男女ともに，専門職を経験し

たケースは，就労を継続している割合が高く，とくに被雇用者として就労を継続しているこ

とがわかる．管理・事務職という典型的な被雇用者としての職種を経験したケースは，男女

ともに調査時点で無職である割合が高い．販売業を経験した高齢者の働き方には男女差が

あり，男性の場合，自営業従事者として就労を継続している割合が高いが，女性は無職であ

ることが多いことがわかる．製造業について確認してみると，その熟練度により違いが見ら

れる．熟練労働者である場合，高齢期には無職であることが多いが，非熟練であるケースは，

高齢期においても就業を継続しており，この傾向は女性に顕著である．最長職として農業を

経験したケースは性別による差が顕著である．男性は，高齢期においても就業を続けるケー

スが 7 割弱いるが，農業を経験した女性の労働力率は 3 割ていどである． 
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図 1 ロジスティック回帰分析の従属変数別 最長職種の構成（男性） 

 

図 2 ロジスティック回帰分析の従属変数別 最長職種の構成（女性） 

 

3.2 ロジスティック回帰分析の結果 

表 2 と表 3 には，就労の有無とその地位を従属変数とする多項ロジスティック回帰分析の

結果を示した．参照グループはモデル 1，2 ともに調査時点で無職のケースである．モデル

1 では，これまで高齢期の就労継続に関連あることが示されてきた変数を投入し，既存研究

の成果を再現している． 

分析結果を検討すると，まず，男女ともに，年齢と健康度に有意な効果がみられる．多項

ロジスティック回帰分析の結果からは，年齢が上がると就業しなくなることを読み取れる

ほか，健康であるケースほど，就業を継続していることが明らかになった． 

学歴は，とくに女性の就業継続にたいして効果が大きいことがわかる．参照グループとし

た中卒のケースと比べて，高校卒，短大・高専卒，大卒以上であるケースは，就業中かつ引

退前であることに有意な正の効果がみられる．その一方で，短大・高専卒かつ女性であるこ

とは，引退後の就労には有意な負の関連を持つ．男性の場合，大学・大学院卒であることが，

自営業主としての就業継続に負の関連を持つこともわかった． 

 多項ロジスティック回帰分析の結果は，さらに，家庭内にある人員や資源や支援者の存在

が，就業の形態と性別によって異なる効果をもつことも示している．自営業主のばあい，持

ち家に居住することは，男女ともに就労継続に正の効果を持つ．その一方で，女性の被雇用・

引退前の就労にたいしては，持ち家に居住することが，負の効果を持っている．さらに，同

居人数の多さが持つ効果は，男性の自営業主と被雇用・引退前の就労にたいして正の効果を
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持ち，女性にたいしては，有意な効果を持たないことがわかった．配偶者の有無についても

同様である．男性の引退後・就業にたいして，配偶者がいることは，正の効果を持つ．また，

経済的支援者がいることは，男性の引退後・被雇用者としての就労継続に，負の効果を持つ

ことも明らかになった．このように，家庭内に存在する資源の効果が，性別と就業の形態に

より異なっていることは注目に値する． 以上は既存研究の議論と整合する結果である． 

 

表 2 就労有無とその形態を従属変数とする多項ロジスティック回帰分析 

 
 

 つづいて検討するモデル 2 には，統制変数にくわえて，最長職種を示す変数を投入してい

る．モデルの説明力を示す擬似決定係数を確認すると，最長職種を考慮するモデル 2 におい

て，男性で約 2.7％，女性で 1.4%上昇している． 

 最長職種が持つ効果は次のとおりである．男性の自営業主ケースにおいては，管理・事務

職を経験しているケースとくらべて，専門職，販売業，農業を経験していることに，有意な

正の効果があることがわかる．男性が専門職を経験することはまた，引退後の被雇用者とし

ての就労継続にたいしても，有意な正の効果を持つ．女性ケースにおいては，非熟練の製造

業を経験していることが，被雇用・引退前の就業に有意な正の効果を持つという結果が示さ

れた．  
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表 3 就労有無とその形態を従属変数とする多項ロジスティック回帰分析 

最長職種を考慮するモデル 

 
 

4. 考察・結論 

 本稿は，高齢期の就労継続にたいして，最長職として経験した職種の効果を検討すること

を目的としてきた．本稿のまとめとして，多項ロジスティック回帰分析の結果から，次のこ

とを主張する． 

 第 1 に，健康状態の良さが就業継続に与える効果が，性別と就業形態にかかわらず示され

た．さらに，家庭内の人員と資源の効果について検討すると，女性は持ち家に住むこと，男

性は経済的な支援者がいることが，被雇用者としての就業継続に有意な負の影響を持つ．ま

た，男性においては，同居人数の多さと配偶者がいることが，就業継続に正の効果があるこ

とも示された．以上の結果から，健康状態や家庭内の資源という要因が，就業の継続にたい

して影響力を持つと解釈することができる．この分析結果は，既存研究が指摘した，高齢期

においては，健康状態や金融資産・住宅資産，あるいは同居家族からの支援が，就業の有無

を規定するとする，「高齢期独特の要因仮説」が支持される．ただし，この家庭内に存在す

る資源の効果には，男女差がみられることにも注目したい．配偶者がいることや同居人数の

多さが，男性に対してのみ，就業の継続に正の効果を持つことは，男性を稼ぎ手とする「性

別役割規範」が，高齢期においても働いていることを示唆している． 

 第 2 に，本分析は，既存研究が高齢期の就労継続と関連があることを示してきた変数を統

制してなお，引退後に被雇用者として就労を継続することに対して，専門職の経験が有意な
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正の効果を持つことを明らかにした．以上から，高齢期の就業継続においては，一から能力

が開発されるというよりは，すでに労働者が有している職務遂行能力が影響を持っている

と予測できる．本分析の結果は，高齢期の就業においては，すでに高度な修練を必要とする

専門職を経験している男性ケースが，有利に雇用を獲得していることを示唆した． 
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就業が健康に与える影響再考 

―なぜ健康に正の影響があるのかー 

 

戸田淳仁 

（慶應義塾大学） 

 
日本の先行研究では就業が健康に正の影響を与えると言われているがそのメ

カニズムについては検証されてこなかった．そもそも，推定モデルの定式化や

働き方の性質などの特徴をふまえ，なぜ健康に正の影響があるのか，運動習慣

や社会資本などの媒介項を想定し分析を行った．その結果，(1)先行研究で良く

用いられている主観的健康観を被説明変数としたモデルにおいては，固定効果

のみならず時点効果も制御すると，就業が健康に与える正の影響は見られなか

った．(2)認知機能に対しては，就業が正の影響を与えていることが分かった．

メカニズムに対する分析については，(3)自営業で働いている人ほど健康である

ことが分かり，柔軟な働き方が健康に寄与していることが示唆されたほか，(4)
運動習慣に関する変数を制御すると就業が健康に与える影響が減少することが

あり，就業が健康に正の影響を与える効果として体を動かしている習慣が背後

にあることが示唆された． 

 

１．はじめに 

高齢社会となる日本において，健康寿命の延伸がひとつの課題となっている．健康寿命と

は WHO が 2000 年に提唱を始めた概念で，厚生労働省によると「健康上の問題で日常生活

が制限されることなく生活できる期間」と定義されている．健康寿命の延伸が課題となる背

景として，平均寿命と健康寿命の年齢差がある．厚生労働省「人口動態統計」と健康 21 プ

ロジェクトの調査結果によると，2016 年の男性平均寿命 80.98 年，健康寿命 72.14 年，女性

が平均寿命 87.14 年，健康寿命 74.79 年となっている．平均寿命と健康寿命の差は男性 8.84

年，女性が 12.34 年で男女とも 10 年ほどの期間において，体が不自由さを抱えたり，寝た

きりになったりという生活を送っているといえる． 

健康寿命の延伸を目指して，厚生労働省は「健康寿命延伸プラン」を策定し諸々の政策を

展開している．その中身を見ると，生活習慣病の予防，がんや腎臓病等の重病への予防，検

診の充実，介護予防・認知症予防などが盛り込まれ，予防を中心に様々な対策が講じられて

いる．その一方で労働力確保などの観点から生涯現役社会を目指し，70 歳まで働ける社会

を目指した法改正を検討するなど，できる限り長く就業できる環境を目指している．生涯現

役社会の文脈では，働き続けることが健康維持にもつながる側面があることはあまり強調

されていない． 

健康と就業は密接な関係があるか，日本における研究においても健康が悪化し引退をす

る点を指摘する研究（濱秋・野口，2010，戸田，2016）もあれば，就業しつづけることによ

って健康を維持できる点を指摘する研究（Kajitani,2011, Kajitani, et al., 2017, Okamoto et al., 
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2018, 岡本，2020）もある．健康と就業は同時決定の側面もあるが，後者の点に注目をすれ

ば就業し続けることのできる環境を整えることが健康寿命の延伸につながる可能性が高い． 

先行研究を見ると，就業し続けることが健康に正の影響があるのかといった点は議論が

ある．Kajitani(2011)， Kajitani et al. (2017)，Okamoto et al. (2018)，岡本（2020）などの日本

の因果関係を考慮した研究を見ると，おおむね就業している人ほど健康であるといった結

果が得られている．その一方で，海外に目を広げると必ずしも影響が正とは限らない 1)．例

えば，Eibich(2015)は，ドイツのデータを用いて引退が主観的健康やメンタルヘルスに与え

る影響を分析しているが，おおむね引退が正の影響を与えていると結論づけており，その背

景として引退することで仕事から得られるプレッシャーから解放され，メンタルヘルスが

改善していること，引退者ほど時間に余裕が出来しっかりと睡眠時間をとり，庭いじりなど

体を動かす活動を行う時間をとれることをあげている．このように，ストレスのかかる仕事

をしているかなどの点で働き方の意味合いや，時間配分などを考慮した上で，就業が健康に

与える影響を見ていく必要があるといえる． 

こうした問題意識をふまえ，本稿では以下の 3 点について検討を行う．第 1 に，就業が健

康に与える影響について，定式化を変えても結果は頑健であるかという点である．これまで

にふれた日本における先行研究でも定式化は様々であり，様々な定式化においても結果は

同様であるため頑健であるかと思われるが，下記で説明するように十分に検証されたとは

いえない．Kajitani(2011)においては本稿と同様のデータを使っているが，最初の 3 時点のみ

を用いて健康か不健康かといった主観的健康観の二項モデルに関して操作変数を使った推

定を行っている．Okamoto et al.(2018)は，本項と同様のデータの初回時点において就業して

いるか就業していないかの傾向スコアを求め，その後の糖尿病発症や死亡などの状態変化

までのタイミングに関するサバイバル関数を推定している．岡本（2020）も同様のデータで，

就業に対する操作変数を最長が自営業か，年金支給開始年齢として，主観的健康観などに対

する影響を変量効果モデルにて推定している．いずれも推定には大きな問題はない 2)が，本

稿では後で説明するように就業の健康に影響を与える因果効果の測定を意識しながら，先

行研究では取り上げられていない固定効果モデルにて推定を行う．また，先行研究では主に

主観的健康観や認知機能を被説明変数とした分析を行っているが，本稿では主観的健康観

や認知機能だけでなく，身体機能，抑うつ指標をも被説明変数とした分析を行う． 

第 2 に，働き方によって就業が健康に与える影響が異なるかといった点の検討である．本

稿で用いるパネル調査は過去 30 年ほどに渡るデータであり，後述するように調査が開始さ

れた 1987 年から調査に参加している回答者を分析対象としている．そのため，若い世代で

も 1927 年生まれである．神林（2017）や仲（2018）などが指摘しているように，この世代

では自営業での就労が多く見られ，高齢になっても自営業で働き続ける労働者が多かった

と推測される．現時点から当時の結果を読み解く際には自営業といった，働く時間を自分で

選択できるなどの自由な働き方が健康に正の影響を与えていたかといった点について検討
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したい． 

第 3 に，就業が健康になぜ正の影響を与えるかといった点の検証である．この点を説明す

る要因として１つの仮説を検討したい．ひとつは，就業している高齢者ほど歩く習慣や運動

する習慣など，体を動かす傾向があり，その結果健康に正の影響を与えているかといった点

である．もうひとつは社会資本（social capital）の違いに注目するものだ．メカニズムとし

て，①就業している人ほど，長い距離を歩いたり，体を動かす習慣があり，そうした運動習

慣が健康に寄与しているといったメカニズムと，②就業している人ほど，親友との交流や地

域のコミュニティ参加に積極的であり，そうした社会的つながりにより健康が悪くなって

いないといったメカニズムである．こうした可能性は過去の先行研究でもふれられており，

運動習慣については Chung et al.(2009)や van der Heide et al. (2013)においては引退することに

よって体を動かす機会が減少し，身体機能の低下が観察されるとしている.また社会的つな

がりや社会資本に関しては，例えば Nicolas ans Debrand(2012)において，ボランティア活動

や教会活動に積極的な人はその正の影響を受けて健康になる効果が見られ，その効果も 50

歳時点での健康状態への効果に違いが見られるとしている.以上の先行研究が示唆すること

として，運動習慣や社会資本も健康に与える可能性を示唆しており，就業はこうした効果を

媒介項として機能しているかをあきらかに出来れば，なぜ就業が健康に正を与えるのかと

いったメカニズムについて推察することが出来る． 

本稿の構成は以下のとおりである．第 2 節では分析戦略について説明し，第 3 節では利

用するデータについて説明し，分析で使用する変数の紹介と記述統計量を示す．第 4 節では

就業が主観的健康観に与える影響に関して定式化を変えた場合と健康指標を変えた場合の

分析結果，第 5 節では働き方の違いによる分析結果を紹介し，第 6 節では就業が健康に与

える要因について 2 つの仮説を検証した分析結果を紹介する．第 7 節で結論を述べる． 

 

２．分析戦略 

 本稿の目的は高齢者が就業することによる健康の正の影響を検討することだが，モデル

としてパネルデータの固定効果モデルを想定し下記を基本とする． 

0 1it it it i t ithealth work X c d uβ β β= + + + + +    

 ただし health は健康に関連した指標，work は就業しているかを表すダミー変数，X はそ

の他のコントロール変数，c は固定効果，d は時点効果，u は誤差項，ギリシャ文字はパラ

メータである． 

 就業に関しては，健康に関する内生性が過去の研究においても指摘されている（たとえば，

Kajitani,2011, Kajitani, et al., 2017, Okamoto et al., 2018, 岡本，2020）．過去の先行研究を見る

と，内生性を解決するために，年金の支給開始年齢（岡本，2020），年金の支給予定金額

（Rohwedder, Willis, 2010），過去の最長職が自営か（Kajitani,2011, Kajitani, et al., 2017, 岡本，

2020）などがあげられる．しかし固定効果モデルにおいて操作変数とする場合，例えば過去
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の最長職が自営業か否かといった変数のように，時間に対して不変な変数では固定効果と

完全に相関するため操作変数として活用することが出来ない．また，年金については 1985

年改正により女性の支給開始年齢を 55 歳から 3 年ごとに 1 歳ずつ引き上げるようにし，

1994 年改正により，男性の老齢厚生年金の定額部分を 2001 年度から 60 歳から 3 年ごとに

1 歳ずつ引き上げ，女性も 2006 年度から引き上げるようにした．今回の分析サンプルは 1987

年時点で 60 歳以上の男性であるため，分析サンプルの年金の支給開始年齢はすべて同じと

なり，変数を作成してもすべての個人について同一の値をとるために，操作変数としては使

えない．  

 そこで，本稿では定年を経験した者は定年からの経過年数を，定年を経験していない者は

0 とした変数を作り，就業を表すダミー変数の操作変数とする．日本において定年は一般的

になりつつある．そもそもは日本における定年制は戦後普及し始め，戦後直後に全国で解雇

を巡る争議が頻発している時期に過剰人員を整理解雇する形で退職せざるを得なかった事

情がある一方，定年制を導入することで定年までの雇用保障を要求するといった労働者側

の希望もあった（荻原，1984）．政府も 1970 年代に入り，定年を 60 歳に定めるような政策

を進め，1986 年に成立した高齢者雇用安定法により「事業主は，定年を定める場合には，

60 歳を下回らないようにする」こととされ，1998 年には 60 歳未満定年が禁止された（1994

年改正）．その後，2004 年改正には希望者全員を 65 歳まで雇用し続ける雇用確保措置を企

業に執るよう求めた．厚生労働省「雇用管理調査」によると，調査を開始した 1968 年では

一律定年制を設けた企業は 51.2%にすぎなかったところ，その後上昇し続け 1987 年では

80.4％となっている．ちなみに一律定年制を設けた企業の割合はその後も上昇し続け，2004

年時点では 88.6％となっている． 

 アメリカを始め年齢差別の観点から定年制を禁止している中で，一律の年齢に到達した

労働者を定年とする日本の制度はほぼ独自であるとも言えるし，過去の経緯を見ても定年

制を導入する企業が増え続けているのであれば，企業に雇用される働き方をしている人は

定年制を希望しなくて入社したとしても定年制度が勤続途中に制定され，定年を迎えると

いう人もいるだろう．そういう意味では，将来健康か不健康かといった状態と定年を経験す

るか否かはそれほどの相関はすると考えにくく，定年を経験することは操作変数の条件で

あるモデルの誤差項と相関しないこと，つまりモデルの説明変数以外で健康状態を説明す

る要因と相関しない可能性が高い． 

 ただし分析にあたり，2 点注意が必要である．1 つは定年まで経験する労働者は男性が多

いことだ．1986 年に男女雇用機会均等法が成立するまで多くの女性は経験または出産を経

験した段階で離職し，その後パートタイムとして働くことが一般的であった（樋口,1991）．

その意味では男性のように勤続し続け定年を迎えて退職するというキャリアパスと大きく

異なるため，本稿で考えている操作変数を活用することが難しいだろう．もう１つは，定年

の経験有無といったダミー変数では，定年に当たる年齢を過ぎた後では時間を通じても不
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変となるため分析に適さない．そのため次節でも見るように定年を経験してからの経過年

数に着目することにする． 

 

３．使用するデータ 

 本稿で使用するデータは東京都老人総合研究所（現・東京都健康長寿医療センター研究所）

が実施した「全国高齢者パネル調査」（以下，本調査）の 1987 年～2006 年までの 7 回分の

調査である．以下では 1987年調査を第 1回，1990年を第 2回と呼び，2007年調査を第 7回

調査と呼ぶ．1987年にスタートした当初は，全国から層化二段階無作為抽出された 60歳以

上の男女 2200名を対象とし，その後に第 2回，第 4回，第 5回において調査対象者を追加

している．以下の分析では，定年の経験を把握するために第 1回調査に回答している男性サ

ンプルのみを対象とする 3)．本調査では，高齢者の身体的・精神的健康，家族，家族以外の

社会関係，経済状態など高齢者の保有する資源や生活の状況を様々な側面から調べており，

日本においてもパネル調査は充実してきているが，比較的先進的に進められてきたパネル

調査であるといえる． 

 次に分析に用いる変数について紹介したい．分析で使用する基本統計量は表 1 にまとめ

ている．  

 被説明変数にあたる健康を表す変数として，「主観的健康観」「認知機能」「身体機能」「抑

うつ指標」の 4 つを考える．主観的健康観は「全般的にいって，あなたの健康状態はいかが

ですか」の質問に対して，「全く健康でない」を 0，「あまり健康ではない」を１とし，「全く

健康」を 4 とした変数であり，「わからない」は欠損値とした．「認知機能」は，住所，回答

した日，曜日，母親の旧姓を思い出せたか，現在と一代前の総理大臣の名前，20 から 3 を

ひいていく計算，回答者本人の生年月日，年齢といった 9 つの質問項目に対して正解の数に

から変数を作成し，9 問すべてを正解した回答者を 9，1 問も正解しなかった回答者を 0 に

なるように得点化した 4)．「身体機能」は身体的能力に関する質問のうち 7 回の調査すべて

において把握できる質問項目である「しゃがんだり，ひざまついたりする」「頭より高いと

ころにあるものに手を伸ばして届く」「指でものをつかむ，あるいは指を自由に使える」「米

10Kg（7 升）程度の者を持ち上げたり選んだりする」の 4 つについて，すべて「全然難しく

ない」と回答したサンプルを 1，それ以外を 0 としたダミー変数を作成した 5)．認知機能と

同様に身体的能力も「少し難しい」「とても難しい」「まったくできない」と回答する割合が

あまり多くないため，「全然難しくない」かそれ以外が身体機能を分ける基準とした． 

 以上 3 つの変数は値が大きくなるにつれて健康であることを示す変数だが，次の「抑うつ

指標」については，逆に値が大きくなるにつれてうつ傾向があるとしている．うつ傾向を表

す指標として CES-D（The Center for Epidemiologic Studies Depression Scale）が有名であり（島

ほか，1985），短縮版の 7 項目や 20 項目の共通した項目に対して調査するのが一般的であ

るが，第 1 回は 17 項目，第 3 回は 11 項目，第 4 回は 12 項目，それ以外の調査時点では 20 
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表 1 分析に用いる変数の基本統計量 

 
 

項目となっている．また，第 4 回調査までは「そういうことはほとんどなかった」「時々あ

った」「よくあった」の 3 件法であるのに対し，第 5 回調査以降では，「ほとんどなかった」

「少しはあった（週 1～2 日）」「ときどきあった（週 3～4 日）」「たいていそうだった（週 5

～7 日）」の 4 件法となっており，調査時点によって単純に質問項目を接続することが出来

ない．そこで，7 回分の調査項目のうち共通して把握している 10 項目について「（そういう

ことは）ほとんどなかった」を 0，それ以外を 1 とするダミー変数を作成し，主成分分析に

よって特徴を観察した．その結果が表 2 であり，表 2 の表側の 10 項目が 7 回分調査におい

て共通してみられる項目である． 

 表 2 の項目のうち，「5.うれしいと感じた」が他とは異なる逆転指標であるが，固有値の

一番大きい係数を見ると，「5.うれしいと感じた」の主成分係数が小さく，他の項目の係数

はおおむね 0.3 前後である．そのため，以下の分析の「抑うつ指標」は，各調査時点で共通

する 10 項目のうち，「5.うれしいと感じた」を除いた 9 項目のダミー変数を合計した値と 

男
サンプル
サイズ

平均 標準偏差 最小 最大

主観的健康観 3,699 2.512 1.063 0 4
認知機能 3,711 8.060 1.310 0 9
身体機能 3,655 0.787 0.409 0 1
抑うつ指標 3,485 0.954 1.589 0 9
歩く習慣 3,701 1.956 1.123 0 3
運動習慣 3,694 1.594 1.122 0 3
親しい友人数 3,611 2.044 3.326 0 50
参加するグループ数 3,701 1.422 1.772 0 20
就業ダミー 3,711 0.326 0.469 0 1
定年経験後の経過年数 3,711 7.775 8.509 0 41
貯えありダミー 3,711 0.788 0.409 0 1
離婚経験・死別経験ダミー 3,711 0.141 0.348 0 1

サンプル
サイズ

平均 標準偏差 最小 最大
サンプル
サイズ

平均 標準偏差 最小 最大

主観的健康観 2,494 2.361 1.074 0 4 1,205 2.824 0.967 0 4
認知機能 2,501 7.933 1.395 0 9 1,210 8.322 1.067 0 9
身体機能 2,456 0.725 0.447 0 1 1,199 0.915 0.279 0 1
抑うつ指標 2,330 1.045 1.657 0 9 1,155 0.768 1.425 0 9
歩く習慣 2,493 1.926 1.136 0 3 1,208 2.017 1.091 0 3
運動習慣 2,486 1.572 1.144 0 3 1,208 1.640 1.072 0 3
親しい友人数 2,440 1.845 3.289 0 50 1,171 2.457 3.366 0 50
参加するグループ数 2,494 1.295 1.633 0 20 1,207 1.685 2.004 0 20
定年経験後の経過年数 2,501 9.323 8.711 0 41 1,210 4.575 7.076 0 37
貯えありダミー 2,501 0.769 0.421 0 1 1,210 0.826 0.380 0 1
離婚経験・死別経験ダミー 2,501 0.170 0.375 0 1 1,210 0.083 0.275 0 1

就業していないサンプル 就業しているサンプル
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表 2 CES-D項目のうち 7回調査で共通する項目の主成分分析  

 
 

した． 

 次に，説明変数であるが，本稿では就業ダミーとして，収入が得られる仕事をしている人

を 1，そうでない人を 0 としたダミー変数を考える．その操作変数として，定年経験後の経

過年数（定年を経験していない人は 0）を考える．定年を含めた離職について本調査では，

第 1 回目では「あなたはこれまでに定年で退職されたことがありますか．あるいは，自営の

事業を後継者に譲ったことがありますか」といった問いをしている．この問いに「ある」と

回答した場合は最後に離職した時期を調査している．第 2 回目以降ではこの質問は，「これ

までに退職されたり，仕事をかえられたことがありますか．あるいは，自営の事業を後継者

に譲ったことがありますか」になり，第 6 回目以降は質問文に前回調査時点からの離職を尋

ねるようになっている．定年の経験の有無については第 1 回調査しか把握できないため，以

下の分析では第 1 回調査に回答している男性サンプルとしている．また，参照する質問文が

自営業者の事業継承なども聞いているため必ずしも定年だけとは限らない．しかし図 1 の

ように最後に定年や事業継承を経験した年齢を見ると，55 歳から 60 歳あたりの割合が高

く，ある程度は定年の経験年齢を表していると見なせるだろう． 

 また，定年を経験してからの就業の動向についても見ておこう．図 2 は調査時点別あるい

は年齢別の定年経験有無別の就業率の推移である．どちらの図においても定年を経験した

人はそうでない人に比べて就業率が高いことがわかる．そのため，定年の経験有無は現在の

就業と相関するといえる．さらに，特に年齢別で見ると違いが顕著であるが，年齢が経過す

るごとにつれての就業率の低下が，定年経験有無によって異なる．つまり，定年経験者で就

業率は年齢がたっても大きくは減少しないが，定年を経験していない人は年がたつにつれ

て大きく就業率が減少する．その意味でも定年の経験有無だけでなく，定年の経過年数によ

っても就業率に与える影響は異なる可能性があり，定年からの経過年数を操作変数とする

ことに妥当性があるといえる．なお以下の推定では定年からの経過年数とその 2 乗も操作

1.食欲がなかった 0.315 -0.282 0.180
2. 憂鬱だった 0.395 -0.180 -0.007
3.普段なら何でもないことをするのが億劫だった 0.384 -0.259 0.125
4.よく眠れなかった 0.296 -0.226 0.229
5.うれしいと感じた 0.127 0.569 0.544
6.寂しいと感じた 0.383 0.092 -0.018
7.周りの人が自分によそよそしいと感じた 0.275 0.241 -0.562
8.悲しいと感じた 0.269 0.509 0.211
9.周りの人が自分を嫌っているように感じた 0.275 0.295 -0.493
10.何をするにも、なかなかやる気が起こらなかった 0.352 -0.186 0.003
固有値 3.120 1.211 1.010
バリマックス回転後の結果。7回分調査をすべてプールをしている。サンプルサイズは3460
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変数として活用している． 

 

 

サンプルサイズは第 1 回調査において定年等を経験したと回答した 588． 

図 1 最後に定年・事業継承を経験した年齢 

 

 

図 2 定年経験有無別就業率の推移 

  

また，就業が健康に与える影響の背景を見るために，運動や歩く習慣，社会資本に関連す

る指標に着目する．運動習慣については質問票では「体操，運動」，歩く習慣については「散

歩あるいはかなりの距離（1 キロメートルあるいは 10 丁程度）を歩く」に対して，「まった

くしない」を 0，「ほとんどしない」を１，「ときどきする」を 2，「よくする」を 3 とした変
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数とする．社会資本について本調査では，親友数や近所づきあい数，友人などの接触頻度，

参加グループ数や頻度などいくつもの質問をしているが，7 回分の調査で共通する項目とし

て親友数，参加グループ数，友人などの接触頻度，グループへの参加頻度がある．頻度につ

ては無業であるほど時間的に余裕があり接触や参加しやすい傾向があることをふまえ，本

項では親友数と参加グループ数を変数として使用する． 

 その他のコントロール変数として蓄えダミーとして，「あなたには，お小遣いに不自由し

ない程度の収入や蓄えがいつもあります」という質問に対して「ある」を 1，「ない」「わか

らない」を 0 としたダミー変数を作成した 6)．また「離婚・死別ダミー」として家族のこと

について聞いている質問において「離婚した」「死別した」と回答したサンプルを 1，そう

でない人を 1 としたダミー変数を作成した．  

 

４．健康指標に関する基本分析 

第 1 の分析として，健康に関する分析として，定式化の違いと指標の違いに注目した分析

行いたい．日本の先行研究でも用いられている主観的健康観を被説明変数として，固定効果

や時点効果などにおいて異なる定式化で推定した結果は表 3 にまとめられている． 

表 3 のうち，(1)式は単純な最小 2 乗法（OLS），(2)式は(1)式に固定効果を説明変数に加えた

もの，(3)式は(2)式に加えて時点効果も説明変数に加えたものであるが，いずれも就業ダミ

ーの係数は正で統計的に有意である．就業ダミーを内生変数と見なされていないため，就業

と健康は正の相関があるといえる．(4)式以降は，就業ダミーを内生変数と見なして操作変

数(IV)を使った方法である．(4)式は固定効果のみ，(5)式は固定効果に加え時点効果も加えた

ものであるが，(4)式のように固定効果のみでは依然として就業ダミーの係数は有意である．

同時に，弱い操作変数を検定する Cragg-Donald Wald F Statistic も十分大きく，操作変数法の

一段階目の当てはまりも良く，操作変数が弱いとはいえない．また，過剰識別を検定する

Hansen J Statistic も十分小さく，過剰識別とはなっていない．また(4)式の就業ダミーの係数

は OLS の時よりも大きくなり，内生性を考慮した効果は大きくなっており，健康なので仕

事を辞めて他のことをするといった逆の因果関係を除去している可能性がある．また，(5) 

式のように固定効果だけでなく時点効果をコントロールすると，就業ダミーの係数は有意

でなくなっている．また(5)式の時点効果の結果を見てみると，第 3 回調査時点以降のダミ

ー変数は一環として係数が負である．時点効果はその調査時点特有の効果を示すものであ

るが，係数が負になっているためパネル調査の特徴をふまえると，対象となっているサンプ

ルの加齢の効果も一部含まれていると解釈しても良いであろう．サンプルの加齢の効果を

適切にコントロールすると就業の健康に与える効果は観察されないと言える．以上の結果

を踏まえると，先行研究のように年齢だけでコントロールしている場合は，本稿のように，

コーホート特有の効果など，時間を通じて不変だが観察できない要因と，パネル調査の経過

に伴う時点の効果をともにコントロールする場合と結果が異なる．その意味では就業が健
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康に与える効果について効果が有意か否かについては慎重に見ていかなくてはいけないだ

ろう． 

 

表 3 主観的健康度に関する分析 

 

 

  

 次に，主観的健康観以外の健康指標を被説明変数とした場合に，結果の違いが見られない

だろうか．前節で説明したように，認知機能，身体機能，抑うつ指標を被説明変数とした見

た場合の結果が表 4 である． 

 表 4 の就業ダミーの係数を見ると，被説明変数を認知機能とした場合は時点効果を入れ

た場合も入れない場合も正で有意，被説明変数を身体機能とした場合も時点効果の有無に

かかわらず，就業ダミーの係数は正で有意である．また抑うつ指標は，時点効果を説明変数

に入れない場合（(5)式）は負で有意であり，就業しているほど抑うつ状況ではない関係を示

(1) (2) (3) (4) (5)
推定方法 OLS OLS OLS IV IV

就業ダミー 0.435*** 0.384*** 0.166*** 2.531*** -0.413
(0.036) (0.049) (0.051) (0.340) (0.388)

貯えありダミー 0.321*** 0.083* 0.106** -0.001 0.131**
(0.042) (0.048) (0.046) (0.064) (0.051)

離婚経験・死別経験ダミー -0.107** -0.348*** -0.103 0.099 -0.120
(0.049) (0.084) (0.087) (0.140) (0.091)

第2回調査時点ダミー 0.013 -0.004
(0.041) (0.044)

第3回調査時点ダミー -0.141*** -0.170***
(0.045) (0.049)

第4回調査時点ダミー -0.280*** -0.381***
(0.050) (0.085)

第5回調査時点ダミー -0.431*** -0.609***
(0.060) (0.132)

第6回調査時点ダミー -0.575*** -0.770***
(0.066) (0.142)

第7回調査時点ダミー -0.650*** -0.893***
(0.083) (0.179)

固定効果 No Yes Yes Yes Yes
Observations 3,699 3,699 3,699 3,510 3,510
R-squared 0.058 0.037 0.091 0.768 0.781
Number of id 994 994 805 805
Cragg-Donald Wald F statistic 63.724 32.14
Hansen J statistic 3.24 1.643
推定モデルのIVは，就業ダミーを内生変数（操作変数として、定年からの経過年数とその2乗）とした推定.
Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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しているが，時点効果を説明変数に入れる場合（(6)式）の係数は有意でなくなっている．一

方，弱い操作変数や過剰識別検定をみると，(4)式の被説明変数を身体機能とした場合の過

剰識別の検定統計量が大きく，過剰識別が発生していることを示唆している．その意味では，

身体機能についても定式化によっては就業の正の効果を信頼できないといえる．結論とし

て認知機能のみは就業の内生性や時点効果をコントロールしても健康に正の影響が見られ，

身体機能や抑うつ指標については定式化によっては影響が表れていない．その意味で健康

への影響は，広い意味での健康に影響するというよりは，認知機能など限られた側面に影響

が出ているという点で，限定的であるといえるだろう． 

 

表 4 いくつかの健康指標を被説明変数とした分析結果 

 
 

被説明変数
(1) (2) (3) (4) (5) (6)

就業ダミー 2.902*** 1.225** 1.063*** 0.284** -1.904*** -0.211
(0.434) (0.512) (0.166) (0.140) (0.423) (0.612)

貯えありダミー -0.063 0.032 0.007 0.041* -0.327*** -0.414***
(0.087) (0.074) (0.029) (0.023) (0.103) (0.102)

離婚経験・死別経験ダミー -0.245 -0.370** -0.033 -0.114*** 0.153 0.228
(0.195) (0.156) (0.063) (0.041) (0.212) (0.192)

第2回調査時点ダミー -0.361*** -0.034** 0.229***
(0.051) (0.016) (0.068)

第3回調査時点ダミー -0.447*** -0.053*** 0.220***
(0.066) (0.018) (0.074)

第4回調査時点ダミー -0.473*** -0.092*** 0.323**
(0.105) (0.032) (0.132)

第5回調査時点ダミー -0.709*** -0.093* 0.575***
(0.174) (0.048) (0.201)

第6回調査時点ダミー -0.671*** -0.142*** 0.586**
(0.184) (0.054) (0.229)

第7回調査時点ダミー -0.310 -0.236*** 0.744***
(0.228) (0.072) (0.273)

Observations 3,521 3,521 3,459 3,459 3,285 3,285
R-squared 0.564 0.648 0.524 0.658 0.14 0.347
Number of id 805 805 799 799 778 778
Cragg-Donald Wald F statistic 63.505 32.591 61.962 33.347 57.734 33.669
Hansen J statistic 5.827 0.214 0.783 11.59 6.938 0.294
就業ダミーを内生変数（操作変数として、定年からの経過年数とその2乗）とした固定効果推定.
Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

認知機能 身体機能 抑うつ指標
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５．働き方の違いが健康に与える影響の分析 

第 2 の分析として，一部の健康指標や定式化によっては就業が健康に正の影響が見られ

たが，その背景としてどういうメカニズムが働いているかを考えたい．本節では働き方が自

営業かといった違いでどれだけ影響があるかを考察し，次節で，運動習慣や社会資本が媒介

項として働いているかを考察する． 

本節では，働き方が自営業か否かによって健康に与える影響に違いがあるかを考察する．

これまでは健康に与える影響として就業しているか否かを着目したが，就業している状態

といっても自営業なのか企業に勤めているのか，いろいろな状況が考えられる．特に自分で

働き方を自由に選べられると考えられる自営業か，企業の指示に従って働く雇用者の違い

についてここでは見ていきたい． 

本調査では自営業か雇用者かといった就業形態は第 2 回調査以降で聞いているため，分

析ではサンプルを第 2 回調査以降とする．またこれまでの基本モデルに自営業ダミーを説

明変数に加えた分析を行うが，操作変数を用いず，単純な OLS において結果がどう違うか

を見ていくことにする． 

 表 5 では本稿で検討している健康指標を被説明変数として，就業ダミーのみをコントロ

ールした場合と，就業ダミーと自営業ダミーでコントロールした場合を示している．主観的

健康観を被説明変数とした場合は，(1)式の就業ダミーの場合であればその係数は正で有意

であるが，(2)式のように就業ダミーと自営業ダミーをコントロールした場合はともに係数

は有意ではない．その一方で，認知機能や身体機能については，就業ダミーのみをコントロ

ールした場合（(3)式，(5)式）は，係数が有意ではなく，これまでの結果と異なるがサンプ

ル機関が異なる点操作変数を用いていない点などが背景にあると考えられる．その一方で，

就業ダミーと自営業ダミーをコントロールした場合（(4)式，(6)式）は，自営業ダミーの係

数がともに正で有意であり，自営業であるほど認知機能や身体機能が高い相関がうかがえ

る．データの都合上内生性をコントロールできないが，これまでの結果に見られるように認

知機能や身体機能が就業している人ほど高いという結果が示唆することは，自営業のよう

に自由に働ける環境であることが影響している可能性が高いと言える．ただし，抑うつ指標

に関しては，自営業ダミーの係数が有意ではないため，自営業ほどストレスが少なく健康に

正の影響を与えているとまでは言えない．そのほかの要因として，自営業で働く人ほど自分

の職業キャリアに目標を持っていてそのため健康に気を使っていたり，体を動かしていた

りすることが可能性として挙げておきたい．就業が健康に正の影響を与える背景について

は次節で考察したい． 
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表 5 自営業をコントロールした分析結果 

 

 

 

６．就業が健康に与える影響の媒介項に関する考察 

 最後に，就業し続けることで健康に正の影響を及ぼすメカニズムを検討するために，就業

が健康に与える影響の媒介項として，①運動習慣と②社会資本を考えた分析を行う．メカニ

ズムとして，①就業している人ほど，長い距離を歩いたり，体を動かす習慣があり，そうし

た運動習慣が健康に寄与しているといったメカニズムと，②就業している人ほど，親友との

交流や地域のコミュニティ参加に積極的であり，そうした社会的つながりにより健康が悪

くなっていないといったメカニズムである．回帰分析により媒介項について分析すること

は単純には出来ない．以下では，(a)就業が媒介項に与える影響が観察されるか，(b)就業が

健康に与える影響は媒介項をもコントロールすると，その影響が小さくなる（もしくは有意

でなくなる）といった影響が見られるかといった点である．(b)について補足をしておくと，

媒介項が健康に影響を与えているのであれば，就業ダミーと媒介項を同時にコントロール

した場合，就業ダミーのみをコントロールした場合と比較して就業ダミーの係数の値に違

いが出てきたり，係数が有意でなくなる．以上の点を考察したい． 

被説明変数
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

就業ダミー 0.140** 0.102 -0.055 -0.159 0.035 -0.002 -0.130 -0.136
(0.062) (0.082) (0.079) (0.097) (0.025) (0.027) (0.102) (0.119)

自営業ダミー 0.070 0.192* 0.067** 0.010
(0.093) (0.112) (0.034) (0.136)

貯えありダミー 0.157*** 0.155*** 0.146* 0.141 0.048* 0.047* -0.406*** -0.406***
(0.056) (0.056) (0.086) (0.086) (0.026) (0.026) (0.122) (0.123)

離婚経験・死別経験ダミー -0.080 -0.076 -0.426** -0.415** -0.084 -0.080 0.093 0.094
(0.102) (0.103) (0.175) (0.174) (0.051) (0.051) (0.235) (0.236)

第2回調査時点ダミー -0.181*** -0.182*** -0.143** -0.147** -0.027 -0.028 0.022 0.022
(0.045) (0.045) (0.059) (0.059) (0.017) (0.017) (0.076) (0.076)

第3回調査時点ダミー -0.323*** -0.326*** -0.358*** -0.366*** -0.102*** -0.105*** 0.130 0.130
(0.052) (0.052) (0.065) (0.064) (0.021) (0.021) (0.090) (0.090)

第4回調査時点ダミー -0.482*** -0.484*** -0.768*** -0.775*** -0.146*** -0.149*** 0.410*** 0.409***
(0.059) (0.059) (0.086) (0.085) (0.025) (0.025) (0.102) (0.102)

第5回調査時点ダミー -0.640*** -0.643*** -0.785*** -0.792*** -0.211*** -0.213*** 0.455*** 0.455***
(0.069) (0.069) (0.097) (0.097) (0.029) (0.029) (0.117) (0.117)

第6回調査時点ダミー -0.719*** -0.722*** -0.558*** -0.565*** -0.331*** -0.333*** 0.616*** 0.616***
(0.085) (0.085) (0.104) (0.104) (0.039) (0.039) (0.151) (0.152)

第7回調査時点ダミー 2.626*** 2.625*** 8.219*** 8.218*** 0.831*** 0.830*** 1.199*** 1.199***
(0.059) (0.059) (0.080) (0.080) (0.026) (0.026) (0.120) (0.120)

Observations 2,705 2,705 2,716 2,716 2,660 2,660 2,547 2,547
R-squared 0.110 0.110 0.085 0.086 0.098 0.099 0.042 0.042
Number of id 805 805 805 805 799 799 790 790
固定効果推定による結果（操作変数は用いていない）.　Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

主観的健康観 認知機能 身体機能 抑うつ指標
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 表 6 は，就業が運動習慣や社会資本に与える影響を見た者である．歩く習慣や運動習慣

は，時点効果をコントロールしない場合（(1)式や(3)式）においては，係数は正で有意であ

る．そのため，就業している人ほど歩く習慣や運動習慣があるといえる．しかし時点効果を

もコントロールした場合（(2)式や(4)式）においては，係数は有意ではない．そのため平均

的に見て就業しているからと言って運動習慣があるとは言い切れない．一方，社会資本に関

しては，「親しい友人数」は時点効果をコントロールしていない(5)式において係数は正で有

意であるが，時点効果をコントロールした(6)式においては係数は有意ではない．また，「参

加グループ数」については，時点効果をコントロールしてもコントロールしなくても，係数

は正で有意である．平均的に見て，媒介項として運動は働いていない，つまり平均的に見て

就業しているほど運動しているという傾向が見られない一方，社会資本については参加グ

ループ数に限って言えば，就業している人ほど社会資本が高いと言える． 

 

表 6 就業が運動習慣・社会資本に与える影響分析 

 

 

被説明変数
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

就業ダミー 1.578*** -0.586 0.736** 0.000 3.836*** -2.119 1.875*** 1.521**
(0.367) (0.443) (0.304) (0.394) (0.930) (1.593) (0.472) (0.679)

貯えありダミー 0.068 0.147*** 0.059 0.089 0.015 0.268* 0.080 0.109
(0.062) (0.056) (0.052) (0.054) (0.152) (0.162) (0.075) (0.077)

離婚経験・死別経験ダミー 0.025 -0.140 -0.199* -0.274*** 0.062 -0.414 0.077 -0.011
(0.144) (0.101) (0.111) (0.093) (0.359) (0.306) (0.170) (0.156)

第2回調査時点ダミー 0.021 -0.060 -0.357** 0.075
(0.051) (0.047) (0.157) (0.075)

第3回調査時点ダミー 0.036 -0.012 -0.221 -0.114
(0.056) (0.052) (0.194) (0.078)

第4回調査時点ダミー -0.244** -0.174* -0.558 -0.123
(0.095) (0.089) (0.349) (0.139)

第5回調査時点ダミー -0.481*** -0.132 -1.287** 0.173
(0.147) (0.132) (0.550) (0.218)

第6回調査時点ダミー -0.457*** -0.125 -1.691*** -0.005
(0.162) (0.147) (0.608) (0.246)

第7回調査時点ダミー -0.691*** -0.203 -1.375** 0.062
(0.208) (0.188) (0.677) (0.328)

Observations 3,510 3,510 3,503 3,503 3,417 3,417 3,511 3,511
R-squared 0.278 0.381 0.254 0.412 -0.167 -0.051 -0.199 -0.115
Number of id 804 804 804 804 795 795 804 804
Cragg-Donald Wald F statistic 64.045 32.861 62.305 33.047 62.700 27.991 63.255 34.596
Hansen J statistic 0.785 0.567 0.005 1.695 0.015 6.219 1.755 5.318
就業ダミーを内生変数（操作変数として、定年からの経過年数とその2乗）とした固定効果推定．
Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

歩く習慣 運動習慣 親しい友人数 参加グループ数
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 次に，こうした媒介項をコントロールした場合に，就業が健康に与える効果の結果に違い

が見られるか．以上の分析で正の影響があると認められた認知機能に限って，結果を示した

のが表 7 である．表 7 の(1)式は従来の結果であるが，(2)式や(3)式のように歩く習慣や，運

動習慣をコントロールした場合，運動習慣の係数は正で有意であり，そうした習慣があるほ

ど認知機能は高いと言える．ただし，(2)式や(3)式における就業ダミーの係数は(1)式の値と 

 

表 7 就業が健康に与える影響において媒介項コントロールした場合の分析結果 

 
 

被説明変数は認知機能 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

就業ダミー 1.225** 1.198** 1.154** 1.225** 1.127** 1.133*
(0.512) (0.508) (0.500) (0.543) (0.494) (0.552)

歩く習慣 0.104*** 0.081***
(0.026) (0.028)

運動習慣 0.073*** 0.033
(0.024) (0.025)

親しい友人数 0.005
(0.006)

参加するグループ数 0.029*
(0.016)

貯えありダミー 0.032 0.012 0.016 0.005 0.025 -0.024
(0.074) (0.074) (0.073) (0.075) (0.074) (0.074)

離婚経験・死別経験ダミー -0.370** -0.373** -0.377** -0.372** -0.392** -0.388**
(0.156) (0.153) (0.155) (0.159) (0.157) (0.158)

第2回調査時点ダミー -0.361*** -0.367*** -0.356*** -0.358*** -0.365*** -0.363***
(0.051) (0.051) (0.050) (0.050) (0.050) (0.051)

第3回調査時点ダミー -0.447*** -0.446*** -0.441*** -0.445*** -0.445*** -0.439***
(0.066) (0.065) (0.065) (0.065) (0.066) (0.064)

第4回調査時点ダミー -0.473*** -0.456*** -0.461*** -0.475*** -0.479*** -0.456***
(0.105) (0.105) (0.104) (0.103) (0.102) (0.101)

第5回調査時点ダミー -0.709*** -0.685*** -0.723*** -0.720*** -0.730*** -0.717***
(0.174) (0.174) (0.170) (0.178) (0.169) (0.173)

第6回調査時点ダミー -0.671*** -0.634*** -0.675*** -0.687*** -0.680*** -0.661***
(0.184) (0.186) (0.180) (0.189) (0.182) (0.188)

第7回調査時点ダミー -0.310 -0.289 -0.327 -0.273 -0.321 -0.259
(0.228) (0.229) (0.224) (0.235) (0.222) (0.230)

Observations 3,521 3,510 3,503 3,417 3,511 3,501
Number of id 805 804 804 795 804 804
Cragg-Donald Wald F statistic 32.591 32.596 33.036 28.25 34.659 29.936
Hansen J statistic 1.546 1.828 1.967 1.96 1.601 2.45
就業ダミーを内生変数（操作変数として、定年からの経過年数とその2乗）とした固定効果推定．
Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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それほど変わらず，また有意のままである．一方で，(4)式や(5)式のように親しい友人数や

参加するグループ数をコントロールした場合，参加するグループ数の係数は 10%有意水準

ではあるが有意であるが，就業ダミーの係数は有意のままである．そのため，媒介項をひと

つずつ投入した場合は，就業ダミーの結果に違いがあまり見られなく，媒介項が平均的に健

康に影響しているとは言いがたい． 

 そこで，(6)式のように，媒介項のうち有意であった歩く習慣と運動習慣をコントロール

した場合も見てみると，就業ダミーの係数が小さくなり，10％有意水準において有意となっ

ている．表 6 でみたように，就業している人ほど運動習慣を平均的には持っていないが，表

7 の(6)式のように運動習慣の変数を 2 つコントロールすると就業ダミーの係数が 5%有意水

準では有意でなくなるため，就業ダミーに運動習慣と相関する要素が一部あり，相関する部

分をコントロールすると影響がなくなるので，就業の意味合いとして体を動かす要素があ

る程度含まれており，それが健康に正の影響を与えていると言える． 

 

 

７．むすびにかえて 

 日本の先行研究では，就業が健康に正の影響を与えていると言われていたが，そうした影

響について再検討を下記の観点から行った．結果についてまとめると以下のようになる． 

(1) 先行研究でしばしば分析対象となっている主観的健康観を被説明変数として様々な定

式化によって検証した結果，操作変数が妥当であるもとで，固定効果と時点効果をとも

にコントロールすることにより，就業が健康に与える正の効果は有意ではなくなった．

時点効果が大きく影響しているとみられるが，その係数は年がたつにつれて，負になっ

ているため加齢の効果が含まれており，加齢の効果のコントロールが分析上における大

きな論点であると言える． 

(2) 被説明変数を主観的健康観ではなく，認知機能，身体機能，抑うつ指標についてみてみ

ると，認知機能については就業しているほど高い効果が見られた．身体機能についても

同様だが過剰識別に陥っていた．一方抑うつ指標については有意な効果が見られず，

Eibich(2015)などの結果とは異なり，働いている人ほどメンタルヘルスが改善・もしくは

悪化している効果は見られなかった． 

(3) 働き方のうち自営業か否かに注目したところ，操作変数を活用していない点で不十分な

分析ではあるが，自営業であるほど認知機能，身体機能に相関することがわかった．自

営業のように自由な働き方であるほど，健康を維持できていることが示唆された． 

(4) 就業が健康に与える媒介項の影響について考察したところ，就業によって社会資本が蓄

積されていることはわかったが，社会資本が高いからと言って健康に良い影響を与えて

いるとは言えなかった．その一方で，就業している人ほど運動習慣があるとは平均的に

は言えないが，就業と運動習慣を同時にコントロールしたところ，就業の健康の影響が
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見られないことから，就業している人ほど体を動かす傾向が見られそれが健康に寄与し

ていることが示唆された． 

 本稿での分析サンプルは戦前生まれが対象であるので，現時点の 60 代，70 代に対して議

論することは外的妥当性がないために適切とは言えないだろう．しかし，体を動かす週間が

就業に含まれこれが健康に寄与していることがあり，これは現時点の高齢者についてもあ

る程度当てはまるかもしれない．その一方で，分析時期においてはメンタルヘルスにあまり

影響を及ぼしていなかったが，近年は雇用者として働く高齢者の構成比が高まっているこ

とからも，働くことによりメンタルヘルスが悪化し，健康に与える影響は見られない，ある

いは負の影響を及ぼす可能性があることを，最後に指摘しておきたい． 

 なお本稿にも課題があり，一つだけあげておくと，脱落サンプルの影響である．時点効果

が大きく影響していることのもう一つの可能性として脱落サンプルが一定程度あるために，

そのことによるサンプルセレクションバイアスが起っている可能性がある．こうした可能

性については今後の検討課題としたい． 

 

［注］ 

  1) Schaap et al.(2018)による疫学研究のサーベイによると，22 の研究のうち 13 の研究で

は，引退により健康に正の影響が現れ，特にその効果は社会経済的状態

（socioeconomic status）が高い人ほどよく見られると指摘している． 

   2) ただし，岡本（2020）では著者の私見によると，操作変数法と固定効果モデルを使っ

てしまうと，岡本 2020)で用いている操作変数は，個人にとって時間を通じても変動

せず固定効果と完全に相関するため，固定効果モデルでは推定できないため，変量

効果モデルを使っていると考えられる．奥井（2015）や西山他（2019）などで指摘

されているように，変量効果モデルは説明変数と変量効果の間に相関がないという

仮定が必要であり，その仮定がみたされないと一致性が満たされないため，結果に

対しては慎重に吟味する必要がある． 

  3) 男性に限定している理由として，正社員として定年まで勤める傾向は男性が一般的

であり，女性は結婚や出産を機に離職する傾向が見られるため，本稿で採用してい

る分析戦略は男性に適している背景があるため． 

    4) 他の先行研究では，9 つの質問のうち 5 問以上正解を 1 とするダミー変数を作成し

ている研究も見られるが（例えば Okamoto et al., 2018），このようなダミー変数では

ほとんどの回答者が 1 になること，また小林江里香氏の指摘より，5 問以上正解し

ない場合は本人の認知機能が不正確として回答を無効にする対応もする場合があ

ることなどにより，9 つの質問を得点化することにした．この点指摘していただい

た小林氏には感謝したい． 

    5) 注 4)と同様に，身体機能に関しても全く問題ないと回答している人が多いため，こ
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のような変数の作成とした． 

    6) 収入や資産を表す変数として，回答者本人と配偶者の合計収入や回答時点によって

は貯蓄総額を尋ねている年もある．合計収入については調査時点により選択肢が異

なり，第 1 回調査では 500 万円以上をひとくくりにして高額所得者の実態が把握で

きないため，合計収入を活用することは断念した． 
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高齢期の組織参加 

──健康満足感に影響する要因── 

 

湯上 千春 

（尚美学園大学・東京国際大学） 

 
年齢を重ねても,社会関係を発展させながら活き活きと暮らすことは,高齢社

会において益々重要となる.本論文は「老研―ミシガン大学―東大 全国高齢者

パネル調査」のデータを用いて,高齢期に組織に関わることに焦点を当て,その

健康満足感に影響する要因を明らかにすることを試みた.分析の結果,健康満足

感には参加頻度が寄与すると考えられる.但し,逆Ｕ字型の曲線関係が示唆され,

参加頻度が高ければ良いわけではないようだ.組織の種類は健康満足感には関

連はなく,世話役等の役割を担うことが関連する可能性がある.男女による世話

役の違いと背景は研究が必要である.地域等では高齢者ばかりが世話役を背負

うことも問題となる.高齢期の組織参加を行政や地域でサポートする際には,そ

の人がどの組織にどう関わるかを自ら選択でき,参加頻度も単に一律に上げる

のではなく,各人に合った関わり方を共に見つけていくことが大切であろう.   

 

１．はじめに 

1.1 本研究の出発点と背景 

日本は世界的にも早いスピードで高齢化が進んでいる. 内閣府によると, 2018 年 10 月 1

日時点の高齢化率は 28.1%である. また, 75 歳以上人口の総人口に占める割合は 14.2%で, 65

歳～74 歳人口の割合 13.9%を初めて超えた. 平均寿命は 2017 年時点で男性 81.09 歳, 女性

87.26 歳となっている. 健康寿命は 2016 年時点で男性 72.14 年,女性 74.79 年と伸びていて, 

2010年から 2016 年の間の伸びは平均寿命が伸びた分よりも大きい (内閣府 2019). しかし

ながら, 依然として平均寿命と健康寿命はかなりの差がある.  

先進国では特に高齢者は生産性がない, ケアが必要である等から社会の負として捉えら

れる傾向がある. 若年層が減少し続ける高齢化現象は社会問題であっても, 長寿であり, 高

齢者と共に生きる社会は, 長く生きてきた人達から学ぶことが多く, 社会全体が豊かにな

るのではないだろうか. 

高齢化だけでなく,「高齢」であることが日本社会ではネガティブな「問題」として扱われ

ており, 高齢者の経験に基づいた知恵が得られること, 多世代感で交流ができること, 長く

人生を心身共に豊かに暮らせるといったポジティブな面は見過ごされる傾向にある. 高齢

になっても社会生活を発展させながら健康に暮らせる豊かな社会を実現させるヒントはな

いだろうか. 

後述するが, そうしたヒントを探すために, 本研究では社会生活の中でも, 高齢期のライ

フコースにおいて, 組織参加に関することが健康にいかに影響するかに焦点を当てる. 高

齢期の組織参加についての研究関心の出発点は筆者のフィールドワークにある. 例のひと

つとして, 地域のボランティアグループによる独居高齢者のための手作り食事会の活動に
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参加する人は, 日常生活でも参加のために風邪をひかないように気を付け, 服装や髪を整

えて, 会場まで歩いていけるように日頃も練習するなど, 組織参加以外の日常の生活も健

康的に行動変容するようだ (湯上 2014). また別の二次分析研究では, 地域組織に参加して

いる人は高齢者の見守りを地域でも行うべきだと思う傾向にあり, 意識変容もあるようだ

（湯上 2015）.  

また, 行政も高齢者の興味と組織のマッチングを行って参加を促進したり, 社会福祉協

議会等でもボランティア組織に参加すれば, 地域で使えるポイント付与等行うところもあ

る. しかし, 単に組織に加入すると健康になるのだろうか. 団体数や参加頻度, 関わり方を

詳しく見ていくことで, 組織参加が高齢期の健康に寄与する手がかりが見つかれば, 健康

リスクの上がる高齢期に参加継続しやすい地域組織等の工夫, 支援のための知見となる.   

  

1.2 先行研究と分析の目的 

本研究は高齢者の社会参加の中でも, 組織参加による健康満足感への影響に焦点を当て

て分析していく. これまでも高齢者の社会参加, 社会的ネットワークと健康等については

研究が蓄積されてきた. 同じパネル調査を用いた貴重な先行研究もなされてきた. 近藤

（2010）の実証研究によると, 日頃の地域などのつきあいからソーシャルキャピタルが形成

されていると, 主観的な健康感が高いことが示されている（近藤 2010: 133-139）. また, 渡

邊（2015:173）は, 健康に影響する社会的な要因に迫る理論的なアプローチを整理し, 「社

会関係資本アプローチ」では, 個人, 地域レベルの社会関係資本が健康にプラスの良い効果

をもたらすと捉えていると指摘する. 社会関係資本などの文脈で, 高齢者の社会参加は健

康に何等かの効果があることは収斂していきているようだ.   

高野ほか（2007:129）によると, 社会老年学の文脈では, 個人の側面からは参加により生

きがいや健康が得られるが, 社会的にみると, そうした社会にいることが「社会生活の安定」

を生む. そして高齢者の社会参加の課題も, 個人の生きがいづくりの為の支援から社会で

の役割づくりの課題へ移ってきている.  

 高齢期の社会参加については, 小林 (2015) では, 社会参加の向上に関して, パネル調査

も含めた複数のデータを用いて種類別に分析した結果, 高齢者の社会参加は進んでおらず, 

今後の促進のための施策は, 参加による求める効果によって異なる点を指摘している. ま

た, 斉藤（2008）はパネルデータを用いて高齢期の社会的ネットワークを, 組織参加は含ま

ずに, 友人数, 友人・近隣等の交流頻度や同居人数などを指標として分析し, 加齢によって

減少しないことを示している.  

高齢期の健康と組織参加が含まれる研究では, 同じパネルデータを用いた分析による知

見がある. 小林・Liang (2011) では, 社会的ネットワークを測定する変数として友人, 近隣等

に加えて, 加入組織数と組織の参加頻度, また組織の種類も用いて加齢変化と出生コホー

ト差に着目して分析している. また, 中田 (2015) は親しい友人数の主観的な健康感への

効果に男女で差があることに着目している. 分析では加入組織数を社会関係資本のひとつ
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の変数として用いている. 中田（2012）は社会参加に関してではないが, 主観的な健康の評

価として, 本論文と同様の健康満足感（wave 1～wave 4）を用いて社会階層による減少の差

を分析している.  

高齢期の社会関係や健康については, このように貴重な研究がなされてきたが, 社会参

加の 1 つである組織参加のどういう側面が健康の維持・促進していくかについて, 研究をよ

り進めていくことが社会全体にとって重要と考える. 特に関わり方と健康についてはまだ

じゅうぶんに研究が見られないようだ. 本研究では高齢者の社会参加を組織に参加するこ

とに焦点を当てて, 健康満足感との関わりを検討する. 組織団体数, 参加頻度, 組織の種類

に加えて, 組織の世話役をすることにも着目して, 組織への関わり方と主観的な健康満足

感への影響を検討していくことを目的とする.  

主観的な健康感は健康や生活の質を測る指標としても用いられる (中田 2012: 81). 本研

究では主観的健康感のうち, 健康満足感に着目する. 自分の現在の健康状態に満足してい

るか否かは, 日常, 社会に関わりながら高齢期をすごすためには重要と考える 1) . また, 健

康満足感は自分のこれまでの人生や年齢等を考慮したうえで, 本人が今の健康状態に満足

しているかどうかを答えている可能性があり, 日々, 組織にいかに関わるかということに

繋がると考える.    

研究目的のために本論文では高齢期の組織参加と健康満足感に焦点を当てて, 大きく分

けて２つのアプローチをしていく. まず 1 つ目は 2 時点の健康満足感の変化を規定する要

因のひとつとして組織参加に関する変数に着目して分析していく. そして 2 つ目は組織の

種類や役割といった関わり方が健康満足感に影響しているのか検討していく.  

 

２.データについて 

2.1 概要 

前述のように本論文の分析では, 高齢期のライフコースにおいて, 組織参加は健康満足

感を規定するのではないかと考え, 分析していく. 分析には「老研―ミシガン大学―東大 

全国高齢者パネル調査」の wave 5（第 5 回調査 1999 年実施）と wave 6 (第 6 回調査 2002

年実施) の 2 時点のデータを使用させていただく.  

分析については後に詳しく述べるが, 大きく分けると２つの分析アプローチをしていく. 

最初に 2 時点間の変数の差に着目して, 健康満足感の変化を規定する要因のひとつとして

加入団体数や参加頻度等の参加に関する変数を用いて分析する. そして次に組織への関わ

り方に着目する. 1 時点のデータのみ存在する参加組織の種類 (wave 6), 組織の世話役とい

った役割 (wave 5)に焦点を当て, 健康満足感が異なるのか検討する.  

本分析だけでは健康満足感の要因をじゅうぶんには解明できないことは承知している. 

しかしながら, ほんの一部分ではあるが, 組織に参加することのどういうことが関連して

いるかについて, ある程度, 明らかにできればと試みたものである. 
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2.2.使用するデータについて 

wave 5 の対象数は 4,969 人で, そのうち本人回答は 3,482 人, wave 6 の対象数は 4,336 人

で, そのうち本人回答は 2,823 人である. 今回の分析では, 本人回答のうち, wave 5 および

wave 6 で, 従属変数と説明変数（統制変数含む）のすべてに有効回答のある 70 歳以上の男

女 1,004 人のデータを用いる. 70 歳以上に限定したのは, wave 5 では介護保険制度の開始や

75 歳以上の人が増加したこと等から, 70 歳以上の 2, 000 人のサンプル補充が行われたので, 

そのまま分析すると偏りが生じて実社会とかけ離れてしまうからである. wave 6 では新規に

補充されたサンプルはない. 

まず従属変数である健康満足感について説明する. 調査では「全体的にいって, あなたの

現在の健康状態についてはどうですか」と質問し, 回答者には 1「非常に満足している」2

「まあまあ満足している」3「どちらともいえない」4「あまり満足していない」5「まった

く満足していない」の５つ選択肢から評定してもらう. 分析ではその回答を「非常に満足し

ている」を５, 「まったく満足していない」を１として再コード化して使用する． 

主要な説明変数は参加組織数, 参加頻度, 親しい友人, 近所づきあいを用いる. 参加組織

数は調査では「あなたは, 町内会, 自治会, 老人クラブ, 商工会, 宗教のグループ, またはそ

の他のクラブやグループに入っていますか」とたずね, 入っている場合に全部でいくつ入っ

ているか個数を回答してもらっている. 分析では 1 団体, ２~4 団体,  5~15 団体を 1～3 の 3

つに分けて再コード化した変数を用いる. 参加頻度について調査では加入組織数を回答し

た後に, 「そのようなグループの会合に, 何回くらい, 出かけますか」とたずねている. ただ

し,２つ以上のグループの会合があれば, 調査員は合計をたずねて答えてもらう. 調査では

「 1 週間に 2 回以上」,「1 週間に 1 回くらい」,「 1 カ月に 2, 3 回」, 「1 カ月に 1 回くら

い」, 「１カ月に 1 回より少ない」, 「まったくない」（「わからない」）の選択肢がある. そ

の回答を「まったくない」を 1,「1 カ月に 1 回より少ない」を 2, 「1 カ月に 1 回くらい」「1

カ月に 2, 3 回くらい」を 3, 「1 週間に 1 回くらい」「1 週間に 2 回以上」を 4 として 4 つに

再コード化した変数を使用する. 

親しい友人や近所づきあいについても社会関係のひとつであり, 統制変数として用いる. 

調査では「心を打ち明けて, 自分の思っていることや心配ごとを話すことができる親しい友

達はいますか」とたずねて, いる場合に人数を回答してもらっている. 分析ではいないを 0

にし, 1 人でもいる場合を 1 としたダミー変数を用いる. 近所づきあいについては「お互い

に家を行き来するような間柄のご近所はいますか」とたずねて, いる場合に人数を回答して

もらう. ここでも, 分析にはいないを 0 にし, 1 人でもいる場合を 1 としたダミー変数を用い

る.  

統制変数として用いる基本属性については男性ダミー, 年齢, 教育年数, 同居人の有無に

ついての変数を用いる. 年齢は生年月から wave5 のサンプル抽出時の年齢を算出して使用

する. 同居人の有無は「現在, 一緒に住んでいるご家族は, あなたを含めて何人ですか」と

質問していて, １人と回答した人は独居で 0 とし, 2 人以上と回答した人は同居人ありで 1
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と変換した同居ダミー変数を用いる. 表１は分析に用いる変数の記述統計量である. 尚, 本

研究の２つ目の分析アプローチに用いる組織の種類と世話役等の役割についての変数につ

いては後述する.  

  表１ 分析に用いた変数の記述統計量 

 
注：N=1004 

 

３．組織参加に関することと健康満足感 

3.1 健康満足感について 

まず, 本分析で中心となる従属変数である主観的な健康満足感についてみていく. 表２

は wave 5 と wave 6 で健康満足感について男女別の分類を示したものである. 健康満足感

については, ここでは単純化のため, 「非常に満足」「まあまあ満足」を「満足」として 1, 

「どちらともいえない」「あまり満足していない」「まったく満足していない」を「満足以外」

として 0 のダミー変数にして用いた.  

wave 5 では, 満足と回答した人の割合は女性より男性の方が 5.8 ポイントと高く, 有意な

差 (5%水準) があった. ｗave 6 でも男性の方が 3.9 ポイントと僅かではあるが満足と回答

平均 標準偏差 最大値 最小値

年齢（W5時点） 75.2 4.3 95 70

就学年数 9.1 2.4 0 17

度数 有効パーセント

性別 女性 592 59

男性 412 41

wave5 wave6

度数 有効パーセント 度数 有効パーセント

健康満足度 まったく満足していない 15 1.5 28 2.8

あまり満足していない 123 12.3 143 14.2

どちらともいえない 69 6.9 81 8.1

まあまあ満足 664 66.1 617 61.5

 非常に満足 133 13.2 135 13.4

所属団体数 1団体 474 47.2 522 52

2～4団体 466 46.4 442 44

5～15団体 64 6.4 40 4

参加頻度 まったくない 111 11.1 142 14.1

月１より少ない 299 29.8 286 28.5

月1回 又は月2,3回 353 35.2 326 32.5

週1回又は週2回以上 241 24 250 24.9

親しい友人 なし 266 26.5 263 26.2

あり 738 73.5 741 73.8

近所づきあい なし 192 19.1 250 24.9

あり 812 80.9 754 75.1

同居人 独居 151 15 170 16.9

同居人あり 853 85 834 83.1
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した人の割合が高かった. ただし, こちらは有意ではなかった. 前述の内閣府のデータでは

平均寿命, 健康寿命共に女性の方が高いが, 健康に満足しているのは男性の方が多いとい

う結果は興味深く, 今後はさらに分析する必要があるだろう.   

次に２時点での健康満足感の移行（表３）をみていく.  注目すべき点は, wave 5 で「まっ

たく満足していない」と回答した人では, wave 6 では「あまり満足してない」と満足感が高

まった人が最も多いことである（73.3%）. さらに wave5 で「どちらともいえない」と回答

した人も, wave 6 では「まあまあ満足」と満足感が向上している人が最も多い (52.2%). こ

れらの傾向の要因については本研究では解明していないが, 高齢期の健康満足感は複雑で

あることが考えられる. 今後, 組織参加との関連も含めてさらに分析をしていきたい.  

図１はこうした wave 5 と wave 6 間の健康満足感の増減した人・変わらない人の構成比

を示している. wave 6 の調査時点には wave 5 の調査時点から確実に年をとっているわけだ

が, 高齢期に健康満足感が変わらないという人たちはとても健康維持ができているのか, 

注目すべきだろう. あるいは, 年齢によって健康感についての考え方が変化して, 回答も変

わるのかもしれない. 本研究では網羅できなかったが, 健康満足感が変化しない人たち, 向

上した人たちはどういう人たちなのか, 今後の研究で詳しく分析していきたい.  

   

表２ 男女別の健康満足感（wave5 および wave6）  

 
 

表３  健康満足感の wave5と wave6 間の移行表 

 
注：行パーセント 

 

満足以外 満足 満足以外 満足

女性 23.0% 77.0% 592 * 女性 26.7% 73.3% 592 n.s.

男性 17.2% 82.8% 412 男性 22.8% 77.2% 412

実数 207 797 1004 実数 252 752 1004

健康満足感(wave6)

実数

性別

健康満足感（wave5)

実数

性別

wave6

まったく満足
していない

あまり満足
していない

どちらとも
いえない

まあまあ満足  非常に満足 実数

wave5 まったく満足していない 13.3% 73.3% 6.7% 6.7% 0.0% 15

あまり満足していない 8.9% 35.0% 11.4% 43.9% 0.8% 123

どちらともいえない 1.4% 11.6% 24.6% 52.2% 10.1% 69

まあまあ満足 2.1% 11.7% 6.9% 67.5% 11.7% 664

 非常に満足 0.0% 2.3% 2.3% 58.6% 36.8% 133

実数 28 143 81 617 135 1004
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図１ 健康満足感の変化の構成比 

 

3.2 差分の重回帰分析による検討 

ここでは, ２章で前述した使用する変数の wave 6 から wave 5 を引いた差分を主に使用し

て, 健康満足感の変化に影響する要因を検討していくために重回帰分析を行う 2).  

従属変数は wave 5 と wave 6 の健康満足度の差分を健康満足感の変化として用いる. 説明

変数はモデル１, ２, ３共に基本属性である性別, 年齢, 就学年数, 同居人の有無, モデル

２では加えて所属団体数の差分, 参加頻度の差分, 親しい友人の有無のダミー変数の差分, 

近所づきあいがあるか否かのダミー変数の差分, 同居人がいるか否かのダミー変数の差分, 

ベースラインの wave 5 の健康満足度を投入する. モデル 3 ではさらに加えて, wave 5 時点の

変数（所属団体数, 参加頻度, 友人ダミー, 近所づきあいダミー, 同居ダミー）をベースライ

ンとして投入した.   

分析の結果を表４に示した. 基本属性のみ用いたモデル１は有意ではなかった. モデル

２は有意で（p<0.001）, 決定係数（R2 乗調整済）は .242 であり, モデル３も有意で(p<0.001), 

決定係数は高くはないが .243 であった. モデル２で有意であった参加頻度の差分, 友人ダ

ミーの差分, wave 5 の健康満足感は, モデル３でも有意であった. この結果からは, 健康満

足度の変化には, 基本属性, 組織団体数は影響していないようだ. また, ベースラインであ

る wave 5 時点の健康満足感も有意であることから, 元の健康満足感も当然ではあるが, 健

康満足感の変化に寄与している.  しかしながら, wave 5 の健康満足感に加え, さらに wave 

5 時点の変数をベースラインとして投入しても尚, 組織参加の頻度, 友人の有無が有意であ

ることから, これらは健康満足感の変化に寄与している可能性がある. 本研究では高齢期

の組織参加に焦点を当てているため, 組織参加の頻度の影響に着目して分析していく. た

だし, 組織に参加するなかで, 親しい友人ができることもあるため, 友人の有無と健康満足

感についてもさらに今後, 分析が必要である.    

24.1 55.7 20.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減少 増減なし 増加
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表４  健康満足感の変化と組織に関する規定要因 

 

注: †p<0.1,*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001 

 

3.3 参加頻度と健康満足感 

前述の重回帰分析による検討をしたところ, 健康満足感の変化に寄与している可能性が

あるので, 参加頻度について詳しく見ていくことにする. 表５は参加頻度による健康満足

感について wave ごとに男女別に示したものである. まず wave5 を見ると, 女性も男性も全

体も参加頻度が「まったくない」から「月１より少ない」「月 1 回か月２, ３回」まで少し

ずつ健康に満足している人の割合が上がる. 注目すべき点は, 「週 1 回か週 2 回以上」の参

加頻度になると, 今度は健康満足感がやや下がる. 但し, 男性も女性も有意な差はなく, 

全体のみ有意な差があった (5%水準). 次に wave 6 を見ていく. 全体と男性は, 頻度が「 ま

ったくない」から「週 1 回か週 2 回以上」まで健康に満足している人の割合が徐々に上がっ

ている. 女性を見てみると, 「まったくない」より「月 1 回より少ない」と回答した人は, 

22.5 ポイントも健康に満足している人の割合が高く, 「月 1 回か月２，３回」で僅かに下が

り, 「週 1 回か週 2 回以上」で 4 ポイント近く上がっている. 全体,女性は有意な差があり

（1％水準）男性は有意ではなかった. こうしてみると, 解釈するのは複雑であるが, 単に頻

度が高ければ高いほど健康に満足するというわけでもない.  逆 U 字型の線形関係が示唆さ

れているようだ.  

Β β Β β Β β

年齢(w５時点） .002 .007 .004 .016 .006 .025 

男性ダミー(Tgenderより作成） -.032 -.016 .055 .027 .057 .028 

就学年数（w７データ) -.008 -.020 .003 .006 -.003 -.006 

同居ダミー差分（w6-w5） -.065 -.014 -.117 -.024 -.110 -.023 

所属団体数の差分(４段階 w6-w5） .018 .011 .031 .020 

参加頻度の差分（４段階 w6-w5） .093 .093 ** .123 .122 ***

友人ダミー差分（w6-w5) .164 .079 ** .223 .108 **

近所づきあいダミー差分( w6-w5) -.032 -.014 -.078 -.035 

健康満足度５段階（w５時点） -.551 -.481 *** -.558 -.487 ***

所属団体数4段階（w５時点） .019 .011 

参加頻度4段階（w５時点) .065 .061 †

友人ダミー(w５時点） .126 .055 

近所づきあいダミー(w５時点） -.091 -.036 

同居ダミー(w５時点） .043 .015 

定数

R二乗（調整済）

F値

モデル１ モデル２ モデル３

-.118 

-.003 

.267 

1.298 

.243 

24.043 

1.665

.242

36.491
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表５ 参加頻度と健康満足感 

   

    
 

3.4 参加頻度と健康満足感の曲線関係の検討 

表５からは, 参加頻度と健康満足感の間に逆 U 字型の曲線関係が示唆される. そこで, 曲

線関係を確認するために, 次に参加頻度の二乗項も投入した回帰分析を行う. 具体的には, 

参加頻度(wave5) 満足以外 満足

女性 まったくない 30.8% 69.2% 78 n.s.

月１より少ない 24.0% 76.0% 179

月1回 か月2,3回 19.8% 80.2% 197

週1回か週2回以上 21.7% 78.3% 138

小計 23.0% 77.0% 592

男性 まったくない 30.3% 69.7% 33 n.s.

月１より少ない 19.2% 80.8% 120

月1回 か月2,3回 14.1% 85.9% 156

週1回か週2回以上 15.5% 84.5% 103

小計 17.2% 82.8% 412

合計 まったくない 30.6% 69.4% 111 *

月１より少ない 22.1% 77.9% 299

月1回 か月2,3回 17.3% 82.7% 353

週1回か週2回以上 19.1% 80.9% 241

合計 20.6% 79.4% 1004

参加頻度(wave6) 満足以外 満足

女性 まったくない 41.1% 58.9% 95 **

月１より少ない 23.6% 76.4% 161

月1回 か月2,3回 25.8% 74.2% 186

週1回か週2回以上 22.0% 78.0% 150

小計 26.7% 73.3% 592

男性 まったくない 34.0% 66.0% 47 n.s.

月１より少ない 24.0% 76.0% 125

月1回 か月2,3回 20.7% 79.3% 140

週1回か週2回以上 19.0% 81.0% 100

小計 22.8% 77.2% 412

合計 まったくない 38.7% 61.3% 142 **

月１より少ない 23.8% 76.2% 286

月1回 か月2,3回 23.6% 76.4% 326

週1回か週2回以上 20.8% 79.2% 250

合計 25.1% 74.9% 1004
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健康満足感の 5 件法（「非常に満足している」を 5, 「まったく満足していない」を 1 として

再コード化）を従属変数とする. 説明変数は, モデル 1 およびモデル２共に参加頻度, モデ

ル２ではさらに参加頻度の二乗項を投入する. 参加頻度についてはこれまでの分析では 4

件法に再コード化した変数を用いて分析したが, ここでは曲線関係を詳しく確認するため

に, 調査でたずねた６つの選択肢を 6「1 週間に 2 回以上」, 5「1 週間に 1 回くらい」, 4「1

カ月に 2, 3 回」, 3「1 カ月に 1 回くらい」, 2「1 カ月に 1 回より少ない」, 1「まったくない」

として再コード化して使用する.   

 分析の結果を表６に示した. wave 5 ではモデル１もモデル２も有意であった (p<0.05). 

二乗項を投入したモデル 2 はモデル１よりも, 決定係数 R2 乗がわずかに上昇した. R2 乗変

化量も有意であった（p<0.05）. 参加頻度の二乗項の回帰係数は有意で (p<0.05), 負である

ことから, 逆 U 字型の二次関数の形状になっていることが示唆される. wave 6 でもモデル１

もモデル２も有意であった. 二乗項を投入したモデル２はここでも決定係数 R2 乗がわずか

だが上昇し, R2 乗変化量も有意であった (p<0.05). 参加頻度の二乗項の回帰係数も有意で, 

負であることから, wave 5 と同様に逆 U 字型の二次関数の形状であることが窺える.  

分析からは, 参加頻度は高ければ高いほど健康満足度に寄与するわけではなく, ある程

度の頻度までは上昇するが, 頻度が高くなりすぎると, かえって健康満足感が下降するこ

とが考えられる. 次に参加頻度の限界効果が 0 となる水準を見ていくことにする.  

wave 5  0.279+2×(-0.031)×参加頻度=0 →限界効果が 0 となる参加頻度=4.500 

wave 6  0.298+2×(-0.030)×参加頻度=0 →限界効果が 0 となる参加頻度=4.967 

計算の結果から解釈すると, wave 5 では 4「1 カ月に 2, 3 回」と 5「1 週間に 1 回くらい」

の中間あたり, wave 6 では, ほぼ 5「1 週間に 1 回くらい」に近い手前のところが健康満足

感のピークであり, それ以上の頻度になるとむしろ健康満足感が下がっていくようだ.  

 

表６ 参加頻度と健康満足感の曲線関係モデルの回帰分析の結果 

 

モデル1 モデル2

Β β Β β

wave5 参加頻度6段階（w5時点) .058 .104 ** .279 .500 **

参加頻度6段階（w5時点)の二乗項 -.031 -.405 *

定数

R二乗（調整済）

F値

wave6 参加頻度6段階（w6時点) .084 .141 *** .298 .504 **

参加頻度6段階（w6時点)の二乗項 -.030 -.370 *

定数

R二乗（調整済）

F値

†p<0.1、*p<0.05、**p<0.01、***p<0.001

3.586 3.270

.010 .015

10.892 8.772

3.415 3.120

.019 .024

20.422 13.106
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高齢期にある程度の頻度であれば, 心身に心地よく参加できても, そうした頻度を超え

て頻繁に組織参加することは, 人によっては逆に心身の負担になるなど, 楽しみではなく, 

義務のように感じるのかもしれない. そう考えると, どの人も週 1 回程度の参加頻度に促す

のではなく, やはり, 各人に合った頻度があることを前提に, 健康満足感が上がる参加頻度

を徐々に共に模索して, サポートをしていくのがよいと思われる.  

 

４．組織への関わり方と健康満足感 

4.1 世話役に着目して 

ここではさらに組織への関わり方が健康満足感に影響しているのではないかと考え, 見

ていくことにする. wave 5 のみに参加組織での役割についての質問がある. クラブやグルー

プへの加入や参加頻度をたずねた後, 「そのようなグループのうち, あなたが世話役や役員

をしているものはありますか」と質問し, その数をたずねている. ここでは 0 を「世話役で

はない」, 1 以上を「世話役をしている」としてダミー変数に変換して用いる. 健康満足感に

関する問いは 5 件法でたずねているが, この分析では単純化のため, 「非常に満足」「まあま

あ満足」を「満足」として 1, 「どちらともいえない」「あまり満足していない」「まったく

満足していない」を「満足以外」として 0 のダミー変数にした.  

まず, 男女別に世話役をしている人としていない人で健康満足感が異なるか見ていく. 

図２をみると, 女性では世話役と世話役ではない人で, 健康に満足している人とそうでな

い人の間で満足感に大差はなく, 有意でもなかった. 一方, 男性では世話役の方がそうでな

い人よりも健康に満足している人の割合が 7.5%多く, 有意な差が見られた.   

 

 
図２ 世話役かどうかと健康満足感 

 

前述の重回帰分析をみると, 組織への参加頻度が健康満足感を規定する要因の一つと窺

えた. それでは世話役とそうでない人とは参加頻度に違いがあるのだろうか. 男女別にみ

ていく(図３). 頻度については単純化のため, 「月 1 回よりも少ない」「月 1 回よりも多い」

の 2 つにコード変換した. 結果, 男性, 女性とも有意な差（0.1%水準）がみられ, 世話役で

23.5%

20.3%

21.1%

12.8%

76.5%

79.7%

78.9%

87.2%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

世話役ではない

世話役である

世話役ではない

世話役である

女
性

男
性

満足以外 満足
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ない女性と男性の間には参加頻度の差は僅かであった. 一方, 世話役をしている人をみる

と, 月 1 回以上参加している人の割合は女性の方が男性よりも 9.3 ポイント高かった. これ

は女性の参加している組織の種類の活動形式が男性と異なることも考えられるが, 世話役, 

役員等は女性の場合, 日々の事務一般を含めた実動を伴うのかもしれない.  男性の世話役, 

役員等は名誉職の意味合いのあるものもあり, 理事会等の主要な活動のほかはあまり実動

を伴わないものも含まれているのかもしれない. 菊澤（2003）を参考にして考えてみると,  

男性と女性の間で組織での世話役の内容の違いやそれによる参加頻度の違いだけに焦点を

当てるべきではないだろう. そうした違いの要因となる社会的, 文化的な背景にも着目し

ていく必要がある. この点はさらに研究が必要である. 

 

   
図３ 世話役と参加頻度 

注：N=994  (すべての変数に答えている 1004 人の中で世話役について質問に答えた人) 

 

全体をみていくと, 世話役をしている人はしてない人よりも参加頻度が高く, 健康満足

感が高いことが窺える. だからといって世話役をすることを単に促進することが良いとも

言えない. 例えば自治会等では固定した高齢のアクティブメンバーばかりに負担があるこ

とが問題となる場合が多い. 何らかの役割を体調に合わせて, メンバーの多くの人で担っ

ていくと, 役割の意識だけでなく, 参加頻度が高まり, 健康満足感にもつながっていくこと

が考えられる.  

 

4.2 参加組織の種類について 

参加組織の種類については wave6 の質問のみでたずねているので, wave5 からの変化を見

ることはできない. 調査では組織の会合に出かけている回数をたずねた次の質問で, 出か

けていると答えた人に「あなたが会合に出ているグループは,どのようなグループですか」

と複数回答で 9 つの選択肢から選ぶ. ここでは回答を４つの種類に再コード化して変換し

た. 具体的には 「町内会・自治会」および「老人会・老人クラブ」を「地縁団体」へ,「（老

52.1%

10.9%

51.6%

20.2%
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人会以外の）趣味や学習・スポーツの会・グループ」は「趣味・学習・スポーツの会」とし

てそのまま変数として使用する.  そして「ボランティア・社会奉仕団体」「職域関係のグル

ープ・組合」「宗教関係の会・グループ（氏子・檀家の会, 教会など）」「市民活動・消費者団

体」「政治団体やその後援会」は, それぞれは異なるものではあるが, 社会を改善していく何

らかの目的を持って機能している団体として「社会変革・権利主張関連の団体」に合わせて

変換した. 分類については今後より検討が必要である 3).「その他」と合計して４つに変数を

作成し, 単純化して分析結果がわかりやすくなるようにした. ただし, 前述の重回帰分析等

では, 対象を使用する変数にすべて答えている人で 70 歳以上に絞り込んだが, ここでは種

類によっては男女別にすると 5 未満の非常に小さな値をとるため, 単に 70 歳以上に絞り込

んでいる.    

 

   

注:  N=1070, 複数回答で, パーセントは総和の割合を示している. 

図４ 加入組織の種類（男女別） 

 

まずは, 図４は, 男女別に種類による分布を示したものである. マンションの増加や地域

コミュニティの希薄化によって自治会等の参加は全国で減少しているが, 自治会や老人ク

ラブ等の「地縁団体」に参加している人が男性 35.9％, 女性 48.8％と共に最も割合が多く, 

女性は男性より 12.9 ポイント多い. これは他の団体と違い, 自治会等は世帯で入会するこ

とが多く, また老人クラブ等は自治会よりも加入するか否かの自由はあるが, 地方など地

域によっては入らざる得ない人も多いことが考えられる. 

続いて「趣味・学習・スポーツの会」に参加していると答えた人が男性 10.6%, 女性 16.7％

で女性の方が 6.1％多い. 後述するが, 高齢者の趣味等の楽しみとしての組織参加は広く浸

透しているとは言えないだろう. また 「社会変革・権利主張関連の団体」は全体から見る

と少なく, 男性が 8.5%, 女性 8.8％と一割に満たない. その他は男性 4％, 女性 4.2％である. 

本論文では「その他」の内容については把握できていない.        

次に参加組織の種類によって, 健康満足感が異なるのか男女別に検討していく. 表７  

4.2%

8.8%

16.7%

48.8%

4.0%

8.5%

10.6%

35.9%

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%

その他

社会変革・権利主張関連の団体

趣味・学習・スポーツの会

地縁団体

男性 女性
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を見ると, ４種類のすべての変数で男性も女性も 健康に満足の人と満足以外の人の割合は

あまり差が見られない. また, 各種類での合計も, 各種類での男女別も有意な差がなかった. 

参加組織の種類によっては健康満足感には違いがないのかもしれない.  

 

表７ 参加組織の種類と健康満足感 

 

 

既述の参加頻度についての分析では, 参加頻度が健康満足度に寄与する可能性が窺えた. 

次に組織の種類によって参加頻度に違いがあるのか見ていきたい. 表８を見ると, 「趣味・

学習・スポーツ」に参加している人の頻度は高く, 95%以上の人が月 1 回以上参加していて, 

特に「週 1 回／週 2 回以上」参加している人は 62.0%と全体の中で最も高い. 「権利主体・

社会変革等の団体」も 87%以上の人が月 1 回以上参加していて頻度が高い. こちらは「月 1

回/月２,３回」と「週 1 回／週 2 回以上」の人が 43%程度と同じぐらいいる. 一方, 地縁団

体は「月１回より少ない」人が 40%もいる. 自治会や老人クラブ等では会員になってはいる
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ものの, 総会等のどうしても出席する必要のあるものだけに行くことが考えられる. また

自治会は世帯単位で入るため, 本人以外の家族が出席することもあり得る. 

 

表８ 組織の種類と参加頻度 

 

注 本分析は DK,NA を欠損値にしている.組織の種類の回答が DK の人はすべて参加頻度の質問

では「まったくない」という結果になっている.したがって, 参加頻度のカテゴリーに「まっ

たくない」は含まれていない. 

 

次に参加組織の種類別に参加頻度と健康満足感の関係についてもう少し細かく見ていく

ことにする. 前述の表６では, 参加頻度と健康満足感の間の逆 U 字型曲線関係が示された. 

そこでここでも組織の種類別の頻度ごとに曲線関係があるか検討していく. 但し, 前述し

たように, 加入組織の種類についての質問は wave 6 のみにあり, 複数回答である. そして 

参加頻度については, グループの会合へ出かける頻度を回答者にたずねているが, 2 つ以上

のグループの会合があれば, その合計で回答してもらっている. したがって, 複数の加入組

織の種類を選択回答した人の参加頻度は, 複数の異なる加入組織への参加頻度の合計であ

る. 回答者がどの種類の組織にどのぐらい参加したのかということは不明である.  

そこで, 分析では 70 歳以上で, 地縁団体のみに加入している人 (n=591 : 選択肢は「町

内会・自治会」または「老人会・老人クラブ」), 趣味や学習・スポーツの会のみに加入して

いる人(n=85 ), 社会変革・権利主張関連の団体のみに加入している人（n=36 : 選択肢は「ボ

ランティア・社会奉仕団体」「職域関係のグループ・組合」）, その他の団体のみに加入して

いる人(n=23 )に絞り込んで, 各種類別に分析をしていく. 具体的には, 健康満足感の 5 件法

(「非常に満足している」を 5, 「まったく満足していない」を 1 として再コード化)を従属

変数とする. 説明変数は, モデル１, 2 共に参加頻度, モデル 2 では加えて参加頻度の二乗項

を用いて重回帰分析をする. 参加頻度については, 調査でたずねた 6 つの選択肢をここでの

分析では, 6「 1 週間に 2 回以上」,  5「1 週間に 1 回くらい」, 4「 1 カ月に 2, 3 回」, 3「1

カ月に 1 回くらい」, 2「１カ月に 1 回より少ない」, 1「まったくない」として, 曲線関係が

確認しやすいように再コード化して用いる. 
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表９ 組織種類別の参加頻度と健康満足感の曲線関係モデルの回帰分析の結果 

 

分析の結果を表９に示した . 組織のすべての種類でモデル１は有意ではなかった 

(p<0.05). モデル 1 と比べると, 二乗項を投入したモデル２の決定係数 (R２乗調整済)がわ

ずかに高くなっているが , モデル２もすべての組織種類において有意ではなかった 

(p<0.05). この結果からは, 参加頻度と健康満足感の間には線形関係も曲線関係も有意な関

係が見られず, 参加頻度による健康満足感への影響は, 参加する種類によっては, 違いはな

いように窺える. 但し, この分析では調査データの性質上, １種類の組織を回答した人のみ

に絞っているため, 種類ごとの頻度を把握したうえでの分析にはなっていない. 組織の種

類については調査データから得られる情報に制限があるが, 改善した詳しい分析は今後の

課題である.  

以上, 参加組織の種類, 種類ごとの頻度, 健康満足感について検討してきた. その結果, 

どの種類の組織に参加するか, 種類ごとの参加頻度についても, 健康満足感にはあまり関

係がないと考えられる.  

組織の種類ごとの参加頻度の違いについても見てきた. 地縁組織では形式的な参加のた

め, 頻度が低い人の割合が多いのかもしれない. 全体として参加頻度が健康感に寄与す

るのなら, 参加する人の割合が全体で最も多い地縁組織で自ら会合等に参加しようと思う

人が増える工夫も必要であろう. また, 趣味の会等の参加頻度は高いものの, 参加している

人の割合が大変少ない. 本当は参加したいのに参加できない事情がある高齢者がいる可能

モデル1 モデル2
Β β Β β

地縁団体 参加頻度6段階（w6時点) .044 .049 .376 .422
参加頻度6段階（w6時点)の二乗項 -.046 -.378
定数
R二乗（調整済）
F値

趣味・学習・スポーツの会 参加頻度6段階（w6時点) .029 .040 -.206 -.282
参加頻度6段階（w6時点)の二乗項 .027 .326
定数
R二乗（調整済）
F値

社会変革・権利主張関連の団体 参加頻度6段階（w6時点) .142 .169 -.332 -.394
参加頻度6段階（w6時点)の二乗項 .057 .569
定数
R二乗（調整済）
F値

その他 参加頻度6段階（w6時点) -.490 -.375 -4.783 -3.662
参加頻度6段階（w6時点)の二乗項 .739 3.307
定数
R二乗（調整済）
F値
※†p<0.1、*p<0.05、**p<0.01、***p<0.001

-.020
.163

3.745 4.209

3.561
.001
1.444

3.049

-.010
.131

.003
1.984

3.057
.000
1.000

3.963
.035
.594

.100
3.431

.197
10.811

3.698

4.993
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性が高い. のちに述べるが, 相談機能や参加できるしくみづくりが大切である.           

 

５. 考察と残された課題 

5.1 これからの高齢期の組織参加に向けて  

本研究では高齢期の組織参加に着目して, その健康満足感への寄与を検討してきた. 参

加組織の数や組織の種類は健康満足感にはあまり関連がなく, どれだけ組織の活動に参加

するかというある程度の頻度が影響することのひとつと考えられる.  

しかしながら, 高齢者が組織に参加することが健康満足感に寄与するといっても, 一律

に組織への参加を促進することや参加頻度を上げることが健康に繋がるものではないと考

える. 例えば地縁組織へ参加することは, ある高齢者にとっては楽しみで健康に良い効果

があっても, 別の高齢者にとっては苦痛である場合もあるだろう. 多様な高齢者一人ひと

りに合わせて, 組織に参加することの障壁を取り除いていてその人が望むような参加, 関

わり方ができることが大切であろう. 高齢者が組織に参加したいと思う際に, どんな組織

に参加するかは自らの意思で選択して決定できることとそれができる環境であることが重

要であろう 4).  

頻度についても各個人のペースで心身ともに快適に参加継続できることが望ましい. 健

康を高めていける程度の参加頻度があるとすると, 高齢者が自分の意志で参加頻度を無理

なく高めていけることが大切である. そのために地域や社会で何らかのサポートをしてく

ことが必要である. その人が興味を持った組織に参加したいと思ってもできない場合もあ

る. 高齢期の身体的要因を考えると, 高齢者にもアクセスのしやすい場所での組織会合の

開催, 地域でのコミュニティバス等の整備, 外出が難しい際のインターネットによるリモ

ートでの参加等の環境も求められる. 

また, 参加したくとも, 躊躇する高齢者がいる背景に社会的,文化的要因がある場合も考

えられる. 誰でも参加可能な組織であるのに, 高齢であることを理由に参加しづらいとい

うことがある. 高齢であることに加えて, ジェンダー, 職歴等, 参加を阻む要因も社会全体

で共に取り除いていくことが大切であろう. そうすることで, どの世代も年齢に関わらず

交流して共に学び合うことのできる組織に自分の意志で参加できる社会に近づく. それは 

若年の人たちも安心して自分たちも歳を重ねていくことのできる豊かな社会となる. 

一方, 組織に参加したくないと考える高齢者の気持ちも尊重される必要があるだろう. 

単に参加の促進ばかりすると, 参加したくない高齢者が, 活発に参加する高齢者らから取

り残された状況や心境になることもありえる. 参加したくないと思わせる状況があるなら, 

参加したくなる環境に徐々に協力しながら整えていくことも大切である.         

さらに多様な種類の組織があり, それらに高齢者が参加できることが望ましい. 筆者が, 

ある自治会の高齢者向きのリクリエーションを兼ねた交流会に参加しない高齢者に理由を

たずねた際に, 高齢者ばかりの会なので気が進まないという声も多く聞かれた. 多世代が

年齢に関係なく参加する組織も高齢者にとって必要である.  
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役割についても世話役をすることが健康感に寄与するとしても, 一部の人やその家族だ

けに負担がかかることも考えられる. フィールドワークで訪れた地域では地縁組織で高齢

の役員が過重なタスクを背負っていることも多い. よって, 単に健康のために世話役をす

ることを推進するのではなく, 何らかの役割を多くのメンバーで担って参加していくこと

が健康満足感の向上に寄与するのではないだろうか. 

 

5.2 本研究の残された課題             

本研究の残された課題は多く, 以下のとおりである. 本研究ではパネル調査のデータの

特徴を活かした分析がじゅうぶんにできたとは言えない. 変数の差分の重回帰を行う方法

は情報が限られている. データの扱いを習得してロング形式のデータに変換して個体内お

よび個体間の効果も分析していきたい. 

また, 主観的健康感には本研究で用いた健康満足感だけではなく, 自己健康評価等さま

ざまな指標があり, それらの異なる主観的な健康の指標の関連も見ていく必要がある.  

そして, 今回は健康満足感が変化した人, 変わらなかった人がどういう人たちなのかと

いうことを分析するところまで辿り着いていない. 変わらない人たちは実は高齢期におい

て高いレベルの健康維持をしているのではないだろうか. または健康満足感が変わらない

人たちというのは, 実際は前回の調査時点から歳を重ねて, 健康に満足しているわけでは

ないが, 現状に満足するべきであると思っている人なのだろうか. いずれにしても単純な

分析では明らかにならず, 細かいさらなる分析・研究が必要であろう. また, 年齢コホート

別, 就業状態別, 経済状態別の分析までは, 今回の分析では網羅できていない.  組織参加

によって健康満足感に寄与するのは, 参加頻度だけではなく, 他の要因も考えられる. また

理論についてかなり理解が粗い部分があることを承知しており, 分析結果を考察する際に

熟考する必要がある. 今後, 二次分析をさらに進めていきたい. 

本論における著述, 分析の誤解, 齟齬はすべて著者である湯上千春に帰するものである. 

 

［注］  

 1) 主観的健康感としては,自己による健康評価を使用している研究が多く見られる.  

 2) 差分を回帰する分析方法は, 筆者が参加した「東京大学社会科学研究所計量分析セミナ

ー 二次分析道場！」にて 教示いただいたことを参考にした.(三輪 2019)     

  3)  丹羽（2006）は,市民・政治団体と労働団体では関心の共通性がかつてより減少している

点を指摘している. 今後は団体を分類する際に時代に即した団体の性質をより考える必要

があるだろう.  

4) 選択, 自己決定については,本論文では理論の検討が不十分である.Sen (1994)を参照する

と,人は本来,外的にも内的にも多様である.人の生活は,物事をする／状態になるといった

「機能」の集まりである. 本論文と関連させると,その機能の一つに例えば自分の選んだ組

織に一定の頻度で参加することも含めることができるとも考えられる.Sen によれば,その人
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が行うことができる機能の組み合わせが capability であり,どんな生活を選べるかというこ

とに関わる. その人が価値があると思うことを達成する自由である「エージェンシーとして

の達成の自由」とその人が自己の福祉を達成するための自由（capability の集まりでもある）

は異なるものであっても相互に影響する. 例えばその人が地縁組織で地域を改善しようと

参加すること,趣味のスポーツの会で楽しんで体力つけること等とも照らして考えられるの

かもしれない. 

   

［謝辞］  

二次分析にあたり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター

SSJ データアーカイブから「老研―ミシガン大学―東大  全国高齢者パネル調査

<Wave5(1999),Wave6(2002)>」（東京都健康長寿医療センター研究所）の個票データの提供を受

けました．本研究の成果は, 東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ共同利

用・共同研究拠点事業二次分析研究会 2019 年度参加者公募型研究「全国高齢者パネル調査に

よる高齢期の健康と生活に関する二次分析」の一部です. 

二次分析研究会に参加する機会をいただき,大変有意義な時間をすごさせていただきました. 

励ましてくださり,御指導賜り,貴重なコメントをくださった先生方, いつもご親切にあたた

かいサポートしてくださった事務局の皆様, 共にがんばってきた研究会のメンバーの皆様,

調査に関わった方,データ保管に関わった方,そして調査でたくさんの質問にひとつずつ回答

してくださった高齢の回答者の皆様, すべての方のお名前を挙げることはできませんが,心

より感謝申し上げます. 

 

［参考文献］  

内閣府, 2019, 「令和元年版高齢社会白書（全体版）」,内閣府ホームページ, (2020 年 1月 12

日取得, https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2019/html/zenbun/s1_1_1.html). 

菊澤佐江子,2003,「高齢期における障害と社会的役割」『淑徳大学社会学部研究紀要』37:69-82.  

小林江里香, 2015,「日本の高齢者の社会参加は進んだか」『老年社会科学』36(4):423-432. 

小林江里香・Jersey Liang, 2011,「高齢者の社会的ネットワークにおける加齢変化とコホート

差―全国高齢者縦断調査データのマルチレベル分析」『社会学評論』62 (3):356-374. 

近藤克則,2010,『「健康格差社会」を生き抜く』朝日新聞出版. 

Sen, Amartya, 1992, Inequality Reexamined. Oxford: Oxford University Press. (池本幸

生・野上裕生・佐藤仁訳，2018，『不平等の再検討―潜在能力と自由』岩波書店.)   

斉藤雅茂, 2008,「高齢者の社会的ネットワークの経年的変化:6 年間のパネルデータを用いた潜

在成長曲線モデルより」『老年社会科学』29(4): 516-524. 

高野和良・坂本俊彦・大倉福恵,2007,「高齢者の社会参加と住民組織 : ふれあい・いきいきサ

ロン活動に注目して」『山口県立大学大学院論集』8:129-137. 

中田知生, 2012, 「高齢者における健康満足感の推移と社会階層―集団軌跡モデルを用いて―」



 

73 
 

『医療と社会』22(1):79-88. 

中田知生, 2015,「友人が多いほど健康であり続けられるのか―パネルデータを用いた主観的健

康感の男女差」筒井淳也,神林博史,長松奈美江,渡邊大輔,藤原翔（編）『計量社会学入門－

社会をデータでよむ』世界思想社，183-193. 

丹羽功,2006,「<論説>利益団体の協力関係と影響力」『近畿大學法學』53(3/4):215(298)-

239(274),(2020 年 1 月 20 日取得,AN10144398-20060330-0298.pdf). 

三輪哲, 2019 年 9月 4日（第 4回講義）於東京大学社会科学研究所,「東京大学社会科学研究所

計量分析セミナー 二次分析道場！」配布資料及びセミナー内容の記録. 

湯上千春, 2015,「地域組織参加による高齢者の見守り・声かけに関する主体性形成の可能性—過

疎地域 A 町の調査を事例にして」『応用社会学研究』25:41-51. 

湯上千春,2014 年 6月 29 日,「都市圏のボランティアによる高齢者の交流づくり活動の持続可能

性：P 学区の手作り食事会の事例」福祉社会学会第 12 回大会報告原稿. 

渡邊大輔,2015, 第８章「健康・医療・福祉の社会学」筒井淳也,神林博史,長松奈美江,渡邊大輔,

藤原翔編『計量社会学入門－社会をデータでよむ』世界思想社. 183-193. 

 

 

     

 

 

 

 

 



 

74 
 

宗教性の変化とその他者援助への影響 
 

山本耕平 

（京都大学） 

 
日本の高齢者の宗教性を測定するものとして考案された私的宗教実践にかん

する質問項目について，先行研究で指摘されている他者援助との関連を再検討

することにより，個人内での宗教性の変動が他者を援助する行為の変動と関連

するかどうかを検討した．また，それを通じて，私的宗教実践にかんする項目

が宗教性のどのような側面を測定しているのかを探索的に検討した．固定効果

モデルの推定から，私的宗教実践と他者援助の正の関連は観測されない異質性

を除去すると見られなくなることが確認された．また，私的宗教実践の頻度は

加齢や身体能力の低下に応じて低くなることが分かった．しかし，個々の私的

宗教実践について見ると，神棚や仏壇に祈るという行為は加齢とともに頻度が

高まり，他者援助とも関連することが分かった．私的宗教実践にタイプの異な

る行為が含まれているために，全体として見ると宗教性の効果が希釈されてい

る可能性が示唆された． 
 

1．問題設定 

平均寿命の伸長によって今後も高齢化が進む現代社会において，高齢期における生きが

いやウェルビーイングの確保は重要な課題である（金子 2014）．高齢期における生きがいや

ウェルビーイングを左右する要因については，有償・無償労働への従事（岡本 2009）や所

得（坊迫・星 2010），身体能力（村田ほか 2009），社会的ネットワーク（小林ほか 2014）

といったさまざまな側面から国内でも研究が蓄積されているが，そうした中で，生きがいや

ウェルビーイングとの関連が繰り返し論じられながらも（Hood et al. 2009: Ch. 7; Idler 2006; 

Koenig 2012; Thauvoye et al. 2018）日本において十分な研究が進展していないのが，宗教で

ある．高齢期において宗教がウェルビーイングの向上に果たしうる機能は，上に挙げた種々

の要因とは異なる重要性をもつ．というのも，宗教は他の要因にたいする促進剤や緩衝剤と

して機能することが考えられるからである．たとえば，社会的地位の喪失や身体的・精神的

健康の悪化，近親者の死といった高齢期に増加するディストレスにたいしてポジティブな

解釈を与えることによってそれらを軽減したり（Steger and Frazier 2005），宗教的活動への

参加をとおした社会的ネットワーク形成の促進によりウェルビーイング 1)の向上に寄与し

たりする（Rote et al. 2012; Wuthnow 2002）ような機能である．また，ボランティアなどの利

他的行動への参加が高齢者のウェルビーイングを高めることが知られているが（Choi and 

Kim 2011; 岡本 2009; Russell et al. 2019），宗教には，利他性を強調する教義によってそのよ

うな利他的行動を促進するという側面がある（稲場 2011b）． 

このような高齢期における重要性が指摘されてきた一方で，従来の研究がキリスト教会

型宗教をモデルとして展開されてきたという事情もあり，日本を含む非西欧文化圏におい

て宗教が人びとのウェルビーイングにどのように関連するかについては，いまだ見解の一
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致はなく，方法論的にも検討すべき課題が残っている（櫻井 2017）．たとえば，ISSP（国際

社会調査プログラム）のデータを用いて宗教的態度と幸福感の関連を日米で比較した金児

（2004）は，信仰心の有無にたいする自己評価で見ても，死後の世界への信念などの超自然

的観念で見ても，日本では宗教的態度と幸福感の関連が見られないという．一方，JGSS（日

本版総合的社会調査）のデータを分析した研究では，何らかの宗教を信仰していること

（Roemer 2010）や死後の世界を信じること（寺沢・横山 2014）が，幸福感と正の関連を示

すことが報告されている．台湾のデータを用いた研究（Liu et al. 2012; Yeager et al. 2006）で

も，宗教のどのような側面に着目するかによってウェルビーイングとの関連の有無や正負

が異なっている．どのようにして人びとの宗教性を測るべきか，という方法論的な検討が依

然として重要なのである． 

さらに，これは宗教とウェルビーイングの関連にかんする研究全般に当てはまることだ

が，多くの知見は横断的研究から得られたものである．横断的な研究には観測されない異質

性による疑似相関の可能性がつきまとうことはよく知られているが，次節で詳述するよう

に，宗教が人びとの行動や意識におよぼす影響についても，横断的研究から得られる知見に

疑問が呈されている．同一の個人の内部で宗教性が発達することが本当にウェルビーイン

グの向上に寄与するのかどうかは，まだ明らかではないのである． 

本稿ではこれらの背景のもと，「老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル調査」（以下，

JAHEAD と略記）から得られるデータをもちいて，日本の高齢者における宗教性と社会参

加との関連を検討する．宗教性とウェルビーイングとの関わりを正面から検討するのでは

なく，社会参加との関連を検討するのは，宗教性がウェルビーイングを高めるとすればその

メカニズムはどのようなものであるかを検討する必要があり，そのメカニズムのなかでも，

宗教性が社会参加を促すという効果が重要だと考えられるからである．先に宗教とウェル

ビーイングとの関連にはいくつかのメカニズムがあることについて触れたが，宗教性が社

会参加というかたちで個人の行動変容をもたらすならば，社会参加を通じて他者の役に立

つことが自尊心を高め（Russell et al. 2019），心身のディストレスが軽減したり，助け合いの

ネットワークを広げることで（稲場 2011b），社会的ネットワークの形成に寄与したりする

かもしれない．つまり，宗教性が社会参加という個人の行動を変容させるかどうか検討する

ことは，宗教がウェルビーイングにもたらす影響を検討する上で中心的な課題なのである 2)． 

こうした課題に取り組む上で，JAHEAD のデータは，上で述べた 2 つの問題に対処でき

るという有効性をもつ．第一の問題にたいしては，日本という文化的コンテクストを考慮し

た宗教的行為にかんする独自の質問項目が考案されている．寺沢・横山（2014: 4）は，死後

の世界を信じる意識を独立変数とすることについて，日本人の宗教性においては信仰の有

無のような自覚的な宗教性ではなく「無自覚の宗教性」（稲場 2011a）が重要であることを

理由として挙げているが，JAHEAD における私的な宗教実践を尋ねる質問項目は，まさに

そのような無自覚の宗教性を捉えることを意図している（Krause 1999: 410-411）．また，宗

教的な実践という行動の側面では宗教団体への所属などの自覚的な宗教性にかんするデー
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タしか利用できず，一方で無自覚な宗教性については意識項目でしか捉えられてこなかっ

た，行動の側面から無自覚な宗教性を捉えることは，新たなアプローチとして意義があるだ

ろう．第二の問題にたいしては，パネルデータという特質から，観測されない異質性を統制

することが可能である．これらの点により，JAHEAD のデータは，高齢期における宗教とウ

ェルビーイングの関連を検討するための貴重なデータになり得るのである．  

 

2. 先行研究と本稿のリサーチ・クエスチョン 

本節では，JAHEAD をもちいた宗教性と社会参加との関連にかんする研究を整理した上

で，本稿で検討するリサーチ・クエスチョンを提示する．とはいえ，宗教性と他の変数との

関連を体系的に検討しているのは，管見のかぎり Wave 4 のデータを分析した Krause et al.

（1999）のみである．Krause et al.（1999）は，「自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに

祈ったり，拝んだりする」などの質問項目によって測定される宗教性を私的宗教実践（private 

religious practices）と呼び，こうした実践にあらわれる宗教性が他者への共感を高めること

で他者を援助する行動を促し 3)，その行動が自己効力感を高めたり，自身が困ったときも助

けてもらえるという安心感を生むことにより，主観的健康感を高める，というメカニズムを

検証した．彼らの分析結果によれば，私的宗教実践の頻度が高い回答者ほど，身近な人につ

らいことがあったときに励ますなどの他者援助を行う頻度が高く，他者援助の頻度が高い

回答者ほど自身の健康状態に満足している傾向があった．ただし，私的宗教実践と他者援助

との関連は，男女別に分析をおこなうと男性においてのみ見られ，女性は私的宗教実践の有

無にかかわらず男性よりも他者援助をおこなう傾向にあった．彼らはこの結果について，男

性は他者をケアするよう社会化されていないため，宗教性の影響を受けて他者援助の頻度

が変動するが，女性はケア役割の内面化によって，宗教性の高低にかかわらず他者を援助す

る，と解釈している． 

しかし，このような解釈が妥当かどうかは慎重に考える必要がある．前節でも触れたよう

に，Krause et al.（1999）のような横断的研究から得られる知見には，そこで見られる関連は

観測されない異質性による疑似相関ではないか，という疑問が残るからである．このような

疑問のもっともらしさは，近年のいくつかの研究によって裏付けられる．たとえば

Schuurmans-Stekhoven（2017, 2019）は，宗教とウェルビーイングの関連はパーソナリティ特

性が交絡した疑似相関であることを主張している．特定のパーソナリティを持つ人はもと

もと宗教性が高く，同時に人間関係にたいして高い満足を感じるなどの傾向がある，という

わけである．また，遺伝的要因も無視できない交絡要因であり（Koenig 2012），従来の横断

的研究において宗教の影響が示唆されていた関連が遺伝的要因を共通の原因とする疑似相

関であったことが判明する可能性は大いにある．近年の例でいえば，Nedelec et al.（2017）

は，宗教性が高い人ほどアルコールやドラッグを乱用しにくいという従来の知見にたいし

て，一卵性双生児の調査データにもとづき，遺伝的要因を統制すれば宗教性と物質乱用との

関連はほとんど見られなくなることを指摘している．本稿が問題とする宗教と他者援助と
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の関連についても，宗教性と利他的な態度とのあいだに何らかの観測されない異質性が交

絡しているかもしれない．たとえば，2013 年に日本で実施された全国調査のデータを分析

した三谷（2013）によれば，子どもの頃に母親が神社や寺や教会に頻繁にかよっていた人ほ

ど，本人もそれらの宗教施設にかよう頻度が高く，ボランティア活動によく参加している．

つまり，比較的わかい時期に宗教的社会化によって獲得された宗教性が他者援助を促すの

であって，高齢期において宗教性が高まることは他者援助につながらないかもしれない． 

こうした背景を踏まえると，宗教性が他者を援助する行動を促す，という先行研究の知見

も，複数時点のパネルデータの分析によっても支持されるのかどうかを検討する必要があ

るだろう．これを第一のリサーチ・クエスチョンとする． 

 

RQ 1：観測されない異質性を統制しても，宗教性と他者援助の関連は（とくに男性におい

て）見られるか 

 

しかし，かりに RQ 1 に肯定的な回答が与えられようと，否定的な回答が与えられようと，

そもそも私的宗教実践という行動が個人の宗教性を表しているのかどうかが明らかでなけ

れば，結果の解釈は難しい．また，前節で触れたように，個人の宗教性を測定する方法論が

未発達な現状では，私的宗教実践について調査することで宗教性を測定できるのかどうか，

という基礎的な事柄を確認しておくことにも意義がある．すでに触れたように，Krause et al.

（1999）は，自覚的な信仰をあまり持たないとされる日本人の宗教性が，私的宗教実践の頻

度に表れるものと想定している．彼らはこの想定にもとづき，私的宗教実践にかんする 3 つ

の質問項目を，宗教性を測る 1 つの尺度として扱っているが，「無自覚な宗教性」にかんす

る稲場（2011a, b）の議論を参照すれば，それら 3 つの項目がそれぞれ．稲場（2011a: 15）

によれば，明確な信仰を自覚することが少ない日本人であっても，「無自覚に漠然と抱く自

己を超えたものとのつながりの感覚と，先祖，神仏，世間に対して持つおかげ様の念」は持

っているのであり（これを稲場は「無自覚な宗教性」と呼ぶ），それは「初詣や墓参りなど

の儀礼，祖先祭祀」などの行為に表れている．そして，「定期的に教会活動に参加したり，

集会や法要・儀礼などには参加しないが，他者・自然・神仏とのつながりとおかげ様を温存

する『無自覚の宗教性』は，他者を思いやる利他主義ともつながっている」という（稲場 

2011a: 15）．「祖先祭祀には，命のつながりに対する感謝の意識が漠然と生きている」（稲場 

2011a: 15）という表現にも見られるように，ここでとくに注目されているのは，祖先祭祀と

いう行為をつうじて，漠然とではあれ先祖にたいして「おかげ様の念」を抱くような宗教意

識である．この議論が正しければ，日本人が日常的に行いうる私的な宗教実践のなかでも，

とくに祖先祭祀と関わりのあるものが，他者援助との関連を示すことが予測される．  

そこで，第二のリサーチ・クエスチョンとして次の問いに取り組むことにする． 

 

RQ 2：祖先祭祀に関わる私的宗教実践とそうでないものとのあいだで，他者援助や他の
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変数との関連に違いはあるか 

 

3. データと変数 

3.1 使用するデータと分析枠組 

前節で提示したリサーチ・クエスチョンに答えるため，本稿では JAHEAD において私的

宗教実践にかんする質問項目が採用された Wave 4 以降のデータを分析する．RQ 1 について

は，私的宗教実践と他者援助との関連にかんするプールド OLS 回帰モデルと固定効果モデ

ル（Allison 2009）の推定結果を比較することで，宗教性と他者援助の関係にかんする先行研

究（Krause 1999）の主張が支持されるかどうかを検討する．RQ 2 については，まず，私的

宗教実践の個々の項目について他者援助との関連を検討する．さらに，私的宗教実践を従属

変数とするプールド OLS 回帰モデルと固定効果モデルを推定し，私的宗教実践がどのよう

な変数と関連しているのかを検討する．分析に使用するサンプルは Wave 4 までに調査に参

加したケースのみで，Wave 5で追加された 70歳以上のサンプルは除外している．そのうち，

現時点で使用可能なデータで最新の Wave 7 までの 4 時点について，継続して本人からの回

答が得られているケース（1115 件）を使用した．次節以降の分析では，記述的分析ではその

分析の対象となる変数について欠損値があったケースのみを除外し，多変量解析では分析

に使用する変数の少なくとも 1 つについて欠損値があったケースを除外した． 

 

3.2 従属変数 

RQ 2 の従属変数である（RQ 1 の独立変数でもある）私的宗教実践と，RQ 1 の従属変数

である他者援助については，先行研究の知見との比較のため，Krause et al.（1999）と同じ質

問項目への回答をもちいた．具体的には，私的宗教実践は次の 3 項目への回答の合成得点で

ある（【】内は質問項目 ID）． 

1. 自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに祈ったり，拝んだりしていますか．

水や線香，ご飯を供えるだけのことも含みます．【PRI-1】 

2. お経，聖書などを家でどのくらい読みますか．【PRI-2】 

3. テレビやラジオの説教や礼拝などの宗教番組を見たり聞いたりしていますか．

【PRI-3】 

回答は「いつもしている」，「ときどきしている」，「あまりしていない」，「まったくしていな

い」の 4 択から選択されているので，「いつもしている」が 4 点〜「まったくしていない」

が 1 点となるよう得点化した．個々の私的宗教実践について検討するときはこの得点をそ

のままもちい，3 項目の得点を合成するときは，各 Wave について主成分分析から求められ

る第一主成分の重みによって重み付け加算した 3 項目の合計得点（つまり，標準化されてい

ない第一主成分得点）を計算し，私的宗教実践得点とした．後の分析で示すように，第一主

成分の重みは 3 項目すべてにたいして正の値を示し，全般的な私的宗教実践の傾向を表す

ものと解釈できる． 
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他者援助は次の 2 項目への回答の合成得点である．  

1. あなたは，身近な親しい人たちが心配ごとや困りごとについて話したがって

いるとき，どのくらい聞いてあげますか．【HSO-1】 

2. あなたは，身近な親しい人たちにつらいことがあった場合，どの程度励ました

り，慰めたりすると思いますか．【HSO-2】 

回答は「いつも聞いてあげる（する）」，「たいてい聞いてあげる（する）」，「ときどき聞いて

あげる（する）」，「あまり聞いてあげない（しない）」，「ぜんぜん聞いてあげない（しない）」

の 5 択から選択されているので，「いつも聞いてあげる（する）」が 5 点〜「ぜんぜん聞いて

あげない（しない）」が 1 点となるよう得点化した．2 項目しかなく，どの Wave でも相関が

強いので（r = 0.69〜0.77），2 項目の得点を単純加算した． 

 

3.3 独立変数 

RQ 1 のための分析では，私的宗教実践と性別の交互作用を検討することで，先行研究の

知見と対比する．他者援助との関連が予測される他の時変変数として，年齢，就業の有無，

配偶者との離死別，家計の経済的余裕，参加している組織の数，身体能力をモデルに投入す

る．ここで考えている他者援助は，「話を聞いてあげる」といった比較的負担が少ないもの

ではあるが，体力や気力の衰え，時間的な余裕，人付き合いの全般的な頻度などによって，

他者のために時間を割くかどうかが左右されるかもしれない．プールド OLS モデルでは，

時不変変数として教育年数との関連も検討する．教育年数が長い人のほうがボランティア

に参加しやすいことが指摘されており（三谷 2013; Mitani 2014），ボランティアがイコール

ではないにしても他者の利益のために自発的なはたらきかけを行うという点で共通する行

為である他者援助においても，何らかの関連があるかもしれない．就業の有無は就業してい

ない場合に 1 をとるダミー変数，配偶者との離死別は配偶者がいない場合に 1 をとるダミ

ー変数，家計の経済的余裕は「お宅では，毎月のやりくりはいかがですか」という質問への

回答を，「非常に苦労している」が 1 点〜「まったく苦労していない」が 5 点になるよう得

点化したものである．参加している組織の数については，「町内会，自治会，老人クラブ，

商工会，宗教のグループ，またはその他のクラブやグループ」に全部でいくつ入っているか

についての回答を，5 つ以上はすべて 5 つとして処理した．身体能力については，「15 分く

らい立ち続ける」「200〜300 メートルくらい歩く」「しゃがんだり，ひざまずいたりする」

「頭よりも高いところにあるものに手を伸ばして届く」「指でものをつかむ，あるいは指を

自由に使える」「米 10kg 程度のものを持ち上げたり運んだりする」「階段を 2，3 段昇る」の

7 項目について，「ぜんぜん難しくない」以外に回答している場合に 1 として，7 項目の得点

を加算した．つまり，これらの行動に何らかの難しさを感じているほど点数が高くなる．本

人の教育年数は，6 年未満の回答者はきわめて少ないので，6 年以下の場合はすべて 6 年と

みなした． 

RQ 2 にかんする私的宗教実践を従属変数とする分析では，RQ 1 の分析でもちいるのと同
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様の年齢，無業ダミー，配偶者との離死別ダミー，身体能力を時変変数として投入する．そ

の他，プールド OLS モデルの推定では，時不変変数として出生コーホートと本人の教育年

数を投入する．出生コーホートは，「1915 年以前」「1916〜20 年」「1921〜25 年」「1926〜30

年」「1931 年以降」の 5 カテゴリに分割した（基準カテゴリは「1915 年以前」）．なお，時不

変変数として両親の学歴や貧困の経験との関連についても検討したが，両親の学歴が不明

である場合に私的宗教実践の頻度が低いという解釈の難しい傾向いがいには統計的に有意

な関連が見られなかったので，ここでは考慮しない． 

 

4. 分析結果 

4.1 記述的分析 

私的宗教実践と他者援助について，各項目への回答を年齢間・時点間で比較したのが図 1，

2 である．私的宗教実践は，同じ年齢層を時点間で比較すると，おおむね最近の時点ほど（つ

まり若いコーホートほど）実践頻度が低くなっていることが分かる．それぞれの行為が宗教

性を反映したものであるとすれば，ゆるやかな世俗化の傾向を示していると解釈できるか

もしれない．他者援助についてもやや時点間の差が見られるが，加齢によって他者援助の頻

度が下がる傾向のほうが顕著である．前節で触れたように，ここでの他者援助は「話を聞い

てあげる」といった身体的負担が比較的軽微だと思われる行動ではあるが，それでもある程

度は能動的なはたらきかけが必要であったり，加齢にともなってそもそも相談を受けるよ

うな関係にある身近な人の数が減ったりすることによって，このような傾向が生じるもの

と思われる． 

 

 
図 1 私的宗教実践 3項目の年齢間・時点間比較 
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図 2 他者援助 2項目の年齢間・時点間比較 

 

 

4.2 私的宗教実践の主成分分析 

私的宗教実践 3 項目についての主成分分析の結果が表 1 である．いずれの Wave でも第一

主成分で分散の 50%程度が説明されており，3 項目すべてに正の重みがかかっているので，

私的宗教実践の全般的な傾向を示すものと解釈できる．3.2 節で述べたように，各 Wave・各

項目への回答にこれらの重みをかけて加算したものを私的宗教実践得点とする． 

 

表 1 第一主成分の重み（私的宗教実践） 

 Wave 4（53.4%） Wave 5（55.3%） Wave 6（52.7%） Wave 7（51.5%） 
PRI-1 0.572 0.537 0.530 0.536 
PRI-2 0.631 0.633 0.653 0.654 
PRI-3 0.523 0.557 0.541 0.534 

※（）内は第一主成分で説明される分散の比率 
 

 

4.3 多変量解析 

多変量解析の結果を，表 2〜3 に示す．なお，私的宗教実践の級内相関は 0.612，他者援助

の級内相関は 0.413 で，固定効果モデルを推定する意味はあると考えられる． 

まず，RQ 1（観測されない異質性を統制しても，宗教性と他者援助の関連はとくに男性に

おいて見られるか）について，他者援助を従属変数とした分析結果を確認する（表 2）．プ

ールド OLS モデルの推定では，教育年数が長いほど，家計に経済的余裕があるほど，参加

している組織が多いほど，他者援助をする傾向があり，年齢が高いほど，また身体能力が衰

退しているほど他者援助をしにくい，という自然に解釈可能な結果が示されている．そして，

Wave 4 のデータを分析していた Krause et al.（1999）の結果と同様，女性ダミーの正の主効

果，宗教性の正の主効果，女性ダミーと宗教性の負の交互作用効果がいずれも統計的に有意

である．係数から，女性では宗教性の傾きがほぼゼロであり，女性は宗教性の高低にかかわ
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らず男性よりも他者援助をする傾向があるが，男性が他者援助する頻度は宗教性の高低と

相関していることが分かる．しかし，固定効果モデルの推定結果を見ると，年齢，経済的余

裕，参加組織数，身体能力の係数はやや小さくはなるものの統計的に有意なままであるのに

たいし，宗教性の係数は男性でも女性でもかなり小さくなり，統計的に有意でもなくなる 4)．

つまり，横断的に見られる宗教性と他者援助との関連は，観測されない異質性によって生じ

ていた疑似相関であるように見える． 

 

表 2 他者援助を従属変数とする多変量解析 

 プールド OLS 固定効果 
切片 7.327*** (0.400)   
年齢/10 −0.243*** (0.050) −0.299*** (0.077) 
教育年数 0.055*** (0.012)   
女性ダミー 0.691*** (0.173)   
宗教性 0.101*** (0.031)   
無業ダミー −0.134*** (0.064) 0.079*** (0.085) 
離死別ダミー −0.053*** (0.071) 0.070*** (0.163) 
やりくりが楽 0.308*** (0.028) 0.164*** (0.038) 
参加組織数 0.163*** (0.022) 0.080*** (0.032) 
身体能力衰退 −0.108*** (0.021) −0.108*** (0.034) 
宗教×女性 −0.103*** (0.042)   
宗教×男性   0.071*** (0.051) 
宗教×女性   0.050*** (0.044) 
R2 0.092  0.028  
N 3927  3927  
回答者数 1095  1095  

*：p<0.05, ** : p<0.01, *** : p<0.001（括弧内はクラスター標準誤差） 
 

 

しかし，私的宗教実践を構成する 3 項目を個々に独立変数として同様の固定効果モデル

を推定すると，違った傾向が見られる（表 3）．具体的には，PRI-1（自宅で神棚や仏壇，あ

るいは荒神様などに祈ったり，拝んだりする）については，固定効果モデルでも統計的に有

意な正の推定値が得られ，性別との交互作用を確認すると男性においてとくに値が大きか

った．一方，PRI-2 や PRI-3 と他者援助との関連は，表 2 と同様に見られなかった．つまり，

「無自覚の宗教性」をはっきりと反映していると考えられる PRI-1 についてのみ見れば，私

的宗教実践に表れる宗教性が他者援助という行為を促す，という先行研究の知見を支持す

る結果が見られる．異なる傾向を示すこれら 3 つの項目を合成しているがゆえに，全般的な

私的宗教実践で見ると他者援助との関連が希釈されてしまい，表 2 では目立った関連が見

られなかったのである．この結果から，RQ 2（祖先祭祀に関わる私的宗教実践とそうでない

ものとのあいだで，他者援助や他の変数との関連に違いはあるか）については，予測どおり
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の違いが確認されたと言える． 

 

表 3 他者援助を従属変数とする固定効果モデル 

 宗教性：PRI-1 宗教性：PRI-2 宗教性：PRI-3 
年齢/10 −0.316*** 0.078 −0.306*** 0.077 −0.302*** 0.078 
宗教性×男性 0.122*** 0.057 0.079*** 0.061 −0.037*** 0.063 
宗教性×女性 0.088*** 0.063 −0.011*** 0.049 0.068*** 0.046 
無業ダミー 0.077*** 0.085 0.08*** 0.086 0.079*** 0.086 
離死別ダミー 0.066*** 0.163 0.097*** 0.163 0.088*** 0.163 
やりくり楽 0.163*** 0.038 0.167*** 0.038 0.164*** 0.038 
参加組織数 0.082*** 0.032 0.079*** 0.032 0.08*** 0.032 
身体能力衰退 −0.105*** 0.034 −0.112*** 0.034 −0.111*** 0.034 
R2 0.03  0.028  0.028  

N 3927  3927  3927  

回答者数 1095  1095  1095  

*：p<0.05, ** : p<0.01, *** : p<0.001（括弧内はクラスター標準誤差） 
 

 

表 4 私的宗教実践を従属変数とする多変量解析 

 プールド OLS 固定効果 
切片 3.893*** (0.499)   
年齢/10 0.034*** (0.051) −0.139*** (0.044) 
教育年数 −0.006*** (0.015)   
女性ダミー 0.518*** (0.072)   
無業ダミー −0.160*** (0.065) 0.019*** (0.053) 
離死別ダミー 0.316*** (0.078) ***  
身体能力衰退 −0.048*** (0.020) −0.074*** (0.017) 
1916-20 生 −0.148*** (0.245)   
1921-22 生 −0.259*** (0.231)   
1926-30 生 −0.336*** (0.234)   
1931 以降生 −0.511*** (0.240)   
離死別×男性   0.319*** (0.221) 
離死別×女性   0.504*** (0.117) 
R2 0.082  0.019  
N 3927  3927  
回答者数 1095  1095  

*：p<0.05, ** : p<0.01, *** : p<0.001（括弧内はクラスター標準誤差） 
 

 

次に，私的宗教実践を従属変数とする分析の結果を確認する（表 4）．プールド OLS モデ

ルの推定結果より，女性は男性よりも私的宗教実践の頻度が高く，離死別者もそうでない場
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合にくらべて頻度が高いことが分かる．無業であることと身体能力の衰退は，私的宗教実践

の頻度の低さと関連している．また，コーホートについてはほとんど統計的に有意にはなっ

ていないが，係数の値じたいは若いコーホートほど私的宗教実践の頻度が低くなる傾向を

示しており，図 1 で見られた傾向と一致している．固定効果モデルの推定結果では，プール

ド OLS ではほぼ係数がゼロであった年齢の効果が負の値となっている．身体能力の衰退も

負の値であり，加齢と身体能力の衰退によって私的宗教実践の頻度が下がることが示唆さ

れる．また，離死別ダミー5)は性別との交互作用が見られた．係数の値から解釈すると，男

性においても離死別を経験することで私的宗教実践の頻度が高まる傾向が見られるが，そ

の傾向は女性においてより顕著である． 

次に，私的宗教実践の 3 項目をそれぞれ従属変数として固定効果モデルを推定した結果

が表 5 である．表 3 と同様に，3 項目を合成した場合の分析結果とは違った傾向が見られ

る．離死別ダミーと身体能力衰退の推定値については，どの項目でも類似した傾向が見られ

るが，年齢の効果については，「自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに祈ったり，拝ん

だりする」の場合は表 4 とは逆に正の値であり，他の 2 つの場合は表 4 と同様に負の値で

ある．この結果から，RQ 2（祖先祭祀に関わる私的宗教実践とそうでないものとのあいだ

で，他者援助や他の変数との関連に違いはあるか）について，「無自覚の宗教性」を明確に

反映すると考えられる PRI-1（自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに祈ったり，拝んだ

りする）と他の 2 項目のあいだで，一部の変数との関連に違いがあることが確認された．  

 

表 5 私的宗教実践 3項目を従属変数とする固定効果モデル 

 PRI-1 PRI-2 PRI-3 
年齢/10 0.093*** 0.036 -0.078*** 0.04 -0.156*** 0.038 
無業ダミー 0.027*** 0.044 -0.007*** 0.042 0.022*** 0.045 
離死別ダミー 0.289*** 0.087 0.374*** 0.102 0.125*** 0.081 
身体能力衰退 -0.066*** 0.016 -0.041*** 0.016 -0.023*** 0.016 
R2 0.016  0.011  0.009  

N 3927  3927  3927  

回答者数 1095  1095  1095  

*：p<0.05, ** : p<0.01, *** : p<0.001（括弧内はクラスター標準誤差） 
 

 

5. まとめと議論 

前節の分析結果をまとめると，プール・データで見ると私的宗教実践と他者援助には関連

があり，性別との交互作用も先行研究と同様に確認されたものの，固定効果モデルによって

観測されない異質性を統制すると，その関連は見られなくなることが分かった（表 2）．し

かし，私的宗教実践の各項目について見ると，「自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに

祈ったり，拝んだりする」という項目と他の 2 項目のあいだで他者援助との関連に違いがあ
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り，「無自覚の宗教性」を明確に表していると思われる前者については，他者援助との関連

が認められた（表 3）．そして，私的宗教実践の変動じたいについて検討したところ，年齢

と身体能力とは負の，配偶者との離死別とは正の関連が見られた（表 4）．しかし，私的宗

教実践の 3 項目を個々に検討すると，「自宅で神棚や仏壇，あるいは荒神様などに祈ったり，

拝んだりする」という項目と他の 2 項目のあいだで，年齢との関連が異なっていた（表 5）．

表 6 は，これらの結果を簡潔にまとめたものである．3 つの私的宗教実践を合成して宗教性

とみなした場合，固定効果モデルでは他者援助との関連が見られず，加齢にともなって実践

の頻度が減っていくように見えるが，いずれも「神棚や仏壇に祈る」との正の関連が他の 2

項目との関連の弱さや反対方向の関連によって希釈されてしまったものと考えられる． 

 

表 6 私的宗教実践の各項目と他の変数との関連 

 年齢 離死別 身体能力 他者援助 
神棚や仏壇に祈る ＋ ＋ − + 
お経，聖書を読む − ＋ −  
宗教番組を視聴する −    
3 項目合成 − ＋ −  
 

「無自覚の宗教性」にかんする議論（稲場 2011a, b）を踏まえて以上の結果を解釈すると，

宗教性が他者援助を促すという関連は見られると言ってよい．というのも，PRI-1 が明確に

祖先祭祀の要素を含むのにたいし，PRI-2 と 3 は必ずしもそうではないからである．たとえ

ば，頻繁に「お経や聖書を読む」人のなかには，祖先祭祀をつうじて先祖とのつながりを意

識するために読む人も，知的好奇心から読む人もいるかもしれない．いわば，PRI-2 と 3 が

「趣味」としての側面を含みうるのにたいし，PRI-1 には多かれ少なかれ「無自覚の宗教性」

が必要である．PRI-2 と 3 の頻度が加齢によって低下するという結果は，この解釈と整合的

であろう．よって，「無自覚の宗教性」をもっとも明確に反映していると考えられる「神棚

や仏壇に祈る」という行為と他者援助との関連が，観測されない異質性を統制しても見られ

たことによって，宗教性が他者援助を促すという知見が支持されるものと判断する． 

ここまでの分析結果は，「無自覚の宗教性」が利他的行動と確かに関わっていることを示

唆している．稲場（2011a, b）は，ボランティア参加者が語る参加の動機に「つながり」や

「思いやり」といった語彙が含まれることから，「無自覚の宗教性」がボランティアをはじ

めとする利他的行動の基盤となりうることを主張しているが，動機の語彙にかんする議論

（Mills 1940）を考慮すると，このような結論が本当に導かれるのかどうかについては慎重

にならざるを得ない．一方，宗教とボランティアの関連について検討してきた従来の量的研

究では（三谷 2013; Mitani 2014; 寺沢 2012），宗教性の指標として宗教施設への参加頻度が

もちいられてきたため，「無自覚の宗教性」と利他的行動が関連しているのかどうかは明ら

かでなかった．本稿の分析結果は，これらの質的研究と量的研究とのあいだのギャップを多
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少なりとも埋めるものである． 

最後に，ここまでの検討から得られる方法論的含意について述べておきたい．それは，私

的宗教実践の頻度によって宗教性を測定するためには，人びとが私的におこなうさまざま

な行為のなかで，祖先祭祀との関連が明確なものに焦点を絞ることが有効かもしれない，と

いうことである．たとえば，JAHEAD の Wave 7 では「墓参りや，お寺，神社，教会への参

拝・礼拝にどれくらい行きますか」という質問項目が設けられているが，宗教性を測定する

という目的に限って言えば，墓参りの頻度のみを尋ねたほうがよいかもしれない．というの

も，宗教施設を訪れることには観光としての側面が（少なくとも近年においては）多分に含

まれているのにたいし，墓参りには多かれ少なかれ「無自覚の宗教性」が必要だと思われる

からである．具体的にどの宗教実践に祖先祭祀の意味合いが込められているのかについて

は今後も理論的・経験的な検討が必要だが，少なくとも，宗教性を測定する上で注目すべき

宗教実践の条件がある程度は明確になったものと思われる． 

 

6. 補論：宗教意識項目の分析 

本稿では，私的宗教実践という宗教にかかわる行動に着目して，他者援助との関連を検討

した．一方，JAHEAD では宗教的な意識についても質問項目がある．1 節で触れたように，

行動よりも意識によって宗教性を捉えることの重要性を主張する研究もあるので，本節で

は簡単に，JAHEAD で採用されている宗教意識項目についてデータを概観しておく．Wave 

4 以降，宗教意識にかんする質問項目はどの Wave でも 3 つ採用されているが，Wave 6 以降

に内容が変更されたため，全 Wave を通じて比較できるのは次の 1 項目だけである（Wave 6

以降は，「神」と「仏」にそれぞれ「様」がつく）． 

1. 神（様）や仏（様）に祈ることは，困難やストレスを乗り切るのに役立つ． 

この項目への回答を「そう思う」が 4 点〜「まったくそう思わない」が 1 点となるよう得

点化したものを，年齢間・時点間で比較したのが図 3 である．Wave 4〜5 と Wave 6〜7 のあ

いだで得点が底上げされているように見える． 

 

 
図 3 「神や仏に祈ることは…」の年齢間・時点間比較 
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このような Wave 間での差が観察された要因として考えられる可能性の 1 つは，質問項目

の順序効果（Oldendick 2008）である．Wave 6 以降は「神や仏に祈ることは…」以外の 2 項

目が変更されていると同時に，Wave 4〜5 では 3 項目のなかで最後に配置されていた「神や

仏に祈ることは…」が Wave 6 以降では最初に配置されるようになっている（表）．前者で

は，心を落ち着かせる場面や重要なことを決めるときに神や仏が実際に役に立ったかどう

か想起した後に「役に立つかどうか」という一般論について考えているが，後者では最初に

一般論が尋ねられている．順序効果のほかにも，上述のとおり Wave 6 以降は「神」と「仏」

に「様」がついているので，その影響もあるかもしれないが，いずれにせよ， 意識項目へ

の回答はこのように微妙な調査設計の違いによって変動してしまう可能性がある．このよ

うな意識項目の不安定性を考えても，私的宗教実践という行動の側面に着目して宗教性を

捉えようとしている JAHEAD の設計には有効性があると考えられる． 

 

表 7 宗教意識にかんする質問項目の対照表 

Wave 4〜5 Wave 6〜7 

困難なことがおこったとき，神や仏に祈ると

心が落ち着く 

神様や仏様に祈ることは，困難やストレスを

乗り切るのに役立つ 

重要なことを決めるとき，神や仏の導きを受

けることが大切だ 

神様や仏様に願い事をすればかなう 

神や仏に祈ることは，困難やストレスを乗り

切るのに役立つ 

よくない行いをすると，ばちがあたったりタ

タリがおきたりすることがある 

 

［注］ 

1) ウェルビーイングという語は文献によって多義的に用いられている．ここでは良好な健康状

態などの客観的な側面から生活満足度や幸福感などの主観的な側面までを含む包括的な概念

として用い，それぞれの文献における用語法の差異は捨象している．もちろんウェルビーイ

ングという語で何を指すかによって宗教との関連は変わりうるが，そうした細かな検討を行

うことは本稿の目的ではないので，ここでは議論を簡潔にすることを優先している．ウェル

ビーイングの類型論については櫻井（2017）を参照のこと． 

2) 宗教と社会参加という問題は，ウェルビーイングとの関わりとは独立に，それ自体が注目さ

れているテーマでもある（三谷 2013; Mitani 2014; 寺沢 2012）． 

3) さまざまな宗教がその教義において利他的な行動を推奨していることはよく知られている．

たとえば，「仏教においては慈悲の心や菩薩行・利他行が説かれる」し，「キリスト教では，

貧者への施しはイエスの説いた隣人愛の端的な実践」である（稲場 2011a: 16）． 

4) 宗教性の効果に非対称性がある可能性が考えられるため，宗教性の上昇と下降を区別した固

定効果モデルも推定したが，非対称性は確認されなかった．推定にあたっては Allison（2019）
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が提唱する方法を採用した．Allison が提唱するのは，関心のある独立変数について一階差分

をとった上で，正の差分の累計と負の差分の累計という 2 つの変数を新たに作成し，もとの

独立変数の代わりに固定効果モデルに投入するというものである．具体的な数値例で説明し

よう．Wave 1 から 4 にかけての宗教性スコアが順に 1，2，3，2 であったとすると，Wave 2

から 4 の一階差分はそれぞれ 1，1，−1 である．このとき，Wave 1 から 4 における正の差分

の累計は（Wave 1 での増加量を 0 とすると），0，1，2，2 であり，負の差分の累計は 0，0，

0，1 である（Allison 2019: 8）．この方法によって，宗教性について正の差分の累計と負の差

分の累計を固定効果モデルに投入したところ，前者の係数は 0.050，後者の係数は−0.068 であ

った（いずれも p > 0.1）．宗教性が増加すれば他者援助が増加し，宗教性が減少すれば他者援

助も減少するという傾向が示されており，両者のあいだには有意差もないことから，宗教性

の効果に非対称性は確認できないと言ってよい． 

5)  理論上，離死別の効果に非対称性がある可能性は考えられるが，サンプルの性質上，再婚は

ほとんど生じていないので，変化の方向を区別した分析は難しいと判断した． 

6) ただし，宗教によって墓参りの頻度が異なる可能性があるので，解釈には注意を要する． 
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配偶者の死と残された人の死亡のリスクの関係 
 

伊藤大将 

(東洋大学) 

 
配偶者の死は，残された人に大きな変化を起こし，残された人はそれに適応

するために多大な労力を要する．欧米で行われた先行研究では，配偶者との死

別は残された人の死亡リスクを高めるという報告があるが，日本において当該

分野の研究の蓄積はまだ少ない．本稿では，1987 年から 2006 年の 20 年間にわ

たり 3 年ごとに回収された縦断的データ，「全国高齢者パネル調査」の wave 1
から wave 7 までを用い，生存時間分析を使って，配偶者との死別を経験した 60
歳以上の高齢者は，配偶者がいる人と比べて，死亡するリスクが高いのかを調

査した．分析の結果，出生年を統制すると，配偶者と死別をした男女の死亡リ

スクは，配偶者がいる男女の死亡リスクよりも低いことがわかった．本研究の

結果は，欧米を中心に蓄積されてきた死別の研究に，家族の形や社会制度が異

なる日本の研究結果を提示することができた点で，当該分野に貢献した． 
 

1．背景 

配偶者の死は，残されたものに大きな変化を起こし，それに適応するために多大な労力を

求める出来事の 1 位に 50 年以上前の研究で挙げられた(Holmes and Rahe 1967)．T. H. Holmes 

and R. H. Rahe (1967) によって The Social Readjustment Rating が発表された 30 年後に，J. A. 

Scully et al. (2000)が rating を再検討した結果でも，配偶者の死は 1 位に挙げられている．こ

のように配偶者の死は，時代や環境が変化しても悪影響を生じさせる出来事と認識されて

いる． 

配偶者の死の悪影響は，研究者の関心を集め，多くの研究がされてきた．その中の 1 つ

に，配偶者の死と残されたものの寿命の関係を検討した研究がある．初期の研究は 1895 年

に行われており，無配偶者は有配偶者と比べて死にやすいという結果が報告されている

(Mayo-Smith 1985)．日本でも同様の研究が 1924 年に岡崎文規によって行われ，未婚，離婚，

死別を含む無配偶者のほうが，有配偶者よりも死亡率が高いことが報告されている．この分

野において研究は積み重ねられてきたが，死を取りまく環境は常に変化している．医療技術

の発達とともに人は簡単には死ななくなっており，現在の環境下で配偶者の死が残された

人に，以前と同様に悪影響を与えるのかどうかについては，検討の余地がある．加えて，こ

れまでの研究は，横断的なデザインを用い，配偶者の死を経験する前の経済状況や健康状態

をコントロールしていない研究が多く，夫婦が同様の環境下にいるせいで同時期に死んで

しまうのか，配偶者の死の影響で死んでしまうのか，区別できていないものが多かった

(Stroebe, Schut, and Stroebe 2007)．よって，これらの変数をコントロールした研究をする必要

がある． 
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図 1 本調査での Stress Process Model 

 

そこで本研究では，1987 年から 2006 年まで 20 年にわたりデータの収集が行われた縦断

的研究データ「全国高齢者パネル調査」の wave 1 から wave 7 までを用い，配偶者と死別し

た人は配偶者のいる人と比較して，死亡するリスクが高いのかを，経済状況や健康にかかわ

る変数をコントロールし，生存時間分析を用いてデータ分析を行った． 

 

2．理論的枠組み 

本研究の理論的枠組みは，L. I. Pearlin ら(Pearlin, et al, 1981; Pearln 1989; Pearlin and Bierman 

2013)によって提唱された Stress Process Model を用いる．Stress Process Model は，1981 年に

L. I. Pearlin らにより提唱されて以降，新たな研究が行われ，新しい可能性が見い出されるた

びに，複雑化してきた．本論文では，B. Wheaton (2009)と C. S. Aneshensel (2015)が描いた図

を参考にして，本研究のアプローチを図にした(図 1)． 

Stress Process Model は，主に stressors，mediators と moderators，outcomes の 3 つの要素か

ら成り立っている．Stressors とは，適応が難しい状況や経験を指し，ライフイベントや慢性

的な stressors などが挙げられる(Pearlin and Bierman 2013)．Stressors を考える際に，社会学的

な視点として重要なことは，ライフイベントや慢性的な stressors というものは，同一の確率

で誰にでも起こることではなく，その人が持つ特徴に依拠しているということである．たと

えば，本調査では配偶者の死(ライフイベント)を stressor として捉えているが，配偶者の死

は年齢の高い人や，女性のほうが経験しやすい．Stressors は健康に悪影響を及ぼすだけでは

なく，他の stressors を引き起こし，stress proliferation(ストレスの増殖)に繋がる(Aneshensel 

2009; Pearlin and Bierman 2013)．その場合，一番最初の stressors を primary stressors，primary 

stressors によって引き起こされる stressors を secondary stressors と呼ぶ(Pearlin and Bierman 

2013)．本調査に当てはめてみると，primary stressor は配偶者の死であり，配偶者の死によっ
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て引き起こされる経済的困窮や友人の喪失が secondary stressors である． 

生物学的な研究の仮定では，同じ Stressors にさらされた人は，同じ outcomes が生じるは

ずであるが，実際そうはなっていない．それは主に，個人の持つ resources が異なっている

ためである(Au 2017)．Resources は moderation と mediation の両方の働きを持つことがある．

Mediation は stressors から影響を受けて，増加したり，減少したりし，その増減が outcomes

に影響を及ぼす流れを指す(Pearlin and Bierman 2013)．Resources の例としてサポートが挙げ

られるが，妻を亡くした夫は妻が持っていた友人等のネットワークへのアクセスを失い，サ

ポートが減少し，サポートが減少したことが outcomes(例えば身体的健康)に影響を与えうる．

妻の死がサポートの量を減少させ，減ったサポートが原因で身体的健康が悪化するという

流れが mediation である．一方，moderation は stressors の影響力を強めたり，弱めたりし，

outcomes への影響の度合いに変化をもたらす(Pearlin and Bierman 2013)．たとえば，妻を亡

くした夫の片方にはサポートを提供してくれる人がおり，もう一方にはサポートを提供し

てくれる人がいないとすると，妻の死の悪影響は，サポートによって緩和され，前者では後

者よりも小さくなると考えられる．これが moderation である． 

最後に，outcomes は primary stressors，secondary stressors，mediation 等によって引き起こ

されるメンタルヘルスや身体的な健康，飲酒といった行為のことを指す．どのような

outcomes が生じるかはその人が持つ特徴によって異なることがあるため，複数の outcomes

を用いた分析を行うことが理想的だが，ほとんどの研究で 1 つの outcome が選択されてい

るのが現状である(Pearlin and Bierman 2013)．本研究の outcome は残された人の死である． 

配偶者の死，その出来事自体が，残された人の精神的・身体的健康に直接的に悪影響を与

えると予想されるが，その悪影響の度合いは，人によって変わってくる．例えば，社会・経

済的地位，家族，親せき，友人からのサポートの有無(Stroebe 1994; Stroebe et al. 2007)，死別

前の配偶者との関係の良好さ(Stroebe et al. 2007)，喫煙や飲酒の有無(Martikainen and Valkonen 

1996; Moon et al. 2013; Skulason et al. 2012)が影響するという報告がある．ここに挙げた要因

はすべてそれぞれが健康に影響を及ぼしているが，配偶者との死別の影響を小さく，あるい

は大きくもしうる．経済的に余裕のある家庭であれば，働き手が死んでも経済的に困窮しな

いかもしれないし，家事を外部委託できるかもしれない．友人からのサポートがあれば，死

別の影響は小さくなる可能性がある．よって本研究では，mediation/moderation を生じさせる

変数として，主観的健康，配偶者満足度，配偶者以外の人からのサポートの有無，経済満足

度，喫煙の有無，飲酒量，教育年数，生年を使用する．  

 

3．配偶者の死と残された人の死亡率の関係 

配偶者を亡くした人と配偶者がいる人を比べると，配偶者を亡くした人のほうが死亡率

が高いという結果が報告されており(Elwert et al. 2008; Helsing et al., 1981; Roelfs 2012)，その

傾向は世界中で観察されている(Stroebe 1994)．しかし，この傾向は死別からの期間，年齢，

性別によって異なるとされている．死別から 3 ヶ月(Moon et al., 2013)，6 か月(Martikainen 
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and Valkonen 1996))，1 年(Mineau, Smith, and Bean 2002)，2 年(Roelfs 2012)の間は死亡率が高

いという報告があり，期間に関してはややばらつきはあるが，一貫しているのは配偶者の死

の悪影響は，死別後の短期間の間だけ大きいという点である(Kaprio 1987; Martikainen and 

Valkonen 1996)．時間の経過とともに死亡率は，配偶者のいる人と同程度に戻っていくとさ

れる(Stroebe 1994)．年齢に関しては，若いときに配偶者を亡くすほど悪影響は大きく，年齢

が高い人ほど死別の影響は小さくなる(Roelfs 2012; Stroebe 1994; Stroebe, Schut, and Stroebe 

2007)．年齢のカットオフポイントは65歳あたりにあるようである(Elwert and Christakis 2006; 

Sorlie 1995)．性別に関しては，男性のほうが女性より死亡率が高く(Martikainen and Valkonen 

1996; Stroebe et al. 2007)，配偶者を亡くした女性の死亡率は，配偶者のいる女性の死亡率と

変わらないという報告もある(Helsing et al. 1981)．さらに，Sorlie (1995)による 65 歳以上の

米国人を対象とした研究によれば，配偶者を亡くし一人暮らしをしている女性は，配偶者の

いる女性と比べて死亡率が低い．まとめると，死亡率の上昇は，妻を亡くした直後の比較的

若い夫に表れやすいということになる． 

次に日本人を対象とした研究に目を向けてみると，結果に一貫性がないことに気づく．高

橋久美子(1989)は，配偶者との死別前後で何が変化したのかを調査し，健康状態に関しては，

男性の約 7 割，女性の約 6 割が変化がないと回答したとしている．65 歳以上の女性を対象

とした研究では，配偶者との死別を経験した女性の体調が悪化するということはなく(安藤 

2017)，65 歳以上の男女を対象にした研究でも，配偶者を亡くした男性と配偶者のいる男性

の間の主観的健康観に関して，有意な差は見られなかった(末盛 2007)．このように，配偶者

との死別が必ずしも健康に悪影響を及ぼさないという研究結果もあるが，逆の結果を導き

出した研究もある．末盛慶(2007)は，配偶者を亡くした女性のほうが配偶者のいる女性より

も主観的健康観が優位に低い傾向が死別後 1 年未満の場合にみられると報告している．く

わえて，岡林ら(1997)によると，配偶者を亡くして 1年未満の人は配偶者のいる人と比べて，

精神的・身体的健康が低い傾向が見られた．息切れや関節痛といった一部の症状は配偶者と

死別した女性に有意に観察され(安藤 2007)，配偶者を亡くした男性の孤独感が上昇すると

いう報告もある(白川 2015; 高橋 1989)．また，要介護率は配偶者と死別した人のほうが，

配偶者がいる人よりも高い(小松・齋藤 2003)．しかし，こういった悪影響は 1 年以上経過

すると観察されなくなるようで(岡林 1997)，末盛慶(2007)は 1 年以上経過した場合，配偶者

を亡くした女性の主観的健康観は配偶者を亡くしていない女性よりも優位に高かった，と

している． 

これらの先行研究を基に，以下の仮説を立てた． 

仮説 1：配偶者を亡くした男性は，配偶者を亡くしていない男性と比較して，死に至るリス

クが高い． 

仮説 2：配偶者を亡くした女性は，配偶者を亡くしていない女性と比較して，死に至るリス

クに有意な差はない． 

仮説 3：個人の特徴を捉えた変数を導入すると，配偶者との死別の悪影響は小さくなる． 
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4．データとサンプル 

本研究で使用するデータは，「全国高齢者パネル調査」と呼ばれる縦断的調査の wave 1 か

ら wave 7 までのデータである．Wave 1 が 1987 年に回収されて以降，1990 年，1993 年，1996

年，1999 年，2002 年，2006 年と 3，4 年に 1 度のペースで追跡調査が行われてきた．調査

参加者は 60 歳以上の男女で，層化二段無作為抽出を用いてサンプリングをしている．1990

年，1996 年にそれぞれ 60～62 歳，60 歳～65 歳の人を補充し，1999 年には 70 歳以上の人を

追加している．前回調査に答えていない人も追跡調査の対象となるため，wave 1 に答え，

wave 2 に答えず，wave 3 に回答している人がいたりする．重病，施設への入所，強い調査

拒否等がある場合には，追跡調査は行っていない．認知的な衰えや病気で調査に参加できな

い場合，回答者の代わりに家族が答える代行調査もある．その他，調査の詳しい実施方法や

回収率については，全国高齢者パネル調査の研究報告書を参考にしてほしい(たとえば，小

林・菅原・深谷 2008)． 

本研究では，調査に参加して以降に初めて配偶者の死を報告した男女と配偶者のいる男

女をサンプルとした．初回調査参加時までに配偶者を亡くしている人も多くいるが，そうい

った人は，配偶者を亡くした直後に自身は亡くならず，最低 60 歳になるまでは生きてきた

比較的健康な人であると考えられるため，本研究の目的に合致しない．未婚，離婚，別居者

もいることにはいるが，該当数が少ないため，wave 1 調査から wave 7 調査までで，一度で

も未婚，離婚，別居を選択した人は，分析には含めなかった．また，主観的健康や経済満足

度といった，調査参加者の考えを聞く変数を多く使用するため，代行調査は分析に入れなか

った．その結果，分析対象者は，結婚している人と調査参加以降に死別を経験した人である．

分析で使用した変数に欠損値がある場合，すべて分析から削除した．上記に挙げた条件を満

たし，かつ欠損値がない調査参加者は，男性 1,738 名，女性 1,200 名の計 2,938 名であった． 

 

5．分析方法と変数 

生存時間分析を用い，初回調査回答後から wave 7 調査回答までの間に，調査参加者自身が

死亡するリスクを男女別に分析した．wave 1 調査から調査参加者自身の死亡，あるいは打

ち切りまでの期間については，月を単位として用いた(たとえば，1 か月，2 か月)．コック

ス比例ハザードモデルを用いた理由の一つは，配偶者と死別したかどうかの変数が，時間に

依存するためである．例えば，性別は大多数の人がそのカテゴリーを生涯変えないため，縦

断的データを用い男女を比較することに大きな問題はないが，配偶者を亡くした，亡くして

いないは，データ回収の途中でステータスが変わるため，配偶者がいる人と死別をした人と

の比較は単純にはできない．例えば，1995 年に配偶者を亡くした場合，調査開始時の 1987

年から 1995 年までは結婚しているグループに，1995 年以降は死別したグループに調査参加

者は区別される．時間依存型のコックス比例ハザードモデルは，この移動を考慮に入れつつ，

どちらのグループのほうが早く亡くなってしまうかを分析できる点で，有益である．コック

ス比例ハザードモデルの詳しい説明は，J. D. Singer and H. B. Willett(2003)を参照していただ 
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表 1 変数とコーディング 

変数名 質問 コーディング 

女性 --- 0 (男性) – 1 (女性) 

教育年数 

 

--- 0 ～ 17 年 

 

出生年 

 

--- 1901－1936 年 

主観的健康 

 

全体的に言って，あなた

の現在の健康状態はいかが

ですか． 

0 (まったく健康でない) 

－ 4 (まったく健康) 

配偶者満足度 

 

配偶者にどれくらい満足

していますか 

0 (満足していない) － 2 

(満足している) 

サポート 

(いたわり・思いやり) 

(配偶者以外の人から)あな

たにどのくらい思いやりを

示してくれますか． 

0 (あまり示してくれな

い，または，思いやりを示し

てくれる人がいない) － 3 

(とてもよく示してくれる) 

経済状態満足度 あなたとあなたの家族を

含めたお宅の経済状態にど

の程度満足していますか 

0 (まったく満足していな

い) － 4 (非常に満足してい

る) 

喫煙 たばこをお吸いになられ

ますか． 

0 (いいえ) – 1 (はい) 

飲酒量 あなたはビールやお酒や

その他のアルコール類を召

し上がりますか．(「はい」の

場合，)飲まれる日は，どの

くらいの量を召し上がりま

すか． 

0 (飲酒しない) ～ 60 (合) 

 

きたい． 

本研究で用いた共変量は，教育年数，生年，主観的健康，配偶者満足度，配偶者以外の人

からのサポートの有無，経済満足度，喫煙の有無，飲酒量である．これらの変数のコーディ

ングについては，表 1 に示した．配偶者満足度とサポート(いたわり・思いやり)に関しては，

wave で聞き方が大きく異なる． 

配偶者満足度は，wave 1 と wave 2 の質問は同じだが，wave 3 から wave 7 までの質問とは

異なるため，コーディングで調整が必要だった．Wave 1 と wave 2 では，「ご主人・奥様から
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のそのような心の支えに(1 つ前の質問で，「あなたのまわりの親しい方たちが，どのくらい

あなたにいたわりや思いやりをしめしてくれているか」を聞いており，「そのような心の支

え」は「いたわりや思いやり」を指す)，どの程度満足していますか」という問いに対し，

「非常に満足している」「まあまあ満足している」「満足していない」「あてにしていない，

あてにすべきでない」「わからない」「非該当」の 6 つの選択肢から 1 つを選んでもらう質問

になっている．「非常に満足している」「まあまあ満足している」を選択した人は「満足して

いる」，「満足していない」を選択した人は「満足していない」，「あてにしていない，あてに

すべきではない」を選択した人は「どちらともいえない」に区別した．Wave 3 から wave 7

では，「あなたは，次にあげることについてどの程度満足していますか．配偶者については

どうですか」という質問が聞かれ，「非常に満足している」「まあまあ満足している」「どち

らともいえない」「あまり満足していない」「まったく満足していない」「配偶者はいない」

「わからない」の 7 つの選択肢から 1 つを選んでもらう質問になっている．「非常に満足し

ている」「まあまあ満足している」を選択した人は「満足している」，「あまり満足していな

い」「まったく満足していない」を選択した人は「満足していない」，「どちらともいえない」

を選択した人は「どちらともいえない」にまとめた．両回答で「わからない」を選択した人

は少数だったため，分析からは省いた． 

サポートについては，wave 1 と wave 2 では，「お子さんや，お孫さんは，どのくらい，い

たわりや思いやりを示してくれますか」と「親戚，お友達，近所の人たちは，どのくらい，

いたわりや思いやりを示してくれますか」という質問が別々にあり，「全然示してくれない」

から「とてもよく示してくれる」の 5 つの選択肢から 1 つを選ぶように求めている．2 つの

回答の高いほうのスコアを採用し，「全然示してくれない」「あまり示してくれない」を 1 つ

のカテゴリーにまとめ，他の wave と合うように 4 つのカテゴリーにした．Wave 3 と 4 で

は，回答者にいたわりや思いやりをもっともよく示してくれる人とその次によく示してく

れる人を挙げるように質問し，もっともよく示してくれる人のみについて，「あまり示して

くれない」から「とてもよく示してくれる」の 4 件法で聞いている．もっともよく示してく

れる人に，配偶者以外を選んだ場合は数値をそのまま採用し，配偶者を選んだ場合は，「あ

まり示してくれない」のカテゴリーに含めた．Wave 5 から wave 7 までの聞き方は一貫して

おり，回答者にいたわりや思いやりをもっともよく示してくれる人のみを聞き，その人につ

いてどのくらい思いやりを示してくれるかを wave 3 と 4 と同様の 4 件法で尋ねている．コ

ーディングは，wave 3 と 4 と同様に行った．特に wave 3 から 7 については，配偶者がいた

わりや思いやりをもっともよく示してくれる人だった場合，配偶者以外の人はいたわりや

思いやりを「あまり示してくれない」とみなされている点に，注意が必要である． 

本調査は，調査参加者が初めて答えた wave の変数を採用した．配偶者を亡くす以前に備

わっている resources が，死別の悪影響の度合いを弱めるかを検討している．死別による悪

影響を分析した研究では，死別後の resources がどう moderate/mediate するかを検討するこ

とを提案する研究者が多いが，このデータの性質上その形をとるのが難しいため，死別前の
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resources を検討する．難しいというのは，たとえば，wave 5 (1999 年)調査で初めて配偶者を

亡くしたことを報告した場合，調査参加者は，wave 4(1996 年)から wave 5 の間に配偶者を

亡くしたことになる．Wave 5 の変数を導入すれば，死別後の resources が配偶者の死の悪影

響をどの程度緩和するか(moderation/mediation)，resources が配偶者の死によりどう影響を受

けて，それが残された人の健康にどの程度悪影響があるか観察できるが，wave 5 の回答は，

配偶者を亡くして数日の状態から最長 3 年後の状態まで，大きな幅がある．例えば，配偶者

を亡くして 3 年後の配偶者以外の人からのサポートの有無を捉えても，そのサポートが配

偶者の死の直後に存在していたかは不明である．このように，データの性質上，死別直後の

resources の状態を捉えるのが難しいため，死別前の resources がどう配偶者との死別の悪影

響を moderate するかに注視して分析を行う．このモデルは，S. Feld and L. K. George (1994)

が行った研究に準じている． 

 

6．結果 

表 2 に記述統計と度数分布を示した．記述統計は，男性と女性に分け，それぞれを配偶者

がいるグループと死別したグループ別に提示したクロス集計表である．男性も女性も死別

した人のほうが出生年が早く，配偶者のいる人よりも高齢である．主観的健康観，サポート，

経済状況満足度，喫煙に関しては，男女とも配偶者のいる人と死別した人の間に，大きな差

は見られなかった．配偶者満足度に関しては，配偶者のいる人のほうが，わずかだか満足度

が高かった． 

カプランマイヤー法を用いて，男性と女性の配偶者のいる人と死別した人のハザード比

をグラフにし，図 2 と図 3 に示した．ただし，この比較では wave 1 から wave 7，あるいは

その個人が最後に参加した wave までの間，婚姻が継続していた人を一つのグループにまと

め，wave 2 から wave 7 までの間に配偶者を亡くしたと報告した人をもう一つのグループに

まとめて比べているため，結婚している状態から死別した状態にステータスが移行する点

は，考慮されていないため，この図の解釈には注意が必要である．グラフを見ると，男性も

女性も配偶者のいる人のほうが死を経験するハザードが高いが，その差はそれほど大きく

ない． 

最後に，コックス比例ハザードモデルの結果を表 3 と表 4 に男女別々に提示した．男性

の結果をみると，配偶者の死を経験した人のほうが配偶者のいる人よりも 49.5 パーセント

死亡するリスクが高い．しかし，モデル 2 で教育年数と出生年をコントロールすると，向き

は逆になり，配偶者を亡くした人のほうが，死亡するリスクが低いという結果が得られた．

これは，配偶者を亡くした人には高齢者が多いため，死亡のリスクが高く見えたためである．

モデル 3 で配偶者満足度やサポートといった moderation が期待される変数や，死亡リスク

に直接影響を与えることが予想される変数を加えても，配偶者と死別した人のほうが死亡

リスクが低いという結果は，消えなかった．モデル 3 で加えた変数を見ていくと，自身が健  
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表 2 記述統計と度数分布 

 男性 (n = 1738) 女性 (n = 1200) 

 配偶者有 

(1,605) 

死別 

(133) 

配偶者有 

(849) 

死別 

(351) 

出生年(平均・年) 1924.2 1921.7 1927.0 1923.4 

教育年数(平均・年) 9.9 9.2 9.2 8.7 

主観的健康観(0－4) 

 まったく健康でない 1.9% 1.5% 1.3% 0.6% 

 あまり健康でない 11.5% 9.8% 15.0% 12.8% 

 普通 34.4% 27.1% 41.7% 39.3% 

 かなり健康 25.9% 30.1% 23.7% 22.8% 

 まったく健康 26.4% 31.6% 18.4% 24.5% 

配偶者満足度(0－2) 

 満足していない 1.2% 8.3% 3.2% 8.0% 

 どちらともいえない 2.7% 3.0% 4.7% 6.0% 

 満足している 96.1% 88.7% 92.1% 86.0% 

サポート(0－3) 

  あまり示してくれない・ 

示してくれる人がいない 

5.2% 5.3% 4.7% 3.1% 

 まあまあ示してくれる 23.2% 27.8% 22.5% 21.4% 

 よく元気づけてくれる 36.4% 34.6% 37.7% 38.5% 

 とてもよく元気づけてくれる 35.2% 32.3% 35.1% 37.0% 

経済状況満足度(0－4) 

 まったく満足していない 1.8% 2.3% 0.6% 1.1% 

 あまり満足していない 8.7% 11.3% 7.1% 10.3% 

 どちらともいえない 9.5% 5.3% 7.4% 8.8% 

 まあまあ満足している 69.0% 71.4% 71.6% 68.1% 

 非常に満足している 11.0% 9.8% 13.3% 11.7% 

喫煙 

 しない 55.2% 52.6% 94.1% 95.4% 

 する 44.8% 47.4% 5.9% 4.6% 

飲酒量(平均・合) 7.0 6.6 1.3 0.9 
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図 2 男性の調査参加者が亡くなるハザード 

 

 

図 3 女性の調査参加者が亡くなるハザード 
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表 3 コックス比例ハザードモデル(男性) 

 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

配偶者の死 1.495** .751† .739* 
教育年数  .974† .985 
出生年  .870*** .870*** 
主観的健康 (0-4)   .799*** 
配偶者満足度(ref = 満足していない) 

  どちらともいえない 

  満足している 

   
.931 
.841 

サポート   1.025 
経済満足度   .982 
喫煙の有無   1.443*** 
飲酒量   .994 
 

表 4 コックス比例ハザードモデル(女性) 

 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

配偶者の死 1.501** .682* .713* 
教育年数  .983 .986 
出生年  .862*** .865*** 
主観的健康 (0-4)   .866* 
配偶者満足度(ref = 満足していない) 

  どちらともいえない 

   
.921 

 満足している   .541 
サポート   1.027 
経済満足度   1.096 
喫煙の有無   1.374 
飲酒量   .965 

 

康だと思っている人ほど死亡リスクは低く，喫煙をする人のほうが非喫煙者よりも死亡リ

スクが高かった．配偶者満足度，配偶者以外からのサポートの有無，経済満足度，飲酒量は

有意ではなかった． 

 次に女性の結果を見ていく．男性と同様，女性でも配偶者を亡くした人のほうが約 50 パ

ーセント死亡するリスクが高いという結果が出たが，出生年をコントロールすると，向きが

逆になり，配偶者と死別した人のほうが配偶者がいる人よりも死亡リスクが低くなった．死

別した人のほうが死亡するリスクが低いという結果は，主観的健康や経済満足度をコント
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ロールしても，継続して観察された．モデル 3 で投入された変数で優位になったのは，主観

的健康のみで，自身が健康だと考える人ほど死亡リスクは低かった． 

 

7．考察と今後の研究 

 本研究の結果では，仮説 1：配偶者を亡くした男性は，配偶者のいる男性と比較して，死

に至るリスクが高い，と仮説 2：配偶者を亡くした女性は，配偶者を亡くしていない女性と

比較して，死に至るリスクに有意な差はない，は棄却された．配偶者との死別を経験した人

の死亡リスクが，配偶者がいる人と比べて，一見高く見えるのは，配偶者を亡くす人の年齢

が高いためであった．年齢をコントロールすると，男女ともに配偶者を亡くした人のほうが，

配偶者がいる人よりも死亡のリスクは小さくなった．仮説が棄却された理由として，配偶者

と死別後の残された人のレジリエンス，死別後のサポート，調査参加者の特徴が考えられる． 

 65 歳から 83 歳を対象とした研究によると，配偶者を亡くして 6 ヶ月以内では，寂しさを

感じたり，配偶者にしてあげたかった事や言っておけばよかったことを気にするが，1 年を

過ぎると自分の強さに気づいたり，身体的・精神的健康に以前より気を使ったり，他の人と

仲良くしようとするモチベーションが上がったりする(Fry 1998)．配偶者の死を乗り越え，

強くなったために，死別を経験した人のほうが配偶者がいる人よりも死亡リスクが低いこ

とが推測される． 

 I. Anusic and R. E. Lucas (2014)は，死別前のサポートに moderation の効果はないが，死別

後，少し時間が経過した後のサポートには効果があると報告している．死別を経験した人は，

サポートを必ずしも探さなくても，周囲の人がサポートを提供してくれる(Ferraro et al. 1984)．

また妻に関しては，夫を亡くすとそれまで夫に遠慮してできなかった友達付き合いが増え

たり，家事業務のプレッシャーから解き放たれたりする(高橋 1989)．それが死亡リスクの

低下につながっているのではないかと考えられる． 

 調査参加者の特徴として，比較的健康であり，調査に参加できる精神状態であることが予

想される．入院していたり，重い病気を持っていたりする人は調査には参加しないだろう．

配偶者を亡くしてすぐには調査に参加する気にはなれないかもしれない．加えて，配偶者を

亡くして短期間で本人も亡くなった場合は，本人の死亡は本調査では記録されるが，配偶者

の死亡は記録されない．先行研究では，妻に先立たれた夫の死亡リスクは夫に先立たれた妻

の死亡リスクよりも高いといわれていたが，本調査では，その結果は得られなかった．一般

的に言って，夫に先立たれる妻のほうが，妻に先立たれる夫よりも多い．よって本調査に継

続して参加できている男性は，もともと健康な人たちである上に，妻に先立たれた後でも本

調査に参加できるほど強い人たちだったのかもしれない． 

 仮説 3：個人の特徴を捉えた変数を導入すると，配偶者との死別の悪影響は小さくなる，

は部分的に支持された．出生年は配偶者との死別の悪影響を小さくしたが，モデル 3 で投入

した変数は，配偶者との死別の悪影響を説明しなかった．サポートの有無や経済満足度とい

った変数は，死別の影響を moderate すると考えたが，そういった効果がないどころか，死
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亡のリスクへの直接的な効果もなかった．H. A. Turner and R. J. Turner (2005)によると，個人

の特徴はライフイベントよりも慢性的な stressors により強い影響を与える．本研究では，ラ

イフイベントが身体的健康に悪影響を及ぼすかを調査しているために，個人の特徴の緩衝

効果が小さかったのかもしれない．さらにそれぞれについて触れると，サポートに関しては，

I. Anusic and R. E. Lucas (2014)による研究の，死別前のサポートは配偶者の死の悪影響を緩

衝しないという結果と一致している．経済満足度に関しては，日本の年金を始めとする高齢

者に対する制度は手厚く，経済的に困窮している人が少ないことが理由として考えられる．

配偶者満足度に関しては，配偶者に不満足な人ほど，死別後の悲しみが大きいとする説もあ

れば(Freud 1957)，満足している人ほど，死別の悪影響が大きいとする説もある(Carr and Utz 

2002)．本調査では，男女ともに，配偶者に不満足な人は少数で，配偶者のいる人と死別を

経験した人で分布に大きな差がなかったため，緩衝しなかったと考えられる． 

 本研究には限界がいくつかあり，今後の研究では以下の点に取り組んでほしい．第一に，

死別の研究では，サポートの有無や経済状態は，secondary stressors として考えられがちであ

る．例えば，配偶者を亡くすことでサポートがなくなったり，経済的に困窮したりする，死

別による secondary stressors が健康に悪影響を及ぼすことが報告されている(Stroebe 1994; 

Stroebe et al. 2007)．本研究は，3，4 年ごとに行われた縦断的研究であったため，配偶者との

死別直後のサポートの有無や経済状況を捉えることはできなかった．数か月，あるいは 1 年

ごとにデータ回収を行う縦断的研究を行うことができれば，配偶者との死別直後の二次的

要因の状態を的確にとらえ，分析に含めることができるだろう． 

 第二に，配偶者を亡くした人が死亡するかどうかに加え，要介護になったかどうかや，日

常生活動作ができるかどうか，メンタルヘルスを測定した変数を用いて分析することで，配

偶者との死別の悪影響を多方面からとらえられるだろう．配偶者と死別後には，メンタルヘ

ルスに悪影響が出るという報告は多いが，身体的な健康への影響は小さいという報告があ

る(D’epinay et al. 2009-2010; Norris and Murrell 1990)．たとえば，S. Feld and L. K. George (1994)

は，死別後の入院を健康悪化の指標として使用している．がんと心疾患に次いで日本の死因

の 3 位になったのが老衰である(厚生労働省 2018)．日本では，人が病気で死亡するリスク

は小さくなってきている．配偶者を亡くした人は，死に至るまではいかなくても，健康の悪

化が見られるかもしれない． 

 第三に，傾向スコアマッチングを用いた分析方法に可能性があるだろう．伝統的に死別に

関する研究では，配偶者を亡くした人と年齢や性別において似ている，配偶者を亡くしてい

ない人を見つけ，比較を行っていた．いわば，傾向スコアマッチングがしているようなこと

を行っていたわけである．死別の研究には先行研究が多くあるため，マッチングを的確に行

うための変数の割り出しができるはずである．死別の影響を捉えるには，傾向スコアマッチ

ングは有益な方法だと考える． 

 最後に，本研究には上記に挙げたような限界はあったが，本分野の研究に寄与した点もあ

る．医療技術の発達により人が死ににくくなるなか，1987 年から 2006 年という比較的新し
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いデータを用い，20 年の長期に及ぶ縦断的データを用いて分析することで，現代では配偶

者の死は残されたものの寿命に大きな悪影響を及ぼさないことが示唆された．また，先行研

究ではコントロールされていない主観的健康観やサポートの有無，経済状況をコントロー

ルした状態で，配偶者との死別の影響を観察できた点も大きな貢献である． 
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ケアの種類別にみた親子間でのケアと公的サービスの関連性 
 

西野勇人 

（東日本国際大学） 

 
本研究の目的は，公的ケアサービスの利用と家族による高齢者介護，特に成

人の子から高齢の親へのケアの関係性を明らかにすることである． これまで公

的ケアと私的ケアの関係性を分析した研究では，「介護」ないし「ケア」の内容

をあまり統一せずに考えていた．本研究では，日常生活支援(ADL)に関するケア

と，手段的日常生活動作(IADL)に関するケアを分けて分析することで，ケアの

タスクによって，公的サービスと私的ケアの関係のあり方が異なるのではない

かという仮説を検証する． 分析の結果，ADLに関するケアにおいては，公的サ

ービスを利用している親の下では子どもはケアを提供する確率が高かったが，

一方で，IADL に関する子どもからのケアについては，親が公的サービスを利用

しているか否かによる確率の違いは確認できなかった． 

 

1．はじめに 

本稿の目的は，高齢の親に対する子世代からのケアと，日本の公的介護サービスの関係を

明らかにすることである．それにより，公的ケアと私的ケアの構造を考察する． 

高齢者介護において家族が果たす役割は大きい．高齢者介護の体制を政策としてどのよ

うに整備するかは先進国における共通の課題であるが，近年の政策的なトレンドとしては，

政府か家族のどちらかではなく，両者の適切な分担が模索される傾向にある(Pavolini & 

Ranci 2008; Verbeek-Oudijk et al. 2014)．日本においても，近年は介護保険の中で家族や地域

といったインフォーマルなケアの役割分担が模索されている．サービスの量的拡充はなる

べく抑えつつ，介護予防や，地域のネットワークの活用により，介護ニーズの重度化をいか

に防ぐかに焦点が絞られている． 

しかし，家族にとって介護の負担が重すぎる場合，社会的に様々な問題を引き起こすこと

が懸念される． 一例として，介護離職のリスクや，その後の困窮のリスク(山口 2004; 春日 

2010; 池田 2010; 西本 2012)，また，介護負担によるメンタルヘルスへの影響も指摘されて

いる(菊澤 2017)．日本においては，こうしたリスクをもたらすケア役割が，ジェンダーなど

によって不均等に配分されていることも，家族研究において関心を集めてきた(春日 2001)． 

日本で 2000 年に介護保険が導入された際，その目的の一つとして，家族による介護の負

担を減らすということも挙げられていた．介護保険制度の導入前は，身内の介護を家族の役

割とした上で，公的な介護は残余的な位置づけがなされていた．高齢者福祉に関して公的サ

ービスが利用できるのは，低所得者や，介護する家族がいない場合に限られていた．そうし

た状況の中で，介護保険は家族による介護責任を社会で担うという「介護の社会化」をスロ

ーガンとして導入されることとなった．介護保険導入期において，(1)介護に関して高まる

「国民的不安感」の解消，(2)介護に関する過度な家族負担の解消，(3)「社会的入院」の是
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正による医療費の効率化，(4)介護の主な担い手であった女性の就労率増加，が挙げられて

いた(鈴木ほか 2008)． 

しかし介護保険は，制度の想定としては家族による介護を補完するものであるという性

質を持っている．「介護の社会化」として導入された介護保険の位置づけは，家族による介

護を不要にする，あるいは完全に解放するものではなく，介護をする家族の仕事の一部を公

的サービスが肩代わりすることで，家族の負担を減らすものであると位置づけられている

(堤 2010; 藤崎 2013; 濱島 2018)．制度の趣旨という観点では，介護保険は家族介護を前提

とした制度であるといわれている． 

では，人々の行動における実態の面では，介護保険は家族介護にとってどのような役割を

果たしているのだろうか． 介護保険制度が家族介護を前提とし，それを補完する位置づけ

となっているという議論は，制度の内容を記述，解釈した結果であり，制度利用者のケアの

実態としてどのように機能しているかといった点は，まだ明確に分かっていないことは多

い． 本稿では，行動や実態の面で，介護保険サービスと家族からのケアのあいだにどのよ

うな関係があるのかを明らかにする． 

 

2．先行研究 

2.1 日本における家族介護と介護保険との関連 

日本において家族による高齢者介護を考える際，特に長男の配偶者が夫の親を介護する

という規範に対して一定の関心が払われてきた．そして実際，介護役割も長男の配偶者にこ

の役割が担わされてきたことも確認されている(小山 2001; 田中 2013)．一方で，親の介護

役割を長男の配偶者が担いやすいという現象は，長男の配偶者といった続柄による直接の

効果というよりは，親との同居という要素を通しての間接的な関連であるという指摘もな

されている(菊澤 2007)．また，介護役割に関する人々の意識に関しては，介護保険導入以

後，自分の介護を専門職に頼るという意向が一部で増加していることも明らかになってい

る(大和 2016)． 

家族介護による負担という面では，介護保険の導入前後を比較する分析により，いくつか

の点では家族介護の負担軽減が確認されている．繰り返し横断調査のデータによって，介護

保険導入前後の変化を分析した研究では，介護保険の導入前後で，身近な人に対するケアを

する時間は減っているという分析もある．その際には，高学歴の女性で特にケアの時間が減

少したという結果(菅・梶谷 2014)や，高所得者でケアの時間が減少したという結果(Tamiya 

et al. 2011)などがある．これらの分析は，繰り返し横断調査のデータを使い，介護保険導入

前後でのケア時間を比べるというデザインを採用しているため，議論は「公的サービスを利

用すること」ではなく，「介護保険制度の導入」の効果にフォーカスされている 1)．介護保

険導入前から，公的なケアサービスは存在はしているため，介護保険導入前も含め，日本に

おいて，公的サービスが家族にどう作用してきたかを分析することも必要であろう． 
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2.2 公的ケアと私的ケアの関連についての理論 

公的なケアと私的なケアの関係性についての理論としては長らく，公的な介護サービス

が拡充されると家族の役割が縮小し，家族による介護は単純に減るものであると考えられ

ていたが，近年では，常に公的サービスは家族の役割を完全に不要にするものではないとい

う議論も起こっている．近年の研究では，公的介護と私的介護のあいだに，誘発・補完の側

面を強調する議論も登場している(Motel-Klingebiel et al. 2005; Ogg & Renaut 2006)． 

さらに近年は，両者は互いに排他的な関係にあるとは限らず，タスクの中身によって関係

性が異なるという可能性も検討されている． この考え方では，身体的な介護と家事支援と

いったように，ケアの中でも負担が重いタスクと軽いタスクとを分けて考える．そして，公

的ケアサービスが充実している国においては，家族が，負担が軽く周辺的なケアをより積極

的に行われるという仮説が唱えられている． 実際に国際比較の観点による分析では，公的

ケアが充実している国ほど，重い介護を家族が担う確率は低く，逆に軽い支援をする確率は

高まるという結果が出ている(Brandt et al. 2009; Brandt 2013; Verbakel 2018)． 

また別の分け方として，日常生活上の世話と，医療的なケアを区別した上で，公的ケアと

私的ケアの関係性を分析した研究もある．この区分により行われた分析では逆に，医療的・

専門的なサービスについては公私は補完的な関係，日常生活上の世話については代替関係

にあるという結果も報告されている(Bonsang 2009)．この枠組を日本で検証した結果も，概

ね同様の結果が報告されている(Hanaoka & Norton 2008; 菊池 2012)． 

 

2.3 本研究の仮説とリサーチデザイン 

本稿では，日本において公的サービスと家族による介護の関係を明らかにする．先行研究

では公的ケアと私的ケアの関連として，代替仮説，補完仮説，タスク別役割仮説が挙げられ

てきた． 

以後の分析では，「ADL に関するケアの提供をしているか否か」という情報と，「IADL に

関するケアのみを提供しているか否か」という 2 つのアウトカムを用いて，日本における公

的ケアと私的ケアの関係性を検討する．もし公的サービスと私的サービスの関係が代替(押

し出し)の関係にあるならば，2 つのアウトカムで両方とも，公的サービスの利用はマイナ

スの効果を持つはずだ．一方，補完(呼び込み)の関係にあるならば，2 つのアウトカムで両

方とも，公的サービスの利用はプラスの効果を持つはずだ．最後に，ケアの種類ごとに公的

サービスと私的ケアの関係が異なるならば，ADL についてのケアと，IADL のケアで，公的

サービスの効果は逆転するはずである． 

 

3．データと方法 

本稿での分析のプロセスを説明する． 以下のプロセスでは，R(バージョン 3.6.2)および

Stan(バージョン 2.19.1)を用いている．本稿の分析で用いた R および Stan のコードは，

https://github.com/nishinoh/jahead_secondary2019 で公開している． 
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3.1 分析に用いたデータ 

本稿では，「全国高齢者パネル調査」(JAHEAD)のデータを用いて分析を行う． 本稿の分

析では JAHEAD のうち，Wave5(1999 年)，Wave6(2002 年)，Wave7(2006 年)の 3 時点のデー

タを用いた．Wave5 および Wave6 では本調査票，Wave7 では本調査票と代行票のデータを

用いた 2)． 

分析にあたっては，回答から得られたデータを基に，子どもとその配偶者についてのダイ

アドデータを作成した．本稿で用いるダイアドデータは，観察ケースが独立ではなく，グル

ープごとにまとまっているため，マルチレベル分析の適用が望ましいと考えられる

(Teachman & Crowder 2002; 保田 2016)． 

本稿の分析では，回答者の回答を基に，子どもとその配偶者の情報を抜き出し，その 1 人

1 人を観察ケースと見なすダイアドデータを作成した．パネルデータであることなども含め，

合計で 4 つの階層をもつデータとなった．図 1 では，作成したデータの階層構造の例を示

している． 

 

 
図 1 本稿の分析で用いるデータの階層構造 

 

本稿の分析で用いるデータは，合計で 4 つの階層をもっている．まず分析における最小単

位は，回答者の子とその配偶者である．これが 1 つ目の階層である．この子どもとその配偶

者は夫婦単位でも観察されるため，2 つ目の階層として子夫婦単位の階層を設定した．そし

てこの子夫婦は特定の観察時点から作成された情報なので，3 つ目の階層である調査におけ

る 1 つの観察時点にネストされている．そして，回答者はこのパネル調査を通じて複数時点

で観測されるため，4 つ目の階層である 1 人の回答者の下へネストされている． 個別の観

察ケースは，まず夫婦のカップル単位のグループにネストされ，子夫婦は親の 1 時点の回答

にネストされ，その親の 1 時点の回答も，1 人の回答者にネストされてる． 

図 1 の例であれば，1 人の回答者に対して観察時点が 2 時点，各観察時点で 3 組の夫婦(未

婚の場合も 1 人のグループとして扱う)，5 人の子どもと子どもの配偶者がいるデータとし
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て扱われる． 

この構造のダイアドデータは，以下のプロセスにより作成した．まず，各観察時点で尋ね

られた回答を元に，回答者の子どもの情報を作成した．調査では，回答者から見て全ての子

どもについて，年齢，性別，配偶者の有無，仕事の有無，居住場所の距離を尋ねている．こ

こで挙げられた子どもに配偶者がいた場合，子と異なる性別で，同じ場所に住んでいる配偶

者がいると想定し，配偶者のケースを作成した．今回の分析では，回答者に子どもがいない

ケース，ADL および IADL のうちでいずれも困難を抱えていないケース，利用する変数に

欠損があるケースは分析から除外した．最終的には，8,202 ケースの子どもとその配偶者，

4,439 ケースの子ども夫婦，1,576 ケースの観察時点，1,136 人の回答者から成るデータを用

いて分析を行った． 

 

3.2 アウトカム 

本研究では，上記のデータ構造の中で，「重い介護の提供」と「軽い支援のみの提供」と

いう 2 つのダミー変数を作成した．この 2 つのアウトカムに対してそれぞれ個別のモデル

を推定し，構造を比較していく． 

調査票では，ADL もしくは IADL の困難度を尋ねた項目をフィルターとして，何らかの

困難を抱える回答者には，それについて手助けをしてくれた人がいるか否か，また，その人

は誰か，ということを尋ねている．この情報を基に，上記のダイアドデータの中に，親に対

するケア提供の有無を表す変数を作成し，分析のアウトカムとした． 

調査票においてはまず，ADL と IADL のニーズの有無を把握する質問がなされる．調査

票では，「次にあげることを他の人の手助けなしに行うことはどの程度難しいですか」とい

う質問に対し，合計して 10 項目が挙げられている．この項目は内容によって 2 つのパート

に分けられている． 日常生活動作(ADL)と位置づけられる項目として，「お風呂に入る」「衣

服を着たり脱いだりする」「食べる」「寝床から起き上がったり，椅子から立ち上がったりす

る」「外に出かける」「トイレまでいって用をたす(自分の家のトイレ)」の 6 項目が挙げられ

ている． 手段的日常生活動作(IADL)と位置づけられる項目として，「身の回りの物や薬など

の買い物に出かける」「電話をかける」「バスや電車に乗って一人で出かける」「ちりを払っ

たり，ゴミを出すなどの軽い家事をする」の 4 つの項目が挙げられている．これら 10 項目

に対してそれぞれ，「ぜんぜん難しくない」から「まったくできない」までの 5 段階の選択

肢が設けられている． 

上記の項目のいずれかの項目で，回答者が「ぜんぜん難しくない」以外の選択肢を選んだ

場合，次に，「この 3 ヶ月間では，必要な時にこのような動作を手助けしてくれた人はいま

すか．ヘルパーなど家族以外の方も含めます．」という質問がなされる．選択肢は「ほとん

どいつもいた」「ときどきいた」「まれにいた」「いなかった」「必要なかった」である． ADL

の動作に困難がある場合と，IADL の動作に困難がある場合の両方で尋ねられる． 

ADL と IADL のそれぞれでなされた上記の質問に対して，「ほとんどいつもいた」「とき
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どきいた」「まれにいた」のいずれかの選択肢を選んだ場合，さらに，その手助けをしてく

れた人が誰かが尋ねられる．子どもや子どもの配偶者を挙げた場合は，何番目の子なのか，

あるいは何番目の子の配偶者なのかが尋ねられている． この回答から，先ほどダイアドデ

ータとして作成した子どものうちの，どの子どもがケアを提供しているかを判断し，子ども

と子の配偶者の情報に，手助けをしてくれた人に名前が挙げられたか否かを示すダミー変

数を付け加えた． それにより各子どもには，「ADL の支援を提供したか否か」を示すダミ

ー変数と，「IADL の支援を提供したか否か」を示すダミー変数の 2 つが作成される． 

 

 
図 2 2つのアウトカムの範囲 

 

最後に，この 2 つのダミー変数から，ADL の支援を提供している場合，その子どもを「重

いケアを提供している」(IADL のケアの有無は問わず，ADL のケアを提供している場合に

1 をとる)というダミー変数と，IADL の支援のみを提供している(IADL のケアは提供する

が，ADL のケアは提供していない場合に 1 をとる)というダミー変数を作成した．これらの

ダミー変数の対応関係とケース数は図 2 の通りである． 

この 2 つのダミー変数をアウトカムとした 2 つのロジスティック回帰モデルにより，ADL

と IADL の支援で，それぞれを促す要素が異なるかを分析する． 

 

3.3 説明変数 

個人レベルの説明変数としては，実の子どもか否か(実子ダミー)，子どもの性別(女性ダミ

ー)を用いる．子どもの年齢は，子の配偶者の年齢が調査データからは分からないため，子

の年齢はコントロール変数としては用いていない． 

各夫婦のレベルの説明変数は，回答者との居住場所の距離を用いた．「同居」「10 分未満」

「1 時間未満」「1 時間以上」の 4 つの水準を，1 から 4 までの連続変数として扱った．数値

が大きいほど遠くに住んでいる． 

各観察時点のレベルの説明変数は，親の ADL 困難度もしくは IADL 困難度(それぞれの動

作で何らかの困難があるものの個数)，親が配偶者と同居しているか否か，デイサービスも

しくはホームヘルプの利用の有無(ダミー変数)を用いる．これらの変数は，時点ごとに変わ
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りうる情報である．なお，多重共線性が非常に強くなるため，回答者の年齢は説明変数から

除外した． 回答者レベルの説明変数には，回答者の性別(女性ダミー)を用いた．調査の回答

者について，時点で変化することがない情報がこのレベルで考慮される． 

各変数の記述統計は表 1 の通りである．先ほど述べたように，回答者に子どもがいないケ

ース，ADL と IADL の両方で何も困難を抱えていないケース，利用する変数のいずれかに

欠損があるケースは除外して分析を行った． 

 

表 1 記述統計量 

 

 

3.4 モデル 

今回作成したデータは，4 つのレベルをもつ階層構造をもっている．そのため，4 レベル

のマルチレベルロジスティック回帰分析を行う． 

本稿の分析では，アウトカムが異なる 2 つのモデルを推定し，結果を比較する．モデル 1

では，ADL 支援を提供しているか否かをアウトカムとし，デイサービスの利用の有無との

関連をモデル化する． モデル 2 では，IADL の支援を提供しているかをアウトカムとし，

ホームヘルプサービスの利用の有無との関連をモデル化する．訪問介護(ホームヘルプ)にお

いては，身体介護に加え，調理や掃除，洗濯等の日常生活上の世話となる生活援助のサービ

スが含まれる．一方で通所介護(デイサービス)は，日常生活を送る上で必要となるサービス

や機能訓練が提供される(福祉・医療相談支援研究会編 2020)．JAHEAD で尋ねられる項目

の中では，ホームヘルプが IADL の支援を含む割合が比較的高く，デイサービスが ADL の

支援を含む割合が比較的高いといえるのではないかいと考えたため，それぞれ別のサービ

スを「公的サービス利用」の変数として用いる 3)． 

モデル 1 およびモデル 2 は，いずれも共通して以下の構造である． 
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Pr(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 1) ∼ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵(𝑞𝑞𝑖𝑖)
𝑞𝑞𝑖𝑖 = 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑙𝑙𝐵𝐵𝑡𝑡−1(𝛼𝛼𝑐𝑐[𝑖𝑖] + 𝑋𝑋𝑖𝑖𝛽𝛽𝑖𝑖)
𝛼𝛼𝑐𝑐 ∼ 𝑁𝑁(𝛼𝛼𝑝𝑝[𝑐𝑐] + 𝑋𝑋𝑖𝑖𝛽𝛽𝑐𝑐 ,𝜎𝜎𝑐𝑐)
𝛼𝛼𝑝𝑝 ∼ 𝑁𝑁(𝛼𝛼𝑟𝑟[𝑝𝑝] + 𝑋𝑋𝑐𝑐𝛽𝛽𝑝𝑝,𝜎𝜎𝑝𝑝)
𝛼𝛼𝑟𝑟 ∼ 𝑁𝑁(𝛼𝛼 + 𝑋𝑋𝑟𝑟𝛽𝛽𝑟𝑟 ,𝜎𝜎𝑟𝑟)

 

 

このモデルは，ダイアド単位での子どもとその配偶者である個人𝐵𝐵，独身の子どももしく

は子ども夫婦である𝑐𝑐，回答者の 1 つの観察時点𝑝𝑝，回答者個人𝐵𝐵の 4 つのレベルで構成され

る．𝑋𝑋𝛽𝛽は説明変数と係数のベクトルで，𝐵𝐵から𝐵𝐵までのそれぞれのレベルで設定される．各レ

ベルで切片(𝛼𝛼)がそれぞれ変動するモデルである． 

上記のモデルについて，ハミルトニアンモンテカルロ法(HMC)によるベイズ推定を行った．

推定には Stan を用いた．1，2，3，4 をそれぞれ初期値とした 4 つのマルコフ連鎖を発生さ

せ，サンプリング回数は 25,000 回とした．最初の 5,000 回をウォームアップ期間とし，また

5 回ごとの間引きを行った．事前分布は全て無情報事前分布を用いた． 分析の結果，いず

れのパラメータも�̂�𝑅の値は 1.1 を下回っていたため，モデルは収束したと判断した 4)． 

 

4．分析結果 

2 つのモデルの結果を示したのが図 3 である．各パラメータごとに，事後分布中央値(MED

推定量)と，95%ベイズ信用区間を表している． 

モデル 1 は ADL についてのモデルで，子や子の配偶者が回答者に対して ADL 支援を提

供する確率をアウトカムとしている．モデル 2 は IADL についてのモデルで，子や子の配偶

者が回答者に対して IADL の支援だけを提供している確率がアウトカムである．ADL のモ

デルでは，ADL の困難度と，デイサービスを利用しているか否かの情報がモデルに含まれ

ている．対して IADL のモデルでは，IADL の困難度と，ホームヘルプサービスを利用して

いるか否かの情報がモデルに含まれている．その他のコントロール変数は 2 つのモデルで

同じものを用いている． 

公的ケアサービスの効果は，モデル 1(ADL のモデル)とモデル 2(IADL のモデル)で異な

る．モデル 1 では，親がデイサービスを利用している場合，子や子の配偶者が ADL のケア

提供者となる確率は高く，オッズ比にして 2 倍から 4 倍ほどの開きがある． 一方で，IADL

のモデルでは，親がホームヘルプサービスを提供しているか否かは，子や子の配偶者が

IADL のケア提供者となっている確率に対し，明確な効果は確認されなかった． 

コントロールした個人属性は，ADL についてのモデルも IADL についてのモデルも概ね

同様の傾向をもっている．実子で，娘の方が，ケア提供者となる確率は高く，回答者からみ

て遠くに住んでいる子やその配偶者はケア提供者となる確率は下がる． 
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図 3 各ケア提供をアウトカムとしたモデルの推定結果 

 

5．結論および考察 

本稿では，親子のあいだのケア提供にとって，公的な介護サービスはどのような役割を果

たしているかを検証した．結果として，サービスの種類や要介護高齢者のニードによって，

公的サービスと家族によるケアの関係が異なるということが示された．ただしその方向性

は，海外の先行研究とは少し異なる結果となった．分析の結果，ADL のケア提供の確率を

予測するモデルにおいては，公的サービスは子もしくは子の配偶者によるケア提供と正の

相関がみられたが，IADL に関するケア提供の確率に対しては，公的サービスは特に明確な

効果は確認できなかった． 

今回の結果が海外の先行研究と異なるのは，日本の介護保険が，家族介護を完全に置き換

えるようには設計されておらず(堤 2010)，むしろ家族による介護が存在することが前提と

されている(下夷 2015; 濱島 2018)という点が，日本の特徴として表れたのかもしれない．

ただし海外の先行研究は複数の国を同時に分析するモデルで，着目する公的ケアの変数の

扱いも大きく異なるため，リサーチデザインの違いであるとも考えられる．また，本稿の分

析は厳密な因果推論を行うリサーチデザインではないため，実際は家族によるケアがある

ことでデイサービスなどを使えるようになる，といった場合やケアをする家族がいる高齢
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者が，デイサービスを利用しやすいといった逆の因果も可能性としては残っている．いずれ

にしても，今回の分析結果を整合的に説明する理論枠組の検討は，今後の課題である． 

本稿の分析は，高齢者の介護を担いうる家族にとっての介護負担を，公的ケアがどのよう

に緩和しているのかという問題だった．分析モデルでは，公的ケア利用によって子や子の配

偶者のケア提供確率を下げているものはなかったが，家族の負担に関しては，別の側面から

も見る必要がある． 

まず，今回分析をしたアウトカムは，ケアという行動が発生するか否かという点であり，

ケアをしている家族にどのような影響があるかは分析に含めていない．家族の負担という

意味では，介護をしている家族自身にどのような負の影響があるのかは，別途検討しなくて

はならないだろう． それと関連するが，今回説明変数として用いた公的サービスは，元々，

家族介護者を不要にする性質のサービスではないということである．例えばデイサービス

は，家族介護者を完全に不要にするのではなく，家族介護者に休息の機会を提供し，家族介

護を持続可能なものとする機能も担っている可能性もある．公的サービスの種類の違いに

よって，家族介護に対して果たしている役割がどのように異なるのかをより詳しく考察す

るのは，今後の課題となる． 最後に，本稿で扱ったのは全て在宅の介護サービスであると

いう点である．特別養護老人ホームなどの施設へ入所した回答者の情報は，今回の分析では

完全には追い切れていない．そのため，今回の分析では，在宅で生活をしている人が分析の

中心となった．このサンプルの摩耗に対してどのような補正が必要となるかは，今後の課題

となるだろう． 

 

［注］ 

1)  いずれの文献も，採用している方法は DIDにより分析している．しかしこのデザイ

ンの場合，98年時点での公的サービス利用者と 04年の公的サービス利用者の差を分析

していることになるため，介護保険制度という制度の導入による効果は分析されてい

るが，そもそも外部サービスを利用することによる効果とは限らないと考えられる． 

2)  Wave7からは，代行票でも回答者と子どもとの関係が質問されるようになり，本調

査と同じ情報を得られるようになったため，Wave7 では代行票の回答も分析に含めた． 

3) 今回の分析ではホームヘルプサービスとデイサービスとで公的サービスの分業を分

けているが，ホームヘルプとデイサービスのいずれにおいても，身体介護と家事支援・

生活支援は行われている．そのため，完全にタスクによる分業を確かめることができた

とは限らない． 

4) 最尤法を用いて今回と同様のモデルを推定した場合，モデルは収束しなかったため，

HMC による推定は有効な手段であったと考えられる． 
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相対的貧困と社会的孤立が絡み合う高齢期の社会的排除構造 

──「全国高齢者パネル調査」を用いた潜在クラス分析からの視差── 

 

百瀬 由璃絵 

（東京大学） 

 
高齢者の相対的貧困と社会的孤立はそれぞれ重要な問題とされる．だが，単

なる相対的貧困と社会的孤立のみの研究では観測されない，貧困と孤立が同時

に発生する複雑な構造を読み解く必要がある．そこで，経済的問題と社会的問

題のどちらも重視すべき要素であるとする社会的排除の概念を使用した．社会

的排除論では，社会的排除を多次元かつ動的なプロセスであるとし，相対的貧

困や社会的孤立の一次元のみの長期化は，動的なプロセスであっても，社会的

排除とは区別される．複雑に絡み合う社会的排除の構造を読み解くために，本

研究では潜在クラス分析をおこなった．その結果，社会的排除が「なし」・困窮

化にあたる「貧困化」・「社会的排除」の 3 クラスの大分類が観測された．この

大分類のうち，「社会的排除」のクラスが，「孤立化」・「剥奪からの孤立」・「上

昇型の社会的排除」・「低下型の社会的排除」の 4 クラスに分かれ，6 クラスの

小分類が確認された． 
 

  

1．問題の所在 

本研究では，高齢期において，相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う社会的排除がど

のような構造になっているのか，その関係性を読み解くことにある．これまで相対的貧困と

社会的孤立の研究は，別々の分野で研究が進んできた．しかし，本研究では，単なる相対的

貧困と社会的孤立の研究では観測されない，見えにくい貧困と孤立が同時に発生する複雑

な構造を読み解きたい． 

貧困には，絶対的貧困のほかに相対的貧困がある．個人や世帯において，衣食住がままな

らないなどの最低限度の生活をすることができない絶対的貧困とは異なり，他人と比べて

生活水準が低い状態が相対的貧困である．一般的に所得の低い人から高い人までを順に並

べ，その真ん中の人である中央値の半分を貧困線として，それを下回る割合を相対的貧困率

とよぶ．日本における相対的貧困率は，OECD や厚生労働省によると，2015 年では 15.7％

である．OECD30 か国の平均は，12.0％であり，上位 9 位に位置する．66 歳以上の高齢者を

みると，日本は 19.6％で上位 7 位までに上がり，高齢者の相対的貧困率が世界的にみても高

いことがわかる． 

この高齢者は財政的に脆弱であるのみならず，孤立する危険性があるとされている

（O’Rand 1996）．孤立しがちな高齢者であるほど生活満足度や幸福度が低くなることや，抑

うつや生活上の不安を抱えている人が多くなる傾向があり，犯罪や自殺との関連もしばし

ば指摘され，高齢者の社会的孤立は問題とされている（斉藤 2012; 小林・深谷 2015）． 
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図 1 相対的貧困率（OECD30 か国） 

 

では，この高齢者にとって懸念材料となる相対的貧困と社会的孤立の双方はどのような

関係にあるのか．この貧困と孤立の双方を捉えようとする際に，社会的排除（social exclusion）

の概念を用いる動きがあり，表１のように社会的排除は，貧困の延長線上にある概念である

とされる（Berghman 1995）．貧困は所得という一次元のみで考えられており，単なる経済的

な問題の解決だけでなく，人が文化的な生活を行うことも視野に入れ，社会生活全般にわた

って不利な立場に追いやられているのは誰かということに焦点があたり，「多次元」が重視

されるようになってきた．その「多次元」で考慮する次元は多岐にわたり範囲は広いが，そ

の一つに相対的貧困や社会的孤立が含まれることが多い．特に社会的排除は多次元性をふ

くむだけでなく，「複数時点の状態の変化を観察することにより排除にいたるプロセスに着

目する」という点も加わり，多次元かつ動的なプロセスであるとされている．所得のみでも

動的プロセスとなる場合もあるが，Berghman（1995）では，それを困窮化（impoverishment）

と定義し，貧困とは区別している．本研究では，貧困や孤立の一次元のみに着目するのでは

なく，両方が同時に起こる二次元の発生に着眼点を置きたい． 

 

表 1 社会的排除と貧困との関係 

 
   Berghman （1995）を参照． 

静的なアウトカム（static outcome） 動的なプロセス（dynamic process）

所得（income） 貧困（poverty） 困窮化（impoverishment）

多次元（multidimensional） 剥奪（deprivation） 社会的排除（social exclusion）
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動的プロセスでは， 1 年目，2 年目，3 年目と剥奪状態が続いている「持続的な社会的排

除」が起きている人だけではなく，1 年目は剥奪されているが，2 年目は剥奪されていない

という「一時的な社会的排除」の人でも，また 3 年目に剥奪される可能性があるということ

が考えらえる．このことから，常に社会的排除が継続している人のみならず，一時的な社会

的排除を繰り返すような人も重視されている．そのことから，橘木・浦川（2006）は，一時

的な経済生活の困難に集中しがちであった貧困論よりも，長期間の人間生活のあり方にま

で分析を拡大したという社会的排除論の意義は大きいと述べている. 

特に，国内の先行研究の多くは，高齢者の相対的貧困のみか，ないしは高齢者の社会的孤

立のみに焦点があたってきており，この 2 つの次元がどのように絡み合わさっているのか

わかっていない．相対的貧困と社会的孤立の双方の組み合わせに着目し，高齢者の状況を分

析している国内研究は，Saito（2012）のみである．しかし，その Saito（2012）も相対的貧

困と社会的孤立などの組み合せから死亡率への影響を分析しており，高齢者における相対

的貧困と社会的孤立の構造まではわかっていない．さらに，対象者は愛知県の高齢者に限定

されており，全国の状況についてはまだわかっていない．そこで本研究では，「全国高齢者

パネル調査」を使用して，相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う社会的排除がどのよう

な構造になっているのかを読み解く． 

 

2．データと分析手法 

2.1 データ 

データは，東京都健康長寿医療センター研究所の「老研－ミシガン大－東大 全国高齢者

パネル調査」（全国 60 歳以上の高齢者対象）を使用する．社会的排除の全事情をとらえる社

会調査は，既存データのみならず独自調査でも実質的には不可能であり，事象の一部から全

体像を伺うしかないとされている．そして，社会的排除が動的プロセスであるという考えに

基づくと，一時点での状態をみただけでは現状を把握することができず，個人や世帯を長期

間，複数の調査をかけて追ったパネルデータが必要とされる（阿部 2002）．このデータは，

全国の高齢者に対して 1987 年から 3～4 年おきに追跡調査がされており，日本の高齢者に

おける社会的排除の動的なプロセスを描き出すのに最適である． 

この調査は，東京都健康長寿医療センター研究所の前身である東京都老人総合研究所と

ミジガン大学の共同研究として 1987 年に最初の調査が開始され，全国から層化二段無作為

抽出された高齢者（60 歳以上）に対して訪問面接が実施された．その後 3~4 年後ごとに 1990

年（Wave2），1993 年（Wave3），1996 年（Wave4）と，高齢者の健康と幸福感の日米比較を

テーマにサンプルを補充，追加しながら追跡調査が行われてきた．1999 年（Wave5）からは，

後期高齢者の健康・家族・経済のダイナミクスがテーマにされ，調査項目も変化した．例え

ば抑うつ傾向に関する変数をみると，Wave5～7では 20 項目 4 件法で聞かれているが，Wave1

～4 は Wave により項目数が異なり 3 件法で聞かれている．家族との関わりや，収入源，職
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業状態に関しても Wave5 から詳しく調査されている． 

さらに，1999 年（Wave5）からは 70 歳以上の大規模標本が追加された．1999 年（Wave5）

においては，1987 年開始時が 2077 人（76.9%）であったが，1999 年に 1405 人（71.0%）が

追加された．2002 年（Wave6）においても，1987 年開始時が 1764 人（72.7%）で，1999 年

に 1059 人（73.0%）が追加された．そして 2006 年（Wave7）は，1987 年の開始時が 1359 人

（65.7%）で，1999 年に 744 人（62.2%）の追加があった． 

本研究では共変量として抑うつ傾向の変数を使用することから 1999 年～2006 年（Wave5

～7）のデータセットを用いて分析する．抑うつ傾向の変数を使用するのは，健康状態と社

会的排除は密接に絡んでいるとされているからである．健康状態は，社会的排除の一つの変

数としてみなされる場合もあるが，相対的貧困などから構成された社会的排除の変数と健

康状態との関係をみる研究もある．社会的排除に関する最近の動向では，失業や貧困，孤立

などさまざまな状態で社会的排除を経験している人達において，精神的健康や自殺のリス

クが増加することが明らかとなっている．一方で，長期的に精神疾患である人が最も社会的

に排除されているグループの 1 つとされ，社会的排除は精神的健康を阻害する原因にも，結

果にもなるとされている（Morgan et al. 2007; Payne 2013）．また，社会学では社会階層によ

る健康格差の研究，疫学では健康の社会的要因の研究が進み，双方の学際的な接近により健

康の格差や不平等への関心が高まっている（川上ら 2015）．高齢期の社会的排除と健康との

関係を読み解くことは，社会的排除論のみならず，他分野の発展にも資するだろう． 

 

2.2 分析手法 

相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う構造を読み解くのに，本研究では潜在クラス

分析（McCutcheon 1987;Hagenaars 1993）を用いる．潜在クラス分析（latent class analysis）を

おこなうことは，多くのカテゴリカルな変数間の複雑に絡み合った関連の束を，背後に潜在

的なグループがいくつかあると仮定して潜在構造を読み解き，単純にまとめられることが

最大の特徴であるとされている（三輪 2009）．潜在クラス分析は，因子分析と同様に潜在構

造分析（latent structure analysis）の一形態である（藤原ら 2012）．因子分析は顕在変数も潜

在変数も量的変数であるのに対し，潜在クラス分析はどちらもカテゴリカルな変数である． 

潜在クラス分析では，各顕在変数は相互に独立しているという局所独立が仮定として置

かれている．調査された個体はいずれかの潜在クラスに属すると考えられ，1 つのクラスに

決定してしまうのではなく，所属する確率が高いクラスもあれば低いクラスもあり，それぞ

れの潜在クラスに属する確率が存在する．基礎的には，6 つの顕在変数（A~F）に 1 つの潜

在変数があるとすると次の式の様に表される． 

 

𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 = 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐴𝐴|𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐴𝐴|𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐴𝐴|𝑋𝑋 

 

左辺の𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴は，個人がセルに属する確率である．右辺の𝜋𝜋𝑖𝑖𝑋𝑋は，潜在変数 X のなかでの
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カテゴリーt の占める構成割合である．𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

， 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

， 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

，𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

，𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

，𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐴𝐴|𝑋𝑋

は t 番目のク

ラス内における顕在変数（A,…,F）のカテゴリー（i,…,n）へと応答する条件確率である． 

では，いくつのクラスに分けるべきなのか．クラスを選択するには，情報量基準である

BIC や AIC，尤度比カイ 2 乗値に基づく p 値や尤度比カイ 2 乗値の差の検定などが用いら

れる．情報量基準は小さい値をとるほど最適とされ，p 値や差の検定は有意でないと最適と

される． 

 

表 2 記述統計 

 
 

本研究の顕在変数には 1999年（Wave5）の相対的貧困と社会的孤立の変数，2002年（Wave6）

の相対的貧困と社会的孤立の変数，2006 年（Wave7）の相対的貧困と社会的孤立の変数を同

時に投入し測定する．記述統計は表 2 の通りである 1）．相対的貧困は，仕事・公的年金・私

的年金・生活保護・財産・仕送り・その他の収入を量的変数に操作化したあと可算し、世帯

所得を算出し，等価世帯所得の中央値の 50％以下を 1，それ以外を 0 とした 2）．社会的孤

立は，親友や近所づきあいをする人がいなく，友人・近所・親戚との対面頻度と電話の頻度

が 1 週間に 1 回より少ない場合を 1，それ以外を 0 とした． 

潜在クラス分析では，共変量も同時に挿入することで，潜在クラスに対して与える効果も

Obs Mean Std. Dev. Min Max
社会的排除の顕在変数 wave5-7

相対的貧困wave5 2,351 0.214 0.410 0 1
相対的貧困wave6 2,112 0.238 0.426 0 1
相対的貧困wave7 1,701 0.243 0.429 0 1
社会的孤立wave5 2,705 0.123 0.329 0 1
社会的孤立wave6 2,459 0.147 0.354 0 1
社会的孤立wave7 2,031 0.178 0.383 0 1

共変量の顕在変数　wave5
男性ダミー 2778 0.399 0.490 0 1
一人暮らしダミー 2777 0.131 0.337 0 1
就業状態

　無職 2764 0.724 0.447 0 1
　常用雇用 2764 0.041 0.197 0 1
　臨時雇用 2764 0.055 0.227 0 1
　自営業主 2764 0.124 0.330 0 1
　家族従業者 2764 0.056 0.231 0 1
抑うつ傾向(CES-D)
　ほとんどない（0-7） 2362 0.160 0.367 0 1
　すこしある（8-15） 2362 0.704 0.457 0 1
　かなりある（16＋） 2362 0.136 0.343 0 1
慢性疾患
　0か所 2658 0.260 0.438 0 1
　1-2か所 2658 0.523 0.500 0 1
　3か所以上 2658 0.217 0.412 0 1

変数名
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推定することができる．その場合，共変量の有無により選択すべきクラスが変わることがあ

る．そのため，本研究では共変量が潜在クラスの推定に影響を与えないように値を固定する

制約をおいてから共変量の推定をする 3）．また，顕在変数は時変の変数を使うが，共変量

には 1999 年（Wave5）のみで，相対的貧困や社会的孤立と関連が深い性別や居住状況，就

業状態と，精神的健康に関するうつ病傾向と身体的健康に関する慢性疾患に関しては，時不

変の変数を使用する． 

性別は男性 1，女性 0 の男性ダミーである．居住状況は一人暮らしを 1，それ以外を 0 の

一人暮らしダミーとした．就業状態は，正規・非正規・自営業・家族従事者・無職である． 

このデータでは，抑うつ傾向を測定するのに，米国国立精神保健研究所（NIMH）で開発

された抑うつの自己評価尺度 The Center for Epidemiologic Studies Depression Scale（CES-D）

が用いられている．「普段は気にかからない事が気になった」「食べたくなかった，食欲がな

かった」などの 20 項目が 4 件法で聞かれている．そのうち，「人並みの能力は自分にもある

という気がした」「さきゆき明るいと感じた」「うれしいと感じた」「楽しいと感じた」のポ

ジティブ傾向を示す項目は反転させ，「ほとんどなかった」が 0，「たいていそうだった（5

～7）日」を 3 とし，0～60 点までで値が高いほうが抑うつ傾向は高くなるように 20 項目を

合算した．最大値は 48 点で，平均は 11.6 点，中央値は 12 点であった．抑うつ傾向を 3 カ

テゴリーに分類したところ，全体のうち，「ほとんどない（0-7）」は 16.0％，「すこしある（8-

15）」は 70.4％，「かなりある（16＋）」は 13.6％であった．慢性疾患は，「心臓病」「関節炎・

リウマチ・神経痛」「高血圧」などの病気や後遺症の有無が聞かれている．性別により病気

の有無がことなる項目などを除き「ある」とした場合を１，「ない」を 0 にして 20 項目を合

算した．最大値は 20 か所で，平均は 1.6 か所，中央値は 1 か所であった．慢性疾患も 3 カ

テゴリーに分類したところ，全体のうち，「0 か所」は 26.0％，「1-2 か所」は 52.3％，「3 か

所以上」は 21.7％であった． 

これらの共変量としたカテゴリーごとの推定クラス割合を比較し，社会的排除の潜在変

数を考察する． 
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3．潜在クラス分析  

表 3 クラス数とモデルの適合度 

 
 

 それでは，相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う社会的排除の構造を読み解く．まず，

クラスの選択である．表 3 の通り，7 つのクラスをみていく．まず情報量基準をみると，BIC

の時には 3 クラス，AIC は 5 クラスの時にそれぞれ値が一番小さく，モデルの当てはまりが

良いことがわかる．モデルを対比するため，尤度比カイ 2 乗統計量の差の検定をおこなっ

た．確かに，BIC で支持された 3 クラスになったときには尤度比は 39.37 まで減少している．

一方で，p 値は 0.1％水準で有意であった．AIC で支持された 5 クラスをみると，尤度比は

そこまで大きな減少は見られず，1％水準で有意であった．1%水準で有意とならなかったの

は 6 クラスで，尤度比も 6.34 まで減少している．このことから，尤度比カイ 2 乗統計量の

差の検定では，6 クラスが支持された． 

 本研究では，相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う社会的排除の構造を読み解くこ

とが目的である．そのため，BIC で支持された 3 クラスを大分類，尤度比カイ 2 乗統計量で

支持された 6 クラスを小分類として，それぞれがどのような構造になっているのか，3 クラ

スから 6 クラスにかけてどのように構造が変容しているのかを考察していく． 

 大分類（3 クラス）と小分類（6 クラス）の結果は表 4 に示した． 

 

 

 

【モデル適合度】

L² 自由度 p値 BIC(LL) AIC(LL)

1クラス 1667.86 57 0.00 15956.5 15918.7

2クラス 534.52 50 0.00 14881.3 14799.4

3クラス 99.35 43 0.00 14504.3 14378.2

4クラス 59.97 36 0.01 14523.0 14352.8

5クラス 35.85 29 0.18 14557.0 14342.7

6クラス 24.95 22 0.30 14604.2 14345.8

7クラス 18.60 15 0.23 14656.0 14353.5

【モデル対比―尤度比カイ2乗統計量の差の検定】

1クラスvs 2クラス 1133.34 7 0.00

2クラスvs 3クラス 435.18 7 0.00

3クラスvs 4クラス 39.37 7 0.00

4クラスvs 5クラス 24.12 7 0.01

5クラスvs 6クラス 10.90 7 0.06

6クラスvs 7クラス 6.34 7 0.13
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表 4 相対的貧困と社会的孤立が絡み合う社会的排除構造（潜在クラス分析） 

 

 

まず，3 クラスの大部類からみていく．クラスの構成割合は，クラス 1 は 80.5％，クラス

2 は 10.9％，クラス 3 は 8.6％であった．指標（顕在変数）の条件付き正応答確率をみると，

クラス 1 は，1999 年（Wave5）～2006 年（Wave7）のどの年の相対的貧困も社会的孤立も

5％未満であった．このことからクラス 1 は，社会的排除が「なし」のクラスであると名前

を付ける．クラス 2 においては，相対的貧困が 1999 年（Wave5）～2006 年（Wave7）のど

の年でも割合が多くなっている．一方で，社会的孤立は 10％未満である．このことから「貧

困化」が起きていることがわかる．クラス 3 では，特にどの年でも社会的孤立の割合が高く

なっている．相対的貧困は，社会的孤立ほど値が高くはなっていないが，どの年も 15％前

後で，単なる社会的孤立化とは言えないだろう．そのため，「社会的排除」とした．本研究

クラス1 クラス2 クラス3 クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 クラス6

なし 貧困化 社会的排除 なし 貧困化 孤立化
剥奪からの

孤立
上昇型の

社会的排除
低下型の

社会的排除

クラス構成割合 80.5% 10.9% 8.6% 79.2% 10.1% 5.3% 2.5% 1.6% 1.3%

指標（顕在変数）の条件付き正応答確率

1999年(Wave5)
相対的貧困 4.4% 69.8% 15.2% 4.6% 69.1% 8.2% 1.0% 38.2% 60.1%
社会的孤立 3.9% 5.6% 52.6% 3.6% 3.7% 63.8% 2.0% 48.0% 62.5%

2002 年(Wave6)
相対的貧困 2.9% 75.4% 22.1% 2.9% 74.8% 1.5% 27.5% 48.5% 76.4%
社会的孤立 2.9% 7.3% 68.1% 1.6% 3.6% 61.8% 89.4% 53.7% 76.5%

2006年(Wave7)
相対的貧困 3.7% 55.7% 13.7% 3.8% 55.5% 2.1% 0.4% 81.9% 10.7%
社会的孤立 5.0% 9.7% 45.5% 5.0% 6.5% 43.7% 25.3% 80.6% 11.4%

共変量のカテゴリーごとの推定クラス割合

性別

女性 73.7% 79.2% 53.7% 74.0% 79.7% 45.5% 60.2% 69.7% 67.1%
男性 26.3% 20.8% 46.3% 26.0% 20.3% 54.5% 39.8% 30.3% 32.9%

居住状況

同居 91.0% 93.7% 87.9% 91.1% 93.6% 86.9% 86.1% 89.8% 94.5%
ひとり暮らし 9.0% 6.3% 12.1% 8.9% 6.4% 13.1% 13.9% 10.2% 5.5%

就業状態

無職 81.1% 83.7% 78.7% 81.1% 83.0% 76.0% 79.1% 85.5% 88.8%
正規 3.0% 0.3% 4.1% 3.0% 0.3% 5.3% 3.6% 0.5% 1.0%
非正規 3.8% 3.1% 4.0% 3.8% 3.2% 4.7% 4.8% 2.0% 1.5%
自営業 8.6% 7.4% 9.2% 8.6% 7.7% 9.9% 8.0% 7.1% 5.8%
家族従事者 3.6% 5.6% 4.1% 3.6% 5.7% 4.2% 4.6% 4.9% 2.9%

抑うつ傾向

　ほとんどない（0-7） 55.9% 27.5% 33.0% 56.2% 27.9% 30.5% 46.1% 29.2% 26.0%
　すこしある（8-15） 37.2% 60.7% 53.2% 37.1% 60.2% 55.8% 43.0% 56.0% 57.2%
　かなりある（16＋） 6.8% 11.8% 13.8% 6.7% 11.9% 13.7% 10.9% 14.9% 16.8%

慢性疾患

　0か所 56.0% 29.2% 35.0% 56.2% 29.3% 32.8% 45.1% 33.4% 29.0%
　1-2か所 31.2% 51.0% 44.0% 31.1% 50.3% 45.0% 36.6% 49.0% 51.7%
　3か所以上 12.8% 19.8% 21.0% 12.7% 20.4% 22.1% 18.3% 17.6% 19.3%

大分類（3クラス） 小分類（6クラス）

（注）共変量は同時に投入している分析しているが，共変量の有無によりクラスの構成割合や指標（顕在変数）の正応答確率に影響が出ないよう値を固定する制約を置
いている．
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では，単なる貧困が長期化しているクラス 2 よりも，相対的貧困と社会的孤立が同時に発生

しているクラス 3 が特に重要なクラスであると考える．  

共変量のカテゴリーごとの推定クラス割合をみると，クラス 3 の「社会的排除」では，女

性の割合がほかのクラスと同様に過半数を超えているが，男性の割合が「なし」や「貧困化」

よりも多い．一人暮らしの割合もほかのクラスよりも増えていた．就業状態においてはあま

り差がみられていなかった．健康状態は「なし」と，それ以外の「貧困化」「社会的排除」

で差異がみられた．精神的健康を表す抑うつ傾向をみると，クラス 1「なし」は「ほとんど

ない」の確率が高いが，クラス 2「貧困化」とクラス 3「社会的排除」では，「すこしある」

や「かなりある」の確率が高くなっている．身体的健康を示す慢性疾患の数においても，ク

ラス 1「なし」は「0 か所」の確率が高いが，クラス 2「貧困化」とクラス 3「社会的排除」

では，「1－2 か所」や「3 か所以上」の確率が高くなっていた．高齢者の平均は，抑うつ傾

向は「すこしある」で，慢性疾患は「1－2 か所」であり，社会的排除が「なし」の場合の抑

うつ傾向「ほとんどない」や慢性疾患「0 か所」は高齢者の上位 20％前後の健康状態である

確率が高い．つまり，社会的排除が「なし」の高齢者は心身ともにかなり健康であると言え

よう． 

次に 6 クラスの小分類である．クラス 1 の構成割合が 79.2％で，大分類のクラス 1「な

し」と類似しており，どの年も相対的貧困と社会的孤立がほとんどみられていない．小分類

のクラス 1 も社会的排除が「なし」のクラスとする．小分類のクラス 2 の構成割合は 10.1％

で，こちらは大分類のクラス 2「貧困化」と類似する．一方で，小分類のクラス 3～6 のク

ラスの構成割合は，クラス 3 が 5.3％，クラス 4 が 2.5％，クラス 5 が 1.6％，クラス 6 が

1.3％であった．この小分類 4 つを合計すると 10.7％で，大分類のクラス 3「社会的排除」か

ら派生したものであること考えられる． 

小分類クラス 3 では社会的孤立の確率がどの年も高い．一方で，相対的貧困はどの年も

10％未満である．このことから，小分類クラス 3 は「孤立化」とする．小分類クラス 4 は，

1999 年（Wave5）の時点では，正応答確率は社会的孤立も相対的貧困も 5％未満であるのに

対し，2002 年（Wave6）では，相対的貧困は 27.5％，社会的孤立も 89.4％と確率が高くなっ

ており，この時点では，相対的貧困と社会的孤立の両方が起こり剥奪の状態であることが考

えられる．一方で，2006 年（Wave7）では，相対的貧困は 2.1％と確率はかなり低い．社会

的孤立の確率に関しては，低下したものの 25.3％である．このことから，2006 年（Wave7）

は社会的孤立のみが起きているだろう．つまり，2002 年（Wave6）では剥奪されていたが，

2006 年（Wave7）には社会的孤立のみになっているというのがクラス 4 である．このことか

ら小分類クラス 4「剥奪からの孤立」と名付ける．小分類クラス 5 とクラス 6 では，どの年

の相対的貧困も社会的孤立も 5％前後の正応答確率が低い場合がなく，3 時点で社会的排除

されていることがわかる．この 2 つのクラスの違いは，各時点における確率の高さである．

クラス 5 では，1999 年（Wave5）は相対的貧困が 40％弱，社会的孤立は 50％弱であったの

に対し，2002 年（Wave6）では 50％前後，2006 年（Wave7）では 80％強と確率が高くなっ



 

129 
 

ている．一方で，クラス 6 は 1999 年（Wave5）と 2002 年（Wave6）の相対的貧困と社会的

孤立は 60％～70％であったのに対し，2006 年（Wave7）では 10％まで低下している．この

ことから，小分類クラス 5 を「上昇型の社会的排除」，小分類クラス 6 を「低下型の社会的

排除」とする．特に相対的貧困と社会的孤立の複雑性を表しているのはクラス 4「剥奪から

の孤立」・クラス 5「上昇型の社会的排除」・クラス 6「低下型の社会的排除」の 3 つである． 

では，この大分類の 3 クラス「社会的排除」から派生したこと考えられる小分類のクラス

3「孤立化」・クラス 4「剥奪からの孤立」・クラス 5「上昇型の社会的排除」・クラス 6「低

下型の社会的排除」にどのような特徴があるのか，共変量のカテゴリーごとの推定クラス割

合から読み解く．性別を見ると，クラス 1 の社会的排除「なし」やクラス 2 の「孤立化」は

女性の割合が 75％前後であるのに対し，クラス 4「剥奪からの孤立」・クラス 5「上昇型の

社会的排除」・クラス 6「低下型の社会的排除」は女性の割合が 60％代でやや確率が下がる．

一方で，クラス 3「孤立化」は男性の割合が 50％代と高い．居住状況は，クラス 1「なし」

やクラス 2「貧困化」と同様にクラス 6「低下型の社会的排除」では同居である確率が 90％

を超えている．一方で，クラス 3「孤立化」・クラス 4「剥奪からの孤立」・クラス 5「上昇

型の社会的排除」は同居が多いものの，一人暮らしの割合が高まっている．クラス 5「上昇

型の社会的排除」とクラス 6「低下型の社会的排除」は性別のほかに，就業状態や健康状態

の構成は類似している．一方で，居住状況に関してみると，クラス 5「上昇型の社会的排除」

は一人暮らしの割合が高い．この点に，クラス 5「上昇型の社会的排除」とクラス 6「低下

型の社会的排除」の差異が表れている．また，就業状態はあまり差異がわからなかった． 

健康状態の推定クラス割合をみていく．クラス 3「孤立化」・クラス 5「上昇型の社会的排

除」・クラス 6「低下型の社会的排除」は，クラス 2 の「孤立化」と同様に，抑うつ傾向は

「すこしある」で慢性疾患は「1－2 か所」で確率が高いのに対し，クラス 4「剥奪からの孤

立」の場合はクラス 1「なし」と同様に抑うつ傾向は「ほとんどない」で慢性疾患は「0 か

所」で確率が高い．特に相対的貧困と社会的孤立の複雑性が高いクラス 4「剥奪からの孤立」・

クラス 5「上昇型の社会的排除」・クラス 6「低下型の社会的排除」では，クラス 4「剥奪か

らの孤立」は一人暮らしだが心身ともに健康である割合が高いことがわかる． 

 

4．結び 

本稿では，高齢期において，相対的貧困と社会的孤立が複雑に絡み合う社会的排除はどの

ような構造になっているのか，その関係性を読み解いた．その結果，社会的排除が「なし」

と「貧困化」，そして「社会的排除」という 3 クラスの大分類が確認された．さらに 6 クラ

スの小分類をみると，大分類の「なし」と「貧困化」を残したまま，大分類の「社会的排除」

のクラスが，「孤立化」・「剥奪からの孤立」・「上昇型の社会的排除」・「低下型の社会的排除」

の 4 つに分かれていることが確認された． 

Berghman（1995）は，一次元のみの動的プロセスを困窮化，多次元かつ動的プロセスを社

会的排除と双方を区別しており，小分類 6 クラスにおける「困窮化」と「孤立化」は困窮化



 

130 
 

にあたり，「剥奪からの孤立」・「上昇型の社会的排除」・「低下型社会的排除」が社会的排除

にあたることが考えられる．「剥奪からの孤立」は，一人暮らしだが心身ともに健康である

割合が高い．「上昇型の社会的排除」と「低下型社会的排除」は，属性は類似しているが，

「上昇型の社会的排除」のほうが一人暮らしの割合が高い傾向がみられた． 

最後に残された課題を述べたい．本稿では顕在変数の背後にあると仮定された潜在変数

を読み解くにとどまっており，今回明らかになった社会的排除の潜在変数の規定要因はま

だわかっていない．それには，クラスを従属変数とした多項ロジスティック回帰分析が用い

られることが多い．また，パネルデータを用いて潜在変数の移行をみようとする際には，本

研究での分析のほかに同質性を考慮して等値制約を置く潜在マルコフモデルなどもある．

さらに，社会的排除が人生の長期のあり方をみる概念とするならば，今回共変量で取り上げ

た性別や年齢，就業状態，精神的健康，身体的健康という高齢者の現時点での状況を加味す

るのみならず，高齢者が若い時の経験や状況が現在の社会的排除構造にどう影響を与える

のか，今後は検討したい． 

 

［注］ 

1） Wave5～7 の時点で死亡した人はデータに含まれていない． 

 2） 厚生労働省の「相対的貧困率等に関する調査分析結果について」では，2000 年の国民

生活基礎調査の相対的貧困率は 15.3％で，世帯主が 65 歳以上の相対的貧困率は 20.9％

とされている．一方で 1999 年の全国消費実態調査における相対的貧困率は 9.1％で，世

帯主が 65 歳以上の相対的貧困率は 15.5％とされている．この国民生活基礎調査と全国

消費実態調査のどちらの水準が正しくてどちらの水準が正しくないとはいえないとさ

れている．本データの 1999 年（Wave5）の相対的貧困率は 21.4％で，国民生活基礎調査

の世帯主が 65 歳以上場合と類似をするが，2002 年（Wave6）や 2006 年（Wave7）は国

民生活基礎調査が行われる年ではなく，データはない．データが少ない中で，本研究で

は政府統計を代用するというようなことは難しいと考え，していない． 

3） 本研究では，Latent GOLD 5.1 を使用した．共変量を「非アクティブ」にすることで，

表 3 のモデルの適合度や，表 4 のクラス構成割合や指標（顕在変数）の条件付き正応答

確率は共変量を除いても同じ数値となり，制約を置くことができる． 
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婚姻状態の変化と高齢者の抑うつ 

──男女差に着目したパネルデータ分析── 

 

佐藤剛生 

（東京大学大学院） 

 
婚姻状態とその変化は，抑うつの主な規定要因の一つであり，その関連には

一定の男女差が見られることが先行研究で指摘されてきた．しかし，高齢期に

おける婚姻状態の意味づけは，若壮年期のそれとは異なったものとなる可能性

があり，同様に，婚姻状態とその変化が高齢期の抑うつに与える影響も，若壮

年期のそれとは異なったものとなる可能性がある．そこで本稿は，高齢期に

おける婚姻状態の変化として離婚と死別に着目し，これが高齢者の抑うつに

与える影響とその男女差を検討する．「全国高齢者パネル調査」を用いた分析

により，次の結果が得られた．離婚と死別の経験は，高齢者の抑うつを上昇さ

せる．しかしこの傾向は，死別が高齢男性の抑うつを上昇させ，離婚が高齢

女性の抑うつを上昇させる，という男女間で異なる傾向をそれぞれ反映した

ものである． 

 

1．はじめに 

 近年，わが国における抑うつ患者の急速な増加 1)を背景として，抑うつ状態にある人々

の早期発見と早期治療が，社会的な課題の一つとなっている（厚生労働省 2018）．数ある

精神疾患のなかでも，抑うつは高齢期に多く見られる疾患として知られ，実際にわが国で

も，抑うつを含む気分障害の推計患者数 119 万 5 千人のうち，全体のおよそ 53％にあたる

63 万 8 千人が 65 歳以上の高齢の患者となっている（厚生労働省 2017）．高齢期における

抑うつは自殺の最も大きなリスク要因となることから，抑うつ状態にある高齢者の早期発

見は，自殺予防の観点からも重要な課題と指摘されてきた（Cattell 2000; Hawton et al. 2013）． 

また，高齢期における抑うつと死亡率の上昇の関連を指摘する研究もあり（Bruce and Leaf 

1989; Murphy et al. 1987），抑うつが高齢者の健康に対し，精神的にも身体的にもマイナスの

影響を与えることが明らかになっている（青木・松本 1998）． 

 一方で、性別に関していえば，精神疾患にはその種類に応じて，男女のあいだで罹患傾向

の違いが見られることが知られている（Dohrenwend and Dohrenwend 1976; Robins et al. 1984）．

抑うつの場合には，女性のほうが男性よりも罹患しやすい傾向にあるとされる（Inaba et al. 

2005; Piccinelli and Wilkinson 2000）．では，なぜ女性のほうが抑うつになりやすいのか．この

問題をめぐって，多国間の比較検討をおこなった Hopcroft and Bradley（2007）によれば，

抑うつ傾向の男女差にはおもに生物学的要因と社会的要因の二つがある．前者については，

男女の差異が，出産可能な時期を超えた高齢期でも確認されることから，ライフコース全体

におよぶ生物学的要因の存在を示唆され，後者については，すべての検討対象国において，

社会経済的地位や婚姻状態などの影響が指摘されている． 
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 ここで高齢期の抑うつをめぐる社会的要因に関していえば，その大きな割合を占めるの

は婚姻状態とその変化であると思われる．一般的な定年年齢をすでに迎えた高齢者では， 

雇用状態や住居形態などの直接的な社会経済的地位の変化は稀であり，むしろ配偶者との

離婚や死別にともなう間接的な収入減や住居形態の変化などの機会が多い，と想定される

からである． 

 抑うつと婚姻状態の関連をめぐっては Gove（1972）以来，すでに多くの検討が行われて

きた（Hopcroft and Bradley 2007; John and Montgomery 2009; Kamiya et al. 2012; Simon 2002）．

婚姻状態の変化と男女のメンタルヘルスの関連について縦断的な検討をおこなったSimon

（2002）によれば，女性のほうが男性よりも抑うつになりやすく，婚姻解消が抑うつに与

える影響も女性のほうが大きくなりやすい傾向にある．しかし，婚姻状態と高齢者の抑うつ

の関連は，若壮年期のそれとは異なったものとなる可能性があり（John and Montgomery 

2009），実際に，高齢男女を対象とした横断的研究では，婚姻解消の影響は，むしろ男性の

ほうが大きいとする指摘もある（Kamiya et al. 2012）．このように，婚姻状態の変化と高齢

者の抑うつの関連をめぐる先行研究の知見は必ずしも一致しておらず，また性格や考え方

などの個人の異質性を考慮した縦断的な分析もいまだ十分に展開されていない． 

 そこで本稿では，老研－ミシガン大－東大・全国高齢者パネル調査のデータを用いて，

婚姻状態の変化が，高齢男女の抑うつに与える影響を明らかにする．こうした検討を通じて，

特に婚姻状態の観点から，抑うつの罹患リスクの高い高齢者の特性を明らかにすることが

本稿の目的である． 

 

2．先行研究の検討と分析枠組み 

2.1 抑うつの社会的要因をめぐる先行研究 

抑うつをめぐる社会的な規定要因として，先行研究で主に指摘されているのは次の三つ

である．⑴婚姻状態（John and Montgomery 2009; Kamiya et al. 2012; Simon 2002），⑵（家族

や友人などからの）社会的サポート（Liu et al. 2014; Okabayashi et al. 2004），⑶（収入や学歴

などの）社会経済的地位（Hopcroft and Bradley 2007; Inaba et al. 2005）． 

 

⑴ 抑うつと婚姻状態 

婚姻状態と抑うつの罹患傾向の男女差をめぐる Simon（2002）の縦断的研究によれば， 

結婚は抑うつに対しマイナスの影響を与えるが，その効果に明確な男女差は認められない．

また一方で，婚姻解消は抑うつに対しプラスの影響を与えるが，死別の効果に男女差は認め

られず，別居ないし離婚の効果だけに有意な男女差が認められる．別居ないし離婚の効果は，

女性のほうが男性よりも大きい．しかし他方で，婚姻状態と高齢者の抑うつの関連をめぐる

Kamiya et al.（2012）の横断的研究によれば，別居ないし離婚の効果は，むしろ男性のほう

が大きい傾向にある． 
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⑵ 抑うつと社会的サポート 

配偶者や子供、友人などの出所の異なる社会的サポートの類型が，抑うつに与える影響を

検討した Okabayashi et al.（2004）によれば，傾聴と思いやりの程度によって測定される社

会的サポートと抑うつの関連は，配偶者の有無にかかわらず，子供からのサポートだけに有

意な効果が確認され，親類や友人からのサポートの効果は確認されなかった．また，孤独感・

社会的サポート・抑うつの三項目の関連を検討した Liu et al.（2014）は，家族や友人からの

社会的サポートは，孤独感が抑うつに与える影響を軽減するだけでなく，それ自体としても，

抑うつを有意に軽減させるとしている. 

 

⑶ 抑うつと社会経済的地位 

抑うつ傾向の男女差について，29 ヶ国のクロスセクショナルなデータを用いて検討をお

こなった Hopcroft and Bradley （2007）によれば，すべての対象国において社会経済的地位

と家計満足度による抑うつの軽減効果が確認された．また，抑うつの規定要因をめぐって日

米間の比較をおこなった Inaba et al.（2005）も，世帯収入が抑うつの軽減と結びついている

としている．他方で，学歴については日本での効果は確認されなかった． 

 

2.2 分析枠組み 

本稿の分析対象が高齢者であり、未婚から既婚への移行が見られるケースはごく少数で

あると想定されることから，ここでは婚姻状態の変化として，婚姻解消のパターンに着目

することとする．具体的には，離婚と死別がもたらす効果は，男女ごとに異なるとする先行

研究の指摘を踏まえ（Kamiya et al. 2012; Simon 2002），離婚と死別の二つの婚姻解消に着目

する．なお，分析の際には，抑うつに対する効果が指摘されている社会的サポートと社会経

済的地位，またその他の統制変数を投入することで，婚姻状態の変化自体が，高齢期の男女

の抑うつに与える影響を明らかにする． 

これまでの検討を踏まえ，本稿の分析課題として次の３つを設定する．第１に，高齢者の

抑うつに対する，性別と婚姻状態の個人間差異の効果を明らかにする．第 2 に，パネルデー

タを用いて個人の異質性を統制することで，離婚と死別の二つの経験が，高齢者の抑うつに

与える効果を明らかにする．第 3 に，男性と女性の二つのグループに分けて推定をおこなう

ことで，離婚と死別の二つの経験が，高齢者の抑うつに与える効果の男女差を明らかに

する． 

 

3．方法 

3.1 データと変数 

分析に用いるデータは，「老研－ミシガン大学－東大 全国高齢者パネル調査＜Wave5-7＞, 

1999-2006」である．分析の対象者は，Wave1（1987）から Wave4（1996）までに抽出された

人（1999 年 9 月末時点で 63 歳以上）と，Wave5（1999）で新たに抽出された人（同 70 歳以
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上）で，面接調査に本人あるいは代行者が回答したパーソン・イヤーである．この内，本稿

では，面接調査に本人自らが回答したパーソン・イヤーを分析の対象者とする．そのほか，

分析に用いる変数に欠損がある場合は，分析から除外する． 

分析に用いる従属変数は，抑うつ尺度 CES-D（The Center for Epidemiologic Studies 

Depression Scale）である．Wave5-7 では，この CES-D を構成する全 20 項目が調査表の質問

項目に含まれている．本稿では，この CES-D の回答項目を合計し，連続変数として分析に

用いる．その他の具体的な内容については表 1 に示した． 

分析に用いる主な独立変数は「離婚」と「死別」である．本稿の分析対象が 1999 年 9 末

時点で 63 歳以上と高齢であり，また未婚者がごく少数（141 人のパーソンイヤー，全体に

占める割合は 1.68%）であることから，既婚を参照カテゴリとする「離婚」と「死別」を、

婚姻状態の変化をあらわす変数として用いる．その他の独立変数には，先行研究で抑うつと

の関連が指摘されている社会的サポートと社会経済的地位，また年齢や健康状態などを統

制変数として用いる。 

社会的サポートの変数として用いるのは，「子ども同居ダミー」，「傾聴ダミー」，「思いや

りダミー」である．別居に比べ，同居のほうがより多く子どもからサポートを受けられると

想定されることから，「子ども同居ダミー」を子どもからの社会的サポートを表す変数とし

て用いる．また，Okabayashi et al.（2004）を参考に，傾聴者と思いやりを示す者の有無から，

親類や友人などからの社会的サポートを検討する． 

社会経済的地位の変数として用いるのは，「収入」と「持ち家居住ダミー」である．Umberson 

et al.（1992）によれば，女性が結婚から受ける最大の利益は金銭的安心であり，逆に，婚姻

解消の主なダメージは金銭的ストレスに起因している．そこで，離婚と死別の効果と婚姻解

消による金銭的ストレスの効果を明確に区別するため，世帯収入ではなく，配偶者の喪失に

よる収入の変化をより確認しやすい、本人・配偶者の合計収入を用いる．その他の統制変数

を含め，各変数の具体的な内容については表 1 に示した．また，分析に用いる変数の記述統

計量は表 2 に示した． 
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表１ 変数の内容 

変数 内容 

抑うつ（CES-D） 1週間における身体的症状・うつ感情・ボジティブ感情・対人関係の程度を尋

ねた 20 項目からなる合成尺度．0=ほとんどなかった，1=少しはあった，2=と
きどきあった，3=たいていそうだった，の 4 項目に対する回答を単純加算し

た連続変数であり，値が大きくなるほど抑うつ傾向が高まる．得点可能範囲

は 0-60． 

離婚 0=既婚，1=離婚のダミー変数． 

死別 0=既婚，1=死別のダミー変数． 

子ども同居ダミー 0=別居，1=同居のダミー変数．別居している子どもがほかにいる場合でも，

同居している子どもが一人でもいる場合は 1 として処理した． 

傾聴ダミー 0=傾聴者なし，1=傾聴者ありのダミー変数． 

思いやりダミー 0=思いやりを示す者なし，1=思いやりを示す者ありのダミー変数． 

収入 本人と配偶者を合わせた 1 年間の収入額．1=120 万円未満、2=120–300 万円未

満，3=300–500 万円未満，4=500–1000 万円未満，5=1000 万円以上. 

持ち家居住ダミー 0=非持ち家に居住，1=持ち家に居住のダミー変数．非持ち家には，公営住宅，

公社・公団，民間借家，給与住宅，間借り，老人ホームなどが含まれる．その

他の住居は除外した． 

通院回数 3 ヶ月以内の通院回数． 

日常生活動作（ADL） 入浴，更衣，食事，起居動作，移動，トイレに対する自立の程度を尋ねた 6 項

目からなる合成尺度。1=ぜんぜん難しくない，2=すこし難しい，3=かなり難

しい，4=非常に難しい，5=まったくできない，の 5 項目に対する回答を単純

加算した連続変数であり，得点可能範囲は 6-30. 

 

表２ 変数の記述統計量 

 変数 
  既婚   離婚   死別 

全体 
 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

抑うつ（CES-D） 4.779      
(5.118) 

5.566 
(5.531) 

 3.280 
(3.725) 

7.013 
(6.097) 

5.148 
(5.512) 

5.941 
(5.987) 

5.350 
(5.539) 

子ども同居ダミー 0.476 
(0.500) 

0.516 
(0.500) 

0.320 
(0.476) 

0.519 
(0.503) 

0.581 
(0.494) 

0.621 
(0.485) 

0.534 
(0.499) 

傾聴ダミー 0.941 
(0.235) 

0.962 
(0.191) 

0.760 
(0.436) 

0.896 
(0.307) 

0.903 
(0.296) 

0.942 
(0.233) 

0.943 
(0.232) 

思いやりダミー 0.940 
(0.238) 

0.958 
(0.200) 

0.880 
(0.332) 

0.896 
(0.307) 

0.887 
(0.317) 

0.945 
(0.229) 

0.942 
(0.234) 

収入 2.732 
(0.932) 

2.663 
(0.949) 

2.160 
(0.746) 

1.636 
(0.667) 

2.068 
(0.891) 

1.655 
(0.719) 

2.343 
(0.998) 

持ち家居住ダミー 0.931 
(0.254) 

0.920 
(0.272) 

0.560 
(0.507) 

0.454 
(0.501) 

0.848 
(0.359) 

0.855 
(0.352) 

0.893 
(0.309) 

年齢 74.220 
(5.731) 

73.298 
(5.307) 

74.840 
(6.342) 

74.897 
(5.010) 

78.264 
(6.311) 

78.371 
(6.102) 

75.473 
(6.164) 

通院回数 5.220 
(9.309) 

5.619 
(9.149) 

3.040 
(2.508) 

 6.273 
(11.613) 

4.516 
(7.202) 

6.586 
(10.591) 

5.683 
(9.606) 

日常生活動（ADL） 6.257 
(1.549) 

6.243 
(1.146) 

6.000 
(0.000) 

6.506 
(1.964) 

6.323 
(1.595) 

6.478 
(1.737) 

6.325 
(1.536) 

N of observation 2,233 1,296  25 77 310 1,660 5,601 
注）値は平均値，括弧内は標準偏差を示す． 
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3.2 分析モデル 

分析には，プールドモデル（pooled model）と固定効果モデル（fixed effects model）を用い

る．プールドモデルは，一つの個体内に複数時点の観察値が含まれているパネルデータの特

徴を考慮せず，通常の最小二乗法によって回帰分析をおこなうものである（三輪 2013）．ま

ず，このプールドモデルから，抑うつと性別や婚姻状態などの個人間差異の関連を検討する．

固定効果モデルは，すべての変数で個体内平均を差し引き個体内偏差を求めることで回帰

分析をおこなうものである．これにより，個人の性格や気質，考え方などの観察されない異

質性（unobserved heterogeneity）の影響を統制しながら，個人内の変動を推定することがで

きるようになる（Allison 2009）．この固定効果モデルから，婚姻状態の変化などの個人内の

変動が，高齢期の男女の抑うつに与える効果を検討する． 

 

4．分析結果 

4.1 記述的分析 

高齢男女の抑うつ度合いは，婚姻状態ごとにどの程度異なっているであろうか．これを

確認するために，婚姻状態ごとに高齢男女の抑うつの平均値を示したものが表３と図１で

ある．すべての婚姻状態において，女性のほうが抑うつの度合いが強いことがわかる．また，

離婚を経験した高齢の男女では、抑うつの度合いが大きく異なっていることがわかる． 

 

表３ 婚姻状態と高齢男女の抑うつの関連 

抑うつ（CES-D） 既婚 離婚 死別 全体 

男性 4.78 3.28 5.15 4.81 

女性 5.57 7.01 5.94 5.81 

全体 5.07 6.10 5.82 5.35 

注）値は抑うつ（CES-D）の平均値 

 

図１ 婚姻状態と高齢男女の抑うつの関連 
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4.2 プールドモデルによる分析 

次に，プールドモデルによって，性別や婚姻状態などの個人間差異と高齢者の抑うつの関

連を明らかにする．抑うつ（CES-D）を従属変数としたプールド OLS モデルの推定結果が

表 4 である． 

まず全体から確認すると，女性ダミーが有意な値を示しており，男性に比べ女性のほうが

抑うつが高いことがわかる．社会的サポートと社会経済的地位，その他の変数を統制しても，

性別は抑うつに対して有意な効果を与えている．婚姻状態については，死別にだけ効果が認

められた．社会的サポートについては，子ども同居ダミーだけが有意な値を示しており．子

どもと同居している高齢者のほうが，そうではない高齢者に比べ抑うつが低いことがわか

る．社会経済的地位については，収入だけに有意な効果が認められた．意外なことに，1 年

間の収入が 120 万未満の高齢者に比べ，収入が高い高齢者ほど抑うつの高い人が多くなる．

その他の統制変数として効果が認められたのは通院回数，ADL であった．日常的な生活動

作が困難な高齢者ほど，抑うつが高いといえる． 

次に男性を確認すると，全体の推定と同じく，死別と子ども同居ダミーが有意な値を示し

た．一方で，社会経済的地位については，持ち家居住ダミーが有意な値を示した．持ち家に

居住している高齢男性のほうが，そうではない高齢男性よりも抑うつが高い．また収入が多

い高齢者ほど，抑うつも高いという全体の傾向が男性にも認められた．その他の統制変数も

同様である． 

最後に女性を確認すると，死別の効果が確認される一方で，子ども同居ダミーの効果は確

認されなかった．むしろ社会的サポートとしては，話を聞いてくれる傾聴者の存在が重要で

あることがわかる．また男性とは反対に，持ち家に居住している高齢女性のほうが，抑うつ

が低いことがわかった．その他の統制変数については，高齢女性にだけ，抑うつに対する年

齢の負の効果が認められた． 
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表４ 性別・婚姻状態と高齢者の抑うつの関連（プールドモデル） 

  全体  男性  女性 
女性（ref: 男性）  0.862  *** 

 (0.166) 
  

婚姻状態（ref: 既婚）    
 離婚  0.850 

 (0.566) 
–0.882 
 (1.034) 

 1.148 
 (0.700) 

 死別  0.657  ** 
 (0.198) 

 0.777  ** 
 (0.326) 

 0.626  * 
 (0.263)   

社会的サポート    
 子ども同居ダミー –0.595  *** 

 (0.152) 
–0.881  *** 
 (0.205) 

–0.310 
 (0.221) 

 傾聴ダミー –0.483 
 (0.339) 

 0.238 
 (0.440) 

–1.324  * 
 (0.514) 

 思いやりダミー 
 

–0.081 
 (0.335) 

 0.017 
 (0.431) 

–0.172 
 (0.512) 

社会経済的地位    
 収入（ref: 0-120 万）    
  120–300 万  0.479  * 

 (0.208) 
 0.996  ** 
 (0.374) 

 0.347 
 (0.259) 

  300–500 万  0.580  * 
 (0.248) 

 1.137  ** 
 (0.387) 

 0.342 
 (0.353) 

  500-1000 万  1.015  ** 
 (0.320) 

 1.634  *** 
 (0.455) 

 0.652 
 (0.498) 

  1000 万以上  1.137  * 
 (0.474) 

 1.982  ** 
 (0.612) 

 0.376 
 (0.784) 

 持ち家居住ダミー –0.039 
 (0.248) 

 0.904  ** 
 (0.377) 

–0.662  * 
 (0.331) 

その他の統制変数    
 年齢 –0.023  † 

 (0.013) 
 0.014 
 (0.018) 

–0.057  ** 
 (0.019) 

 通院回数  0.044  *** 
 (0.008) 

 0.025  * 
 (0.011) 

 0.054  *** 
 (0.010) 

 日常生活動作（ADL）  0.443  *** 
 (0.048) 

 0.436  *** 
 (0.066) 

 0.443  *** 
 (0.070) 

切片  3.743  ** 
 (1.103) 

–0.884 
 (1.528) 

 8.508  *** 
 (1.563) 

N of observation  5,601  2,568  3,033 
Adjusted R2  0.034  0.030  0.031 
†：p＜0.10, *：p＜0.05, **：p＜0.01, ***：p＜0.001 
注）カッコ内は標準誤差 
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4.3 固定効果モデルによる分析 

次に，個人内変動の情報を用いた固定効果モデルによって，婚姻状態の変化が高齢者の抑

うつに与える効果を明らかにする．男女を含めた高齢者全体の固定効果モデルの推定結果

が表 5 である．また，高齢男性の固定効果モデルの推定結果が表 6，高齢女性の固定効果モ

デルの推定結果が表 7 である． 

まず高齢の男女全体では，離婚と死別が有意な値を示した．つまり，離婚や死別を経験し

た高齢者ほど，抑うつが高くなる傾向にある．しかし，その他の統制変数を投入すると死別

には有意な効果が見られなくなった．社会的サポートについては，すべての変数に負の効果

が見られたものの，5%水準では有意にならなかった．社会経済的地位で有意になったのは

収入である．1 年間の収入が，120 万円未満と 300-500 万円未満の間で上昇（減少）すると，

抑うつが低く（高く）なる傾向にある．その他の統制変数として有意になったのは，年齢，

通院回数，ADL である．年齢が上昇し，通院回数が増え，日常的な生活動作が困難になる

と，抑うつが高くなる傾向にある． 

次に高齢男性では，死別に有意な効果が見られた．つまり，配偶者との死別を経験した高

齢男性ほど，抑うつが高くなる傾向にある．それに対して，離婚は有意ではなく，社会経済

的地位、その他の統制変数を投入すると係数が大幅に小さくなることが確認された．社会的

サポートと社会経済的地位については，いずれも有意な効果は見られなかった．その他の統

制変数として有意になったのは，年齢だけであった． 

最後に高齢女性では，男性とは反対に，離婚が正に大きな有意の値を示した．死別も Model 

2 ではその効果が確認されたが，社会経済的地位を統制すると，有意な値を示さなくなった．

社会的サポートについては，男性とは異なり，子ども同居ダミーに有意な効果が見られた．

子どもと同居した（別居した）高齢女性は，抑うつが低く（高く）なる傾向にあることがわ

かる．また社会経済的地位についても，男性とは異なり，1 年間の収入が，120 万円未満と

300-500 万円未満，500-1000 万円未満の間で上昇（減少）すると，抑うつが低く（高く）な

る傾向にあることがわかった．さらに，その他の統制変数については，男性とは反対に，年

齢の効果は見られず，通院回数と ADL に有意な効果が見られた．通院回数が増え，日常的

な生活動作が困難になると，高齢女性の抑うつは高くなる傾向にあることがわかる． 
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表５ 婚姻状態の変化と高齢者の抑うつの関連（固定効果モデル） 
  Model1  Model2  Model3  Model4 

婚姻状態（ref: 既婚）     
 離婚  4.182  ** 

 (1.507) 
 4.305  ** 
 (1.506) 

 4.108  ** 
 (1.510) 

 3.408  * 
 (1.510) 

 死別  1.585  ** 
 (0.477) 

 1.632  ** 
 (0.477) 

 1.416  ** 
 (0.490)   

 0.932  † 
 (0.504) 

社会的サポート     
 子ども同居ダミー  –0.674  † 

 (0.380) 
–0.668  † 
 (0.381) 

–0.612 
 (0.380) 

 傾聴ダミー  –0.270 
 (0.418) 

–0.256 
 (0.418) 

–0.289 
 (0.416) 

 思いやりダミー  –0.789  † 
 (0.417) 

–0.799  † 
 (0.417) 

–0.812  † 
 (0.415) 

社会経済的地位     
 収入（ref: 0-120 万）     
  120–300 万   –0.445 

 (0.345) 
–0.451 
 (0.344) 

  300–500 万   –0.936  * 
 (0.426) 

–0.836  * 
 (0.425) 

  500-1000 万   –0.779 
 (0.531) 

–0.600 
 (0.532) 

  1000 万以上   –0.740 
 (0.784) 

–0.406 
 (0.788) 

 持ち家居住ダミー   –0.561 
 (0.924) 

 0.289 
 (0.921) 

その他の統制変数     
 年齢     0.070  * 

 (0.027) 
 通院回数     0.033  ** 

 (0.011) 
 日常生活動作（ADL）     0.236  ** 

 (0.078) 
切片  4.716  *** 

 (0.187) 
 6.055  *** 
 (0.537) 

 6.156  *** 
 (1.038) 

–0.388 
 (2.228) 

N of observation  5,601  5,601  5,601  5,601 
N of groups  2,984  2,984  2,984  2,984 
Within R2  0.006  0.009  0.011  0.021 
rho  0.576  0.576  0.578  0.576 
†：p＜0.10, *：p＜0.05, **：p＜0.01, ***：p＜0.001 
注）カッコ内は標準誤差 
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表６ 婚姻状態の変化と高齢男性の抑うつの関連（固定効果モデル） 
  Model1  Model2  Model3  Model4 

婚姻状態（ref: 既婚）     
 離婚  1.043 

 (3.448) 
 1.324 
 (3.454) 

 0.854 
 (3.492) 

 0.346 
 (3.480) 

 死別  2.709  ** 
 (0.826) 

 2.744  ** 
 (0.827) 

 2.729  ** 
 (0.833)   

 2.130  * 
 (0.847) 

社会的サポート     
 子ども同居ダミー   0.390 

 (0.530) 
 0.465 
 (0.537) 

 0.557 
 (0.535) 

 傾聴ダミー   0.180 
 (0.543) 

 0.176 
 (0.543) 

 0.154 
 (0.542) 

 思いやりダミー  –0.739 
 (0.522) 

–0.753 
 (0.524) 

–0.781 
 (0.522) 

社会経済的地位     
 収入（ref: 0-120 万）     
  120–300 万   –0.413 

 (0.586) 
–0.269 
 (0.585) 

  300–500 万   –0.499 
 (0.658) 

–0.216 
 (0.660) 

  500-1000 万   –0.030 
 (0.758) 

 0.409 
 (0.763) 

  1000 万以上    0.039 
 (1.024) 

 0.679 
 (1.034) 

 持ち家居住ダミー    1.380 
 (1.483) 

 0.742 
 (1.488) 

その他の統制変数     
 年齢     0.126  ** 

 (0.585) 
 通院回数     0.014 

 (0.017) 
 日常生活動作（ADL）     0.158 

 (0.116) 
切片  4.472  *** 

 (0.139) 
 4.795  *** 
 (0.664) 

 3.856  * 
 (1.623) 

–6.174  † 
 (3.150) 

N of observation  2,568  2,568  2,568  2,568 
N of groups  1,332  1,332  1,332  1,332 
Within R2  0.009  0.011  0.013  0.025 
rho  0.560  0.564  0.565  0.566 
†：p＜0.10, *：p＜0.05, **：p＜0.01, ***：p＜0.001 
注）カッコ内は標準誤差 
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表７ 婚姻状態の変化と高齢女性の抑うつの関連（固定効果モデル） 
  Model1  Model2  Model3  Model4 

婚姻状態（ref: 既婚）     
 離婚  4.575  ** 

 (1.732) 
 4.745  ** 
 (1.728) 

 4.263  * 
 (1.739) 

 3.534  * 
 (1.742) 

 死別  1.092  † 
 (0.594) 

 1.180  * 
 (0.593) 

 0.638 
 (0.623)   

 0.261 
 (0.648) 

社会的サポート     
 子ども同居ダミー  –1.574  ** 

 (0.541) 
–1.560  ** 
 (0.545) 

–1.519  ** 
 (0.542) 

 傾聴ダミー  –0.781 
 (0.641) 

–0.736 
 (0.640) 

–0.736 
 (0.638) 

 思いやりダミー  –0.843 
 (0.667) 

–0.800 
 (0.667) 

–0.835 
 (0.664) 

社会経済的地位     
 収入（ref: 0-120 万）     
  120–300 万   –0.524 

 (0.433) 
–0.598 
 (0.431) 

  300–500 万   –1.525  * 
 (0.589) 

–1.500  * 
 (0.587) 

  500-1000 万   –1.871  * 
 (0.809) 

–1.810  * 
 (0.806) 

  1000 万以上   –1.935 
 (1.285) 

–1.745 
 (1.288) 

 持ち家居住ダミー    0.635 
 (1.208) 

 0.530 
 (1.204) 

その他の統制変数     
 年齢     0.026 

 (0.039) 
 通院回数     0.045  ** 

 (0.015) 
 日常生活動作（ADL）     0.272  * 

 (0.106) 
切片  5.094  *** 

 (0.352) 
 7.487  *** 
 (0.850) 

 7.830  *** 
 (1.407) 

 4.187 
 (3.178) 

N of observation  3,033  3,033  3,033  3,033 
N of groups  1,652  1,652  1,652  1,652 
Within R2  0.006  0.015  0.022  0.034 
rho  0.584  0.587  0.591  0.587 
†：p＜0.10, *：p＜0.05, **：p＜0.01, ***：p＜0.001 
注）カッコ内は標準誤差 
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5．結論 

以上，婚姻状態の変化が高齢男女の抑うつに与える効果を検討してきた．本稿の分析で得

られた知見は，次のようにまとめられる． 

⑴まず，性別・婚姻状態と高齢者の抑うつの関連をめぐるプールドモデル（表 4）から確

認する．性別によって抑うつの傾向が異なることが確認された．先行研究の指摘どおり

（Inaba et al. 2005; Piccinelli and Wilkinson 2000），抑うつの傾向は，男性よりも女性のほうが

高い．婚姻状態については死別だけに有意な効果が見られた．次に，クロスセクショナルな

分析に基づく先行研究で指摘されていた社会的サポートについては（Liu et al. 2014; 

Okabayashi et al. 2004），男女ごとに傾向の違いはあるものの，高齢者においても抑うつとの

関連が確認された．一方で，高齢男性の場合，先行研究の指摘とは異なり（Hopcroft and 

Bradley 2007; Inaba et al. 2005），社会経済的地位が高い人（1 年間の本人・配偶者収入が高く，

持ち家に居住している人）ほど，抑うつが高いという結果が得られた．女性については，

おおむね先行研究の知見と同じ推定結果が得られた． 

⑵次に，婚姻状態の変化と高齢者全体の抑うつの関連をめぐる固定効果モデル（表 5）を

確認する．今回のデータのように，調査時点数よりも個体数がはるかに多いパネルデータで

は，プールドモデルの推定結果に，個人内の変動よりも個人間の差異のほうが大きく反映さ

れがちである（三輪 2013）．それゆえ，先ほどのプールドモデルの推定結果を，固定効果モ

デルの推定結果と比較することで，個人内の変動と個人間の差異の傾向を大まかに把握す

ることができる．まず，婚姻状態については，離婚と死別の双方に，有意な効果が認められ

た．つまり，離婚や死別を経験した高齢者ほど，抑うつが高くなる傾向にある．プールドモ

デルでの推定結果との比較から，離婚の効果の多くは，個人内の変動に基づいたものである

ことがわかる．この傾向は，社会的サポートなどの統制変数を導入したあとでも，（係数の

減少は見られるものの）おおよそ一貫していた． 

⑶さらに，婚姻状態の変化と高齢男女の抑うつの関連をめぐる固定効果モデル（表 6/7）

を確認する．高齢者全体で見られた離婚と死別の効果は，男女ごとで異なることが明らかに

なった．高齢男性の場合，死別を経験した人ほど抑うつが高くなる傾向にあるのに対し，高

齢女性の場合，離婚を経験した人ほど抑うつが高くなる傾向にあることがわかった．若年期

から高齢期までを含めた縦断的な検討をおこなった Simon（2002）では，死別の効果の男女

差は認められず，離婚だけに有意な男女差が認められると報告されていたが，高齢者に対象

を限定した本稿の検討では，高齢男女のあいだで離婚と死別の効果に大きな違いが見られ

ることが確認された．こうした本稿の推定結果は，女性よりも男性のほうが，大きな精神的

苦痛をともなう出来事として死別を受け止める，とする先行研究の指摘と一致するもので

ある（Umberson et al. 1992）．また，同じ Umberson et al.（1992）は，離婚からもたらされる

女性の精神的な不安定さの多くは，経済的ストレスから生じると指摘しているが，本稿の推

定結果では，収入その他の社会経済的地位を統制しても，離婚が高齢女性の抑うつに大きな

影響を与えていることが確認された． 
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以上までの結果から，配偶者との離死別を経験した高齢の男女は，既婚の高齢男女に比べ

て抑うつが強い傾向にあるが，個人内変化に関していえば，高齢男性では死別を経験すると

抑うつが強くなる傾向にあるのに対し，高齢女性は離婚を経験すると抑うつが強くなる傾

向にあることが明らかになった． 

最後に，本稿の限界について述べる．データの特性上，離婚を経験した高齢者が少なく，

とくに男性でその傾向が顕著であったことから，離婚の経験が高齢男性の抑うつに与える

効果を必ずしも十分に捉え切れていない可能性がある．くわえて，子どものいない高齢者も

同様にわずかであったことから，婚姻解消と高齢者の抑うつの関連が，子どもの有無にどの

程度まで左右されるのかは検討することができなかった．抑うつとの関連において，配偶者

以外の最も重要な社会的サポートの出所は，子どもであるとの指摘もあり（Okabayashi et al. 

2004），今後は，婚姻状態と高齢者の抑うつの関連に対する，子どもの有無の影響を検討し

ていく必要がある．また本稿ではおもに，婚姻状態の変化が高齢男女の抑うつに与える効果

を検討するため，固定効果モデルによる推定をおこなった関係で，教育年数などの時不変変

数の効果を見ることができなかった．時不変変数も分析に含めた，婚姻状態と高齢者の抑

うつの関連の検討については，今後の課題としたい． 

 

［注］ 

 1) 厚生労働省の統計によれば，抑うつを含む気分障害の患者数は，1996 年の 43 万人から

2017年の 127万人へと，およそ 20年で 3倍近くまで増加している（厚生労働省 2018）． 
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東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

 
要約 

 本研究の目的は,社会的孤立が認知機能に与える影響を明らかにすることで

ある.本研究では,日本人 60 歳以上の全国代表標本である,全国高齢者調査

(JAHEAD)における最大 13 年間追跡のパネルデータを用いて分析を行った.主
観的及び客観的な要因を包括的に考慮した上で社会的孤立を捕捉するために,
孤立感と社会的交流,社会的サポートと社会参加に関する変数により社会的孤

立スコアを推計した.社会的孤立スコアと認知機能の関連は,年齢,社会経済的変

数,健康状態や時間固定効果をコントロールした上で,固定効果モデルにより分

析を行った.さらに,認知機能のダイナミクス及び内生性に対処するため,System 
Generalised Method of Moment でも分析を行った.分析の結果,社会的孤立と認知

機能の関連は認められたが,両者の関連は因果関係ではない可能性があること

が示唆された.今後も,社会関係と,認知機能をはじめとする健康の間の詳細な機

序及び因果関係を探究していくことが必要である. 
 
１.背景 

1.1 孤立に関連する日本の現状 

 日本では,生涯未婚率や離婚率の上昇などを要因とする単独世帯数の増加に伴い,「社会的

孤立」への関心が高まっている.国立社会保障・人口問題研究所 (2018)によると,一般世帯数

が減少に転じた後も暫く単独世帯数は増加すると見込まれており,2040 年には一般世帯のう

ち,39.3%を単独世帯が占めると予想されている.特に,日常生活のサポートといった他者から

の援助がより必要となる確率の高い高齢者においても,単独世帯数は増加し,2040 年には単

独世帯割合は 40.0%となると見込まれている. 

 また,日本は国際的にみると,他者との交流頻度が不活発な者の割合が高い.OECD (2005)に

よると,友人,同僚,グループ活動などにおける他者との関わりが,ほとんどない/全くない者の

割合は,OECD 平均（データのある 20 カ国）では 7.8%（ほとんどない：6.7%,全くない：1.2%）

であるのに対し,日本では,17%（ほとんどない：15.3%,全くない：1.7%）であったことが報

告されている. 

 ゆえに,日本においては孤立の状況が諸外国と比較すると深刻であると考えられ,孤立の

決定要因や孤立が人々の厚生に与える影響についてのエビデンスを蓄積することで,コミュ

ニティにおける取り組みや政策介入などにより,孤立状況を改善することが必要である. 

 

1.2 社会関係：社会的孤立と孤独 

 社会関係と健康の関係は多くの研究がされているものの,それらの関係性が十分に理解
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されていないことの一因として,社会関係が複雑な概念であり,測定が容易ではないことが

挙げられる(Evans, Martyr, Collins, Brayne, & Clare, 2019).健康との関連においては,社会関係

を表す変数として,社会的孤立や孤独がしばしば用いられている. 

 社会的孤立は,社会関係の客観的な状況を示しており,他者との関係が欠落していること

を表しているのに対し,孤独は孤独であると感じること,すなわち,主観的かつネガティブ

な経験であり,他者との関係性の量や質に対する認知的な評価の結果を表しているとされ

ている(de Jong-Gierveld, van Tilburg, & Dykstra, 2006; Steptoe, Shankar, Demakakos, & Wardle, 

2013).したがって,客観的には社会的に孤立しているが孤独を感じていないというケースも

あれば,社会関係を有しているが孤独を感じているというケースもある. 

 本稿では,政策的に介入可能であり,他者との関係性の欠如といった,孤独感を感じること

の元凶の一つであると考えられる社会的孤立に注目して研究を行う.社会的孤立に関しては,

独居や未婚,社会的サポートが受けられないこと,社会的交流頻度や社会参加の状況など多

様な次元のものが用いられていることが多く,異なる操作的定義により,研究結果が一貫し

ない可能性が指摘されている(Evans et al., 2019).日本における研究では,子どもや友人・近所

の人などとの接触頻度及び同居者の有無(小林・深谷, 2015)や,社会的交流,社会的サポート及

び社会参加の状況(阿部, 2014)により捕捉されている.さらに,社会的孤立には,帰属意識とい

った主観的な要素も組み込まれるべきであるとする提唱もあり(Nicholson, 2009),複合的な側

面を含んだ包括的な尺度であることが望ましいと考えられる. 

 

1.3 社会関係と認知機能 

 認知機能は,高齢期の well-being の重要な決定要因の一つであり(Wilson et al., 2013),高齢

化の進展に伴い,認知症の持つ社会的インパクトの大きさへの関心が集まるにつれて,認知

症を含む認知機能の低下の予防戦略を推進することが求められている. 

 これまで,社会的サポート,社会的ネットワーク,社会的交流や社会参加などの社会的孤立

に関わる側面,もしくはそれらの統合尺度に関して,認知機能や認知症との関連について多

く研究されてきた(DiNapoli, Wu, & Scogin, 2014; Gow & Mortensen, 2016; Griffin, Mezuk, 

Williams, Perrin, & Rybarczyk, 2020; Holwerda et al., 2014; Hughes, Andel, Small, Borenstein, & 

Mortimer, 2008; Lara et al., 2019; Poey, Burr, & Roberts, 2017; Saito, Murata, Saito, Takeda, & Kondo, 

2018; Shankar, Hamer, McMunn, & Steptoe, 2013; Zunzunegui, Alvarado, Del Ser, & Otero, 2003). 

 社会的孤立は認知機能と関連が見られなかったことを報告している研究もあるが

(Holwerda et al., 2014),上記のほとんどの研究において,社会的孤立に関する状況において望

ましくない状況にあることは,認知機能が低いもしくは認知症を発症することと関連がある

ことが報告されている.さらに,システマティック・レビューやメタ・アナリシスによる報告

でも,社会的孤立またはそれを構成するいくつかの要素と認知機能には関連があることが報

告されている(Evans et al., 2019; Kelly et al., 2017; Kuiper et al., 2016). 
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 社会的孤立と認知機能の関連は以下３つの仮説に基づき解釈することが可能である. 

 第一に,‘stress-buffering’モデルにより,社会関係が十分にあることが,心理的ストレスを緩

和することで,認知機能の低下もしくは認知症の発症が抑制されると考えられる(Cohen & 

Wills, 1985).心理的なストレスは,海馬への損傷や記憶障害を引き起こすとされており,アル

ツハイマー病の発症と関連することが報告されている(Wilson et al., 2003). 

 第二に,cognitive reserve 仮説(Stern, 2002)および‘Use it or lose it’仮説(Salthouse, 1991)で提唱

されるように,他者との関わりを通じて得られる知的刺激が,神経ネットワークの耐性を高

めたり,修復に役立つことで,認知機能の低下や認知症の発症を抑制すると考えられる. 

 第三に,社会関係を通じて健康行動の変化がもたらされ,それにより,健康状態が影響を受

けるという経路が考えられる(Berkman & Krishna, 2014).循環器疾患型のみならず,アルツハ

イマー型認知症の発症には,糖尿病や循環器疾患リスクが関連していることが報告されてお

り(Knopman et al., 2001),これらのリスクを高める健康行動は,間接的に認知機能の低下や認

知症の発症確率に影響すると考えられる. 

 以上のように,社会関係は単一の経路ではなく,ストレス,知的刺激や健康行動といった複

数のメカニズムを通じて,認知機能に影響を与えていると解釈される. 

 

1.4 研究上の課題と本研究の貢献 

 先述のように,社会的孤立と認知機能または認知症の関連はこれまでに多く行われている

が,大きく分けて２つの課題を抱えている. 

 一つ目が,社会的孤立の操作的定義に関して,社会的孤立が必ずしも包括的な尺度に基づ

いて定義されていないことである.Nicholson (2009)にもあるように,社会的孤立は,自身の社

会関係の客観的な状況のみならず,中長期的な孤立状況への自己評価を含む幅広い概念であ

る.したがって,社会的サポートや社会的交流のみといった特定の項目だけで社会的孤立を

定義しようとすると,社会的孤立の持つ包括性を適切に測定することができない. 

 二つ目が,社会的孤立と認知機能の関係性について,管見の限り,因果推論を行っている研

究は存在していない.社会的孤立と認知機能の関係には,同時決定バイアスや観察されない

異質性などが存在することにより,内生性バイアスが存在している可能性が高い.Ellwardt, 

Aartsen, Deeg, and Steverink (2013)では,latent growth mediation model により,パスを描くことで

因果経路を特定しようとしているものの,パス解析や構造方程式モデリングによる分析結果

は,通常の線形回帰分析と同様の解釈を与え,特別なケースを除いて「因果推論」を行ってい

るとは見做すことはできない(Holland, 1988). 

 そこで,本稿では,社会的孤立が認知機能に与える因果効果の推計を行うことを目的とす

る.本稿の主な貢献は以下の２点である.第一に,社会的孤立の操作的定義として,主観的健康

度に関して提案された(Bound, Schoenbaum, Stinebrickner, & Waidmann, 1999; Coe & Zamarro, 

2011) ,主観的評価と客観的状況を組み合わせて用いる枠組みを適用することにより,社会的
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孤立をより包括的に測定することである.第二に,パネルデータを活用するとともに,操作変

数を用いた準実験アプローチにより,社会的孤立が認知機能に与える因果効果の推計を行う

ことである. 

 

２. 方法 

2.1 データ 

 本研究では,全国高齢者調査(JAHEAD)を用いて実証分析を行う.JAHEAD は,日本人中高年

者の全国代表サンプルであり,層化二段無作為抽出法により住民基本台帳から抽出された 60

歳以上の男女を対象に面接調査を実施している.1987 年に第１回調査(wave1)が行われ,その

後 3−5 年間隔で対象者に追跡調査を行っている.Wave1 では 2,200 名が調査対象となり,その

後,wave2(1990 年)で 580 名,wave4(1996)で 1,210 名,wave5(1999)では 2,000 名の対象者を新規

に抽出し,追跡調査を行っている.調査の詳細については,プロジェクトのホームページに記

載されている(JAHEAD/NSJE プロジェクトグループ). 

 本研究では,JAHEAD の追跡調査のうち,社会的孤立に関する共通の項目が利用可能であ

る wave3(1993)から wave7(2006)の本人回答調査の結果を用いて分析する.附表 Table A-1 に,

新規に追加された wave 別に,各調査回の本人回答数を示している. 

 

2.2 認知機能 

 本研究で用いる認知機能の測定は,Short Portable Mental Status Questionnaire (SPMSQ)に基

づいている(Liang, Borawski-Clark, Liu, & Sugisawa, 1996; Pfeiffer, 1975).本調査で用いた

SPMSQ は 9 つの質問項目を含んでいる.すなわち,①住所,②調査の日付,③調査の曜日,④母

親の旧姓,⑤現在の総理大臣の名前,⑥前の総理大臣の名前,⑦計算,⑧生年月日,⑨年齢で

ある.本研究では,これらの 9 つの質問における正答数を認知機能の操作的定義として用いた. 

 しかしながら,9 つの質問項目の中には,認知機能を適切に捕捉していないものがある可能

性がある.そこで,本研究では,ベースライン時点の調査結果に基づき,項目反応理論を用いて

各項目の妥当性について検証した.質問項目「母親の旧姓」は,認知機能が十分に高い場合で

も誤答確率が 50%となっており,認知機能を適切に捕捉していない可能性が示唆された（図

A-1）.理由の一つとして,JAHEAD では,母親の旧姓を戸籍といった公的情報から得ていない

ため,9 つの項目のうち,唯一,調査員には真の解答がわからないものであることが挙げられる.

そこで,本研究では,「母親の旧姓」は用いず,残り 8 問の正答数を,認知機能を捕捉する尺度

として用いた. 

 

2.3 社会的孤立 

 社会的孤立に関する変数として,JAHEAD では主観的な孤立と客観的な孤立に関わる項

目を調査対象者に質問しているが,Nicholson (2009)にもあるように,社会的孤立の捕捉は,主
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観的・客観的尺度のいずれも含む包括的なものである方が望ましいと考えられる. 

 Hawthorne (2008) は,主観的孤立と孤独の区別に関して,文献レビューを通じて整理してい

る.孤独とは,現在の自身の状況に対する一時的もしくは即時的な感情であるのに対し,主観

的な社会的孤立の評価は,即時的な感情とは独立した,有意義な社会的関係が欠如している

ことや,それらを維持することができないことであると考えており,後者の方がより健康に

影響を与えると提唱している. 

 さらに,客観的な項目は,回答者の実際の状況に即して孤立の状況を捕捉している可能性

はあるものの,項目が限定されることで,孤立の一部分のみを捕捉するに留まってしまうか

もしれない.一方で,主観的な項目は,本人の全般的な孤立を評価している可能性があるも

のの,尺度が主観的であることに伴う様々なバイアスが発生しうると考えられる. 

 上記の問題は,健康状態の捕捉に際しても同様のことが言える.すなわち,主観的健康感

と身体・精神的健康にまつわる特定の客観的項目を用いる場合とでは一長一短がある.いく

つかの先行研究では,主観的項目と客観的項目の双方を用いた健康尺度の推計により,これ

らの問題に対処しようとしている(Bound et al., 1999; Coe & Zamarro, 2011).そこで本研究でも,

同様の枠組みを参考に,主観的孤立と客観的孤立の双方を考慮した社会的孤立スコアを推計

することで,それぞれの尺度の抱える問題点の克服を試みる. 

 社会的孤立スコアは以下の式により推計する： 

 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑃𝑃𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 =  𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝐿𝐿𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑡𝑡 

 

 ここで,i は個人,t は wave（3<=t<=7）を表しており,𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑃𝑃𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡は,「あな

たはまわりの人から孤立していると感じることがどのくらいありますか」という質問に対

する回答を表しており,1. ほとんどない,2. 時々ある,3. 多い,のいずれかの値をとる（わから

ないと回答した n=419 を除外).𝛼𝛼,𝛽𝛽はパラメーターを,𝑃𝑃𝑖𝑖𝑡𝑡は確率的撹乱を表す. 

 𝐿𝐿𝑖𝑖,𝑡𝑡は,日本における先行研究(阿部, 2014; 小林・深谷, 2015)の枠組みを参考にした,客観的

な社会的孤立に関係する変数（交流,社会参加,サポート）を表している.より具体的に

は,JAHEAD で利用可能な,独居,別居子と週１回以上の接触頻度があること,友人や近所の人

と週１回以上の接触頻度/電話でのやりとりがあること,グループ活動に週１回以上参加し

ていること,心を打ち明ける友人がいないこと,傾聴者がいないこと,思いやりを示してくれ

る人がいないこと,日常の細事/病気の際/経済的援助に関してあてにできる人がいないこと

を用いている.wave3-wave7 の述べ本人回答者数 n=12,711 のうち,n=678 を客観的な社会的孤

立に関する変数欠損により除外した（男性 n=4,955,女性 n=6,759）.表１は,wave3-wave7 の観

測を pool し,各変数の状況に該当する者の割合を示している. 

 これらの変数を用いて,男女別に変量効果順序ロジスティック回帰モデルにより,客観的

社会的孤立の状況に基づいた孤立感の期待値を推計した（表 2）.社会的孤立スコアの推計に
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関しては,主観的孤立状況「わからない」と回答した 419 名のうち,客観的な社会的孤立に関

係する変数に欠損のない n=319 については,社会的孤立スコアの推計値を代入した. 図 1 は,

年齢と社会的孤立スコアの関係を示している.男女ともに,年齢が高くなるにつれて,社会的

孤立スコアも高い傾向が見て取れる. 

 

表 1 記述統計  
男性: n=4,955 女性: n=6,759 

孤立感：ほとんどない 84.8% 83.9% 

孤立感：時々ある 10.6% 11.6% 

孤立感：多い 4.6% 4.5% 

独居 5.7% 20.1% 

別居子と週１回以上接触 41.9% 41.7% 

友人・近所の人と週１回以上接触 33.2% 47.9% 

心を打ち明ける友人がいない 36.5% 27.0% 

友人や近所の人と週１回以上電話 41.8% 52.7% 

グループ活動に週１回以上参加 14.1% 16.4% 

傾聴者いない 7.0% 5.5% 

思いやりを示してくれる人いない 7.2% 6.1% 

病気：あてにできる人いない 5.1% 12.1% 

経済的援助：あてにできる人いない 34.4% 25.3% 

日常の細事：あてにできる人いない 6.4% 7.8% 
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表 2 孤独感スコア関数の推計結果：変量効果順序ロジスティック回帰分析 

 男性 女性 

独居 0.57** 0.26* 

 (0.20) (0.11) 

別居子と週１回以上接触 -0.09 -0.19* 

 (0.11) (0.09) 

友人・近所の人と週１回以上接触 -0.33** -0.23** 

 (0.12) (0.09) 

心を打ち明ける友人がいない 0.48** 0.42** 

 (0.11) (0.09) 

友人や近所の人と週１回以上電話 -0.09 -0.22* 

 (0.11) (0.09) 

グループ活動に週１回以上参加 -0.33* -0.38** 

 (0.17) (0.13) 

傾聴者いない 0.74** 0.46** 

 (0.17) (0.16) 

思いやりを示してくれる人いない 0.33# 0.81** 

 (0.19) (0.14) 

病気：あてにできる人いない 0.58** 0.39** 

 (0.20) (0.12) 

経済的援助：あてにできる人いない 0.53** 0.34** 

 (0.11) (0.10) 

日常の細事：あてにできる人いない 0.09 0.40** 

 (0.19) (0.14) 

cut1 2.61** 2.17** 

 (0.13) (0.10) 

cut2 4.24** 3.88** 

 (0.17) (0.13) 

Observations 4,955 6,759 

Number of id 1,863 2,440 

a. 数値は係数,括弧内は頑健標準誤差を表す.   

b. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.1  
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a. サンプルサイズの問題から,90 歳以上は 1 つのグループに統合している. 

b. 社会的孤立スコアは各年齢の平均値. 

図 1 年齢と社会的孤立スコア 

 

2.4 統計分析と識別戦略 

(1)パネルデータ固定効果モデル 

 まず,孤立と認知機能の関連を調べるために,パネルデータ固定効果モデルにより,下記の

式を推計する： 

 

𝐶𝐶𝑆𝑆𝐶𝐶𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡 =  𝛿𝛿 + 𝛾𝛾𝑆𝑆𝑆𝑆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝜂𝜂𝑋𝑋𝑖𝑖,𝑡𝑡 + μ𝑖𝑖  + 𝜈𝜈𝑖𝑖,𝑡𝑡 

 

 ここで,Cognitive Functioning i, t:は,個人 i の t 時点における認知機能テストの正答数を表し

ている.認知機能に関しては,0 を含む変数であり,かつ歪んだ分布への対処をするため

に ,ln[認知機能+(1-正答数 0 の回答者数 /回答者総数 )]により対数変換をする (Blau, 

1989).Social Isolationi, tは,推計によって得られた社会的孤立スコアであり,こちらの変数も歪

んだ分布に対応するために対数変換を行なっている. 

 Xi, tは,コントロール変数であり,年齢,年齢の二乗,就労状況,持ち家,喫煙,運動習慣,糖尿病,

高血圧,脳卒中,追跡年数,時間固定効果を含んでいる.さらに,固定効果モデルで推計をするこ
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とにより,遺伝子や学歴などの時間不変な異質性もコントロールが可能となる. 

 加齢は認知機能低下の最大の危険因子であり,年齢層が高くなるにつれて,認知症の有病

率が高くなることが報告されている(Asada, 2017).また,高齢期に就労することは,認知機能低

下を遅らせる因果効果があることが報告されている(Okamoto, Okamura, & Komamura, 2018).

持ち家は,社会経済的状況を表す変数として,コントロール変数に加えている.喫煙,運動習慣

や慢性疾患は,認知症や認知機能の低下に影響を与える健康行動/疾患としてモデルに含め

ている(Anstey, von Sanden, Salim, & O'Kearney, 2007; Knopman et al., 2001; Larson et al., 2006).

認知機能や孤立状況に影響を与えるような社会情勢や制度・政策の変化をコントロールす

るために,時間固定効果もコントロールする.これらの変数に欠損があるサンプル n=563 を除

外し,男性 n=4,870,女性 n=6,600 について,分析を行う.表 3 は,認知機能及び説明変数について

の記述統計を示している 

 分析は,男女別に,①全体,②年齢別（75 歳未満 or 以上）,③学歴別（教育年数を三分位分

割）の３つのサブグループに基づいて行う.これらにより,年齢や学歴といった認知機能と関

連のある要因別に結果を比較した際に,関連に違いがあるかを検討する.さらに,孤立と認知

機能の関係にはタイムラグがある可能性があるため,一期前の孤独感スコアを用いたモデル

も推計する. 

 

(2) System Generalised Method of Moment (GMM) 

 さらに,今期の認知機能が,過去の認知機能からも影響を受けていることを考慮し,以下の

ダイナミック・パネルモデルによる分析も行う. 

 

𝐶𝐶𝑆𝑆𝐶𝐶𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝜆𝜆𝐶𝐶𝑆𝑆𝐶𝐶𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 + 𝜃𝜃𝐼𝐼𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝜋𝜋𝑋𝑋𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝜓𝜓𝑖𝑖 + 𝜔𝜔𝑖𝑖,𝑡𝑡 

 

 しかしながら,自己回帰・固定効果パネルデータモデルには,固定効果をコントロールした

後でもダイナミック・パネルバイアスが存在していることが指摘されている(Nickell, 1981).

さらに,認知機能と孤立の間には,観察されない交絡因子や同時決定性などによる内生性バ

イアスが存在することで,一致性が満たされていない可能性がある.そこで,本研究では,操作

変数アプローチにより,孤立が認知機能に与える因果効果の推計を試みる. 

 操作変数アプローチにおいては,内生変数とは関連を持つが（relevance）,誤差項とは相関

を持たない(exclusion restriction)変数を探し出す必要があるが,データの利用可能性の制限に

より,適切な操作変数を見つけることが困難なことが多い.そこで,本稿では,Arellano and 

Bond (1991); Arellano and Bover (1995); Blundell and Bond (1998)により提案された System 

Generalised Method of Moment (GMM)により,内生変数の第一階差のレベルのラグを操作変数

として用いることで因果関係の識別を行う. 

 操作変数の妥当性の検証には,Hansen テストに基づく過剰識別検定と,Arellano–Bond テス
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ト (AR テスト)に基づく系列相関の検定により行う.AR テストについては,共有する項が存

在することで１階の系列相関は必然的に存在しているため,２階の系列相関をテストするこ

とにより,系列相関を検定する. 

 分析は,男女別に,①全体,②後期高齢者のみ（認知機能の低下がより観察されると考えら

れるため）の２つのサブグループにおいて行う.さらに,それぞれのサブグループについて,(a)

前期の認知機能を含めない場合,(b)前期の認知機能を含める場合,(c) 前期の認知機能を含み,

追加の操作変数を用いる場合の３パターンの分析を行う. 

 パターン(c)において,追加の操作変数(external instruments)を用いる理由は,ラグ付き階差

(internal instruments)のみを用いる場合に問題となりうる,弱相関の問題を緩和するためであ

る(Bun, 2014).External instruments として用いるのは,地域別の社会的孤立スコアの平均値で

ある.都市と農村部などといった都市規模により,ソーシャル・キャピタルは異なっていると

考えられ(Sørensen, 2014),ソーシャル・キャピタルの差異が,孤立の状況に関連していると考

えられる.しかしながら,JAHEAD の公開データでは,回答者の居住地域についての詳細な情

報を得ることが難しく,人口規模とどの地方に居住しているかというバリエーションの少な

い情報のみが利用可能である.したがって,以下の式により,社会的孤立スコアの地域別平均

average isolation を算出した. 

 

𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝐶𝐶𝑃𝑃 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 =  
∑ 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑠𝑠𝑎𝑎𝑒𝑒 −  𝐼𝐼𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑃𝑃𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗,𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑠𝑠𝑎𝑎𝑒𝑒

𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑠𝑠𝑎𝑎𝑒𝑒 − 1
 

 ここで,area は,日本全国を 11 の地域（北海道,東北,関東,北陸,東山,東海,近畿,中国,四国,北

九州,南九州）に区分した上で,規模について,①政令指定都市または人口 20 万人以上,②人口

20 万人未満の市,③町村,の３つに分類した,計 33 の地域区分を表す.したがって,回答者 j に

ついての external instruments は,同じ調査年に,同じ属性の地域に居住する自分以外の,同性の

回答者の社会的孤立スコアの平均値を表している.全ての分析は,Stata バージョン 16.0 を用

いて行った. 
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表 3 記述統計 

男性 n=4,870 Mean/% SD Min Max 

記憶力テスト 0.90 1.20 0 8 

孤独感スコア 1.20 0.12 1.07 1.96 

年齢 73.48 6.71 60 96 

就労 0.38 0.48 0 1 

持ち家 0.91 0.28 0 1 

現在喫煙 0.37 0.48 0 1 

運動習慣あり 0.53 0.50 0 1 

高血圧あり 0.30 0.46 0 1 

脳卒中あり 0.06 0.24 0 1 

糖尿病 0.11 0.32 0 1 

女性 n=6,600 Mean/% SD Min Max 

記憶力テスト 1.24 1.37 0 8 

孤独感スコア 1.21 0.13 1.08 2.02 

年齢 74.87 7.06 60 99 

就労 0.18 0.39 0 1 

持ち家 0.88 0.33 0 1 

現在喫煙 0.21 0.41 0 1 

運動習慣あり 0.51 0.50 0 1 

高血圧あり 0.36 0.48 0 1 

脳卒中あり 0.04 0.19 0 1 

糖尿病 0.08 0.26 0 1 

 

３. 結果 

3.1 固定効果モデルによる分析結果 

 本節では,まず,固定効果モデルによる分析結果を確認する.表 4は,男女別にみた,社会的

孤立と認知機能の関連についての分析結果を示している.女性でのみ,社会的孤立スコアが

1%上昇すると,認知機能は 14%低下することが確認された.社会的孤立スコアのラグに関し

ては有意な結果は確認されなかった. 

 表 5 は,前期・後期高齢者にサンプルを分割して分析を行った結果を示している.男女とも

に,後期高齢者において,社会的孤立と認知機能の関連が認められた.社会的孤立スコアが 1%

上昇すると,認知機能は,男性では 24%低下し,女性では 20%低下することが確認された.年齢

別の分析においても,認知機能への孤立のラグ効果は確認されなかった. 



158 
 

 表 6 と表 7 は,教育年数を三分位に分けた場合の分析結果を示している.まず,表 6 は男性

についての結果であるが,学歴別に分析を行った場合には今期の社会的孤立に関しては有意

な結果は確認されなかった.しかし,学歴が低いグループにおいて,前期の社会的孤立スコア

が１%上昇すると,今期の認知機能は 22%低下することが確認された.次に,表 7は女性につい

ての結果であり,学歴が低いグループと中位のグループにおいて関連が認められた（低: β= 

-0.28, SE=0.10; 中: -0.18, SE: 0.07）.学歴中位のグループにおいては,ラグ効果も確認された

（β= -0.22, SE=0.11）. 
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表 4 社会的孤立スコアと認知機能：固定効果 OLS 

 男性 女性 

社会的孤立スコア -0.08#  -0.13* -0.14**  -0.17* 

 (0.05)  (0.06) (0.05)  (0.07) 

前期社会的孤立スコア  -0.00 -0.03  -0.05 -0.09 

  (0.06) (0.06)  (0.06) (0.07) 

年齢 -0.01 0.03# 0.02 0.09** 0.09** 0.09** 

 (0.01) (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.02) 

年齢二乗 -0.03** -0.02* -0.02# -0.06** -0.06** -0.06** 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) 

就労 0.01 0.01 0.01 0.01# 0.01 0.02 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) 

持ち家 -0.01 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 

 (0.03) (0.02) (0.03) (0.03) (0.05) (0.05) 

現在喫煙 0.00 -0.02 -0.02 0.00 0.00 0.00 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.02) (0.02) 

運動習慣あり 0.01# 0.01# 0.01 0.02** 0.03** 0.03** 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) 

糖尿病 0.01 0.02 0.02 0.01 0.01 0.01 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.02) (0.02) (0.02) 

高血圧 0.02* 0.01 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) 

脳卒中 -0.03* -0.02 -0.02 0.02 0.00 0.01 

 (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.03) (0.03) 

Constant 4.15** 1.33* 1.44* -1.07 -1.12# -1.05 

 (0.62) (0.60) (0.62) (0.66) (0.65) (0.65) 

Observations 4,870 2,939 2,939 6,600 4,086 4,086 

Number of id 1,832 1,351 1,351 2,433 1,865 1,865 

a. 追跡年数,time fixed-effects でコントロール済み. 

b. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カ

ッコ内は頑健標準誤差.  

c. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10  
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表 5 年齢別社会的孤立スコアと認知機能：年代別 

 75 歳未満 75 歳以上 

 男性 女性 男性 女性 

社会的孤立ス

コア 
-0.02 -0.06 -0.06 -0.13 -0.24** -0.32** -0.20* -0.19# 

 (0.07) (0.09) (0.06) (0.08) (0.08) (0.12) (0.09) (0.11) 

前期社会的孤

立スコア 
 -0.01  -0.19*  -0.02  -0.09 

  (0.08)  (0.09)  (0.13)  (0.12) 

年齢 -0.04 -0.04 -0.00 -0.07 0.01 0.01 0.12# 0.09# 

 (0.03) (0.07) (0.03) (0.08) (0.05) (0.05) (0.06) (0.05) 

年齢二乗 0.01 0.02 0.02 0.06 -0.00 -0.02 -0.08* -0.06# 

 (0.02) (0.05) (0.02) (0.05) (0.03) (0.03) (0.04) (0.03) 

就労 -0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.02 0.02 

 (0.01) (0.02) (0.01) (0.01) (0.02) (0.02) (0.02) (0.03) 

持ち家 -0.03 0.02 0.04 0.11# 0.00 -0.00 -0.05 -0.09 

 (0.05) (0.04) (0.04) (0.06) (0.05) (0.06) (0.06) (0.09) 

現在喫煙 0.01 -0.01 0.01 0.01 -0.01 -0.03 -0.02 0.00 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.03) (0.02) (0.02) (0.04) (0.05) 

運動習慣あり 0.01 -0.01 0.01# 0.01 0.00 0.01 0.03* 0.04* 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.01) (0.02) (0.01) (0.01) (0.02) 

糖尿病 0.01 0.00 0.02 -0.02 0.02 0.04 -0.02 -0.03 

 (0.02) (0.02) (0.02) (0.04) (0.02) (0.03) (0.03) (0.04) 

高血圧 0.03* 0.00 -0.00 -0.02 0.02 0.03# -0.01 0.01 

 (0.01) (0.02) (0.01) (0.02) (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) 

脳卒中 -0.07** -0.03 0.04# 0.08* 0.00 0.00 -0.01 -0.06 

 (0.02) (0.04) (0.02) (0.03) (0.02) (0.04) (0.04) (0.05) 

Constant 4.71** 3.56 1.62 4.51# 1.31 2.06 -2.51 -0.87 

 (1.22) (2.45) (1.03) (2.61) (2.55) (2.01) (2.77) (2.08) 

Observations 2,801 1,489 3,237 1,760 2,069 1,450 3,363 2,326 

Number of id 1,280 794 1,497 974 1,161 911 1,753 1,339 

a. 追跡年数,time fixed-effects でコントロール済み. 

b. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カ

ッコ内は頑健標準誤差.  

c. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10 
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表 6 学歴別社会的孤立スコアと認知機能：学歴別・男性 

 学歴低 学歴中 学歴高 

社会的孤立スコア -0.11 -0.17 -0.16 -0.35* -0.01 -0.08 

 (0.12) (0.12) (0.10) (0.15) (0.07) (0.08) 

前期社会的孤立スコア  -0.22*  0.09  -0.02 

  (0.11)  (0.16)  (0.10) 

年齢 0.03 0.02 0.03 0.03 -0.00 0.02 

 (0.03) (0.04) (0.02) (0.04) (0.02) (0.02) 

年齢二乗 -0.05** -0.02 -0.03# -0.03 -0.01 -0.01 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.01) (0.01) 

就労 -0.01 -0.03 0.01 0.01 -0.00 -0.00 

 (0.03) (0.03) (0.01) (0.02) (0.01) (0.01) 

持ち家 0.02 -0.06 -0.06 -0.05 0.00 0.02 

 (0.07) (0.06) (0.07) (0.06) (0.02) (0.03) 

現在喫煙 0.01 -0.01 -0.01 -0.03 0.00 -0.00 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.01) (0.02) 

運動習慣あり 0.02 0.05** 0.02 -0.01 -0.00 0.02 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.01) (0.01) 

糖尿病 0.04 0.01 0.02 0.05# 0.00 0.01 

 (0.04) (0.04) (0.02) (0.03) (0.01) (0.02) 

高血圧 0.04# 0.03 0.01 -0.03 0.02 0.02 

 (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) 

脳卒中 -0.06 -0.05 -0.10** -0.07 -0.03 0.01 

 (0.04) (0.05) (0.04) (0.05) (0.02) (0.03) 

Constant 2.33 1.74 1.36 1.25 2.64** 1.53# 

 (1.67) (1.39) (1.20) (1.28) (1.01) (0.78) 

Observations 1,072 796 2,060 1,165 1,588 882 

Number of id 623 500 1,071 665 742 478 

a. 学歴：低中高は教育年数を三分位に分けたものに基づく.学歴不詳の observations: n=150 を除く. 

b. 追跡年数,time fixed-effects でコントロール済み. 

c. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カ

ッコ内は頑健標準誤差.  

d. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10  
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表 7 学歴別社会的孤立スコアと認知機能：学歴別・女性 

 学歴低 学歴中 学歴高 

社会的孤立スコア -0.28** -0.27# -0.18** -0.20* -0.09 0.20# 

 (0.10) (0.15) (0.07) (0.09) (0.11) (0.11) 

前期社会的孤立スコア  -0.18  -0.22*  0.09 

  (0.13)  (0.11)  (0.11) 

年齢 0.13** 0.12** 0.07** 0.07** 0.12# 0.04 

 (0.04) (0.04) (0.02) (0.03) (0.06) (0.04) 

年齢二乗 -0.07** -0.08** -0.05** -0.05** -0.09* -0.03 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.04) (0.03) 

就労 -0.01 -0.01 0.04** 0.04# 0.01 0.01 

 (0.02) (0.03) (0.01) (0.02) (0.01) (0.02) 

持ち家 0.06 0.03 0.01 0.02 -0.03 0.03 

 (0.07) (0.09) (0.03) (0.04) (0.04) (0.05) 

現在喫煙 0.02 0.03 0.01 -0.01 -0.05 -0.07 

 (0.03) (0.03) (0.01) (0.02) (0.04) (0.08) 

運動習慣あり 0.02 0.05* 0.02* 0.03* -0.00 0.01 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.01) (0.01) (0.02) 

糖尿病 0.05 0.02 -0.00 0.00 0.03 0.08* 

 (0.04) (0.05) (0.02) (0.03) (0.03) (0.03) 

高血圧 -0.01 -0.00 0.00 -0.03# -0.02 -0.04 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.02) (0.03) 

脳卒中 0.00 -0.04 0.00 0.02 0.08** 0.08 

 (0.05) (0.07) (0.03) (0.03) (0.03) (0.07) 

Constant -3.46 -2.21 -0.65 -0.17 -1.26 1.05 

 (2.22) (1.40) (0.94) (0.92) (2.47) (1.57) 

Observations 2,185 1,546 2,983 1,709 1,273 714 

Number of id 1,099 871 1,508 973 663 435 

a. 学歴：低中高は教育年数を三分位に分けたものに基づく.学歴不詳の observations: n=159 を除く. 

b. 追跡年数,time fixed-effects でコントロール済み. 

c. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カ

ッコ内は頑健標準誤差.  

d. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10  
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3.2 System GMMによる分析結果 

 次に,System GMM による分析結果を確認する.表 8 は男性,表 9 は女性についての分析結

果を示している. 

 まず,操作変数およびモデルの妥当性についての検定結果を確認する.男性においては,

いずれのモデルについても,過剰識別問題と系列相関に関する検定の帰無仮説を棄却して

おらず,妥当性が確認された.女性においては,全体サンプル及び 75 歳以上のサブサンプル

いずれにおいても,前期の認知機能を含まないモデルでは,過剰識別検定を棄却しており,

操作変数の外生性を担保できないという結果となった. 

 表 8 と表 9 より,男女ともに,全体及び 75 歳以上サブサンプルのいずれにおいても,孤立

が認知機能に与える影響は認められなかった.したがって,孤立と認知機能について,特に

後期高齢者において,関連は認められたものの,それらの因果関係は確認されなかった. 
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表 8 System GMMによる分析：男性 

 全体 75 歳以上 

前期の認知機能  0.09# 0.09*  0.11# 0.11# 

  (0.04) (0.05)  (0.06) (0.07) 

社会的孤立スコア -0.18 -0.17 -0.03 -0.46# -0.37 -0.29 

 (0.25) (0.23) (0.22) (0.24) (0.26) (0.24) 

年齢 0.02# 0.00 0.01 -0.02 -0.06 -0.05 

 (0.01) (0.02) (0.02) (0.04) (0.04) (0.04) 

年齢二乗 -0.02* -0.01 -0.01 0.01 0.03 0.03 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.03) (0.03) (0.03) 

就労 -0.01 -0.01 0.00 0.02 0.02 0.03 

 (0.04) (0.03) (0.03) (0.06) (0.06) (0.06) 

持ち家 0.01 0.01 0.02 -0.03 -0.01 -0.01 

 (0.02) (0.02) (0.02) (0.03) (0.03) (0.03) 

現在喫煙 -0.01 0.00 0.00 0.00 -0.00 -0.00 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.02) (0.02) (0.02) 

運動習慣あり 0.04 0.04 0.05 0.09# 0.01 0.02 

 (0.05) (0.04) (0.04) (0.05) (0.05) (0.05) 

糖尿病 -0.02 -0.01 -0.01 0.05 0.04 0.04 

 (0.07) (0.06) (0.06) (0.09) (0.09) (0.09) 

高血圧 -0.05 -0.03 -0.02 -0.06 -0.05 -0.05 

 (0.05) (0.05) (0.05) (0.06) (0.06) (0.06) 

脳卒中 -0.20 -0.16 -0.13 -0.02 -0.07 -0.04 

 (0.13) (0.10) (0.10) (0.10) (0.09) (0.08) 

Constant 1.57** 0.00 0.00 3.28# 4.61** 0.00 

 (0.45) (0.00) (0.00) (1.70) (1.77) (0.00) 

External instrument  No No Yes No No Yes 

Observations 4,870 2,939 2,939 2,069 1,450 1,450 

Number of id 1,832 1,351 1,351 1,161 911 911 

Hansen test p = 0.791 p = 0.501 p = 0.406 p = 0.645 p = 0.169 p = 0.141 

AR(1) test p <0.001 p <0.001 p <0.001 p <0.001 p <0.001 p <0.001 

AR(2) test p = 0.286 p = 0.093 p = 0.097 p = 0.468 p = 0.545 p = 0.515 

a. 追跡年数,年次ダミーでコントロール済み. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤

立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カッコ内は頑健標準誤差 

b. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10. Stata コマンド：xtabond2 により推計 (Roodman, 2009). 
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表 9 System GMMによる分析：女性 

 全体 75 歳以上 

前期の認知機能  0.17** 0.17**  0.28** 0.28** 

  (0.06) (0.06)  (0.08) (0.08) 

社会的孤立スコア -0.47 -0.37 -0.35 -0.43 -0.25 -0.26 

 (0.30) (0.26) (0.22) (0.31) (0.24) (0.23) 

年齢 0.05** 0.04** 0.04** -0.03 -0.04 -0.04 

 (0.01) (0.02) (0.01) (0.04) (0.04) (0.04) 

年齢二乗 -0.04** -0.03** -0.03** 0.01 0.02 0.01 

 (0.01) (0.01) (0.01) (0.03) (0.02) (0.02) 

就労 0.01 0.03 0.03 -0.07 -0.08 -0.07 

 (0.05) (0.05) (0.05) (0.09) (0.10) (0.10) 

持ち家 -0.02 -0.01 -0.01 -0.00 0.01 0.01 

 (0.02) (0.02) (0.01) (0.02) (0.02) (0.02) 

現在喫煙 -0.04 -0.02 -0.02 -0.06 -0.04 -0.04 

 (0.03) (0.03) (0.03) (0.04) (0.04) (0.04) 

運動習慣あり 0.08# 0.12* 0.12* 0.06 0.10* 0.10* 

 (0.05) (0.05) (0.05) (0.05) (0.05) (0.05) 

糖尿病 0.01 0.01 0.01 0.03 -0.04 -0.04 

 (0.06) (0.05) (0.05) (0.08) (0.08) (0.08) 

高血圧 0.02 0.05 0.06 -0.04 0.04 0.04 

 (0.05) (0.04) (0.04) (0.06) (0.06) (0.06) 

脳卒中 -0.04 0.03 0.03 -0.05 0.08 0.08 

 (0.10) (0.08) (0.08) (0.12) (0.10) (0.09) 

Constant 0.58 0.31 0.00 3.73* 3.31* 0.00 

 (0.44) (0.58) (0.00) (1.74) (1.54) (0.00) 

External instrument  No No Yes No No Yes 

Observations 6,600 4,086 4,086 3,363 2,326 2,326 

Number of id 2,433 1,865 1,865 1,753 1,339 1,339 

Hansen test p = 0.037 p = 0.160 p = 0.164 p = 0.040 p = 0.199 p = 0.210 

AR(1) test p <0.001 p <0.001 p <0.001 p <0.01 p <0.01 p <0.01 

AR(2) test p = 0.217 p = 0.103 p = 0.108 p = 0.176 p = 0.134 p = 0.134 

a. 追跡年数,年次ダミーでコントロール済み. 認知機能と社会的孤立スコアは対数変換済みであり,社会的孤

立スコアの数値は弾力性,それ以外は係数,カッコ内は頑健標準誤差 

b. ** p<0.01, * p<0.05, # p<0.10. Stata コマンド：xtabond2 により推計 (Roodman, 2009). 
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４. 考察 

 本研究では,社会的孤立と認知機能の関連を明らかにすることを目的としていた.本研究

では,社会的孤立の尺度として,包括的であると考えられる孤立感と,特定の項目について

より精緻に評価していると考えられる客観的指標を組み合わせたものを用い,認知機能と

の関連をパネルデータ分析によって明らかにした.その結果,以下の 3点が明らかになった. 

 第一に,より孤立の程度が強いほど,認知機能は低くなる傾向にあり,男女ともに,特に 75

歳以上の後期高齢者において,それらの関連が確認された.しかしながら,孤立のラグ効果

は認められなかった.第二に,女性においては,学歴が低い・中位のグループにおいて,孤立

と認知機能の間には負の相関があることが確認された.一方,男性や女性の高学歴グループ

においては関連は認められなかった.第三に,system GMMを用いて,ダイナミック・パネルデ

ータモデルを推計し,孤立と認知機能の因果関係を評価したところ,有意な結果が認められ

なかった. 

 イントロダクションにあるように,多くの先行研究と同じように,本研究でも,社会的孤

立と認知機能の関連が認められた.本研究では詳細なメカニズムについての分析を行い,経

路を特定することはできなかったものの,stress-buffering 仮説や cognitive reserve 仮説・Use it 

or lose it 仮説,健康行動の変化により認知症の原因疾患のリスク低減したことなどにより説

明が可能であるかもしれない.特に,社会的孤立と認知機能の関連に,学歴による違いが見ら

れたことは,reserve のマーカーの一つである教育(Caamano-Isorna, Corral, Montes-Martinez, & 

Takkouche, 2006)と,学歴が健康行動及び健康に与える影響(Li & Powdthavee, 2015),そして,そ

れらの相互作用によってもたらされた結果かもしれない. 

 しかしながら,本研究による分析では,社会的孤立が認知機能に与える因果効果は確認さ

れなかった.このことから,本研究及び先行研究で確認された社会的孤立と認知機能の相関

は内生性バイアスにより引き起こされていたものである可能性が否定できない.先述したよ

うに,準実験アプローチを用いていない研究では,認知機能それ自体が社会的孤立に影響を

与えると同時に,遺伝子や個人の性格といった社会的孤立にもアウトカムにも影響を与える

ような要因がコントロールされていないことで,一致性が満たされず,分析結果にバイアス

が生じる可能性がある. 

 本研究において,社会的孤立と認知機能の間に因果関係が認められなかったことは,社会

関係のもたらす便益を否定しているものでは決してない.先述のいくつかの仮説にある通り,

社会関係により,健康に便益がもたらされるという経路は確かに存在していると考えられる.

一方で,社会関係により不健康が助長されるという経路も存在している(Kawachi & Berkman, 

2014).したがって,観察研究における社会的孤立と認知機能の関連を評価するにあたっては,

メカニズムを丁寧に探求することと準実験アプローチを用いることが必要不可欠であり,今

後もエビデンスを蓄積し,社会関係の健康便益が発揮できるように政策をデザインしていく

ことが必要である. 
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 しかしながら,本研究には以下２つの限界も存在している点には留意が必要である.第一

に,死亡や脱落によるセレクション・バイアスが存在している可能性がある.調査の間隔が 3,4

年空いていることにより,この期間に認知機能が著しく衰えていたり,認知症を発症したり

した者に関しては,調査から脱落しやすくなっているかもしれない.また,長く調査に参加し

続けている者ほど,認知機能の低下が観測されやすいかもしれない.本研究では,追跡年数を

コントロールすることにより,この問題に一定程度対応を試みたが,データ特性上の限界が

あるため,留意が必要である. 

 第二に,本研究では SPMSQ を用いて全体的な認知機能を捕捉しているのみであり,認知症

の発症を追えているわけではないことに留意が必要である.さらに,ワーキングメモリ,エピ

ソード記憶や処理速度といった認知機能の特定の領域に対する影響も識別することはでき

ていない.今後の研究では,臨床診断に基づく認知症の特定や,いくつかの先行研究で認知機

能の領域によって社会的孤立との関連が異なっていること(Kelly et al., 2017; Lara et al., 2019)

が示唆されていることから,これらのアウトカムに拡張した上で,両者の因果関係を評価す

ることが求められる. 

 以上より,本研究では,社会的孤立と認知機能の関連は認められたものの,操作変数アプロ

ーチによる分析を行った結果,両者の相関は因果関係ではない可能性があることが示唆され

た.今後も,社会関係と,認知機能をはじめとする健康の間にある詳細なメカニズム及び因果

関係を探究していくことが必要不可欠である. 
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[Appendix] 

Table A-1. 各 waveと参加 wave別の本人回答者数 

男性 参加 wave1 参加 wave2 参加 wave4 参加 wave5 合計 
Wave 3 645 154 - - 799 
Wave 4 498 141 427 - 1,066 
Wave 5 385 134 376 578 1,473 
Wave 6 282 119 352 433 1,186 
Wave 7 176 93 317 298 884 
合計 1,986 641 1,472 1,309 5,408 
女性 参加 wave1 参加 wave2 参加 wave4 参加 wave5 合計 
Wave 3 887 178 - - 1,065 
Wave 4 749 161 471 - 1,381 
Wave 5 619 148 415 827 2,009 
Wave 6 505 132 374 626 1,637 
Wave 7 349 112 308 442 1,211 
合計 3,109 731 1,568 1,895 7,303 

 
 

a. Wave1, 2, 4, 5 において,各 wave の新規対象者をプールした結果 
図 A-１ 項目反応理論：認知機能テストについて 
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高齢者の認知機能の低下における規定要因 

──ライフコースによる検証── 

 

芦田登代 

（東京大学） 

 
 

本研究の目的は，反実仮想の枠組みを用いて，子ども期の不利な環境が高齢

期の認知機能に影響するメカニズムを検討することである．子ども期の不利な

環境に条件づけられる個人の社会階層の影響を測定するために，平均因果媒介

効果（average causal mediation effect：ACME）を用いた．データは，2002 年，

2006 年に 60 歳以上の高齢者を対象として実施された「長寿社会における中高

年者の暮らし方の調査」データである．分析の結果，男女で違いが見られ，男

性においては父親の学歴に影響が見られた． 
 

 

1．問題の所在 

近年，国内外で認知症の患者が増加している．認知症の発症は，本人のみならず，家族の

生活の質（QOL）まで影響を与えるため，認知症予防は国内外で喫緊の課題になっている．

2019 年現在では，約 5,000 万人が認知症に罹患おり，2050 年までに約 3 倍に増加すると予

測されており(WHO, 2019b)，また，認知症に関する総費用 1)は 8,180 億ドルと推定されてお

り，2030 年には 220 兆円に達すると推定されている(WHO, 2019a)． 

認知症は，脳の神経細胞の変性によって発症するもので，次第に記憶や思考の低下等が起

こり，次第に日常生活に支障をきたすものである(WHO, 2019a)．加齢に伴って発症リスクが

高まるが，ライフスタイル等の改善によってリスクが低減されるという研究が蓄積されて

きた．2017 年，認知症防止・介入・ケアに関するランセット委員会（Lancet Commission on 

Dementia Prevention, Intervention and Care）はライフステージに応じたリスク要因に介入する

ことで，認知症の約 35%は遅延もしくは予防可能なものであると公表した(Livingston et al., 

2017)．それによると，イギリス国立衛生研究所（NICE）およびアメリカ国立衛生研究所（NIH）

のガイドラインを用いて，幼少期の教育達成の低さ（教育を受けていない・小学校のみ），

中年期では高血圧症，肥満や難聴，高齢期（65 歳以上）では喫煙，うつ症状，運動不足，社

会的孤立，糖尿病といった 9 つを介入可能なリスク要因として特定した．システマティック

レビューや独自のメタ分析を行い 2)，人口寄与割合（Weighted population attributable fraction）

を推定した結果，全ての認知症症例の約 9%が難聴に関連しており，次いで，幼少期の教育

不足（約 7.5%）が高い関連を示していた 3)． 

教育や所得で表される社会階層と認知症の発症との関連の報告は多く，社会階層が低い

人ほど認知症のリスクが高いというエビデンスは多い(Sharp & Gatz, 2011)．たとえば，米国

の 65 歳以上の高齢者を対象とした調査では，教育年数が短いほどアルツハイマー病のリス
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クが増加していたことを示している(Evans et al., 1997)．また，Sharp らによる 71 の論文のシ

ステマティックレビューによると，発展途上国よりも先進国でより一貫した傾向が見られ

ると述べられている(Evans et al., 1997; Sharp & Gatz, 2011)．一方で，幼少期の貧困や逆境経

験が持続的な影響をもつというライフコース研究が増加してきた(Lynch & Smith, 2005)．た

とえば，子どもの頃の環境を両親の教育と父親の社会階層（6 段階評価），子どもの時の経

済的状況 4)の 4 項目から概念化された指標を用いて，中年期の認知機能を評価した結果，子

どもの頃の環境は後の認知機能に影響を与えられていたことが観察された(Singh-Manoux et 

al., 2005)． 

国内の研究においても，幼少期の生育環境（貧困および逆境経験）が高齢期の認知機能に

まで持続的に影響を及ぼすことが明らかになりつつあるが(Murayama et al., 2018; Nishizawa 

et al., 2019)，その媒介効果は十分に検討されていない．幼少期の環境とその後の認知機能と

の経路を，本人の社会経済的状況がどの程度が媒介しているのか．また，それによって説明

されない幼少期の環境の直接効果がどの程度存在しているのかを明らかにできれば，幼少

期の環境からの本人の社会経済的状況への効果と，高齢期の認知機能へのそれ以外の効果

（例えば，ライフスタイル等）を分離して考察ができる可能性がある． 

そこで，本研究では，反実仮想の枠組みを用いて，幼少期の環境要因が高齢期の認知機能

に与えるメカニズムに迫ることを目的とした実証分析を行う．具体的には，幼少期の逆境

（貧困）経験群と非逆境（貧困）経験群との平均因果媒介効果（average causal mediation effect：

ACME）を測定して検討を行う． 

分析には「長寿社会における中高年者の暮らし方の調査」の第 6 回と第 7 回の調査デー

タを用いる．この調査は，高齢者を対象として実施されたもので，第 6 回調査には親の教育

年数，第 7 回調査では貧困経験や逆境経験を尋ねている．この調査を用いることの第 1 の

利点は，海外のライフコース研究では使われているが，国内の研究ではほとんど使われてい

ない親の教育年数の質問 5)が使えることにある 6)．さらに，複数の逆境経験の質問を尋ねて

いるため，幼少期の生育環境を様々な視点から考察することができる．第 2 の利点は継続的

に認知機能の状態が測定されているので時間の経過を考慮した分析が行えることにある． 

本稿の構成は次のとおりである．第 2 節に推定法の説明を行い，第 3 節で分析に用いる

データと変数，分析手法について説明する．4 節で分析結果を報告し，5 節では結論をまと

める． 

 

 

2．推定法の説明 

 本研究では，幼少期の不利な環境が，その後の認知機能に影響を与えることであるが，先

行研究ではアウトカムと独立変数との関係は交絡因子を調整した総合効果（Total effect）が

求められていた．しかし，因果のメカニズムを知るには，直接効果と間接効果の分解が必要

とされる．そのため，本研究では反実仮想による因果推論の枠組みを基に，媒介効果を捉え
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る分析を行う．具体的には，Imai らによってデザインされた手法(Hicks & Tingley, 2011)7)を

用いて，平均因果媒介効果（average causal mediation effect: ACME）を算出する． 

従属変数を Y，処置変数を T として，個人 i における処置効果はδi=Yi(1)−Yi(0)と定義され

る．個人 i は現実には T=1 もしくは T=0 どちらかしか取ることができないので（実際にデ

ータで観察できるのは Yi(1)か Yi(0)のみ），同時に観察することはできない．処置を受けた

場合の媒介変数を Mi(1)として，個人 i における間接効果（もしくは媒介効果）は（1）式，

個人 i における直接効果（direct effect of the treatment）は（2）式に定義される(Hicks & Tingley, 

2011)． 

 

δ i(t)≡Y i{ t, Mi(1)}－Y i{ t, Mi(0)}    （1） 

ζ i(t)≡Y i{ 1, Mi(t)}－Y i{ 0, Mi(t)}    （2） 

 

Ti=t をもつ個人の Y i{ t, Mi(t)}は観察されるにもかかわらず，反実仮想の枠組みであるア

ウトカム Yi{ t, Mi(1-t)}は観察されない．そのため，sequential ignorability assumption が必要

になる 8）．これが，ACME𝛿𝛿̅ (t)であり，𝛿𝛿̅ (t)≡E [Yi {t, Mi(1)} − Yi {t, M i(1)}]，同様に，平

均直接効果（ADE）はζ̅(t)≡E [Yi {1, Mi(1)} − Yi {0, M i(1)}]として定義される(Hicks & Tingley, 

2011)． 

本研究の分析モデルを ACME の概念に当てはめて説明すると，処置変数が子どもの頃の

環境，媒介変数が本人の社会経済的背景（Socio-economic status :SES），アウトカムが認知機

能である．認知機能の低下の確率は，子どもの頃の環境から本人の SES を介したアウトカ

ムに対する効果が間接効果（X→M→Y）と，子どもの頃の環境からの直接効果（X→Y）に

規定される（図 1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 分析モデルの概念図 

 

子どもの頃の環境(T) 高齢期の認知機能(Y) 

本人の SES (M)  



 

175 
 

3．方法 

3.1 対象者とデータ 

分析には東京都健康長寿医療センター，東京大学，ミシガン大学の 3 機関が協同で実施し

た「長寿社会における中高年者の暮らし方の調査」全国高齢者パネル調査データのうち，本

分析に用いる変数を要する wave6 と wave7 を用いた．対象者は 60 歳以上の男女，選定は全

国を 11 の地域ブロックと都市規模によって層化した，層化 2 段階無作為抽出法によって行

われた．調査は構造化された調査票を用いての訪問面接法によって行われ，対象者が重い病

気等で回答不能な場合に限り家族等への代行調査が実施された．このパネル調査は，1987 年

に 2,200 人を対象に初回調査が行われ，1990 年（第 2 回）に 60-62 歳，1993 年（第 3 回），

1996 年（第 4 回）に 60-65 歳，第 5 回に 70 歳以上の対象者を追加し，第 7 回まで 3-4 年間

隔で追跡調査が実施されている．第 1 回の回答者は 1,324 人（回答率 54%）であり，その後，

新規対象者を追加して第 4 回までに死亡が判明した人を除いた 2,969 名が追跡対象者とな

った．第 5 回調査の新規対象者は，これまで同様に層化 2 段階抽出法によって，該当年齢の

標本 2,000 人を抽出し，この時点で死亡を判明した人を除外した対象者（第 4 回までの追跡

者 2,701 人，第 5 回の新規対象者 1,979 人）4,680 人であった．第 6 回調査データは，新規標

本の抽出はされず，第 5 回調査までに 1 回以上協力した 4,336 人が調査対象とされた．その

4 年後に実施した第 7 回調査データは，3,263 人が最終的な対象者となった．有効回答者は，

第 6 回調査では 2,823 人（72.8%），第 7 回調査では 2,459 人（75.4%）が最終的な対象者と

なった． 

なお，本稿では認知機能をより正確に把握するために，第 6 回調査の中で「要支援・要介

護認定を受けた」および「要支援・要介護認定の結果を待っている」，「忘れた・分からない」

と回答した人を分析サンプルから除外した（合計 212 名）． 

 

3.2 変数 

3.2.1 幼少期の生育環境の定義 

幼少期の環境には，次に挙げる 5 つの指標を用いる：①親の教育年数，②貧困経験，③両

親の失業経験，④戦争経験，⑤親の死亡．これらの指標は回想的な項目であるが，その妥当

性の確認は示されている(Kahn & Pearlin, 2006; Ward, 2011)．アンケートにおける変数の詳細

は表 1 にまとめた．なお，①の項目は第 6 回調査，②から⑤の項目は第 7 回の調査で得られ

た情報で，各質問項目については次のとおりである 9）．①「あなたのお父様/お母様が最後

に通われた学校はどちらですか」，②「生活に困るほどの貧乏を経験したことがありますか」，

③あなたが 18 歳になる前，あなたのお父さんやお母さんが長期間失業されていたことはあ

りましたか」，④「第 2 次世界大戦やその他の戦争で，空襲を経験しましたか」，⑤「あなた

は 18 歳になる前に親を亡くされていますか」．①は分析に用いた際には，「学校に行かなか

った」「尋常小学校」と回答した人とそれ以外としたダミー変数にした．父親・母親の学歴

が分からないという回答は分析から除外した．②～⑤は，「はい」と回答した者のうち，（初
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めて）経験した時の年齢 15 歳以下 10)の人を，幼少期に逆境経験があった人と定義した． 

 

3.2.2 高齢期の認知機能 

認知機能は自記式認知症チェックリストの 1 つである Pfeiffer（1975）(Pfeiffer, 1975)によ

って開発された SPMSQ（Short Portable Mental Status Questionnaire）の日本版を使って評価し

た．このチェックリストは，回答者の住所，訪問調査時の日付および曜日，母親の旧姓，現

在の総理大臣の名前，その前の総理大臣の名前，簡単な計算（20 から 3 を引くといくつで

すか．その数から 3 を順番に引いた数字を言ってください），回答者の生年月日，回答者の

年齢を答える質問から構成されている．集計の方法は，誤った回答が 0-2 問であれば認知機

能の問題なし，3-4 問であれば軽度の認知障害，5-7 問では中程度の認知障害，8 問以上であ

れば深刻な認知障害と判定される(Pfeiffer, 1975)． 

 

3.2.3 制御変数 

先行研究を参考に(Okamoto, 2019)，性別，年齢，教育年数（0-7 年，8-9 年，10-11 年，12

年以上），等価所得，就業状況（仕事をしている=1，仕事をしていない=0），婚姻状況（結婚

している 11）= 1，離婚/死別/未婚/分からない= 0），喫煙状況（タバコを吸っている=1，吸っ

ていない=0）を選択した．また，アウトカムにおける自然経過のトレンドを差し引くために，

1 期前に測定された認知機能（SPMSQ）の状態（第 6 回実施の調査）を追加した． 

年齢は，調査名簿情報で確認された生年を用いた．調査実施日が 2006 年 10 月であった

ことから，2006 年から生年を差し引き，11 月から 12 月生まれの人には，（まだ誕生日を迎

えていないので）さらに 1 年を差し引いて年齢を求めた．所得は，配偶者の年収の合計を用

いて 12），配偶者がいる人の場合を 2 人，そうでない場合を 1 人とした人数を平方根で除し

て等価所得を求めた．そして，150 万未満，150 から 250 万，250 万以上の 3 グループに分

類した． 

 

 

4. 結果 

4.1 対象者の特性 

分析に用いた回答者の年齢の平均は，男性 77.7 歳，女性 78.9 歳であった．2002 年時点

での認知機能テストの平均値は男性 0.76，女性 0.86，2006年時点では男性 0.59，女性 0.66

であった．教育年数の平均は男性 10.33年，女性 9.32年であった（表 1-1，表 1-2）． 

子どもの頃の環境の 1つの指標として用いた父親が通った最終学校の内訳は，「学校に行

かなかった」3%，尋常小学校（寺小屋を含む）49%，高等小学校 20%，実業学校（農業高校，

商業学校など）・実業補修学校・青年学校 3%，旧制中学校 6%，旧制高等学校・師範学校・高

等師範学校 5%，分からない 14%であった（図 2-1）母親については，「学校に行かなかった」

5%，尋常小学校（寺小屋を含む）51%，高等小学校 18%，実業学校（農業高校，商業学校な



 

177 
 

ど）・実業補修学校・青年学校 2%，旧制中学校 6%，旧制高等学校・師範学校・高等師範学校

2%，分からない 14%であった（図 2-2）．なお，分からないと回答されたものは分析からは除

外した． 

 

表 1-1 記述統計量（男性） 

  回答者数 平均 標準誤差 最大 最小 

認知機能（2002 年調査時点） 474 0.757  1.000  0 6 

認知機能（2006 年調査時点） 474 0.586  0.996  0 6 

年齢 474 77.730  4.828  70 93 

年齢の 2 乗項 474 6065.207  764.129  4900 8649 

教育年数 474 10.338  2.710  5 17 

所得 474 221.016  200.198  7.071  1484.924  

就労の有無 474 0.243  0.429  0 1 

配偶者の有無 474 0.840  0.367  0 1 

喫煙状況 474 0.222  0.416  0 1 

父親の教育（6 年以下=1） 474 0.582  0.494  0 1 

母親の教育（6 年以下=1） 474 0.620  0.486  0 1 

15 歳以下の経験      

 貧乏 474 0.034  0.181  0 1 

 親の失業 474 0.015  0.121  0 1 

 空襲経験 474 0.247  0.432  0 1 
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表 1-2 記述統計量（女性） 

  回答者数 平均 標準誤差 最大 最小 

認知機能（2002 年調査時点） 589 0.859  0.956  0 6 

認知機能（2006 年調査時点） 589 0.664  1.126  0 8 

年齢 589 78.971  5.135  70 94 

年齢の 2 乗項 589 6262.761  819.677  4900 8836 

教育年数 589 9.324  2.338  2 17 

所得 589 171.368  185.151  7.071  2100.000  

就労の有無 589 0.132  0.339  0 1 

配偶者の有無 589 0.402  0.491  0 1 

喫煙状況 589 0.017  0.129  0 1 

父親の教育（6 年以下=1） 589 0.577  0.494  0 1 

母親の教育（6 年以下=1） 589 0.637  0.481  0 1 

15 歳以下の経験      

 貧乏 589 0.019  0.135  0 1 

 親の失業 589 0.014  0.116  0 1 

 空襲経験 589 0.187  0.390  0 1 

 

 

 

図 2-1 父親の最終学校の割合 
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図 2-2 母親の最終学校の割合 

 

 

4.2 子ども期の環境と認知症の規定要因の分析 

まず始めに，父親の教育を媒介変数，処置効果を本人の教育年数としたものの分析結果を

報告する．表 2-1 は，年齢のみを制御した推定結果を示したもの，表 2-2 は年齢や就労の有

無等その他の制御変数すべてを投入した結果である．媒介変数を通じて機能する処置効果

において，男性における平均効果は 0.177，制御変数をすべて調整すると 0.120，女性では

0.076，制御変数をすべて調整したものでは 0.044 であったが（表 2-1・2-2），女性では統計

的な有意差はなかった． 

 

表 2-1 推定結果（父親の教育） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.177  0.094  0.267   0.076  0.013  0.147  

Direct Effect 0.228  0.044  0.441   0.130  -0.042  0.330  

Total Effect 0.405  0.232  0.594   0.206  0.038  0.393  

ME の割合 0.439  0.297  0.760    0.370  0.188  1.771  

※制御変数は年齢のみ． 
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表 2-2 推定結果（父親の教育） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.120  0.028  0.206   0.044  -0.025  0.109  

Direct Effect 0.119  -0.080  0.325   0.035  -0.149  0.225  

Total Effect 0.239  0.059  0.433   0.080  -0.089  0.261  

ME の割合 0.509  0.268  1.912   0.377  -4.674  6.552  

※制御変数は年齢，就労の有無，婚姻状況，1 期前の認知機能等すべてを投入． 

 

次に，処置効果を母親の教育としたものの結果を見ると，男性における平均効果は 0.056，

制御変数をすべて調整すると 0.127 であった．女性では前者 0.014，後者 0.055 であったが，

女性では統計的な有意差はなかった． 

 

表 3-1 推定結果（母親の教育） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.056  -0.029  0.155   0.014  -0.076  0.107  

Direct Effect 0.091  -0.383  0.637   -0.324  -0.899  0.339  

Total Effect 0.146  -0.349  0.682   -0.311  -0.905  0.340  

ME の割合 0.156  -3.424  3.532    -0.030  -0.394  0.309  

※制御変数は年齢のみ． 

 

表 3-2 推定結果（母親の教育） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.127  0.037  0.212   0.055  -0.016  0.122  

Direct Effect 0.013  -0.184  0.217   0.003  -0.182  0.194  

Total Effect 0.140  -0.038  0.333   0.057  -0.112  0.239  

ME の割合 0.858  -5.207  7.147    0.452  -6.645  8.739  

※制御変数は年齢，就労の有無，婚姻状況，1 期前の認知機能等すべてを投入． 

 

処置効果を「15 歳までに生活に困るほどの貧困経験をした」ものについての結果を見る

と，男性における平均効果は 0.193，制御変数をすべて調整すると 0.034 であった．女性で

は前者 0.084，後者 0.004 であったが，男女ともに統計的な有意差はなかった． 
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表 4-1 推定結果（幼少期の貧困経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.193  0.110  0.285   0.084  0.020  0.156  

Direct Effect 0.110  -0.074  0.323   0.077  -0.096  0.278  

Total Effect 0.303  0.132  0.496   0.161  -0.008  0.349  

ME の割合 0.641  0.389  1.460   0.503  -3.133  2.950  

※制御変数は年齢のみ． 

 

表 4-2 推定結果（幼少期の貧困経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME 0.034  -0.024  0.104   0.004  -0.042  0.052  

Direct Effect -0.001  -0.468  0.482   -0.255  -0.820  0.329  

Total Effect 0.033  -0.446  0.517   -0.251  -0.821  0.330  

ME の割合 0.069  -3.056  2.597   -0.010  -0.155  0.156  

※制御変数は年齢，就労の有無，婚姻状況，1 期前の認知機能等すべてを投入． 

 

処置効果を両親の長期間の失業経験ものについての結果は，男性における平均効果は-

0.209，制御変数をすべて調整すると-0.121 であった．女性では前者 0.040，後者 0.016 であ

ったが，統計的な有意差はなかった． 

 

表 5-1 推定結果（両親の失業経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME -0.209  -0.398  -0.050   0.040  -0.058  0.148  

Direct Effect 0.344  -0.338  1.132   -0.285  -0.909  0.436  

Total Effect 0.136  -0.578  0.919   -0.245  -0.893  0.470  

ME の割合 -0.375  -7.135  10.194    -0.086  -1.649  1.327  

※制御変数は年齢のみ． 
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 表 5-2 推定結果（両親の失業経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME -0.121  -0.271  -0.007   0.016  -0.030  0.072  

Direct Effect 0.476  -0.235  1.211   -0.435  -1.048  0.198  

Total Effect 0.356  -0.379  1.075   -0.420  -1.040  0.213  

ME の割合 -0.244  -2.529  2.292    -0.031  -0.354  0.377  

※制御変数は年齢，就労の有無，婚姻状況，1 期前の認知機能等すべてを投入． 

 

処置効果を空襲経験についての結果は，男性における平均効果は-0.045，制御変数をすべ

て調整すると-0.021 であった．女性では前者-0.003，後者-0.002 であったが，男女ともに統

計的な有意差はなかった． 

 

表 6-1 推定結果（幼少時の空襲経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME -0.045  -0.099  -0.002   -0.003  -0.041  0.036  

Direct Effect -0.199  -0.418  0.054   0.125  -0.096  0.380  

Total Effect -0.245  -0.473  0.007   0.122  -0.106  0.372  

ME の割合 0.177  -0.288  1.022    -0.015  -0.207  0.172  

※制御変数は年齢のみ． 

 

表 6-2 推定結果（幼少時の空襲経験） 

  男性   女性 

  Mean 95% CI   Mean 95% CI 

ACME -0.021  -0.063  0.010   -0.002  -0.024  0.019  

Direct Effect -0.161  -0.399  0.084   0.163  -0.073  0.408  

Total Effect -0.183  -0.427  0.061   0.162  -0.078  0.402  

ME の割合 0.103  -0.640  1.051    -0.010  -0.125  0.122  

※制御変数は年齢，就労の有無，婚姻状況，1 期前の認知機能等すべてを投入． 

 

  



 

183 
 

5．結論 

本稿では，子ども期の環境を起点として，それが個人の社会階層（教育および所得）に媒

介され，高齢期の認知機能につながる平均因果媒介効果（ACME）を測定した．すべての制

御変数を投入した結果で見ると，男性においては父親の学歴・母親の学歴の媒介効果が観察

された．Sirin によると，58 の論文のメタ分析の結果，親の学歴と子どもの学業達成には関

連が見られたことを示した(Sirin, 2005)．本稿では子どもの認知機能との関連を見たもので

はあるが，親の学歴の意味するものとして，教育に関する価値観など，文化的再生産論に関

わる議論の可能性が考えられた．一方で，女性には影響が見られなかった． 

本稿で使用したデータセットを使って,高齢期の認知機能と個人の社会階層の関係は確認

されており,男性は高所得，女性は学歴が高ければ認知機能低下のリスクが低いことが示さ

れ(Okamoto, 2019)，また，子ども期から高齢期までの経済的困難の経験回数が多いと，高齢

期の健康に悪影響を与えるという経路も報告されている(Sugisawa et al., 2019)．それらの研

究や他のライフコース研究をサーベイし，モデルの定式化の再考に取り組み，検討を深めて

いきたい． 

 

 

1) 医療費，介護費用およびインフォーマルケア費用の合計（Direct medical and social 
care costs and costs of informal care） 

2) 食事やアルコール摂取，睡眠等も重要な要因と考えられていたが，データの不足の

ためレポートに取り入れることができなかったと報告されていた． 
3) 高血圧症は 2%，肥満 0.2%，難聴 9.1%，喫煙 5.5%，うつ症状 4.0%，運動不足

2.6%，社会的孤立 2.3%，糖尿病 1.2%であった． 
4) 子どもの時の経済状況は次の 4 つの項目から指標が作られた．①父親/母親の失業，

②経済的問題の継続，③家の中にトイレがなかった，④車を所有していなかった． 
5) ただし，親の教育年数の情報はあるが，所得や職業に関する情報は質問されていな

い． 
6) これまでの国内の調査では，子どもの頃の社会階層に関する質問には主観的な質問

が使われていることが多かった．例えば，「15 歳当時の生活状況は，どの程度でし

たか」「他の家族と比較して，どの程度の位置でしたか」(Fujiwara et al., 2013; 
Murayama et al., 2018) 

7) 従来であれば，Baron-Kenny 法(Baron & Kenny, 1986)を使われていることが多かっ

た．この手法は，独立変数 X から Y の影響を考えるとき，その媒介要因を M とす

れば，M によって媒介される X の効果（つまり間接効果）は X が M に与える影響

と X が Y に与える影響の合計で推定される．しかし，X と M の間に交互作用があ

ると正しく推定できない等という指摘があった(Imai et al., 2010) (Tingley et al., 
2014)．そのため，本研究では，この点が克服された手法を用いる． 

8) この議論については，Imai らの論文を参照されたい(Imai et al., 2010)． 
9) 他にもあったが，該当者数が少なかったため分析に用いていない「あなたが 18 歳に

なる前にお父さんあるいはお母さんが，家族に問題が生じるほど頻繁にお酒を飲ん

だり，薬物を使用したりしていましたか．」該当者数 18 名． 
10) 一般に，幼少期の環境を尋ねる際には年齢の定義が 15 歳以下であるため，本研究

でもそれに倣った． 

［注］ 
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11) 結婚しているが別居しているという回答が 3 サンプルあったが，結婚しているに含

めた． 
12) Okamoto(2019)によれば，本分析に用いた調査回答者の子どもは経済的に独立してい

る可能性が高いため，家計収入よりも配偶者との年収の合計額が使う方が適切であ

ると述べられていた(Okamoto, 2019)．回答者に配偶者がいない場合は，単一の収入

としてみなされていたため，本研究でもそれに倣った． 
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高齢者の主観的幸福感の規定要因 

―「文化資本」効果の男女差に着目して― 

 

金イェジ 

(東京大学大学院／日本学術振興会) 

 
本研究は，1999年全国高齢者パネル調査を使って，高齢者が持つ文化資本と

主観的幸福感の関係を説明し，既存の幸福感研究で独立的に扱われてきた経済

資本，社会資本の間の関係を比較分析することが目的である．分析のために，

関連のある設問項目を経済資本，社会資本，文化資本にカテゴリー化し，段階

的に変数を投入する重回帰分析を行った．分析の結果，高齢者全体を対象とし

た回帰分析では，文化資本変数を投入することで経済資本と社会資本の効果が

弱くなることが確認された．男女別に分析を行うと男性高齢者において高齢者

全体の分析結果と異なる傾向がみられた．男性高齢者の分析では，文化資本変

数の投入により社会資本と経済資本の効果がみられなくなり，文化資本が主観

的幸福感を高くすることに直接的に影響を与えることが確認された． 

 

１．問題意識および研究目的 

超高齢社会に進入した現在，様々な領域において幸福感や憂鬱感，孤独感など，高齢者が

共有する感情から，高齢者の生活や福祉の現状を検討しようとする試みが活発に展開され

ている．幸福感は，高齢者の生活の質を測るための有効な指標として活用される代表的な感

情である．本研究は高齢者の主観的幸福感に着目し，それを規定する要因の性格を明らかに

することを目標とする． 

これまでの研究では，経済資本が必ずしも幸福感に影響を与えないという「幸福のパラド

ックス（Easterlin 1974）」が主張され，長い間，非経済資本と幸福感の間の関係を解明しよ

うとする試みが展開されてきた．代表的な例として，社会資本(Social Capital，SC)と幸福感

の間の関係に注目した一連の研究が挙げられる．主にロバート・パットナムのソーシャル・

キャピタル概念を基盤に展開されるこれらの研究は，近隣や地域とのネットワークや人と

のつながりが主観的幸福感に与える影響に注目する（浦川邦夫 2011；古里由香里・佐藤嘉

倫 2014；長谷中崇志・高瀬慎二 2015）．これらの研究は，経済資本に対峙される非経済的

な要因として社会資本を位置づけた点で重要である．しかし，これまでの研究では，ソーシ

ャル・キャピタル以外にも主観的幸福感に影響を与えうる多様な非経済な要因の可能性に

関してはまだ十分に検討されていないように見える． 

高齢期においては，就労状況や健康状態，人間関係や社会的地位など，個人を取り巻く状

況が変化することが多い．したがって，人生の再編期を迎える高齢者の主観的幸福感は，若

年層とは異なる基準と方式によって測定される必要があると考えられる．本研究は，その糸

口を高齢者が営む文化活動から見出し，文化活動を営為すること自体が高齢者の主観的幸

福感を高くするための「資本」として機能するという観点から出発する．  
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文化的活動は生活の質を向上させるための活動としてよく取り上げられるにも関わらず，

主観的幸福感に関する多くの研究はそれらの活動を「余暇」という指標で限定的に扱い，「文

化」そのものの影響力に対してはあまり焦点を当てていないようにみえる．しかし「余暇」

という概念は，多義性をもつものの，多くの場合「仕事や労働などに費やす以外の時間（原

田理人・古田康生 2019）」という意味を内包し，労働を前提とする活動として活用される．

そうだとすれば，定年退職を経験する高齢者の諸活動を単純に「余暇」の範疇に含めること

は，彼らの活動を多少縮小して扱うように考えられる．そこで本稿は，高齢者が行う様々な

文化的活動の概念を拡張し，それらの活動を自分の生活を主導的に営むための習慣化・身体

化された行為様式としてとらえ直す．文化活動に関わる行為様式は一種の無形の「資本」と

して機能し，それを所有ないし獲得していることが主観的幸福感に影響を与えると考えら

れる． 

このような問題意識から本研究は，社会資本でも経済資本でもなく，「文化」の資本が高

齢者の主観的幸福感に影響を与えるという仮説を立て，高齢者の文化的行動様式と主観的

幸福感の関係を提示し，その含意を考察することを第一の目的とする．分析のために，ピエ

ール・ブルデューの文化資本概念を参照し，高齢者の文化的行動様式を「文化資本」として

操作的に定義する．分析を通じて，経済資本と対峙される二つの資本として社会資本と文化

資本を取り上げ，三つの資本が高齢者の主観的幸福感に与える効果を示した上で各資本の

間の関係を解明することが目標である．最後に，本稿が扱うデータは 1999 年に実勢された

「全国高齢者パネル調査」のデータであるが， 1999 年の高齢者の主観的幸福感と「文化資

本」の関係を現在の観点から解明し，当時の高齢者の主観的幸福感を規定する「文化資本」

の特性を世代とジェンダーの観点から考察することが本研究の最終的な目標である． 

 

２．先行研究の検討による幸福感分析における「文化資本」の概念化 

本研究は，高齢者が享受する文化的活動と主観的幸福感の間の関係を明らかにするため

に，ブルデューの文化資本概念を参照し，「文化資本」変数を操作的に定義した上で分析を

行う．ブルデューが文化資本概念を提示して以来，計量研究において文化資本と社会階層の

間の関係を示すための研究が各領域に展開されてきた．しかし，日本の計量分析において文

化資本を正確に概念化し，尺度を統一するような作業はまだ十分に行われていないように

見える．文化資本を分析するための変数を取り入れる調査自体も十分ではないようだ．本研

究が用いるデータでも，文化活動に関わる変数が少し提示されるものの，高齢者の文化活動

や文化資産を図るための指標は十分に整えられていない．このような限界を踏まえた上で，

分析に先行して，本研究で使用する「文化資本」変数は，データにある限られた項目に合わ

せて単純化して操作的に定義したため，限界を内在する変数になりかねないことを明記し

ておく． 

ブルデューは文化資本の 3 類型，すなわち「制度化された文化資本」，「客体化された文化

資本」，「身体化された文化資本」を提示する．制度化された資本とは，学術的資格などのこ
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とを指す概念であり，客体化からされた文化資本は，本や楽器など，所有する物としての文

化資本を意味する(Bourdieu 1986)．身体化された文化資本とは「趣味やセンスのよさ，知識，

教養，文化的活動」などの形であらわれるものであり，文化を理解するコードである(片岡

栄美 1997)．重要なことは，これらの資本がそれぞれ独立に存在するのではなく，お互いが

緊密に関連し合っているということである．例えば，本や楽器の場合，所有するだけではな

く，それを鑑賞する能力をもって活用することが前提とされる．趣味やセンスなどは，制度

化された資本によって再生産されることもある． 

このような観点を高齢者の文化活動に適用することで，新たな観点を提示することが可

能になると考えらえる．これまでの研究では，高齢者の文化活動が余暇活動のカテゴリーに

限られて扱われるケースが多かった．しかし，高齢者が行う文化的活動は，彼らの身体に蓄

積された習慣的な行為様式であり，その活動に価値や意味を見いだす「能力」ないしのハビ

トゥスのあらわれでもあるととらえられる．このような観点から，高齢者が行う文化的活動

を一種の身体化された文化資本の表出として理解することも可能である． 

高齢者の文化的活動を「文化資本」すなわち「資本」の概念に拡張するならば，「資本」

をめぐる闘争の場を想定することも可能になる．ブルデューは，各々の場にはその場特有の

論理が作動し，その場で通用する資本を形成すると述べる（Bourdieu 1979=2015）．高齢者が

生活する世界を特殊の場としてとらえるならば，そこで主観的幸福感を獲得するための特

有の論理と，それを獲得するための有効な資本の形態を導出すこともできると考えらえる．

高齢者の「主観的幸福感」という掛け金の獲得に有効に作用しうる「資本」の類型を想定す

ることで，高齢者の主観的幸福感と「文化資本」の間の関係を説明できると考えられる．た

だ，「文化資本」は文化活動以外にも，親から相続された文化資本や，文化の優位を判別す

る弁別力(片岡 1997)，文化資産の数など，様々な項目を尺度として用いる必要があるが，今

回の分析では，対象を文化活動に限定する．このような単純化は，使用するデータのうち，

文化資本として使用できる項目が限られているという限界と，本研究が文化資本の単独効

果に注目するよりも，他の変数との関係に注目するため，相続や弁別力などの複雑な要素を

すべて含めることができないという分析的限界に起因する． 

以上の限界を明記した上で，本稿では先行研究で用いた文化資本尺度の内容を参考し，分

析で使用するデータにある設問項目に合わせて「文化資本」尺度を操作的に定義する．大前

は，1995 年の「社会階層と社会移動(SSM)全国調査」を利用して，ブルデューの「文化的再

生産」論の日本社会への適用を試みる．大前は SSM 調査の質問項目のうち，「クラシック音

楽の音楽会・コンサートへ行く」，「美術館や博物館へ行く」，「歌舞伎や能や文楽を見に行

く」，「ゴルフ・スキー・テニスをする」，「華道・茶道・書道をする」，「短歌や俳句を作る」，

「社会的活動に参加する」，「小説や歴史の本を読む」，「手作りでパンや菓子をつくる」の 9

項目を「身体化された様態」の文化資本としてとらえる(大前敦巳 2002)．磯と竹ノ下も，文

化資本を構成する変数として文化活動，文化資産，子ども時代の文化経験を取り上げつつ，

文化活動をあらわす変数として大前が使用した項目に加え，「カラオケに行く」，「パチンコ
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をする」，「スポーツ新聞や女性誌を読む」の 3 つの項目を追加して使用し，子ども時代の文

化経験変数として「読書」，「クラシック音楽」，「美術館・博物館」の 3 項目を用いる(磯直

樹・竹ノ下弘久 2018)．片岡の場合，「階級ハビトゥス」として機能する文化弁別力という

概念を提示しつつ，文化評価スコアを示す文化活動の 41 個の項目を取り上げる．上記の項

目も多数共通するが，文化活動を内容によってハイカルチャー，中間文化，大衆文化の順に

順位をつけ，「社会福祉活動をする」，「科学雑誌を読む」，「テニス・ゴルフをする」，「コン

サートへ行く」など，読書や芸術活動，スポーツ，社会参加活動のカテゴリーを細分化し，

提示する(片岡 1997)．本研究は以上の研究を参照し，「文化資本」の変数を作成する．本稿

が使用する 1999 年の全国高齢者パネル調査では，先行研究が用いた変数に当てはまる変数

がないため，文化資本変数を操作的に作成するしかない．そこで，既存研究が取り上げた変

数をスポーツや運動，読書，社会福祉活動または社会的活動に類型化し，全国高齢者パネル

調査の設問項目にある同一の類型の活動をその大分類の中に位置づけ，カテゴリー化する．

そのうえ，既存の幸福感研究において文化領域を測る変数として使用された余暇活動を追

加し，分析を行う． 

 

３．使用するデータと変数 

本研究は高齢者が共有する主観的幸福感に文化的要因が与える影響を分析するために，

1999 年に実施された「全国高齢者パネル調査」のデータを使用する．この調査では，高齢

者が享受する文化的な活動や習慣を問う設問が多数取り上げられている． 

 

3.1 従属変数 

本研究は，人生満足度尺度を通じて主観的幸福感を測定する．Q52 の人生満足度尺度は

「今が自分の人生で一番幸せなときだ」，「私は，自分の人生をふりかえってみてまあ満足

だ」，「これから先にもおもしろいこと，楽しいことがいろいろありそうだ」の三つの質問で

構成され，回答者には「1．そう思う」，「2．どちらともいえない」，「3．そうは思わない」

の回答が求められる．本稿ではこれらの 3 つの項目を総合的にとらえ，「主観的幸福感」を

把握する指標として活用する．そこで，本稿は上記の 3 つの尺度を合成して，3 点から 9 点

の値をとる「主観的幸福感」変数を作成して分析を行う． 

 

3.2 独立変数 

本研究は，経済資本と社会資本，文化資本の 3 つの資本形態が高齢者の主観的幸福感に持

つ効果とその関係を明らかにするために，「全国高齢者パネル調査」の設問項目のうち，経

済資本，社会資本，文化資本のそれぞれに該当する変数を選定し，カテゴリー化した上で重

回帰分析を行う． 

「経済資本」をあらわす指標として，「本人または夫婦年収」と「不動産所有」のカテゴ

リーを使用した．「本人または夫婦年収」は Q95 の本人と配偶者の年収の合計(仕送りや年
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金などを含む)を問う設問を使用する．「不動産所有」は，Q92 の，本人または夫婦が現在お

住まい以外に所有している不動産を問う項目を使用する． 

「社会資本」に関する項目としては，「友人，ご近所，親戚と会ったり，出かけたり，お

互いの家をたずねたりする頻度」，「友人，ご近所，親戚と電話する頻度」，「町内会，自治会，

老人クラブ，商工会，宗教グループ，その他のクラブ参加ダミー」，「心を打ち明けて，自分

の思っていることや心配ごとを話すことができる親しい友達の人数」，「お互いに家を行き

来するような間柄のご近所の人の人数」を用いる． 

「文化資本」は，前節の先行研究を参照のうえ，本調査票にある文化的な活動をカテゴリ

ー化して使用する．文化資本をあらわす変数を，関連度の高い項目ごとに分類することで，

文化資本尺度を「一年間旅行する頻度」，「月平均喫茶店・レストランなどで食事する頻度」，

「月平均趣味・稽古事などをする頻度」，「野外活動」，「読書」，「社会福祉活動参加ダミー」

にカテゴリー化する．「一年間旅行する頻度」，「月平均喫茶店・レストランなどで食事する

頻度」，「月平均趣味・稽古事などをする頻度」の項目は頻度を自由記入するようになってい

るため，頻度を 4 段階に分類する．「野外活動」は，Q44 に取り上げられた「庭仕事(たとえ

ば庭の手入れや菜園づくり)」，「体操，運動」，「散歩あるいはかなりの距離(1 キロメートル

あるいは 10 丁以上)を歩く」の 3 つの項目を合成して分析を行う．「読書」変数は，Q67 で

毎日の生活パターンを問う項目のうち，「新聞を読んでいますか」，「本や雑誌を読んでいま

すか」の二つの項目を合成して使用する．最後に，「社会福祉活動」の変数を作成して使用

する．Q69 は一年間行った社会福祉活動に関して，「道路や公園の掃除など地域の環境を良

くする活動(花いっぱい運動や自然保護活動なども含む)」，「物を作って寄付したり，募金や

古切手などを送る」，「高齢者や障碍者，子ども，福祉施設などに対する奉仕活動」，「地域の

活動や趣味などの会の世話役，手伝い」，「民生委員，保護司，行政相談委員などの公的な奉

仕活動」，「その他の活動」など，私的な領域から公的な領域に及ぶ幅広い社会参加活動を 6

つの項目で問うている．これらの項目をダミー化し，分析に活用する． 

本研究で用いる従属変数，独立変数および統制変数の定義を，表 1 にまとめておく．表 2

には記述統計量を記した． 
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表１ 分析に用いる変数の内容 

 

内容

年齢 Q17．本人の年齢

性別 1=男性，2=女性

婚姻状況
1.結婚している／2．別居している=1
3.離婚／4.死別／5.一度も結婚したことがない=0

就労状況
0＝仕事をしていない，1＝仕事をしているにダミー変数を作

成

就学年数 wave1～wave5の本人の就学年数（wave7のeducw1_7を使用）

質病有無

0＝質病なし，1＝質病あり

現在もっている質病を問うJ5V182～J5V204の項目を健康状態

をあらわす変数として作成した．すべての変数をダミー化
し，いずれかの項目に「該当する＝1」と答えた場合を1（病

気あり），すべての項目に「該当しない＝0」と答えた場合

を0 (病気なし＝健康)とするダミー変数を作成した．

ただ，J5V202「前立腺の病気」項目は男性対象者にのみ聞く

項目であり，今回の分析では除外して合成した．

日常的動作程度
J5V224～J5V229をすべて合成し，5～30点をとるように変数

を作成した．

本人または夫婦年収
Q95の本人と配偶者の年収の合計（仕送りや年金などを含

む）を問う設問を使用する．

不動産所有

0＝不動産はもっていない，1＝お住まい以外に不動産をもっ

ている
Q91で本人または夫婦が現在お住まい以外に所有している不

動産を問う項目を使用する．J5V453~J5V458のいずれかを所

有すると答えた場合を1，「J5V459＝不動産はもっていな

い」に該当すると答えた人を0とするダミー変数を作成し

た．

友人・ご近所・親戚と会う頻度

 会う頻度が多いほど高い点数をとるように変換した．0＝
まったくない，1＝1ヵ月に1回より少ない，2＝1ヵ月に1回く

らい，3＝1ヵ月に2，3回，4＝1週間に1回くらい，5＝1週間

に2回以上

友人・ご近所・親戚と電話する頻度

電話する頻度が多いほど高い点数をとるように変換した．0
＝まったくない，1＝1ヵ月に1回より少ない，2＝1ヵ月に1回
くらい，3＝1ヵ月に2，3回，4＝1週間に1回くらい，5＝1週
間に2回以上

町内会などクラブ・グループ参加ダミー
0＝はいっていない，1＝はいっているのダミー変数を作成し

た．

心を打ち明けて，自分の思っていることや
心配ごとを話すことができる親しい友達

友達の人数の連続変数

お互いに家を行き来するような間柄のご近
所の人

人数の連続変数

(余暇活動)

   一年間旅行する頻度

頻度を自由記入する項目になっており，頻度の多少を4段階

に分類した．0＝しなった，1＝1回，2＝2回，3＝3－4回，4
＝5回以上にカテゴリー化した。

   月平均喫茶店・レストランなどで食事
   する頻度

0＝しなかった，1＝月1回未満－1回，2＝2－3回，3＝4－5
回，4＝6回以上

   月平均趣味・稽古事などをする頻度
0＝しなかった，1＝月1回未満－1回，2＝2－3回，3＝4－5
回，4＝6回以上

野外活動

J5V253「庭仕事（たとえば庭の手入れや菜園づくり）」，

J5V254「体操，運動」，J5V255「散歩あるいはかなりの距

離」の3つの活動をよくするほど高い点数をとるように変換

し，3～9点をとるように変数を合成した．

読書

J5V310「新聞を読んでいますか」~J5V311「本や雑誌を読ん

でいますか」の二つの変数をそれぞれダミー変数化し，0～2
点の値をとるように合成した．

社会福祉活動参加ダミー

J5V316「道路や公園の掃除など地域の環境を良くする活

動」，J5V317「物を作って寄付したり，募金や古切手などを

送る」，J5V318「高齢者や障碍者，子ども，福祉施設などに

対する奉仕活動」，J5V319「地域の活動や趣味などの会の世

話役，手伝い」，J5V320「民生委員，保護司，行政相談委員

などの公的な奉仕活動」，J5V321「その他の奉仕活動」の6
つの項目をそれぞれダミー変数化し，いずれかに参加してい
ると答えた場合を1、すべての項目に「参加していない」と

答えた場合を0とするダミー変数を作成した．

変数

統制
変数

経済
資本

社会
資本

文化
資本
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表２ 記述統計量  

 

 

４．高齢者の幸福感に文化資本が与える影響 

本節では，高齢者の主観的幸福感に文化資本が与える影響を，重回帰分析を通じて明ら

かにする．その際，主観的幸福感を規定する文化資本と高齢者の間の関係をより明確にと

らえるために，性別による差に注目する．まず，本調査の対象者である高齢者全体の主観

的幸福感の規定要因を検討したあと，女性高齢者と男性高齢者に区分した分析結果をそれ

ぞれ検討する． 

 

4.1 高齢者全体の主観的幸福感への文化資本の影響 

最初に，高齢者全体の分析結果を検討する(表 3)．分析の手順として，最初に経済資本の

Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D.

主観的幸福感 7.38 1.695 7.39 1.708 7.38 1.679
年齢 73.40 6.112 73.89 6.141 72.81 6.026
婚姻状況 0.64 0.480 0.44 0.497 0.88 0.323
就労状況 0.26 0.438 0.18 0.383 0.35 0.478
就学年数 9.44 2.625 8.93 2.330 10.06 2.826
質病有無 0.80 0.400 0.83 0.373 0.76 0.428
日常的動作程度 29.70 1.512 29.64 1.454 29.77 1.577
本人または夫婦年収 2.39 1.053 2.13 1.032 2.70 0.994
不動産所有 0.40 0.489 0.36 0.481 0.43 0.496
友人・ご近所・親戚と会う頻度 2.80 1.827 3.04 1.841 2.51 1.767
友人・ご近所・親戚と電話する頻度 1.89 1.436 2.05 1.465 1.69 1.375
町内会などクラブ・グループ参加ダミー 0.68 0.466 0.66 0.473 0.70 0.457

心を打ち明けて、自分の思っていること
や心配ごとを話すことができる親しい友
達

2.08 2.525 2.11 2.401 2.05 2.668

お互いに家を行き来するような間柄のご
近所の人

2.57 3.160 2.44 2.737 2.74 3.601

(余暇活動)

　一年間旅行する頻度 1.14 1.351 1.09 1.330 1.19 1.374

　月平均喫茶店・レストランなどで
  食事する頻度

1.04 1.159 1.00 1.126 1.09 1.197

　月平均趣味・稽古事などをする頻度 0.94 1.452 0.87 1.399 1.03 1.511
野外活動 8.47 2.580 8.40 2.594 8.55 2.562
読書 1.64 0.617 1.56 0.671 1.73 0.528
社会福祉活動参加ダミー 0.48 0.500 0.44 0.497 0.52 0.500

全体 女性 男性

1,101

経済
資本

社会
資本

文化
資本

N 2,435 1,334
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効果(Model１)を検討したあと，社会資本(Model２)，文化資本(Model３)を投入し，それぞ

れの効果を確認する．女性高齢者と男性高齢者の分析も高齢者全体の分析と同様の手順で

分析を進める． 

 

表３ 高齢者の主観的幸福感の規定要因  

 

 

Model1 をみると，統制変数のうち，「性別」と「質病有無」，「日常的動作程度」が 0.1%，

「婚姻状態」が 1%水準で，「就労状況」が 10%水準で統計的に有意である．経済資本として

投入した「本人または夫婦年収」と「不動産所有」は 1%水準でプラスの効果を持つことが

確認できる． 

次に，Model2 では，社会資本として「友人・ご近所・親戚と会う頻度」，「友人・ご近所・

親戚と電話する頻度」，「町内会などクラブ・グループ参加ダミー」，「心を打ち明けて，自分

の思っていることや心配事を話すことができる親しい友達の人数」，「お互いに家を行き来

するような間柄のご近所の人の人数」を投入した．分析の結果，社会資本変数の投入により，

経済資本の効果が変化したことが確認された．Model1 では 1%水準で有意だった「本人また

は夫婦年収」と「不動産所有」が，Model2 ではそれぞれ 5%，10%水準で有意であった．社

B S.E Beta B S.E Beta B S.E Beta
年齢 -0.001 0.006 -0.003 0.005 0.006 0.016 0.013 * 0.006 0.047
性別 0.303 *** 0.077 0.089 0.222 ** 0.076 0.065 0.282 *** 0.075 0.083
婚姻状況 0.269 ** 0.087 0.076 0.287 ** 0.085 0.081 0.343 *** 0.083 0.097
就労状況 0.155 † 0.083 0.040 0.145 † 0.082 0.038 0.204 * 0.080 0.053
就学年数 0.006 0.014 0.009 0.003 0.014 0.004 -0.024 † 0.014 -0.038
質病有無 -0.468 *** 0.084 -0.111 -0.468 *** 0.082 -0.111 -0.380 *** 0.080 -0.090
日常的動作程度 0.217 *** 0.022 0.194 0.192 *** 0.022 0.171 0.117 *** 0.022 0.105
本人または夫婦年収 0.109 ** 0.039 0.068 0.084 * 0.038 0.052 0.025 0.038 0.015
不動産所有 0.222 ** 0.069 0.064 0.128 † 0.069 0.037 0.141 * 0.067 0.041
友人・ご近所・親戚と会う頻度 0.090 *** 0.022 0.097 0.055 * 0.021 0.060
友人・ご近所・親戚と電話する頻
度

0.058 * 0.027 0.049 0.020 0.027 0.017

町内会などクラブ・グループ参加
ダミー

0.254 *** 0.072 0.070 0.069 0.073 0.019

心を打ち明けて、自分の思ってい
ることや心配ごとを話すことがで
きる親しい友達

0.041 ** 0.015 0.060 0.023 0.014 0.035

お互いに家を行き来するような間
柄のご近所の人

0.018 0.012 0.034 0.013 0.012 0.023

(余暇活動)

　一年間旅行する頻度 0.124 *** 0.027 0.099
　月平均喫茶店・レストランなど
で食事する頻度

0.039 0.030 0.026

　月平均趣味・稽古事などをする
頻度

0.050 * 0.024 0.043

野外活動 0.093 *** 0.014 0.141
読書 0.197 ** 0.056 0.072
社会福祉活動参加ダミー 0.223 ** 0.072 0.066

0.291 0.875 . 0.226 0.857 . 0.896 0.835 .

注: ***p<.001**p<.01 *p<.05 †p<.10

0.1204 0.1691
N 2,435 2,435 2,435

0.0828

経済
資本

社会
資本

文化
資本

定数項

調整済みの決定係数

Model1 Model2 Model3
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会資本カテゴリーにおいては，「友人・ご近所・親戚と会う頻度」と「町内会などクラブ・

グループ参加ダミー」が 0.1%水準で，「心を打ち明けて，自分の思っていることや心配事を

話すことができる親しい友達の人数」が 1%水準で，「友人・ご近所・親戚と電話する頻度」

がそれぞれ 5%水準で統計的有意であるという結果がみられた．全体的に大きな変化はみら

れずとも，経済資本の効果に若干の変化がみられ，主観的幸福化に対する社会資本の効果が

確認できる． 

ところで，Model3 で「文化資本」変数を投入することで主観的幸福感に影響を与える「社

会資本」の個数が減少し，主観的幸福感に与える文化資本の影響が確認できる．Model3 で

は，余暇活動カテゴリーとして「一年間旅行する頻度」，「月平均喫茶店・レストランなどで

食事する頻度」，「月平均趣味・稽古事などをする頻度」を投入し，「野外活動」，「読書」，「社

会福祉活動」変数を投入した．その結果，「経済資本」の中では「不動産所有」のみが 5%水

準で有意であり，Model2 で有意だった「社会資本」は「友人・ご近所・親戚と会う頻度」

のみ有意という結果がみられた．文化資本カテゴリーにおいては，「一年間旅行する頻度」

と「野外活動」が 0.1%水準で有意であり，「読書」，「社会福祉活動」においても 1%水準で

プラスの効果が確認された．また，「月平均趣味・稽古事などをする頻度」は 5%水準で有意

であった．余暇活動カテゴリーに属する「月平均喫茶店・レストランなどで食事する頻度」

は，有意な効果がみられなかった． 

以上の分析結果から，高齢者の主観的幸福感を規定する要因について「経済資本」，「社会

資本」，「文化資本」変数を順序的に投入すると，「文化資本」により「社会資本」と「経済

資本」の効果が弱化されることが確認できる．したがって，高齢者の幸福感に文化資本が緊

密に関係すると解釈できるだろう．しかしながら，高齢者全体を一括りにして分析すると，

属性による効果の差が読み取れなくなり，幸福感と文化資本の関係をより詳しく把握する

段階までは踏み入れられない．そこで，女性と男性の幸福感への規定要因をそれぞれ分析し，

その差異を検討する． 

 

4.2 女性高齢者の主観的幸福感への文化資本の影響 

本項では，女性高齢者の主観的幸福感に対する文化資本の影響を検討する(表 4)．＜表 4

＞の女性高齢者の分析結果は，前項の＜表 3＞の結果と類似した様相がみられることが特

徴である．とくに，「文化資本」による「社会資本」の効果の変化は，高齢者全体の分析

結果と大きな差がみられない． 
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表４ 女性高齢者の主観的幸福感の規定要因 

 

 

Model1 では，「質病有無」と「日常動作の程度」が 0.1%水準で有意であり，「経済資本」

においては「本人または夫婦年収」が 0.1%水準，「不動産所有」が 5%水準で統計的有意で

ある．  

「社会資本」変数を投入した Model2 をみると，経済資本のうち，「不動産所有」の効果が

みられなくなり，「社会資本」のプラス効果が読み取れる．「社会資本」においては，全体分

析では 5%水準で有意であった「友人・ご近所・親戚と電話する頻度」の効果がなくなり，

「友人・ご近所・親戚と会う頻度」と「心を打ち明けて，自分の思っていることや心配事を

話すことができる親しい友達の人数」が 0.1%水準で，「町内会などクラブ・グループ参加ダ

ミー」が 1%水準で女性高齢者の主観的幸福感にプラスの効果を持つことが読み取れる． 

最後に，文化資本変数を投入した Model3 においては，「文化資本」により社会資本の効果

が変化したことが確認される．Model3 では，Model1 と Model2 で効果を持たなかった統制

変数がすべて統計的に有意になることが確認できる．「日常的動作の程度」が 0.1%水準，「質

病有無」が 1%水準で，「年齢」，「婚姻状態」，「就学年数」が 5%水準，「就労状態」が 10%

水準で統計的に有意である．「社会資本」については，Model2 で有意だった「町内会などク

B S.E Beta B S.E Beta B S.E Beta
年齢 0.004 0.009 0.013 0.011 0.009 0.040 0.022 * 0.009 0.078
婚姻状況 0.106 0.111 0.031 0.142 0.109 0.041 0.260 * 0.108 0.076
就労状況 0.160 0.124 0.036 0.168 0.121 0.038 0.197 † 0.119 0.044
就学年数 -0.001 0.022 -0.002 -0.013 0.021 -0.018 -0.048 * 0.022 -0.066
質病有無 -0.471 *** 0.122 -0.103 -0.494 *** 0.119 -0.108 -0.409 ** 0.118 -0.089
日常的動作程度 0.229 *** 0.031 0.195 0.195 *** 0.031 0.166 0.127 *** 0.032 0.108
本人または夫婦年収 0.190 *** 0.054 0.115 0.176 ** 0.053 0.107 0.105 * 0.054 0.064
不動産所有 0.221 * 0.096 0.062 0.127 0.095 0.036 0.155 † 0.094 0.044

友人・ご近所・親戚と会う頻度 0.103 *** 0.029 0.111 0.073 * 0.029 0.079

友人・ご近所・親戚と電話する
頻度

0.030 0.035 0.026 -0.003 0.035 -0.003

町内会などクラブ・グループ参
加ダミー

0.253 ** 0.096 0.070 0.108 0.099 0.030

心を打ち明けて、自分の思って
いることや心配ごとを話すこと
ができる親しい友達

0.078 *** 0.021 0.110 0.053 * 0.021 0.075

お互いに家を行き来するような
間柄のご近所の人

0.010 0.019 0.016 0.016 0.018 0.025

(余暇活動)

　一年間旅行する頻度 0.149 *** 0.038 0.116
　月平均喫茶店・レストランな
どで食事する頻度

0.092 * 0.043 0.061

　月平均趣味・稽古事などをす
る頻度

0.035 0.035 0.029

野外活動 0.056 ** 0.019 0.085
読書 0.206 ** 0.071 0.081
社会福祉活動参加ダミー 0.119 0.098 0.034

0.176 1.241 . 0.053 1.214 . 0.798 1.197 .

注: ***p<.001**p<.01 *p<.05 †p<.10

0.1271 0.1614
N 1,334 1,334 1,334

0.0834

経済
資本

社会
資本

文化
資本

定数項

調整済みの決定係数

Model1 Model2 Model3
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ラブ・グループ参加ダミー」が有意ではなくなり，「文化資本」により「社会資本」の効果

が弱くなったことが確認できる．「文化資本」カテゴリーのなかでは「一年間旅行する頻度」

が 0.1%水準で，「野外活動」と「読書」が 1%水準で，「月平均喫茶店・レストランなどで食

事する頻度」変数が 5%水準でプラスの効果を持つことがわかる． 「月平均趣味・稽古事な

どをする頻度」と「社会福祉活動参加ダミー」変数は女性高齢者の幸福感に対して効果を持

たないことが確認された． 

女性高齢者に限定した分析において特徴的なことは，全体分析においては有意な効果が

あらわれなかった「月平均喫茶店・レストランなどで食事する頻度」が女性高齢者の分析で

は有意となり，一方で全体分析では有意であった「月平均趣味・稽古事などをする頻度」は

有意ではなくなったことである．また，高齢者全体の分析においては有意だった「社会福祉

活動」変数が，対象を女性に限定すると有意ではなくなることも大きな特徴である．このよ

うな結果は，男性高齢者による影響によるものであると予測することが可能である． 

 

4.3 男性高齢者の主観的幸福感への文化資本の影響 

最後に，男性高齢者に対象を限定して主観的幸福感に対する文化資本の効果を分析した

結果を検討する(表 5)．男性高齢者の分析結果は，高齢者全体や女性高齢者の分析結果とは

かなり異なる様相をあらわす．この差異に注目し，男性高齢者の主観的幸福感の規定要因

について検討していく． 
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表５ 男性高齢者の主観的幸福感の規定要因  

 
 

Model1 では，「婚姻状態」と「質病有無」，「日常的動作」が 0.1%水準で統計的有意であ

る．「経済資本」の効果をみると，高齢者全体や女性高齢者で有意であった「本人または夫

婦年収」が有意ではなくなり，「不動産所有」のみが 5%水準でプラスの効果を持つことがわ

かる． 

「社会資本」変数を投入した Model2 では，高齢者全体や女性高齢者の分析結果よりも「社

会資本」による効果が明確に確認される．Model1 で有意だった経済資本はすべて有意では

なくなり，「社会資本」カテゴリーのうち，主観的幸福感に影響を与える要因は「友人・ご

近所・親戚と会う頻度」，「友人・ご近所・親戚と電話する頻度」，「町内会などクラブ・グル

ープ参加ダミー」が 5％水準で有意であった．「お互いに家を行き来するような間柄のご近

所の人の人数」変数は 10%水準で有意であるという結果がみられた． 

「文化資本」変数を投入した Model3 では，「野外活動」が 0.1%水準で，「社会福祉活動参

加ダミー」が 1%水準で，「旅行」と「読書」がそれぞれ 5%水準でプラス効果を持つことが

確認された．「文化資本」変数の投入により，Model2 において有意であった「社会資本」の

すべての変数の効果がみられなくなり，「経済資本」の変数もすべて有意ではないことが見

B S.E Beta B S.E Beta B S.E Beta
年齢 -0.007 0.009 -0.026 -0.003 0.009 -0.012 0.002 0.008 0.006
婚姻状況 0.592 *** 0.154 0.114 0.550 *** 0.152 0.106 0.460 ** 0.146 0.088
就労状況 0.154 0.114 0.044 0.151 0.113 0.043 0.240 * 0.109 0.068
就学年数 0.011 0.019 0.019 0.013 0.018 0.022 -0.004 0.018 -0.007
質病有無 -0.468 *** 0.115 -0.119 -0.464 *** 0.113 -0.118 -0.383 *** 0.109 -0.098
日常的動作程度 0.211 *** 0.031 0.198 0.195 *** 0.031 0.183 0.116 *** 0.031 0.109
本人または夫婦年収 0.038 0.057 0.023 0.004 0.056 0.003 -0.044 0.056 -0.026
不動産所有 0.237 * 0.100 0.070 0.136 0.100 0.040 0.152 0.097 0.045

友人・ご近所・親戚と会う頻度 0.075 * 0.034 0.079 0.045 0.033 0.047

友人・ご近所・親戚と電話する
頻度

0.089 * 0.042 0.073 0.040 0.041 0.033

町内会などクラブ・グループ参
加ダミー

0.254 * 0.109 0.069 0.006 0.109 0.002

心を打ち明けて、自分の思って
いることや心配ごとを話すこと
ができる親しい友達

0.004 0.021 0.006 -0.003 0.020 -0.005

お互いに家を行き来するような
間柄のご近所の人

0.026 † 0.016 0.056 0.010 0.015 0.021

(余暇活動)

　一年間旅行する頻度 0.088 * 0.038 0.072
　月平均喫茶店・レストランな
どで食事する頻度

-0.014 0.043 -0.010

　月平均趣味・稽古事などをす
る頻度

0.052 0.034 0.046

野外活動 0.132 *** 0.020 0.201
読書 0.245 * 0.096 0.077
社会福祉活動参加ダミー 0.339 ** 0.106 0.101

1.096 1.174 . 0.833 1.154 . 1.629 1.111 .

注: ***p<.001**p<.01 *p<.05 †p<.10

0.1170 0.1900
N 1,101 1,101 1,101

0.0847

経済
資本

社会
資本

文化
資本

定数項

調整済みの決定係数

Model1 Model2 Model3
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て取れる．興味深いことは，女性高齢者分析においては効果が確認されなかった「社会福祉

活動」変数が男性高齢者の分析においては有意な結果となっていることである． 

 

５．まとめおよび考察 

高齢者全体と女性高齢者，男性高齢者を対象とした 3 つの分析結果を以下のようにまと

め，男女の比較地点を提示することができる． 

第一に，男性高齢者の分析では，Model1 の段階で「経済資本」の効果が弱く，さらに

「社会資本」や「文化資本」を投入することで効果がまったくみられなくなった．女性

高齢者の分析結果においては「文化資本」の投入により「経済資本」の効果が変化した

ものの，ある程度主観的幸福感に効果を持った．このような点からみて，女性高齢者よ

り男性高齢者において「幸福のパラドックス」が鮮明にあらわれると言える． 

次に，「社会資本」の効果は男女の間で明確な差がみられる．女性高齢者の場合，「文

化資本」を投入することで，主観的幸福感に有意な効果を持つ「社会資本」の個数は現

象するが，2 つの変数が依然として主観的幸福感にプラスの効果を持った．一方，男性

高齢者においては，「文化資本」変数を投入することで「社会資本」の効果がまったく

みられなくなるという結果が確認された．このような結果から，男性高齢者は女性高齢

者より「文化資本」が主観的幸福感に直接的な影響を与えると解釈することができる． 

最後に，「社会福祉活動」変数の効果の差は，男女間の差をあらわす重要な地点とし

て挙げられる．女性高齢者の場合，「余暇活動」カテゴリーのうち，2 つの活動において

有意な効果がみられる一方，ボランティアなどを含む社会福祉活動は幸福感に影響を与

えないという結果がみられた．一方，男性高齢者は余暇活動や読書，野外活動の以外に

も社会的活動に参加することにより幸福感を得ることが分析を通じて明らかになった．

これは，私的な領域における活動のほかにも，公的な場に働きかけ，社会に貢献するこ

とが男性の主観的幸福感を高くすることにつながると解釈することが可能である．以上

の分析結果について，世代論とジェンダー論という二つの観点から男女高齢者の主観的幸

福感の規定要因の差について考察する． 

まず，高齢者全体の分析からみられる，主観的幸福感に対して「文化資本」が持つ強い効

果は，対象者を世代論の観点から接近することで解釈できる．本研究の対象者は，1999 年

の時点で 60 歳以上の高齢者である．前述したように，「文化資本」を長期間に渡り蓄積され

た習慣化された行為様式としてとらえるならば，彼らが文化的活動をする習慣を蓄積して

きた軌跡を視野に入れて解釈する必要がある．高齢者にとって趣味や社会参加などを含む

文化的活動が持つ意味や位置を明らかにすることで，主観的幸福感に「文化資本」が他の資

本よりもよりも強い効果を持つ現象を解釈することが可能になると考えられる． 

本研究の対象者がまだ青年期であった時期は，日本で高度経済成長期が始まり，文化的消

費が急増した時期であった．1950 年代から 1970 年代にかけて展開された高度経済成長は，

日本のライフスタイルを大きく変えたと評価される．この時期には，文化活動を楽しむため
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のインフラや消費文化が登場し，趣味や余暇，娯楽への受容と供給がともに成長した．多様

な文化産業が活発になり，大衆消費時代へと進入したのもこの時期である．本研究の対象者

である 1999 年当時の高齢者は，戦後日本社会の経済成長を牽引していた世代であり，文化

産業の膨張を直接的に経験した世代である．言い換えると，多様な文化活動を通じて自己実

現を果たし，余暇や趣味活動を楽しむライフスタイルを身体化した世代である．高度経済成

長の終焉とともに文化産業の成長が萎縮されていったとはいえ，この時期の高齢層は文化

を通じて生の意味を発見し，生活の質を上げる「能力」を身に着けた年齢層であると考えら

える．分析結果で一貫してみられる主観的幸福感に対する「文化資本」の有意な効果は，当

時の高齢者における文化の影響力や意味が示される結果であると解釈できる． 

次に，男性高齢者には有効な効果を持つ「社会福祉活動」が女性高齢者には効果を持たな

いという結果に関して，「社会福祉活動」変数の特徴とジェンダー論を関連付けて解釈でき

ると考えらえる．本稿の分析では，女性高齢者の分析結果において「文化資本」変数を投入

すると，主観的幸福感に影響を与える「社会資本」は，個数は減るものの二つの変数が依然

として主観的幸福感にプラスの効果を持つことが明らかになった．一方で，男性の分析結果

では，「文化資本」変数を投入することで Model2 まで有意だった「社会資本」変数の効果が

完全に消えることが確認される．このような結果を，性別役割分業による営為する領域の分

化によって説明することができるだろう． 

1999 年当時の高齢者が社会活動に参加していた時代は，日本社会にまだ性別役割分業意

識が強く，男性と女性が営為する領域が現在よりも明確に区分されていた時期である．女性

が家庭内で家事を担当する一方で，男性は公的な領域で活動する傾向が強かった．女性の社

会進出が稀だった時期において，女性はご近所や親戚，友達との私的なつながりを作り暮ら

すことができたが，男性は私的な領域よりも公的な領域に人間関係が集中される傾向が強

かった．今回の分析で使用した「社会資本」変数は，主に親戚や近隣，友人といった，私的

な領域での関係に集中され，「文化資本」変数も「社会福祉活動」変数以外は私的な領域に

位置づけられるものが多い．このような変数の特徴からすると「社会福祉活動」変数が男性

高齢者の主観的幸福感に与える効果は注目に値する． 

「社会福祉活動」は私的な領域と公的な領域をまたがる活動としての性格を有する．単に

個人的な行動に留まるのではなく，参加することによって社会に貢献することができるか

らである．このような変数の特性から，「社会福祉活動」は男性高齢者が引退した後も，社

会的な活動に参加するという感覚を与え，公的な領域に自分を位置づけることか可能にな

り，その結果，主観的幸福感を規定する要因として機能すると解釈することができる．この

ように，主観的幸福感を対象者が経験する文化的領域や空間に焦点を当てることで，幸福感

を取り巻く多様な地点が明らかになると考えらえる．今日は女性の社会進出も活発になり，

女性が属する領域も大きく変化したため，本研究の分析とは異なる様相があらわれるだろ

う． 

本研究は，先行研究で独立的に扱われていた経済資本，社会資本，文化資本といった多様
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な資本を総合的にとらえ，比較分析を行ったところに第一の意義がある．文化資本変数の投

入と他の資本の効果との比較により，主観的幸福感に影響を与える諸要素間の関係がより

明瞭になったと考えらえる．しかし，今回の分析では「文化資本」概念が内包する多様かつ

複雑な概念が一括にとらえられず，部分的な要素のみをピックアップして使用したという

点で限界がある．「全国高齢者パネル調査」の設問項目に高齢者の文化活動の事情を問う項

目の数が限られており，文化資産や相続される文化資本に関しては変数を作成することは

不可能であった．今回の分析結果を通じて高齢者の主観的幸福感に文化資本が与える影響

が可視化されたことから，文化資産や文化活動など，文化的影響を測定できる設問をより多

く確保し，さらなる分析を行う必要があると考えらえる． 

また，本研究は 1999 年の調査を使用して分析を行ったが，新自由主義への進入や雇用市

場の変化など，2000 年代以降に日本社会が経験した幾度の大きな社会変動とともに，今日

の状況は 1999 年とはかなり異なると予想される．実際，世代も変わり，生活のパターンや

消費行動，文化享受の方式まで，様々な領域においても変化がみられつつある．今回の分析

では，2000 年代の全国高齢者パネル調査の設問項目に文化活動を問う設問が極端に少なく，

パネルデータ分析や比較分析を行うことはできなかった．そのため，2000 年代以降，とく

に 2010 年以降のデータを用いるなどして，1990 年代の結果と比較し，幸福感を規定する要

因の変化を明らかにする分析は，後続の課題として残しておきたい．後続の研究では「文化

資本」の尺度をより具体的かつ綿密に定義したうえで，幸福感を規定する要因の時代的変化

を明らかにすることを目標とする． 
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高齢期における人生満足感の終末期低下 
 

中川 威 

（国立長寿医療研究センター・日本学術振興会） 

 
 人は生涯にわたって幸福感を比較的高く保つことができることが報告され

てきた．一方で，自らの死が近づくにつれて，幸福感は急速に低下することが

示唆されている．本研究では，幸福感の一要素である人生満足感に着目し，終

末期において人生満足感が低下するかを記述することを目的とした．全国高齢

者パネル調査の参加者のうち，追跡期間中に死亡した 1,778 名の 19 年間にわ

たる縦断データを用いた．マルチレベル分析を行った結果，死が近づくにつれ

て，人生満足感は急速に低下することが示され，先行知見が再現された．さら

に，マルチフェーズモデルを推定した結果，人生満足感は死の 3 年前から急速

に低下し始めた．ただし，死の直前における人生満足感の程度と変化率には個

人差があることが示された．どのような要因によって，死が近づいても人は幸

福感を比較的高く保つことができるのかを明らかにすることで，臨床と政策に

寄与しうるだろう． 
 

1 目的 

 加齢に伴い，人は，心身の機能の衰えや親密な他者との死別といった喪失を経験しやす

くなる．主観的幸福感（subjective well-being: 以下，幸福感と略記する）は，適応の程度を

測定する指標として用いられ(Diener 1984; Diener et al. 1999)，加齢，高齢者，高齢社会を研

究対象とする老年学（gerontology）では，「人は加齢に伴う変化にいかに適応しうるか」と

いう問いが重要な課題とされてきた．幸福感が高いほど，人は加齢に伴う変化に適応して

おり，良い老い（successful aging）を達成していると解釈されてきた(Baltes and Baltes 1990)．

多くの横断研究において，人は生涯にわたって幸福感を比較的高く保つことが報告されて

いる(Carstensen et al. 2000; Diener, Lucas, and Scollon 2006; Larson 1978; Mroczek and Kolarz 

1998)．加齢に伴い幸福感は変化せず安定するという現象は，直観に反することから，幸福

感の矛盾（paradox of well-being）と称されてきた． 

 しかし，既存の研究には重要な限界がある．第一に，概ね 65 歳から 74 歳までを指す前

期高齢期（young-old）と呼ばれる高齢期前半までは幸福感は高く保たれるかもしれないが，

概ね 75 歳から 84 歳までの後期高齢期（old-old）や 85 歳以上の超高齢期(oldest-old; Baltes 

and Smith 2003)と呼ばれる高齢期後半には，喪失を顕著に経験しやすくなっても幸福感が

安定するかは十分検討されていない．第二に，人の変化には，年齢，疾患，死が関連する

にもかかわらず(Baltes, Lindenberger, and Staudinger 2006; Birren and Cunningham 1985)，「年

齢を重ねるにつれて，人はどのように変化するか」という問いに主に関心が向けられ，「疾

患が発症，進行，あるいは回復するにつれて，人はどのように変化するか」，「自らの死が

近づくにつれて，人はどのように変化するか」という問いにはあまり関心が向けられてこ



203 
 

なかった．これら 2 つの限界を踏まえ，本研究では，「人は死に伴う変化にいかに適応しう

るか」という問いに答えることを目指す． 

 終末期に認知機能が急速に低下するという現象は古くから検討され(Kleemeier 1962; 

Palmore and Cleveland 1976; Riegel and Riegel 1972; Siegler 1975)，終末期低下（terminal decline）

と称されてきた．高齢期は，さまざまな機能が比較的高く保たれる終末期以前と，機能が

急速に低下し死に至る終末期という 2 つの段階から成ると推測されるようになると

(Bäckman and MacDonald 2006)，認知機能以外の機能についても終末期低下が観測されるか

検討されるようになった．心理社会機能のひとつである幸福感の終末期低下に関する実証

研究が取り組まれるようになったのは，比較的近年になってからである(Gerstorf et al. 2010; 

Gerstorf, Ram, Estabrook, et al. 2008; Gerstorf, Ram, Röcke, et al. 2008; Mroczek and Spiro 2005)．

これらの研究は，幸福感もまた自らの死が近づくにつれて急速に低下すること，死の 3―5

年前から幸福感は低下し始めることを報告してきた．特に，Gerstorf ら(2010)は，ドイツ，

イギリス，アメリカの代表サンプルの縦断データに類似の分析モデルを適用することで，

幸福感の終末期低下が国によらず頑健に再現されることを報告した．同時に，死までの幸

福感の変化には個人差があり，死まで幸福感を高く保つ者もいることが示された．しかし，

終末期低下を示す者と示さない者がいるのはなぜか，終末期低下はなぜ生じるかといった

さまざまな問いが残されている(Gerstorf and Ram 2013, 2015; Hülür, Ram, and Gerstorf 2016)．

これらの問いに答えることで，幸福感の終末期低下を防ぐ要因は何か，逆にその低下を促

す要因は何かが明らかになり，臨床や政策に寄与しうるだろう． 

先行研究を踏まえて，本研究では，幸福感 1)の指標として人生満足感を用い，幸福感の

終末期低下が日本の代表サンプルの縦断データにおいても再現されるかを検討することを

目的とした．まず，年齢という誕生からの時間と死亡までの時間を用いて，人生満足感の

変化が死亡までの時間によってより適切に説明されるか検討した．追加分析として，項目

別に人生満足感の変化を記述した．さらに，マルチフェーズモデルを用いて，終末期以前

と終末期という 2 つの段階で人生満足感が非連続の変化を示すか，また死の何年前から人

生満足感が低下し始めるかを検討した． 

 

2 方法 

2.1 参加者と手続き 

 全国高齢者パネル調査のデータを用いた 2)．全国高齢者パネル調査は，東京都健康長寿

医療研究センター研究所（旧東京都老人総合研究所），東京大学，ミシガン大学が，全国の

60 歳以上の者を対象に実施してきた縦断研究である．調査は，1987 年から 2017 年まで，

3 年から 6 年間隔で計 9 回実施されてきた．2020 年 1 月時点で，2006 年までの 3 年または

4 年間隔で収集された計 7 回のデータが公開されている．調査内容，サンプリング手続き，

調査方法，回収率，倫理的配慮などの詳細は報告書(秋山 2008)で確認できる． 
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 第 7 回調査までに 1 回以上参加した 5,197 名のうち，追跡期間中に死亡した 1,778 名（女

性 45.6%）3)を分析対象とした．死亡時の平均年齢は 80.50 歳（SD = 7.75; 範囲 60―105 歳）

で，平均調査参加回数は 2.43 回（SD = 1.61）であった．分析対象者は，最初の調査参加時

から 8.60 年後（SD = 5.29），最後の調査参加時から 3.39 年後（SD = 2.73）に死亡し，死ま

での 19―0 年間に計 4,934 回調査に参加した． 

 

2.2 変数 

2.2.1 人生満足感 

 人生満足感の測定尺度として，生活満足度尺度 A(LSIA; Neugarten, Havighurst, and Tobin 

1961)に含まれる 3 項目を用いた．質問項目は，「今が自分の人生で一番幸せなときだ」，「私

は，自分の人生をふりかえてみてまあ満足だ」，「これから先にもおもしろいこと，楽しい

ことがいろいろありそうだ」である．LSIA は，mood tone（精神の安定），congruence（適

応性），zest for life（熱意）という 3 つの下位因子(Liang 1984)で構成され，3 つの質問項目

はそれぞれの下位因子に対応する．先行研究(小林ほか 2014)を踏まえ，「そう思う」=3，

「どちらともいえない」または「わからない」=2，「そう思わない」=1 とし，3 項目の合計

得点を算出した．各調査時点の Cronbach の α 係数は，.55―.70 だった． 

 分析では，LSIA の合計得点および各項目の得点を，第 1 回調査の全参加者（N = 2,199）

の平均値と標準偏差（M = 7.09, SD = 1.75）を基準に標準化し，T 得点（M = 50, SD = 10）

を算出した．T 得点を算出することで，変数間で推定値を比較しやすくなる． 

 

2.2.2 誕生からの時間と死亡までの時間 

 各調査参加年月から生年月を引き，各調査参加時の年齢を誕生からの時間として用いた．

値の範囲は 60―98 年であり，60 年で中心化し分析に用いた．また，各調査時点で，調査

対象者の居住する市町村の住民票あるいは家族等からの情報に基づいて，生存・死亡状況

が確認された．各調査参加年月から死亡年月を引き，死亡までの時間を算出した．値の範

囲は—19―0 年であり，死亡年月を 0 年として分析に用いた． 

なお，誕生からの時間と死亡までの時間の相関は r = .35（p < .001）であった．この結果

は，より高齢な者ほど死がより近いことを意味するが，これらの時間は弁別される概念で

あることも示唆する． 

 

2.3 分析方法 

 幸福感の終末期低下を検討するため，人生満足感の変化を誕生からの時間と死亡までの

時間とで推定し，どちらの時間が人生満足感の変化をより適切に説明しているか比較した．

人生満足感の変化を推定するため，マルチレベルモデル(Singer and Willett 2003)を用いた． 

まず，誕生からの時間を用いて，60 歳から 98 歳まで人生満足感がどのように変化する
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か推定した．次に，死亡までの時間を用いて，自らの死が近づくにつれて人生満足感がど

のように変化するか推定した．いずれの分析でも，線形変化と曲線変化を仮定したモデル

を比較し，データをより適切に説明するモデルを検討した．さらに，マルチフェーズモデ

ルを用いて，終末期以前と終末期という 2 つの段階で人生満足感が非連続の変化を示すか

検討した． 

 線形変化のモデルを，以下のように定義した． 

 

 人生満足感 it = β0i + β1i(時間 it) + eti，       (1) 

 

(1)式では，個人 i の t 時点における人生満足感 itが，個人の切片のパラメータである β0i，

時間に伴う変化を捉える個人の傾きのパラメータである β1i，そして残差 etiの関数として

表されている．さらに，個人の変化を捉えるレベル 1 と変化の個人差を捉えるレベル 2 に

区別して推定するマルチレベルモデルの手続きを踏まえ，レベル 1 の個人の切片 β0iと線

形と傾き β1iを，モデル 2 では，以下のように定義した． 

 

 β0i = γ00 + u0i，          (2) 

 β1i = γ10 + u1i，          (3) 

 

 (2)式と(3)式では，γ00と γ10は平均値（固定効果），u0iと u1iは平均値からの個人の偏差（変

量効果）を意味する．個人差は正規分布し，互いに相関し，残差とは無相関であると仮定

されている． 

 次に，曲線変化のモデルを，以下のように定義した． 

 

 人生満足感 it = β0i + β2i(時間 it) +β4i(時間 2) + eti，      (4) 

 

 (4)式では，時間に伴う急速的な変化を捉える傾きのパラメータとして，1 次の変化 β2iと

2 次の変化 β4iが含まれている． 

さらに，線形変化のモデルを拡張し，非連続の変化を捉えるマルチフェーズモデルを以

下のように定義した． 

 

 人生満足感 it = β0i + β1i(時間 it) +β2i(時間 it) + eti，      (5) 

   β1i = 0 if 時間 it  ≤ τ ， 

 β2i = 0 if 時間 it ≥ τ ，          

 

 (5)式では，τ 年以前（終末期以前）の変化率が β1i，τ 年以降（終末期）における変化率
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が β2iとして表されている．これらの数式では，人生満足感の変化が τ 年前後で異なると仮

定されており，τ 年における人生満足感が切片 β0iとして推定される．なお，変化年 τ はす

べての個人で等しいと仮定され，固定効果としてモデルに投入されている 4)． 

 以上のモデルは，目的変数の欠損値をランダムな欠損(missing at random; Little and Rubin 

2002)として扱い，最尤法にて推定した．とりわけ変化率に関しては，観測時点数が多い個

人から得られたデータに重み付けされて推定される． 

 

3 結果 

3.1 誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の記述統計 

 誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の記述統計量を表 1 と 2 に示した． 

 
表 1 誕生からの時間の関数としての人生満足感の記述統計 

誕生からの時間 

(年) 

 人生満足感 誕生からの時間 

(年) 

 人生満足感 

n M SD n M SD 

60   30 51.56 10.11 80  218 47.48 10.11 

61   82 50.10 11.28 81  166 47.51 10.89 

62   98 51.33 8.94 82  173 47.69 9.49 

63   99 50.51 10.27 83  164 48.04 10.15 

64  138 50.17 10.22 84  109 50.57 9.63 

65  126 51.39 9.36 85  112 48.91 9.73 

66  142 51.20 10.56 86  100 48.84 10.23 

67  159 51.34 9.61 87   70 49.63 9.27 

68  157 50.96 9.28 88   61 47.27 8.64 

69  154 49.19 10.56 89   51 48.01 9.27 

70  172 50.56 9.04 90   31 49.10 9.55 

71  196 49.21 10.24 91   20 48.61 7.70 

72  218 49.28 10.22 92   17 52.49 8.83 

73  202 49.61 10.32 93   10 49.47 7.61 

74  236 48.89 9.83 94    6 42.81 5.61 

75  240 49.37 10.18 95    3 55.18 5.71 

76  235 49.83 10.40 96    3 41.85 3.30 

77  245 48.28 11.18 97    1 55.18  

78  209 49.33 9.85 98    1 49.47  

79  195 48.85 9.85     
注：人生満足感は，第 1 回調査の全参加者を基準に，T 得点(M = 50, SD = 10)に変換した． 
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表 2 死亡までの時間の関数としての人生満足感の記述統計 

死亡までの時間 

(年) 

 人生満足感 

n M SD 

—19   26 52.76 7.07 

—18   78 50.35 10.50 

—17   61 48.63 10.52 

—16   90 50.67 9.82 

—15  152 49.49 10.18 

—14  139 50.58 9.50 

—13  168 49.54 10.06 

—12  216 50.35 9.46 

—11  190 51.09 9.78 

—10  253 50.19 10.36 

—9  300 50.29 9.87 

—8  253 50.35 9.92 

—7  331 50.23 9.53 

—6  411 49.65 9.53 

—5  342 49.45 10.21 

—4  382 48.32 9.97 

—3  428 48.89 10.36 

—2  382 48.12 10.70 

—1  323 47.41 9.59 

 0  123 46.03 11.56 
注：人生満足感は，第 1 回調査の全参加者を基準に， 
T 得点(M = 50, SD = 10)に変換した． 

 

3.2 誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の変化 

 次に，誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の変化を検討するにあたり，

級内相関係数(intraclass coefficients; ICC)を算出した．ICC は.34 であり，人生満足感の全分

散のうち，個人間分散の占める割合が 34%，個人内分散の占める割合が 66%であることを

意味する．すなわち，人生満足感は個人内で大きく変動していることが示唆された． 

 誕生からの時間と死亡までの時間をそれぞれ用いて，線形変化モデルと曲線変化モデル

を推定した．適合度指標として，AIC（Akaike information criterion）と—2LL（—2 log likelihood）

を用い，線形変化モデルと曲線変化モデルの比較を行った．また，個人内分散が説明され

た割合である pseudo-R2(Snijders and Bosker 1999)を算出した． 
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 表 3 に，誕生からの時間と死亡までの時間を用いたモデルの推定結果を示した．誕生か

らの時間に関しては，線形変化モデル（AIC = 34,131, —2LL = 34,119）と，固定効果に 2 次

の変化を仮定した曲線変化モデル（AIC = 34,131, —2LL = 34,117）を比較した結果，適合度

が改善しなかった（χ2(1) = 1.58, p = .21）．したがって，線形変化モデルを選択した．一方，

死亡からの時間に関しては，線形変化モデル（AIC = 34,087, —2LL = 34,075）と，固定効果

と変量効果に 2 次の変化を仮定した曲線変化モデルを比較した結果（AIC = 34,054, —2LL = 

34,034），適合度が改善した（χ2(4) = 40.25, p < .001）．したがって，曲線変化モデルを選択

した．また，誕生からの時間を用いたモデルでは，人生満足度の個人内分散のうち時間が

説明した割合（Δpseudo-R2）は.054 だった一方，死亡までの時間を用いたモデルでは，.173

だった．適合度指標と分散説明率を踏まえると，死亡までの時間が，誕生からの時間に比

べて，人生満足感の変化をより適切に説明していた． 
 

表 3 誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の成長モデル 

 人生満足感 

パラメータ 誕生からの時間 死亡までの時間 

固定効果     

切片 51.29 (0.40)*** 46.53 (0.40)*** 

1 次の傾き —0.15 (0.02)*** —0.60 (0.10)*** 

2 次の傾き   —0.03 (0.01)*** 

変量効果     

 切片の分散 52.02 (7.65)*** 67.44 (8.89)*** 

 1 次の傾きの分散 0.10 (0.03)** 1.72 (0.50)*** 

 2 次の傾きの分散   0.005 (0.00)** 

 切片と 1 次の傾きの共分散 —1.35 (0.47)** 5.91 (1.93)** 

 切片と 2 次の傾きの共分散   0.16 (0.12) 

1 次と 2 次の傾きの共分散   0.09 (0.03)** 

 残差分散 63.36 (1.84)*** 55.33 (1.87)*** 

適合度     

 AIC 34,131 34,054 

 —2LL 34,119 34,034 
注：非標準化係数(標準誤差)を記した．AIC = Akaike information criterion;  
—2LL = —2 log likelihood. ** p < .01; *** p < .001. 

 

 表 3 に示した推定結果に基づき，誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の

平均的な軌跡を図 1 に示した．固定効果を踏まえると，人生満足感は，誕生からの時間に

伴って線形の低下を示し，死亡までの時間に伴って急速な低下を示した．T 得点の 1 点は
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Cohen’s d の 0.1 に相当し(Cohen 1992)，老年学では Cohen’s d が 0.40 で中程度の効果量を

意味することを踏まえると(Brydges 2019)，死亡年における人生満足感は 46.53 点で，第 1

回調査に参加した全参加者と比べて概ね中程度（3.47 点）低かった 5)． 
 

図 1 誕生からの時間と死亡までの時間による人生満足感の変化 

注：平均的な軌跡と，ランダムに抽出した 100 名の軌跡を示した． 

 



210 
 

変量効果を踏まえると，人生満足感の程度と変化率に個人差が認められた．死亡まで

の時間による人生満足感の変化における個人差に関しては，マルチフェーズモデルの推定

結果を報告する際に詳述する． 

 

3.3 追加分析：項目別の変化 

 人生満足感の測定尺度に含まれる 3 つの項目別に，死亡までの時間による変化を記述し

た．表 4 に，項目別の推定結果を示した．変量効果に 2 次の変化を仮定した曲線変化モデ

ルでは，いずれの項目においても 2 次の傾きの分散が統計的に有意ではなかった（ps > .059）．

モデルを縮約するため，固定効果にのみ 2 次の変化を仮定したモデルを選択した． 

 
表 4 死亡までの時間による人生満足感の項目別の成長モデル 

 人生満足感 

パラメータ 今が一番幸せ 

人生を 

ふりかえって満足 

これから先にも 

楽しい 

固定効果       

切片 47.00 (0.41)*** 49.24 (0.39)*** 46.29 (0.40)*** 

1 次の傾き —0.59 (0.11)*** —0.33 (0.10)** —0.51 (0.10)*** 

2 次の傾き —0.02 (0.01)*** —0.02 (0.01)** —0.02 (0.01)** 

変量効果       

 切片の分散 47.05 (5.40)*** 43.50 (5.02)*** 39.84 (5.05)*** 

 1 次の傾きの分散 0.21 (0.06)*** 0.30 (0.06)*** 0.19 (0.05)*** 

 切片と 1 次の傾きの共分散 2.15 (0.52)*** 2.39 (0.50)*** 1.57 (0.48)** 

 残差分散 70.34 (2.08)*** 62.02 (1.88)*** 67.26 (1.99)*** 

適合度       

 AIC 34,321 33,895 34,165 

 —2LL 34,307 33,881 34,151 

注：非標準化係数(標準誤差)を記した．人生満足感は，第 1 回調査の全参加者を基準に，T
得点(M = 50, SD = 10)に変換した．AIC = Akaike information criterion; —2LL = —2 log likelihood. 
** p < .01; *** p < .001. 
 

 表 4 に示した推定結果に基づき，死亡までの時間による人生満足感の項目別の平均的な

軌跡を図 2 に示した．固定効果を踏まえると，切片（死亡年における人生満足感）の推定

値に関しては，「今が自分の人生で一番幸せなときだ」が 47.00 点，「私は，自分の人生を

ふりかえてみてまあ満足だ」が 49.24 点，「これから先にもおもしろいこと，楽しいこと

がいろいろありそうだ」が 46.29 点だった．「今が自分の人生で一番幸せなときだ」と

「これから先にもおもしろいこと，楽しいことがいろいろありそうだ」は概ね中程度 
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図 2 死亡までの時間による人生満足感の項目別の変化 

注：平均的な軌跡と，ランダムに抽出した 100 名の軌跡 
を示した． 
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（3.00―3.71 点）の終末期低下を示した．ただし，人生満足感は，いずれの項目において

も，死亡までの時間に伴って同程度に急速な低下を示した（2 次の傾き = —0.02）． 

 

3.4 変化点を仮定した 2 段階の変化 

 マルチフェーズモデルを用いて，終末期以前と終末期という 2 つの段階で人生満足感が

非連続の変化を示すか検討した．表 5 に，マルチフェーズモデルの推定結果を示した．先

行研究(Gerstorf et al. 2010)では，幸福感は死の 3―5 年前から低下が始まると報告されてい

ることから，(5)式における変化年 τ を死の 3 年前から 5 年前まで半年間隔で仮定した一連

のモデル（つまり，変化年を死の 3 年前，3 年半年前，4 年前，4 年半年前，5 年前と仮定

した 5 つのモデル）を推定した．モデル間で適合度指標を比較した結果 6)，死の 3 年前を

変化年と仮定したモデルを選択した． 
 

表 5 死亡までの時間による人生満足感の 2 段階成長モデル 

パラメータ 推定値(SE) 

固定効果   

切片 49.89 (0.28)*** 

終末期以前の傾き(—19―—3 年) —0.14 (0.04)*** 

終末期以降の傾き(—3―0 年) —0.99 (0.23)*** 

変量効果   

 切片の分散 58.07 (4.81)*** 

 終末期以前の傾きの分散 0.38 (0.07)*** 

 終末期以降の傾きの分散 6.74 (2.20)** 

 切片と終末期以前の傾きの共分散 2.92 (0.53)*** 

 切片と終末期以降の傾きの共分散 —8.58 (3.08)** 

 終末期以前と以降の傾きの共分散 —0.03 (0.46) 

 残差分散 56.07 (1.81)*** 

適合度   

 AIC 34,058 

 —2LL 34,038 
注：非標準化係数を記した．切片は死の 3 年前の値を表す． 
AIC = Akaike information criterion; —2LL = —2 log likelihood. 
** p < .01; *** p < .001. 

 

 表 5 に示した推定結果に基づき，終末期以前と終末期における人生満足感の平均的な軌

跡を図 3 に示した．固定効果を踏まえると，人生満足感は，終末期以前では，1 年あたり

0.14 点低下し，死の 3 年前に 49.89 点となった後，終末期では 1 年あたり 0.99 点低下した．  
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図 3 死亡までの時間による人生満足感の 2 段階の変化 

注：平均的な軌跡と，ランダムに抽出した 100 名の軌跡 
を示した． 

 

 さらに，変量効果 7)を踏まえると，死までの時間による人生満足感の変化には，個人差

が認められた．分析対象者の概ね 68%（±1SD）の切片（死の 3 年前における人生満足感）

は 41.27―56.51 点，終末期以前の傾きは 1 年あたり—0.74―0.47 点，終末期の傾きは 1 年あ

たり—3.58―1.61 点だった．すなわち，終末期において，人生満足感が低下する者もいれば，

上昇する者もいることが示された．また，死の 3 年前における人生満足感が高いほど，終

末期以前と終末期のいずれにおいても人生満足感は急速に低下した（r = .62, —.43）．しか

し，終末期以前と終末期の人生満足感の変化率に有意な関連は認められなかった（r = .02）． 

 

4 考察 

 本研究の目的は，幸福感の終末期低下が日本の縦断データにおいても再現されるかを検

討することであった．19 年間にわたって 60 歳以上の者を対象に実施された全国高齢者パ

ネル調査のデータを用い，自らの死が近づくにつれて人生満足感がどのように変化するか

をマルチレベル分析の枠組みで推定した．結果として，死亡までの時間が，誕生からの時

間に比べて，人生満足感の変化をより適切に説明していた．一連のモデルを比較した結果，

死が近づくにつれて人生満足感は急速に低下すること，とりわけ死の 3 年前から低下が始

まることが示された．これらの結果から，先行研究で報告されてきた幸福感の終末期低下

が再現された．他方で，死の直前における人生満足感の程度と変化率には個人差があるこ

とも示された． 

 先行研究では，「年齢を重ねるにつれて，人はどのように変化するか」という問いに主に

関心が向けられ，人は生涯にわたって幸福感を比較的高く保つことが多くの横断研究で報
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告されてきた．一方，本研究では，誕生からの時間につれて人生満足感は低下しており（1

年あたり—0.15 点），幸福感の矛盾は再現されなかった．本研究の分析対象者は，追跡期間

中に死亡した者であったため，とりわけ心身の機能の衰えを経験しやすく，人生満足感が

低下する傾向が示されたと推測される．実際に，先行研究は，死亡者では，生存者に比べ

て，人生満足感がより顕著に低下することを報告している(Mroczek and Spiro 2005)．さら

に，先行研究を概観すると，幸福感が高い者ほど長生きすることが示唆されている(Chida 

and Steptoe 2008; Diener and Chan 2011; Pressman and Cohen 2005)．これら既存の知見を踏ま

えると，本研究の分析対象者では，分析対象に含まれなかった生存者に比べて，幸福感が

低く推定されたと推測される． 

本研究では，「自らの死が近づくにつれて，人はどのように変化するか」という問いに着

目し，死亡までの時間と誕生までの時間による人生満足感の変化が異なる軌跡を描くこと

を示した．マルチフェーズモデルの推定結果を踏まえると，死の 3 年以前では，人生満足

感は，誕生からの時間に伴い 1 年あたり 0.15 点低下し，死亡までの時間に伴い 1 年あたり

0.14 点低下しており，変化率に差異は認めらなかった．しかし，死の 3 年以内では，人生

満足感は死亡までの時間に伴い 1 年あたり 0.99 点低下した．これらの結果から，終末期以

前と終末期は異なる段階であることが示唆される．死の直前における 1 年あたり 0.85 点の

低下が，年齢と独立した死から人生満足感への影響と解釈できるだろう．人の変化には，

年齢，疾患，死が関連しており，誕生からの時間による変化だけでは人の変化を説明する

ことはできない．今後の研究では，がんといった特定の疾患に罹患した者あるいは終末期

患者を対象にすることや，健康状態が良好な時点から死まで同一個人を追跡することで，

年齢，疾患，死に伴う機能の変化を捉えるべきだろう． 

自らの死が近づくにつれて人生満足感は急速に低下したが，これは平均的な軌跡であり，

人生満足感の程度と変化率には個人差があることに留意すべきである．本研究では，人生

満足感の終末期低下に関連する要因は検討しなかったが，先行研究では，主観的健康や機

能障害などの身体機能(Schilling, Deeg, and Huisman 2018)，社会関係(Gerstorf et al. 2016; 

Windsor, Gerstorf, and Luszcz 2015)やコントロール感(Gerstorf et al. 2014)などの心理社会機

能が幸福感の終末期低下における個人差を説明するか検討されてきた．さらに，終末期低

下には，個人の要因だけでなく，社会の要因が影響することが示唆されている．2000 年代

に死亡した人では，1990 年代に死亡した人に比べて，認知機能がより急速に低下したと報

告されている(Hülür et al. 2013)．この原因は特定されていないものの，時代とともに医療技

術が発達するにつれ，機能低下した状態での生存期間が延長しているためであると推察さ

れている．今後，幸福感の終末期低下を防ぐ要因，あるいはその低下を促す要因を明らか

にすることで，「人は死に伴う変化にいかに適応しうるか」という問いに答えられるととも

に，臨床や政策に寄与しうるだろう．また，さまざまな機能に終末期低下が生じると推測

されることから(Bäckman and MacDonald 2006)，諸機能の変化を包括的に観測することで，
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諸機能がいつからどのように変化するか，さらには，諸機能が互いにどのように共変動

（coupling）するかを検討することができるだろう．たとえば，心理社会機能に先立って身

体・認知機能が低下し始めるものの，終末期以前では，身体・認知機能の低下から心理社

会機能への影響は小さく，幸福感は高く保たれる一方，終末期では，身体・認知機能の低

下から心理社会機能への影響は大きく，幸福感は急速に低下すると考えられる(Gerstorf and 

Ram 2015)．こうしたダイナミクスを検証することで，幸福感の矛盾のメカニズムを明らか

にすることもできるだろう． 

本研究は，代表サンプルを用いており，追跡期間が長く，分析対象者が多いという長所

がある一方，いくつかの短所もある．第一に，観測時点間の間隔が 3―4 年間と比較的広か

った．また，最後の調査参加時から死亡までの平均的な間隔が 3.39 年だった．そのため，

本研究で用いたデータに基づき死の直前における変化を正確に推定するには制約があると

考えられる．実際に，マルチフェーズモデルの推定結果では，終末期の傾きの変量効果の

標準誤差が比較的大きかった．また，変化年を変量効果として仮定したモデルは収束せず，

個人の変化年を正確に推定するには制約があった．終末期における変化を正確に推定する

ためには，より短い時間間隔で，死の直前まで個人を追跡したデータを用いるべきだろう． 

第二に，入院や施設入所した者は調査対象から除外されており，本研究の分析対象者は

地域在住者に限られている．また，認知機能が低下した者は人生満足感を尋ねる質問項目

に回答できていないだろう．本研究の結果が，健康状態がより悪化した集団にも一般化で

きるかは，さらなる検討を要する． 

第三に，幸福感は多様な要素から成る概念であるものの，本研究では，人生満足感を幸

福感の指標として用いた．先行研究を概観すると，障害や死別といったライフイベントか

ら幸福感への影響は，ライフイベントの種類だけでなく，幸福感の要素によっても異なる

ことが示唆されている(Luhmann et al. 2012)．別の研究では，ポジティブ感情とネガティブ

感情とで終末期低下の軌跡が異なることが報告されている(Vogel et al. 2013)．また，本研究

でも，人生満足感は下位因子によって異なる軌跡を描き，過去に対する評価は，現在と未

来に対する評価に比べて，終末期以前までは比較的高く保たれることが示唆された．人生

満足感の測定尺度の内的整合性はやや低かったことからも，人生満足感が複数の要素から

成る概念であることが推察される．今後，幸福感の終末期低下を検討する際，幸福感に含

まれる多様な要素を包括的に測定すべきだろう． 

第四に，全国高齢者パネル調査のデータでは死因を特定できなかった．死因によって終

末期における軌跡が異なると推測されている(Lunney, Lynn, and Hogan 2002)．混合成長モデ

ルを用いることで，終末期における軌跡に複数の異なるパターンが存在するか，終末期に

おける軌跡のパターンと関連する疾患は何かを検討することができるだろう． 

 結論として，自らの死が近づくにつれて人生満足感は急速に低下するという先行知見が

再現された．年齢という誕生からの時間と死亡までの時間を用いて人生満足感の変化を記
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述した結果，年齢と死はそれぞれ独立して人の変化に影響しており，終末期以前と終末期

は異なる段階であることが示唆された．ただし，死の直前における人生満足度の程度と変

化率には個人差があり，終末期において人生満足感が低下する者もいれば，上昇する者も

いることが示された．今後の研究では，死亡までの機能の変化を観測し，終末期低下を防

ぐ要因と促す要因を明らかにすることで，「人は死に対する変化にいかに適応しうるか」と

いう問いに答えることができるだけでなく，終末期において機能を高く保つための臨床と

政策に寄与しうる知見を提供できるだろう． 

 

[注] 

1) 幸福感は，人生満足感，ポジティブ感情，ネガティブ感情という 3 つの要素から成るとい

う枠組みが提案されている(Diener 1984)．幸福感は要素によらず終末期に低下するという結

果が報告されている一方(Gerstorf et al. 2010)，要素によって変化率が異なることも示されて

いる(Gerstorf et al. 2018; Vogel et al. 2013)．本研究では，幸福感の指標として人生満足感を用

いたが，ポジティブ感情とネガティブ感情が終末期に低下するかという課題も検討する余地

がある．幸福感が多様な要素から成ることについては，限界で改めて言及する． 

2) 本研究では，第 7 回調査までのデータを用いたが，先行研究では，第 6 回調査までのデー

タを用いて，人生満足感の終末期低下がすでに検討されている(Nakagawa and Hülür in press)．

ただし，先行研究では，本研究と異なり，誕生からの時間と死亡までの時間の比較は行われ

ておらず，人生満足感と社会関係の関連が検討された．また，本研究では，先行研究と異な

り，2 次の変化も変量効果に仮定したモデルが選択された． 

3) 死亡年の 3年後に実施された調査に参加したデータが含まれた 1名は，分析から除外した． 

4) 人生満足度の変化年 τ が個人によって異なると仮定し，τ iを変量効果としてモデルに投入

した結果，モデルは収束しなかった．観測時点間の間隔が 3―4 年間と比較的広く，個人

の変化年を正確に推定するには制約があったと考えられる． 

5) T 得点ではなく素点（得点範囲：3―9）を目的変数として用いて推定した結果，死亡年にお

ける人生満足感の切片は 6.49 点（SD = 1.44）であった． 

6) AIC は，変化年を 3.5 年前としたモデルで 34,060，4 年としたモデルで 34,062，4.5 年とし

たモデルで 34,062，5 年としたモデルで 34,063 だった．  

7) 変量効果で示した分散と共分散を用いると，分散の正の平方根である標準偏差と，共分散

を 2 つの変数の標準偏差の積で除した値である相関係数を算出できる． 
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はありません． 
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